
 

 

租税特別措置等に係る政策評価 

 
 

１．租税特別措置等に係る政策評価の概要について 

 租税特別措置等に係る政策評価は、「行政機関が行う政策の評価に関する法律」に基づき

実施するものであり、租税特別措置等の透明化を図るとともに、国民への説明責任を果たす

ために実施するものである。 

 

具体的には、法人税、法人住民税及び法人事業税に係る租税特別措置等に関して、新設又

は拡充・延長要望を行う際に事前評価を実施するとともに、それらの租税特別措置等につい

て、期限に定めのないもの等を対象として 3～5 年を目安に事後評価を実施している。 

 

（評価の観点、分析手法） 

 評価にあたっては、租税特別措置等の必要性等（政策目的及びその根拠、達成目標及び測

定指標等）、有効性等（適用数等、減収額及び効果・達成目標の実現状況）、相当性等（租税

特別措置等によるべき妥当性等）の観点等から総合的に評価する。 

 

２．今回の評価結果等について 

 国土交通省政策評価基本計画（平成 26 年 3 月 28 日策定）及び平成 30 年度国土交通省事

後評価実施計画（平成 30 年 3 月 30 日最終変更）に基づき、平成 31 年度税制改正要望にあ

たって、24 件の事前評価を実施するとともに、23 件の事後評価を実施した。評価を実施し

た租税特別措置等の一覧は別添 1、個別の評価結果は別添 2 のとおりである。 

 以上 



別添 １

事前評価 ページ

（大臣官房）

1 試験研究を行った場合の法人税額等の特別控除の延長及び拡充 ※ 1

2 中小企業等の試験研究費に係る特例措置の拡充及び延長 ※ 23

（国土政策局）

3
半島振興対策実施地域における工業用機械等に係る割増償却制度の延
長

47

4
離島振興対策実施地域における工業用機械等に係る割増償却制度の延
長

56

5 奄美群島における工業用機械等に係る割増償却制度の延長 62

6 独立行政法人奄美群島振興開発基金に係る非課税措置の延長 68

7 振興山村における工業用機械等の割増償却 ※ 73

8 過疎地域における事業用設備等に係る特別償却の延長 ※ 91

（土地・建設産業局）

9 所有者不明土地に係る土地収用法の特例の創設に伴う所要の措置 88

10 地域福利増進事業に係る特例措置の創設 110

11 中小企業等の貸倒引当金の特例の延長 ※ 118

12 投資信託の二重課税調整に係る所要の措置 ※ 122

（都市局）

13
関西文化学術研究都市建設促進法に基づいて整備される文化学術研究
施設に係る特別償却制度の延長

125

14 都市再生緊急整備地域に係る課税の特例措置の延長等 131

15 特定都市再生緊急整備地域に係る課税の特例措置の延長等 136

（水管理・国土保全局）
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16 雨水貯留利用施設に係る割増償却制度の延長 142

（道路局）

17
東京湾横断道路株式会社に係る外形標準課税（資本割）の課税標準の
特例措置の延長

147

（鉄道局）

18
一体化法に規定する特定鉄道事業者の資本割に係る課税標準の特例措
置の延長

151

19 ＪＲ北海道及びＪＲ四国の資本割に係る課税標準の特例措置の延長 155

（自動車局）

20
中小企業者等が機械等を取得した場合の特別償却又は法人税額の特別
控除（中小企業投資促進税制）の延長

※ 159

21
中小企業者等が特定経営力向上設備等を取得した場合の特別償却又は
法人税額等の特別控除（中小企業経営強化税制）の拡充及び延長

※ 164

（海事局）

22 船舶に係る特別償却制度の延長等 143

（航空局）

23
新関西国際空港株式会社、関西国際空港土地保有株式会社及び中部国
際空港株式会社に係る資本割の課税標準の特例措置の延長

168

（観光庁）

24 沖縄の観光地形成促進地域における課税の特例の延長 ※ 188

事後評価

（国土政策局）

1
特定住宅地造成事業等のために土地等を譲渡した場合の譲渡所得の特
別控除

193

（土地・建設産業局）

2 収用等に伴い代替資産を取得した場合の課税の特例 196

3 換地処分等に伴い資産を取得した場合の課税の特例 200

4 収用交換等の場合の譲渡所得等の特別控除 204



5
特定住宅地造成事業等のために土地等を譲渡した場合の譲渡所得の特
別控除

208

（都市局）

6 収用等に伴い代替資産を取得した場合の課税の特例 216

7 収用交換等の場合の譲渡所得等の特別控除 236

8
特定土地区画整理事業等のために土地等を譲渡した場合の譲渡所得の
特別控除

256

9
特定住宅地造成事業等のために土地等を譲渡した場合の譲渡所得の特
別控除

267

（道路局）

10
特定住宅地造成事業等のために土地等を譲渡した場合の譲渡所得の特
別控除

293

（住宅局）

11
老朽化マンションの建替え等（認定建替事業・認定建物敷地売却事業）の
転出者等の譲渡所得に係る特例措置

296

12
老朽化マンションの建替え等（認定建替事業・認定建物敷地売却事業）の
施行者である組合の事業施行に係る特例措置

300

13 収用等に伴い代替資産を取得した場合の課税の特例 303

14 換地処分等に伴い資産を取得した場合の課税の特例 309

15
特定住宅地造成事業等のために土地等を譲渡した場合の譲渡所得の特
別控除

315

（鉄道局）

16 収用等に伴い代替資産を取得した場合の課税の特例 318

（航空局）

17
関西国際空港及び大阪国際空港に係る公共施設等運営権対価の益金認
識についての特例措置

321

18 中部国際空港整備準備金 325

19 収用等に伴い代替資産を取得した場合の課税の特例 329

20 収用交換等の場合の譲渡所得等の特別控除 332

21
特定土地区画整理事業等のために土地等を譲渡した場合の譲渡所得の
特別控除

335

22
特定住宅地造成事業等のために土地等を譲渡した場合の譲渡所得の特
別控除

339



（北海道局）

23
特定住宅地造成事業等のために土地等を譲渡した場合の譲渡所得の特
別控除

342

（注）他省庁主管の評価書については、末尾に※を記した。



 

 
 

租税特別措置等に係る政策の事前評価書 

1 政策評価の対象とした政策

の名称 

試験研究を行った場合の法人税額等の特別控除の延長及び拡充 

 

2 対象税目 

 

① 政策評価の

対象税目 

（法人税：義、所得税：外）（国税） 

（法人住民税：義）（地方税） 

 

② 上記以外の

税目 

 

3 要望区分等の別 【新設・拡充・延長】   【単独・主管・共管】 

4 内容 《現行制度の概要》 

所得の計算上損金の額に算入される試験研究費の額がある場合、その事業

年度の法人税額（国税）から、試験研究費の額に税額控除割合を乗じて計算し

た金額を控除することを認める制度。 

《要望の内容》 

我が国の国際競争力を支える民間研究開発の維持・拡大を図るため、イノベ

ーションに繋がる中長期・革新的な民間研究開発投資を促す仕組みとする。具

体的には、民間企業の研究開発投資を 2020 年度頃までに対 GDP 比 3％に

するという目標を着実に実現するため、企業に研究開発を増加させるインセン

ティブを着実に与えるべく、総額型の控除上限引上げ等を行う。 

 

○ 総額型及び中小企業技術基盤強化税制の控除上限引上げ 

○ 総額型の控除率を見直し、最大 15％の控除率を実現 

○ 試験研究費の額が平均売上金額の 10%を超える場合の上乗せ措置の適用

期限の延長（3 年間延長（33 年度末まで）） 

○ 中小企業者等について、試験研究費が 5％超増加した場合に控除率及び

控除上限を上乗せする仕組みを延長（3 年間延長（33 年度末まで）） 

○ 減益にも関わらず試験研究費を増加させた場合に控除上限を上乗せする

仕組みの創設（3 年間（33 年度末まで）） 

○ 組織再編があった場合の比較試験研究費の算出方法等に関する運用改

善 

 

 また、破壊的イノベーションによって業界構造が今後更に大きく変わっていくこ

とが見込まれる中、革新的なイノベーションが次々と生まれるエコシステムを形

成すべく、ベンチャー企業とのオープンイノベーションに対する支援の拡充等を

行う。 

 

○ オープンイノベーション型の支援対象の拡大・一部控除率引上げ（ベンチャ

ー・中小企業との共同研究及びベンチャー・中小企業が行う共同・委託研究

等） 

○ ベンチャー企業が総額型、中小企業技術基盤強化税制及びオープンイノベ

ーション型を利用する場合の控除上限の引上げ 

1



 

 

 

《関係条項》 

租税特別措置法（昭和 32 年法律第 26 号）第 10 条、第 42 条の 4、第 68 条の

9 

5 担当部局 大臣官房技術調査課 

6 評価実施時期及び分析対

象期間 

評価実施時期：平成 30 年 8 月 分析対象期間：平成 27 年度～33 年度             

7 創設年度及び改正経緯 ・増加型：昭和 42 年度創設 

・中小企業技術基盤強化税制：昭和 60 年度創設 

・特別試験研究費税額控除制度：平成 5 年度創設 

・総額型：平成 15 年度創設 

・高水準型：平成 20 年度創設 

・平成 26 年度税制改正にて、上乗せ措置（増加型及び高水準型）を３年間延長

するとともに、増加型の控除率を定率 5％から 5～30％（試験研究費の増加率

に応じて控除率が変化する仕組み）に変更 

・平成 27 年度税制改正にて、控除上限を法人税額の 30％に引上げる（総額型

25％、特別試験研究費税額控除制度（オープンイノベーション型）5％（ともに

恒久措置））とともに、オープンイノベーション型の控除率（12％から 20％又は

30％）及び対象費用（中小企業からの知財権の使用料）を拡充し、繰越控除制

度を廃止。 

・平成 29 年度改正にて、増加型を廃止した上で、総額型に増加インセンティブ

を組み込み、高水準型を延長しつつ、売上高試験研究費割合が 10％超の場

合や中小企業者等の試験研究費が 5％超増加した場合に控除上限を上乗せ

できる措置を導入。加えて、試験研究費の定義を見直し（第４次産業革命型の

サービスの開発を追加）、特別試験研究費税額控除制度の要件を緩和。 

8 適用又は延長期間 ○ 総額型及び中小企業技術基盤強化税制の控除上限引上げ 

○ 総額型の控除率を見直し、最大 15％の控除率を実現 

○ オープンイノベーション型の支援対象の拡大・一部控除率引上げ（ベンチャ

ー・中小企業との共同研究及びベンチャー・中小企業が行う共同・委託研究

等） 

○ ベンチャー企業が総額型、中小企業技術基盤強化税制及びオープンイノベ

ーション型を利用する場合の控除上限の引上げ 

○ 組織再編があった場合の比較試験研究費の算出方法等に関する運用改

善 

（以上、恒久措置） 

 

○ 試験研究費の額が平均売上金額の 10%を超える場合の上乗せ措置の適用

期限の延長（3 年間延長（33 年度末まで）） 

○ 中小企業者等について、試験研究費が５％超増加した場合に控除率及び

控除上限を上乗せする仕組みを延長（3 年間延長（33 年度末まで）） 

○ 減益にも関わらず試験研究費を増加させた場合に控除上限を上乗せする

仕組みの創設（3 年間（33 年度末まで）） 

9 必要性

等 

① 政策目的及

びその根拠 

《租税特別措置等により実現しようとする政策目的》 

我が国の研究開発投資総額（平成 28 年度：18.4 兆円）の約 7 割（同：13.3 兆

円）を占める民間企業の研究開発投資を維持・拡大することにより、イノベーショ

ンに繋がる中長期・革新的な研究開発等の加速を通じた我が国企業の競争力

を強化する。あわせて、自律的なイノベーションエコシステムを構築する。 

 具体的には、民間企業の研究開発投資を 2020 年度頃までに対 GDP 比３％

にする。 
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《政策目的の根拠》 

○ 第 5 期科学技術基本計画（平成 28 年～32 年度）［平成 28 年 1 月 22 日閣

議決定］ 

第７章 科学技術イノベーションの推進の強化 

（５）未来に向けた研究開発投資の確保 

第 5 期基本計画においても、これまでの科学技術振興の努力を継続していく

観点から～（中略）～政府研究開発投資に関する具体的な目標を引き続き設定

し、政府研究開発投資を拡充していくことが求められる。 

このため、官民合わせた研究開発投資を対ＧＤＰ比の 4％以上とすることを目

標とするとともに、（以下略） 

 
○未来投資戦略 2017［平成 29 年 6 月 9 日閣議決定］ 
４．イノベーション・ベンチャーを生み出す好循環システム 
（２）新たに講ずべき具体的施策 

～略～研究開発投資の目標については、官民合わせた研究開発投資を対
GDP 比 4％以上とすることを目標とする～略～ 

ⅱ）我が国が強い分野への重点投資 
～略～ 民間企業の研究開発投資を対 GDP 比 3％にすることを目指

すことにより、官民合わせた研究開発投資の対 GDP 比 4％以上とするこ
とを目標とする。 

 

○ 未来投資戦略 2018［平成 30 年 6 月 15 日閣議決定］ 
３．イノベーションを生み出す大学改革と産学官連携・ベンチャー支援 

３－１．自律的なイノベーションエコシステムの構築 
・2020 年度までに、官民合わせた研究開発投資の対 GDP 比を 4％以上と

する。 
３－２．ベンチャー支援強化 

・大企業やベンチャーキャピタル（VC）が抱えるヒト・モノ・カネ・チエを研究

開発型ベンチャーに環流させ、自発的な好循環を定着させるべく、両者

の連携・提携・共同研究等を促進する仕組みを構築する。 

 

○ 統合イノベーション戦略 2018［平成 30 年 6 月 15 日閣議決定］ 
第４章 地の社会実装 
（２）政府事業・制度等におけるイノベーション化の推進 
 ○目標 

＜研究開発投資の促進＞ 
   ～略～官民研究開発投資目標（対 GDP 比 4％以上）の達成 

 
○ 経済財政運営と改革の基本方針 2018（骨太の方針）[平成 30 年 6 月 15

日閣議決定] 
第２章 力強い経済成長の実現に向けた重点的な取組 
５．重要課題への取組 
（２）投資とイノベーションの促進 

① 科学技術・イノベーションの推進 
～略～民間企業が研究開発投資対 GDP 比 3％を目指すことを表明し

たこと踏まえ、～略～官民合わせた研究開発投資を対 GDP 比 4％以上と
することを目標とする。 

 

② 政策体系に

おける政策

目的の位置

付け 

経済成長 

技術革新 

○ 第 5 期科学技術基本計画（平成 28 年～32 年度）［平成 28 年 1 月 22 日閣

議決定］ 

第７章 科学技術イノベーションの推進の強化 
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（５）未来に向けた研究開発投資の確保 

第 5 期基本計画においても、これまでの科学技術振興の努力を継続していく

観点から～（中略）～政府研究開発投資に関する具体的な目標を引き続き設定

し、政府研究開発投資を拡充していくことが求められる。 

このため、官民合わせた研究開発投資を対ＧＤＰ比の 4％以上とすることを目

標とするとともに、（以下略） 

 

○ 未来投資戦略 2017［平成 29 年 6 月 9 日閣議決定］ 
４．イノベーション・ベンチャーを生み出す好循環システム 
（２）新たに講ずべき具体的施策 

～略～研究開発投資の目標については、官民合わせた研究開発投資を対
GDP 比 4％以上とすることを目標とする～略～ 

ⅱ）我が国が強い分野への重点投資 
～略～ 民間企業の研究開発投資を対 GDP 比 3％にすることを目指

すことにより、官民合わせた研究開発投資の対 GDP 比 4％以上とするこ
とを目標とする。 

 
○ 未来投資戦略 2018［平成 30 年 6 月 15 日閣議決定］ 
３．イノベーションを生み出す大学改革と産学官連携・ベンチャー支援 

３－１．自律的なイノベーションエコシステムの構築 
・2020 年度までに、官民合わせた研究開発投資の対 GDP 比を 4％以上と

する。 
３－２．ベンチャー支援強化 

・大企業やベンチャーキャピタル（VC）が抱えるヒト・モノ・カネ・チエを研究

開発型ベンチャーに環流させ、自発的な好循環を定着させるべく、両者

の連携・提携・共同研究等を促進する仕組みを構築する。 

 
○ 統合イノベーション戦略 2018［平成 30 年 6 月 15 日閣議決定］ 
第４章 知の社会実装 
（２）政府事業・制度等におけるイノベーション化の推進 
 ○目標 

＜研究開発投資の促進＞ 
   ～略～官民研究開発投資目標（対 GDP 比 4％以上）の達成 

 

○ 経済財政運営と改革の基本方針 2018（骨太の方針）[平成 30 年 6 月 15
日閣議決定] 

第２章 力強い経済成長の実現に向けた重点的な取組 
５．重要課題への取組 
（２）投資とイノベーションの促進 

① 科学技術・イノベーションの推進 
～略～民間企業が研究開発投資対 GDP 比 3％を目指すことを表明し

たこと踏まえ、～略～官民合わせた研究開発投資を対 GDP 比 4％以上と
することを目標とする。 

 

③ 達成目標及

びその実現

による寄与 

《租税特別措置等により達成しようとする目標》 

 

民間企業の研究開発投資を 2020 年度頃までに対 GDP 比３％にする 

《政策目的に対する租税特別措置等の達成目標実現による寄与》 

我が国全体の研究開発投資の 7 割以上を占める企業の研究開発投資を押

し上げることにより、国全体の研究開発投資の対ＧＤＰ比率を高め、イノベーショ

ンの加速を通じた我が国の成長力・国際競争力を強化することに大きく寄与す

ることが可能。 
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なお、研究論文（Kasahara et al.（2011））によれば、研究開発税制（総額型）

は、控除額に対し民間研究開発投資を約 2.33 倍押し上げる効果がある。また、

平成 30 年度経済産業省アンケート調査では約 6 割の企業が研究開発税制に

よる研究開発投資の押し上げ効果を認識している。 

10 有効性

等 

① 適用数 ○利用実績（うち、資本金 1 億円以下の法人分） 

 

適用事業者（法人）数 

＜総額型（拡充）＞ 

平成 26 年度 3,707 法人（853 法人） 

平成 27 年度 3,581 法人（803 法人） 

平成 28 年度 3,568 法人（781 法人） 

平成 29 年度 3,714 法人（813 法人）（見込み） 

平成 30 年度 3,714 法人（813 法人）（見込み） 

＜中小企業技術基盤強化税制（拡充）＞ 

平成 26 年度 5,380 法人（5,368 法人） 

平成 27 年度 5,422 法人（5,408 法人） 

平成 28 年度 5,320 法人（5,302 法人） 

平成 29 年度 6,004 法人（5,986 法人）（見込み） 

平成 30 年度 6,004 法人（5,986 法人）（見込み） 

＜高水準型（延長）＞ 

平成 26 年度 130 法人（80 法人） 

平成 27 年度 142 法人（89 法人） 

平成 28 年度 150 法人（102 法人） 

平成 29 年度 63 法人（43 法人）（見込み） 

平成 30 年度 63 法人（43 法人）（見込み） 

＜オープンイノベーション型（拡充）＞ 

平成 26 年度 161 法人（39 法人） 

平成 27 年度 250 法人（70 法人） 

平成 28 年度 397 法人（189 法人） 

平成 29 年度 468 法人（223 法人）（見込み） 

平成 30 年度 468 法人（223 法人）（見込み） 

※平成 26～28 年度は「租税特別措置の適用実態調査（財務省）」により把握。 

※平成 29、30 年度は、「平成 30 年度経産省アンケート調査結果（大企業）」及

び「平成 30 年度中小企業技術基盤強化税制アンケート調査」の結果におい

て、研究開発税制を活用した、または活用する見込みと回答した企業数及び

金額を抽出し、上記調査の数字を「租税特別措置の適用実態調査（財務

省）」の数字で割り戻した数値で補正し算出している（別紙①参照）。 

なお、平成 30 年度は、上記アンケートの回答企業が少なく、試算した数値

が信用に足る数値とは判断できないため、平成 29 年度と同数とした。 

 

○将来推計 

                        適用企業数  

平成 31 年度 

・総額型                   3,714／事業年度 

・中小企業技術基盤強化税制      6,004／事業年度 

・高水準型                  63／事業年度 

・オープンイノベーション型            468／事業年度 
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平成 32 年度 

・総額型                   3,714／事業年度 

・中小企業技術基盤強化税制     6,004／事業年度 

・高水準型                  63／事業年度 

・オープンイノベーション型          468／事業年度 

 

平成 33 年度 

・総額型                  3,714／事業年度 

・中小企業技術基盤強化税制    6,004／事業年度  

・高水準型                  63／事業年度 

・オープンイノベーション型          468／事業年度 

 

※適用件数については、現時点において増減させる要素が明確でないことから

平成 31 年度、平成 32 年度、平成 33 年度は、平成 30 年度推計値と同数と

した。 

 

○業種別適用件数（実績） 

業種別に適用件数をみると、総額型、中小企業技術基盤強化税制、高水準型

ともに下記のとおり幅広い業種の企業で適用されている。 

○平成 28 年度総額型適用件数 
 

業種名 適用企業数 （うち資本金 1 億円以下の法人） 

総計 3,568 781 

製造業 2,520 479 

 化学工業 515 85 

 機械製造業 321 68 

 電気機械 262 48 

 食料品 249 57 

 輸送用機械 225 21 

 金属製品 162 28 

 その他製造業 786 172 

サービス業 352 120 

卸売業 335 102 

建設業 181 45 

その他 180 35 

（出典：H28 租税特別措置の適用実態調査（財務省）） 

 

○平成 28 年度中小企業技術基盤強化税制適用件数 

業種名 適用企業数 （うち資本金 1 億円以下の法人） 

総計 5,320 5,302 

製造業 3,338 3,338 

 化学工業 442 440 

 機械製造業 410 408 

 電気機械 428 428 

 食料品 349 347 

 輸送用機械 139 139 
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 金属製品 391 391 

 その他製造業 1,179 1,185 

サービス業 656 655 

卸売業 820 817 

建設業 206 205 

その他 300 287 

（出典：H28 租税特別措置の適用実態調査（財務省）） 

 

○平成 28 年度高水準型適用件数 
 

業種名 適用企業数 （うち資本金 1 億円以下の法人） 

総計 150 102 

製造業 93 51 

 化学工業 35 12 

 機械製造業 5 4 

 電気機械 17 10 

 食料品 6 6 

 輸送用機械 3 1 

 金属製品 2 2 

 その他製造業 25 16 

サービス業 38 34 

卸売業 12 10 

建設業 2 2 

その他 5 5 

（出典：H28 租税特別措置の適用実態調査（財務省）） 

 

○平成 28 年度オープンイノベーション型適用件数 

業種名 適用企業数 （うち資本金 1 億円以下の法人） 

総計 397 189 

製造業 252 108 

 化学工業 60 20 

 機械製造業 25 13 

 電気機械 29 9 

 食料品 17 9 

 輸送用機械 24 4 

 金属製品 17 15 

 その他製造業 80 38 

サービス業 66 39 

卸売業 35 23 

建設業 13 8 

その他 31 11 

（出典：H28 租税特別措置の適用実態調査（財務省）） 
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○業種別減収金額（実績） 

業種別の適用金額では、総額型（輸送用機械）及び高水準型（化学工業）の

割合が高くなっている。 

総額型については、輸送用機械が全産業の研究開発費に占める割合が

22.0％と非常に高いこと、また、高水準型については、全産業の売上高に占め

る化学工業の割合が 4.1%であることに対して、全産業の研究開発費に占める

化学工業の割合が 16.5%と非常に高く、対売上高研究開発比の割合が高いた

めと考えられる。 

 

○平成 28 年度総額型適用金額             （単位：百万円） 

業種名 適用金額 （うち資本金 1 億円以下の法人） 

総計 493,922 4,791 

製造業 425,773 2,952 

 化学工業 86,431 1,128 

 機械製造業 36,182 238 

 電気機械 62,453 200 

 食料品 8,652 329 

 輸送用機械 154,325 79 

 金属製品 4,190 111 

 その他製造業 73,540 867 

サービス業 7,101 1,196 

卸売業 14,592 412 

建設業 4,731 73 

その他 41,725 158 

（出典：H28 租税特別措置の適用実態調査（財務省）） 

 

○平成 28 年度中小企業技術基盤強化税制適用金額 

（単位：百万円） 

業種名 適用金額 （うち資本金 1 億円以下の法人） 

総計 26,010 25,671 

製造業 20,853 20,703 

 化学工業 5,387 5,366 

 機械製造業 2,038 1,948 

 電気機械 2,759 2,759 

 食料品 1,781 1,772 

 輸送用機械 896 895 

 金属製品 1,372 1,372 

 その他製造業 6,620 6,591 

サービス業 1,373 1,369 

卸売業 2,703 2,690 

建設業 498 415 

その他 583 494 

（出典：H28 租税特別措置の適用実態調査（財務省）） 
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○平成 28 年度高水準型適用金額            （単位：百万円） 

業種名 適用金額 （うち資本金 1 億円以下の法人） 

総計 4,475 78 

製造業 4,366 63 

 化学工業 4,068 46 

 機械製造業 2 2 

 電気機械 100 4 

 食料品 2 2 

 輸送用機械 12 2 

 金属製品 0 0 

 その他製造業 182 7 

サービス業 100 9 

卸売業 8 5 

建設業 1 1 

その他 0 0 

（出典：H28 租税特別措置の適用実態調査（財務省）） 

 

○平成 28 年度オープンイノベーション型適用金額  （単位：百万円） 

業種名 適用金額 （うち資本金 1 億円以下の法人） 

総計 4,193 160 

製造業 3,355 97 

 化学工業 1,793 43 

 機械製造業 156 13 

 電気機械 302 3 

 食料品 36 7 

 輸送用機械 610 1 

 金属製品 7 6 

 その他製造業 451 24 

サービス業 141 25 

卸売業 342 30 

建設業 28 5 

その他 327 3 

（出典：H28 租税特別措置の適用実態調査（財務省）） 

 

※なお、総務省「科学技術研究調査」平成 29 年度調査結果（平成 28 年度実

績）によれば、民間研究開発投資額（13.3 兆円）のうち、製造業の割合は

86.9％であり、業種別研究開発投資構成比の上位業種としては、「輸送用機械

器具製造業（22.0％）」、「情報通信機械器具製造業（10.2％）」、「医薬品製造業

（10.2％）」、「電気機械器具製造業（8.4%）」、「化学工業（6.4％）」となっているほ

か、非製造業の割合は 13.1％となっている。 

 

 

9



 

 

 

※試験研究を行った場合の法人税額等の特別控除については、制度の対象の

大宗が法人であり、所得税の活用については、国税庁による申告所得税標本

調査 第 10 表 租税特別措置法関連項目によると、平成２８年の適用は４人

（適用金額１百万円）となっている。また、それ以前の平成２６年及び平成２７年

の本税制の利用動向に大きな変化が生じていないことを踏まえると、個人の活

用状況は極めて僅少であることが見込まれる。 

② 適用額 ○減収額実績 

＜総額型（拡充）＞ 

平成 26 年度 5,281 億円（51 億円） 

平成 27 年度 4,848 億円（54 億円） 

平成 28 年度 4,939 億円（48 億円） 

＜中小企業技術基盤強化税制（拡充）＞ 

平成 26 年度 274 億円（273 億円） 

平成 27 年度 267 億円（266 億円） 

平成 28 年度 260 億円（257 億円） 

＜高水準型（延長）＞ 

平成 26 年度  55 億円（1.0 億円） 

平成 27 年度  60 億円（1.0 億円） 

平成 28 年度  45 億円（0.8 億円） 

＜オープンイノベーション型（拡充）＞ 

平成 26 年度   3 億円（0.1 億円） 

平成 27 年度  39 億円（0.7 億円） 

平成 28 年度  42 億円（1.6 億円） 

（出典：財務省「租税特別措置の適用実態調査」） 

 

○将来推計 

                              適用金額 

 平成 31 年度 

 総額型                         6,382 億円 

中小企業技術基盤強化税制            439 億円 

高水準型                        22 億円 

オープンイノベーション型              289 億円 

  

平成 32 年度 

 総額型                       6,880 億円 

中小企業技術基盤強化税制             473 億円 

高水準型                        22 億円 

オープンイノベーション型              289 億円 

 

平成 33 年度 

 総額型                        7,417 億円 

中小企業技術基盤強化税制            510 億円 

高水準型                         22 億円 

オープンイノベーション型              289 億円 

 

※高水準型及びオープンイノベーション型の適用金額については、現時点にお

いて増減させる要素が明確でないことから平成 31 年度、平成 32 年度、平成

33 年度は、平成 30 年度推計値と同数とした。また、総額型、中小企業技術基

盤強化税制の適用金額については、「2020 年頃に名目 GDP600 兆円達成」及
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び「民間研究開発投資を対 GDP 比 3％以上」という目標を達成するためには、

民間研究開発投資を毎年 7.8％増加させる必要があることから、平成 31 年度

税制改正要望内容に伴う適用金額に 107.8％に相当する額を平成 32 年度推

計値に、平成 32 年度推計値の 107.8％に相当する額を平成 33 年度推計値と

した。（平成 30 年度経済産業省アンケート調査に基づく試算） 

 

（参考：地方税） 

＜中小企業技術基盤強化税制（拡充）＞ 

平成 26 年度 47 億円 

平成 27 年度 37 億円 

平成 28 年度 3４億円 

＜高水準型（延長）＞ 

平成 26 年度  0.14 億円 

平成 27 年度  0.09 億円 

平成 28 年度  0.06 億円 

＜オープンイノベーション型（拡充）＞ 

平成 26 年度  ― 

平成 27 年度  0.07 億円 

平成 28 年度  0.21 億円 

（出典：総務省「地方税における税負担軽減措置等の適用状況等に関する報告

書」） 

 

○将来推計 

                              適用金額 

 平成 31 年度 

中小企業技術基盤強化税制           57 億円 

高水準型                      0.05 億円 

オープンイノベーション型             1.1 億円 

  

平成 32 年度 

中小企業技術基盤強化税制            61 億円 

高水準型                     0.05 億円 

オープンイノベーション型             1.1 億円 

 

平成 33 年度 

中小企業技術基盤強化税制           66 億円 

高水準型                      0.05 億円 

オープンイノベーション型             1.1 億円 

※国税における適用額の推計のうち資本金 1 億円以下の法人分の推計額に

法人住民税率（12.9％）を乗じた数を計上した。 

③ 減収額 ○減収額実績 

＜総額型（拡充）＞ 

平成 26 年度 5,281 億円（51 億円） 

平成 27 年度 4,848 億円（54 億円） 

平成 28 年度 4,939 億円（48 億円） 

＜中小企業技術基盤強化税制（拡充）＞ 

平成 26 年度 274 億円（273 億円） 

平成 27 年度 267 億円（266 億円） 

平成 28 年度 260 億円（257 億円） 
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＜高水準型（延長）＞ 

平成 26 年度  55 億円（1.0 億円） 

平成 27 年度  60 億円（1.0 億円） 

平成 28 年度  45 億円（0.8 億円） 

＜オープンイノベーション型（拡充）＞ 

平成 26 年度   3 億円（0.1 億円） 

平成 27 年度  39 億円（0.7 億円） 

平成 28 年度  42 億円（1.6 億円） 

（出典：財務省「租税特別措置の適用実態調査」） 

 

○将来推計 

                              適用金額 

 平成 31 年度 

 総額型                         6,382 億円 

中小企業技術基盤強化税制            439 億円 

高水準型                        22 億円 

オープンイノベーション型              289 億円 

  

平成 32 年度 

 総額型                       6,880 億円 

中小企業技術基盤強化税制             473 億円 

高水準型                        22 億円 

オープンイノベーション型              289 億円 

 

平成 33 年度 

 総額型                        7,417 億円 

中小企業技術基盤強化税制            510 億円 

高水準型                         22 億円 

オープンイノベーション型              289 億円 

 

※高水準型及びオープンイノベーション型の適用金額については、現時点にお

いて増減させる要素が明確でないことから平成 31 年度、平成 32 年度、平成

33 年度は、平成 30 年度推計値と同数とした。また、総額型、中小企業技術基

盤強化税制の適用金額については、「2020 年頃に名目 GDP600 兆円達成」及

び「民間研究開発投資を対 GDP 比 3％以上」という目標を達成するためには、

民間研究開発投資を毎年 7.8％増加させる必要があることから、平成 31 年度

税制改正要望内容に伴う適用金額に 107.8％に相当する額を平成 32 年度推

計値に、平成 32 年度推計値の 107.8％に相当する額を平成 33 年度推計値と

した。（平成 30 年度経済産業省アンケート調査に基づく試算） 

 

（参考：地方税） 

＜中小企業技術基盤強化税制（拡充）＞ 

平成 26 年度 47 億円 

平成 27 年度 37 億円 

平成 28 年度 3４億円 

＜高水準型（延長）＞ 

平成 26 年度  0.14 億円 

平成 27 年度  0.09 億円 

平成 28 年度  0.06 億円 
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＜オープンイノベーション型（拡充）＞ 

平成 26 年度  ― 

平成 27 年度  0.07 億円 

平成 28 年度  0.21 億円 

（出典：総務省「地方税における税負担軽減措置等の適用状況等に関する報告

書」） 

 

○将来推計 

                              適用金額 

 平成 31 年度 

中小企業技術基盤強化税制           57 億円 

高水準型                      0.05 億円 

オープンイノベーション型             1.1 億円 

  

平成 32 年度 

中小企業技術基盤強化税制            61 億円 

高水準型                     0.05 億円 

オープンイノベーション型             1.1 億円 

 

平成 33 年度 

中小企業技術基盤強化税制           66 億円 

高水準型                      0.05 億円 

オープンイノベーション型             1.1 億円 

※国税における適用額の推計のうち資本金 1 億円以下の法人分の推計額に

法人住民税率（12.9％）を乗じた数を計上した。 

④ 効果 《政策目的の達成状況及び達成目標の実現状況》 

 回復基調にあった我が国の研究開発費の対ＧＤＰ比率は、2014 年度をピーク

に下降傾向にあり、2016 年度は回復前の 2010 年度を下回る比率にまで落ち

込んでいる。 

よって、未だ「官民合わせた研究開発投資を対ＧＤＰ比の 4％以上」及び「民

間企業研究開発投資を対 GDP 比の 3％以上」という目標を達成できていない。 

 

対 GDP 研究開発投資比率の推移 

  2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 

研究開発 

投資総額 3.50% 3.43% 3.52% 3.50% 3.57% 3.66% 3.55% 3.42% 

民間企業

研究開発

投資額 2.44% 2.41% 2.48% 2.46% 2.50% 2.62% 2.56% 2.47% 

（出典：科学技術研究調査（総務省）、国民経済計算（内閣府）） 

 

そのため、「官民合わせた研究開発費の対ＧＤＰ比 4％以上」及び「民間企業

研究開発投資の対 GDP 比 3％以上」を達成するためには、引き続き本制度に

おいて、企業におけるイノベーションに繋がる中長期・革新的な研究開発への

積極的な投資やイノベーション経営に向けた企業の意識・行動改革を最大限後

押しすることが重要であると考えられる。 
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《達成目標に対する租税特別措置等の直接的効果》 

 民間企業研究開発投資の対 GDP 比率は、リーマンショック後の大幅な落ち込

みからは回復基調にあったが、2014 年度をピークに下降傾向にあり、2016 年

度は回復前の 2010 年度を下回る比率にまで落ち込んでいる。また、研究開発

投資の伸び率は主要国と比して低調な状況が続き、我が国の成長力・国際競

争力の壊滅的な低下が懸念される。 

 なお、今般の要望を踏まえた、研究開発税制の経済波及効果としては、平成

31 年度～平成 40 年度までの 10 年間に及ぼす効果として、①GDP 押し上げ効

果 2 兆 4,298 億円、②雇用創出効果：約 30 万人、③税収効果：約 4,610 億円

の効果が見込まれる。 

⑤ 税収減を是

認する理由

等 

第 5 期科学技術基本計画の当面の目標「官民合わせた研究開発投資を対

GDP 比の 4％以上とする」の達成に向け、過去及び将来において、以下の効果

が期待される。 

 なお、研究論文（kasahara et al.（2011））によれば、研究開発税制（総額型）

は、控除額に対し民間研究開発投資を約 2.33 倍に押し上げる効果がある。平

成 30 年度経済産業省アンケート調査でも、約 6 割の企業が研究開発税制によ

る研究開発投資の押し上げ効果を認識している。 

 上記で示した総額型の押し上げ倍率（2.33 倍）が、研究開発税制における総

額型以外の措置にも当てはまるとすると、「租税特別措置の適用実態調査（財

務省）」の実績から、平成 28 年度における民間企業の研究開発投資押し上げ

額は 13,807 億円（592,586 百万円 × 2.33 倍 ＝ 1,380,725 百万円）と推定さ

れる。 

 また、平成 28 年度の民間企業研究開発投資額 133,183 億円（実績）に対して

は、約 10.7％の押し上げ効果があり、対 GDP 民間研究開発投資比率の増加

に貢献したといえる。 

 

○ 総額型及び中小企業技術基盤強化税制の控除上限引上げ 

研究開発税制において、控除限度額が控除上限を超える企業については、

さらに研究開発費を増加させるインセンティブが利きづらく、むしろ、研究開発費

を増加させるほど研究開発費に対する税額控除額の割合が下がってしまう。こ

のような企業は、リスクをとって利益を「すぐには稼げない」研究開発投資に振り

向けている企業であり、中立・公平な支援の観点から、控除上限の引上げが必

要であると考えられる 

 

○ 総額型の控除率を見直し、最大 15％の控除率を実現 

○ 中小企業者等について、試験研究費が５％超増加した場合に控除率及び

控除上限を上乗せする仕組みを延長（3 年間延長（33 年度末まで）） 

○ 減益にも関わらず試験研究費を増加させた場合に控除上限を上乗せする

仕組みの創設（3 年間（33 年度末まで）） 

研究開発税制については、平成 29 年度税制改正において、総額型及び中

小企業技術基盤強化税制に研究開発投資の増減に応じて支援にメリハリをつ

ける仕組みを導入した。この方策は、民間企業の研究開発投資を維持・拡大さ

せることが期待でき、「民間企業の研究開発投資を 2020 年度頃までに対 GDP

比３％」の目標の達成に資することから、維持・拡充が必要である。 
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○ 試験研究費の額が平均売上金額の 10%を超える場合の上乗せ措置の適用

期限の延長（3 年間延長（33 年度末まで）） 

この上乗せ措置は、通常よりも売上高に占める研究開発投資比率が高い企

業の研究開発投資水準を維持・拡大に有効な制度であり、本制度を延長するこ

とは、今後も高い研究開発投資水準を確保することが期待でき、「民間企業の

研究開発投資を 2020 年度頃までに対 GDP 比 3％」の目標に向け、研究開発

投資の増加が期待できる。 

 

○ オープンイノベーション型の支援対象の拡大・一部控除率引上げ（ベンチャ

ー・中小企業との共同研究及びベンチャー・中小企業が行う共同・委託研究

等） 

○ ベンチャー企業が総額型、中小企業技術基盤強化税制及びオープンイノベ

ーション型を利用する場合の控除上限の引上げ 

ベンチャー企業は通常、設立当初は赤字であることが多いが、我が国の研究

開発税制は繰越控除が認められておらず、構造的に税制上の支援が行き渡り

づらい。また、ベンチャー企業にとっては、量産化研究や実証研究を自社のみ

の技術・リソースでは完了することが困難であることが多いと言われている（い

わゆる「死の谷」）。 

そのようなベンチャー企業と連携し、ベンチャー側に足りない技術を補完する

事業会社を支援することや、ベンチャー企業が最初の成功の利益を元手に、よ

り大きなビジョンに向けた更なる研究開発を進めることを支援することは、業種・

分野・企業形態を問わず支援する観点から妥当であると考えられる。 

11 相当性 ① 租税特別措

置等による

べき妥当性

等 

革新的なイノベーションがどのような業種・分野・企業形態から生まれてくるか

を予測するのは困難であり、業種・分野・企業形態を問わず、幅広く技術・知識

の基盤を確立させることが重要であることから、民間企業の研究開発投資に対

しては、中立・公平な支援措置として税制措置を講じることが妥当であると考え

られる。 

 予算による措置の場合は、各事業は国の政策に基づき助成等の対象者及び

研究テーマ等を設定することで、より特定された分野又は研究開発段階におけ

る成果の獲得を目指すものとなる。他方、我が国のイノベーションは企業が牽引

しており、かつ、企業が自らの負担で推進していることから、企業の創意工夫あ

る自主的な研究開発を促進することが成長力・国際競争力の観点から極めて

重要である。よって、研究開発テーマに中立的かつ公平に支援を行う税制支援

の方が民間活力による研究開発投資を幅広く支援する制度として適切である。 

 研究開発税制については、平成 29 年度税制改正において、総額型の仕組み

に研究開発投資の増減に応じて支援にメリハリをつける仕組みを導入した。し

かしながら、控除限度額が控除上限を超える企業については、さらに研究開発

費を増加させるインセンティブが利きづらく、むしろ、研究開発費を増加させるほ

ど研究開発費に対する税額控除額の割合が下がってしまう。このような企業

は、リスクをとって利益を「すぐには稼げない」研究開発投資に振り向けている企

業であり、中立・公平な支援の観点から、控除上限の引上げが妥当であると考

えられる。 

 なお、諸外国では、研究開発に対する税制優遇措置について控除上限を設定

していない国も多い。さらに、諸外国では近年、法人税率を下げつつ、研究開発

に対する税制優遇措置を維持・拡充する傾向にある。 
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② 他の支援措

置や義務付

け等との役

割分担 

予算上の措置は、それぞれ国の政策に基づき助成等の対象者及び研究テー

マ等を設定することで、より特定された分野又は研究開発投資段階において成

果の獲得を目指す制度であり、民間活力による研究開発投資を幅広く促進する

制度である税制措置とは支援目的と対象が異なる。 

OECD ペーパー（Appelt, S. et al. (2016)）においても、「研究開発税制と予算

等による直接的な支援措置とでは政策目的が異なるとされており、予算等によ

る直接的な支援措置は社会的リターンが大きい特定のプロジェクトを支援する

ものである一方、研究開発税制は、民間企業にどのような研究開発を行うかの

選択の余地を残している点で、市場メカニズムに基づく措置であるとされてい

る。 

③ 地方公共団

体が協力す

る相当性 

地方税法第 23 条第 1 項第 4 号及び第 292 条第 1 項第 4 号において、法人

住民税は試験研究費税額控除前の法人税額を課税標準とすることとされてい

る。その中で、中小企業者等においては、地方税法附則第 8 条により、試験研

究費税額控除後の法人税額を課税標準とすることが定められている。 

12 有識者の見解  

－ 

 

13 前回の事前評価又は事後

評価の実施時期 

平成 28 年 8 月（Ｈ28 経産 12） 
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別紙１ 

 
 

 

平成 29 年度、平成 30 年度の適用数等推計の考え方 

 

 

 

○租税特別措置法の適用実態調査（財務省：平成 28 年度実績） 

・総額型： 

適用件数：3,568（うち中小企業：781） 

   適用総額：493,922 百万円（うち中小企業：4,791 百万円） 

・中小企業技術基盤強化税制： 

適用件数：5,320（うち中小企業：5,302） 

   適用総額：26,010 百万円（うち中小企業：25,671 百万円） 

・高水準型： 

      適用件数：150（うち中小企業：102） 

   適用総額：4,475 百万円（うち中小企業：78 百万円） 

・オープンイノベーション型： 

      適用件数：397（うち中小企業：189） 

   適用総額：4,193 百万円（うち中小企業：160 百万円） 

 

 

［総額型］ 

○平成 30 年度経済産業省アンケート調査（大企業）（平成 28 年度実績） 

１．租税特別措置の適用実態調査によると、平成28年度の総額型の活用実績は、493,922百

万円。 

２．経済産業省企業アンケートで得られた平成28年度の総額型活用実績は、288,554百万円

であり、カバー率は、約 58.4%。 

  （カバー率：288,554/493,922＝58.4%） 

３．当該カバー率（58.4%）を経済産業省平成 30 年度企業アンケートで得られた、平成 29

年度の総額型活用実績の359,471百万円に割り戻して得られた額を、現行制度の平成29

年度における総額型の見込み額とした。 

  （359,471 百万円÷58.4%＝615,312 百万円） 

４．適用件数は、経済産業省企業アンケートで得られた平成 28 年度の総額型適用件数は、 

343 件であり、カバー率は、9.6%。 

５．当該カバー率（9.6%）を経済産業省企業アンケートで得られた、平成 29 年度の総額型 

適用件数の 357 件に割り戻して得られた件数を、現行制度の平成 29 年度における総額 

型の適用見込み件数とした。 

（平成 29 年度推計件数：357÷9.6%＝3,714 件） 

 

 

［中小企業技術基盤強化税制］ 

○平成 30 年度中小企業アンケート調査（平成 29 年度実績） 

【中小企業者等】 

１．中小企業庁企業アンケートにより得られた中小企業技術基盤強化税制活用実績及び租税

特別措置適用実態調査を用い、上記 1～3 と同様の手法により得られた 38,355 百万円を

現行制度の平成 29 年度における中小企業技術基盤強化税制の見込み額とした。 

２．適用見込み件数についても、上記 4～5 と同様の手法により得られた 5,986 件を適用見

込み件数とした。 
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別紙１ 

 
 

【大企業】 

大企業の実績については、アンケート等により把握できていないため、以下のとおり試算

した。 

・平成 29 年度適用件数 

大企業：5,986×（14+18／5,408+5,302）＝18 件 

※試算方法：中小企業者等の H29 実績×（H27 大企業実績＋H28 大企業実績）／ 

（H27 中小企業者等実績＋H28 中小企業者等実績） 

 

・平成 29 年度適用金額 

大企業：38,355×（114+338／26,613+25,672）＝332 百万円 

  ※試算方法：中小企業者等の H29 実績×（H27 大企業実績＋H28 大企業実績）／ 

（H27 中小企業者等実績＋H28 中小企業者等実績） 

 

 

［高水準型］ 

○平成 30 年度経済産業省アンケート調査（大企業）（平成 28 年度実績） 

・平成 28 年度集計結果 

適用件数：12（租税特別措置法の適用実態調査に対するカバー率：8.0%） 

   適用総額：2,264 百万円（カバー率：50.6%） 

 

・平成 29 年度集計結果 適用件数：5 

適用総額：2,757 百万円 

 

・平成 29 年度推計件数：5÷8.0%＝63 

         推計総額：2,757 百万円÷50.6%＝5,450 百万円 

 

 

［オープンイノベーション型］ 

○平成 30 年度経済産業省アンケート調査（大企業）（平成 28 年度実績） 

・平成 28 年度集計結果 

適用件数：56（租税特別措置法の適用実態調査に対するカバー率：14.1%） 

   適用総額：2,252 百万円（カバー率：53.7%） 

 

・平成 29 年度集計結果 適用件数：66 

適用総額：4,589 百万円 

 

・平成 29 年度推計件数：66÷14.1%＝468 

         推計総額：4,589 百万円÷53.7%＝8,545 百万円 
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別紙２ 

 

【減収額・適用事業者数の推計の考え方】 

 

総額型及び中小企業技術基盤強化税制 減収見込額・適用見込事業者数について 

 

【減収見込額】 

（総額型） 

１．租税特別措置の適用実態調査によると、平成 28 年度の総額型の活用実績は、493,922

百万円。 

 

２．経済産業省企業アンケートで得られた平成 28 年度の総額型活用実績は、288,554 百万

円であり、カバー率は、約 58.4%。 

   （カバー率：288,554/493,922＝58.4%） 

 

３．当該カバー率（58.4%）を経済産業省平成 30 年度企業アンケートで得られた、平成 29

年度の総額型活用実績の 359,471 百万円に割り戻して得られた額を、現行制度の平成

29 年度における総額型の見込み額とした。 

  （359,471 百万円÷58.4%＝615,312 百万円） 

 

４．平成 31 年度税制改正要望において、総額型の仕組みの変更及びオープンイノベーショ

ン型の支援対象の拡充等に伴う平成 31 年度の活用見込み額を、経済産業省企業アンケ

ートにおいて得られた平成 29 年度の試験研究費の額等を踏まえ 638,249 百万円の見込

み額とした。 

 

５．総額型の仕組みの変更及びオープンイノベーション型の支援対象の拡充等に伴う増減額

は、▲22,937 百万円の減収見込み額とした。なお、このうち▲3,202 百万円について

は、高水準型からの移行分（後述）であるため、総額型の仕組み変更及びオープンイノ

ベーション型の支援対象の拡充等に伴う実質的な増減額は▲19,735 百万円である。

（注 1） 

 

（注） 

1.  上記の試算における試験研究費割合が 10%を超える場合の総額型控除上限上乗せ措置及

び高水準型の適用については、控除額が最大となる制度を適用することとし、両者の控

除額が同額である場合には、計算が簡素であることから、総額型控除上限上乗せ措置を

適用することと仮定している。 

 

（中小企業技術基盤強化税制） 

６．中小企業庁企業アンケートにより得られた中小企業技術基盤強化税制活用実績及び租税

特別措置適用実態調査を用い、中小企業技術基盤強化税制の仕組みの変更に伴う減収見

込額を▲5,190 百万円とした。  

  

【適用見込事業者数】 

（総額型） 

１．適用見込事業者数について、要望書提出時点においては、企業アンケートによる平成

31 年度の見込数字等を有していないことから、財務省「租税特別措置の適用実態調

査」における平成 28 年度の適用事業者数並びに企業アンケートにおける平成 28 年度及

び平成 29 年度の適用事業者数より、平成 31 年度の総額型適用見込事業者数（3,714

社）を推計した。 
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別紙２ 

 

（中小企業技術基盤強化税制） 

２．総額型と同様に、適用見込事業者数については要望書提出時点において、企業アンケー

トによる平成 31 年度の見込数字等を有していないことから、財務省「租税特別措置の

適用実態調査」における平成 28 年度の適用事業者数並びに企業アンケートにおける平

成 28 年度及び平成 29 年度の適用事業者数より、平成 31 年度の中小企業技術基盤強化

税制適用見込事業者数（6,004 社）を推計した。 
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別紙２ 

 

高水準型 減収見込額・適用見込事業者数について 

 

【減収見込額】 

１．租税特別措置の適用実態調査によると、平成 28 年度の高水準の活用実績は、4,475 百

万円。 

 

２．経済産業省企業アンケートで得られた平成 28 年度の高水準型の実績は、2,264 百万円

であり、カバー率は、約 50.6%。 

   （カバー率：2,264/4,475＝50.6%） 

 

３．当該カバー率（50.6%）を経済産業省平成 30 年度企業アンケートで得られた、平成 29

年度の高水準活用実績の 2,757 百万円に割り戻して得られた額を、現行制度の平成 29

年度における高水準型の見込み額とした。 

  （2,757 百万円÷50.6%＝5,450 百万円） 

 

４．平成 31 年度税制改正要望において、活用見込み額を 2,247 百万円とした。 

 

５．これは、総額型控除上限上乗せ措置と高水準型は選択制であるため、両者の控除額が同

額である場合には、計算が簡素である総額型控除上限上乗せ措置を適用することと仮定

していることから、高水準型ではなく、総額型控除上限上乗せ措置の適用を受ける額

を、経済産業省企業アンケートから+3,202 百万円の増収見込み額としたためである。 

 

【適用見込事業者数】 

１．同様の手法により、平成３１年度の適用見込事業者数（63 社）とした。 
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別紙２ 

 

オープンイノベーション型 減収見込額・適用見込事業者数について 

 

【減収見込額】 

１．租税特別措置の適用実態調査によると、平成 28 年度のオープンイノベーション型の活

用実績は、4,193 百万円。 

 

２．経済産業省企業アンケートで得られた平成 28 年度のオープンイノベーション型の実績

は、2,252 百万円であり、カバー率は、約 53.7%。 

   （カバー率：2,252/4,193＝53.7%） 

 

３．当該カバー率（53.7%）を経済産業省平成 30 年度企業アンケートで得られた、平成 29

年度のオープンイノベーション型活用実績の 4,589 百万円に割り戻して得られた額を、

平成 29 年度におけるオープンイノベーション型の減収見込み額とした。 

   （4,589 百万円÷53.7%＝8,545 百万円） 

 

４．平成 31 年度税制改正要望において、オープンイノベーション型の支援対象の拡充及び

一部控除率引上げに伴う活用見込み額を、経済産業省企業アンケートから 20,364 百万

円の見込み額とした。 

 

５．オープンイノベーション型の支援対象の拡充及び一部控除率引上げに伴う増減額は、▲

20,364 百万円の改正減収見込み額とした。 

 

【適用見込事業者数】 

１．同様の手法により、平成３１年度の適用見込事業者数（468 社）とした。 
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租税特別措置等に係る政策の事前評価書 

1 政策評価の対象とした政策

の名称 

中小企業者等の試験研究費に係る特例措置の拡充及び延長 

 

2 対象税目 

 

① 政策評価の

対象税目 

（法人住民税：義）（地方税）  【新設・拡充・延長】 

② 上記以外の

税目 

 

3 要望区分等の別 【新設・拡充・延長】   【単独・主管・共管】 

4 内容 《現行制度の概要》 

法人住民税法人税割の課税標準となる法人税額は、原則として税額控除

を行う前の法人税額を用いることとされているが、中小企業者の試験研究費

の税額控除については、これらの税額控除後の法人税額を法人住民税の

課税標準として用いることとされている。（大企業は税額控除前の法人税額

が課税標準となる。） 

 

《要望の内容》 

我が国の国際競争力を支える民間研究開発の維持・拡大を図るため、イ

ノベーションに繋がる中長期・革新的な民間研究開発投資を促す仕組みと

する。具体的には、民間企業の研究開発投資を 2020 年度頃までに対 GDP 

比 3％にするという目標を着実に実現するため、企業に研究開発を増加させ

るインセンティブを着実に与えるべく、総額型の控除上限引上げ等を行う。 

 

○ 総額型及び中小企業技術基盤強化税制の控除上限引上げ 

○ 総額型の控除率を見直し、最大 15％の控除率を実現 

○ 試験研究費の額が平均売上金額の 10%を超える場合の上乗せ措

置の適用期限の延長（3 年間延長（33 年度末まで）） 

○ 中小企業者等について、試験研究費が５％超増加した場合に控

除率及び控除上限を上乗せする仕組みを延長（3 年間延長（33 年

度末まで）） 

○ 減益にも関わらず試験研究費を増加させた場合に控除上限を上

乗せする仕組みの創設（3 年間（33 年度末まで）） 

○ 組織再編があった場合の比較試験研究費の算出方法等に関する

運用改善 

 

 また、破壊的イノベーションによって業界構造が今後更に大きく変わってい

くことが見込まれる中、革新的なイノベーションが次々と生まれるエコシステ

ムを形成すべく、ベンチャー企業とのオープンイノベーションに対する支援の

拡充等を行う。 

○ オープンイノベーション型の支援対象の拡大・一部控除率引上

げ（ベンチャー・中小企業との共同研究及びベンチャー・中小企

業が行う共同・委託研究等） 

○ ベンチャー企業が総額型、中小企業技術基盤強化税制及びオー

プンイノベーション型を利用する場合の控除上限の引上げ 
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《関係条項》 

地方税法第 23 条第 1 項第 4 号、同法第 292 条第 1 項 4 号、同法附則第８

条 

5 担当部局 大臣官房技術調査課 

6 評価実施時期及び分析対

象期間 

評価実施時期：平成 30 年 8 月 

分析対象期間：平成 27 年度～33 年度                

7 創設年度及び改正経緯 昭和６０年度 創設(税額控除率 6%) 

昭和６３年度 ２年間延長 

平成２年度  ３年間延長 

平成５年度  ２年間延長  

平成７年度  ２年間延長 

平成９年度  １年間延長 

平成１０年度 税額控除率の拡充（6%→10%） 

平成１１年度 １年間延長 

平成１２年度 １年間延長 

平成１３年度 １年間延長 

平成１４年度 １年間延長 

平成１５年度 税額控除率の拡充（12%の恒久化） 

         税額控除率の 3%上乗せ措置の拡充(12%→15%)) 

平成１８年度 増加額に係る税額控除(増加額の 5%)の拡充 

         税額控除率 3%上乗せ措置の廃止(15%→12%))  

平成２０年度 増加額に係る税額控除（増加額の 5%）または売上高の 

            １０%超過に係る税額控除の選択制の追加 

平成２１年度 試験研究費の総額に係る税額控除制度等について 

①平成２１、２２年度において税額控除限度額を、当期の法人

税額の２０％から３０％へ引上げるとともに 

②平成２１、２２年度に生じる税額控除超過額について、平成

２３、２４年度において税額控除の対象とすることを可能にす

る。 

平成２２年度 ２年間延長（上乗せ措置） 

平成２４年度 ２年間延長（同上） 

平成２５年度 総額型の控除上限を 20％から 30％に引き上げ 

         （２年間の時限措置） 

平成２６年度 上乗せ措置（増加型・高水準型）を３年間延長するとともに、

増加型を、試験研究費の増加割合に応じて税額控除割合が

高くなる仕組み（最大 30％まで）に改組。 

平成２７年度 総額型とオープンイノベーション型をあわせ、控除上限を

30％（総額型 25％、特別試験研究費税額控除制度 5％）にす

るとともに、両制度を恒久措置に改組。オープンイノベーション

型について、①控除率を 12％から 20%又は 30％へ引き上げ

るとともに、②対象費用（中小企業者等からの知財権の使用

料）を拡大。 

         繰越控除制度の廃止。  

平成２９年度 増加型を廃止した上で、総額型に増加インセンティブを組み

込み、高水準型を延長しつつ、売上高試験研究費割合が

10％超の場合や中小企業者等の試験研究費が５％超増加し
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た場合に控除上限を上乗せできる措置を導入。加えて、試験

研究費の定義を見直し（第４次産業革命型のサービスの開発

を追加）、特別試験研究費税額控除制度の要件を緩和。 

 

8 適用又は延長期間 ○ 総額型及び中小企業技術基盤強化税制の控除上限引上げ 

○ 総額型の控除率を見直し、最大 15％の控除率を実現 

○ オープンイノベーション型の支援対象の拡大・一部控除率引上げ（ベン

チャー・中小企業との共同研究及びベンチャー・中小企業が行う共同・委

託研究等） 

○ ベンチャー企業が総額型、中小企業技術基盤強化税制及びオープンイ

ノベーション型を利用する場合の控除上限の引上げ 

○ 組織再編があった場合の比較試験研究費の算出方法等に関する運用

改善 

（以上、恒久措置） 

 

○ 試験研究費の額が平均売上金額の 10%を超える場合の上乗せ措置の

適用期限の延長（3 年間延長（33 年度末まで）） 

○ 中小企業者等について、試験研究費が５％超増加した場合に控除率及

び控除上限を上乗せする仕組みを延長（3 年間延長（33 年度末まで）） 

○ 減益にも関わらず試験研究費を増加させた場合に控除上限を上乗せす

る仕組みの創設（3 年間（33 年度末まで）） 

9 必要性

等 

① 政策目的及

びその根拠 

《租税特別措置等により実現しようとする政策目的》 

我が国の研究開発投資総額（平成 28 年度：18.4 兆円）の約 7 割（同：

13.3 兆円）を占める民間企業の研究開発投資を維持・拡大することにより、

イノベーションに繋がる中長期・革新的な研究開発等の加速を通じた我が国

企業の競争力を強化する。あわせて、自律的なイノベーションエコシステムを

構築する。 

 具体的には、民間企業の研究開発投資を 2020 年度頃までに対 GDP 比

３％にする。 

 

《政策目的の根拠》 

 

○ 第 5 期科学技術基本計画（平成 28 年～32 年度）［平成 28 年 1 月 22

日閣議決定］ 

第７章 科学技術イノベーションの推進の強化 

（５）未来に向けた研究開発投資の確保 

第 5 期基本計画においても、これまでの科学技術振興の努力を継続

していく観点から～（中略）～政府研究開発投資に関する具体的な目標

を引き続き設定し、政府研究開発投資を拡充していくことが求められる。 

このため、官民合わせた研究開発投資を対ＧＤＰ比の 4％以上とする

ことを目標とするとともに、（以下略） 

 

○ 未来投資戦略 2017［平成 29 年 6 月 9 日閣議決定］ 

４．イノベーション・ベンチャーを生み出す好循環システム 

（２）新たに講ずべき具体的施策 

～略～研究開発投資の目標については、官民合わせた研究開発投

資を対 GDP 比 4％以上とすることを目標とする～略～ 

ⅱ）我が国が強い分野への重点投資 

～略～ 民間企業の研究開発投資を対 GDP 比 3％にすることを目指
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すことにより、官民合わせた研究開発投資の対 GDP 比 4％以上とする

ことを目標とする。 

 

○ 未来投資戦略 2018［平成 30 年 6 月 15 日閣議決定］ 

３．イノベーションを生み出す大学改革と産学官連携・ベンチャー支援 

３－１．自律的なイノベーションエコシステムの構築 

・2020 年度までに、官民合わせた研究開発投資の対 GDP 比を 4％以

上とする。 

３－２．ベンチャー支援強化 

・大企業やベンチャーキャピタル（VC）が抱えるヒト・モノ・カネ・チエを研

究開発型ベンチャーに環流させ、自発的な好循環を定着させるべく、

両者の連携・提携・共同研究等を促進する仕組みを構築する。 

 

○ 統合イノベーション戦略 2018［平成 30 年 6 月 15 日閣議決定］ 

第４章 知の社会実装 

（２）政府事業・制度等におけるイノベーション化の推進 

  ○目標 

＜研究開発投資の促進＞ 

～略～官民研究開発投資目標（対 GDP 比 4％以上）の達成 

 

○経済財政運営と改革の基本方針 2018（骨太の方針）[平成 30 年 6 月 15

日閣議決定] 

第２章 力強い経済成長の実現に向けた重点的な取組 

５．重要課題への取組 

（２）投資とイノベーションの促進 

① 科学技術・イノベーションの推進 

～略～民間企業が研究開発投資対 GDP 比 3％を目指すことを表明し

たこと踏まえ、～略～官民合わせた研究開発投資を対 GDP 比 4％以上

とすることを目標とする。 

 

② 政策体系に

おける政策

目的の位置

付け 

経済成長 

技術革新 

 

○ 第 5 期科学技術基本計画（平成 28 年～32 年度）［平成 28 年 1 月 22

日閣議決定］ 

第７章 科学技術イノベーションの推進の強化 

（５）未来に向けた研究開発投資の確保 

第 5 期基本計画においても、これまでの科学技術振興の努力を継続

していく観点から～（中略）～政府研究開発投資に関する具体的な目標

を引き続き設定し、政府研究開発投資を拡充していくことが求められる。 

このため、官民合わせた研究開発投資を対ＧＤＰ比の 4％以上とする

ことを目標とするとともに、（以下略） 

 

○ 未来投資戦略 2017［平成 29 年 6 月 9 日閣議決定］ 

４．イノベーション・ベンチャーを生み出す好循環システム 

（２）新たに講ずべき具体的施策 

～略～研究開発投資の目標については、官民合わせた研究開発投

資を対 GDP 比 4％以上とすることを目標とする～略～ 

ⅱ）我が国が強い分野への重点投資 
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～略～ 民間企業の研究開発投資を対 GDP 比 3％にすることを目指

すことにより、官民合わせた研究開発投資の対 GDP 比 4％以上とする

ことを目標とする。 

 

○ 未来投資戦略 2018［平成 30 年 6 月 15 日閣議決定］ 

３．イノベーションを生み出す大学改革と産学官連携・ベンチャー支援 

３－１．自律的なイノベーションエコシステムの構築 

・2020 年度までに、官民合わせた研究開発投資の対 GDP 比を 4％以

上とする。 

３－２．ベンチャー支援強化 

・大企業やベンチャーキャピタル（VC）が抱えるヒト・モノ・カネ・チエを研

究開発型ベンチャーに環流させ、自発的な好循環を定着させるべく、

両者の連携・提携・共同研究等を促進する仕組みを構築する。 

 

○ 統合イノベーション戦略 2018［平成 30 年 6 月 15 日閣議決定］ 

第４章 知の社会実装 

（２）政府事業・制度等におけるイノベーション化の推進 

  ○目標 

＜研究開発投資の促進＞ 

    ～略～官民研究開発投資目標（対 GDP 比 4％以上）の達成 

 

○ 経済財政運営と改革の基本方針 2018（骨太の方針）[平成 30 年 6 月

15 日閣議決定] 

第２章 力強い経済成長の実現に向けた重点的な取組 

５．重要課題への取組 

（２）投資とイノベーションの促進 

① 科学技術・イノベーションの推進 

～略～民間企業が研究開発投資対 GDP 比 3％を目指すことを表明し

たこと踏まえ、～略～官民合わせた研究開発投資を対 GDP 比 4％以上

とすることを目標とする。 

 

③ 達成目標及

びその実現

による寄与 

《租税特別措置等により達成しようとする目標》 

 

民間企業の研究開発投資を 2020 年度頃までに対 GDP 比３％にする。 

 

《政策目的に対する租税特別措置等の達成目標実現による寄与》 

 

我が国全体の研究開発投資の 7 割以上を占める企業の研究開発投資を

押し上げることにより、国全体の研究開発投資の対ＧＤＰ比率を高め、イノベ

ーションの加速を通じた我が国の成長力・国際競争力を強化することに大き

く寄与することが可能。 

なお、研究論文（Kasahara et al.（2011））によれば、研究開発税制（総額

型）は、控除額に対し民間研究開発投資を約 2.33 倍押し上げる効果があ

る。また、平成 30 年度経済産業省アンケート調査では約 6 割の企業が研究

開発税制による研究開発投資の押し上げ効果を認識している。 

 

10 有効性

等 

① 適用数 ○利用実績（うち、資本金 1 億円以下の法人分） 

 

適用事業者（法人）数 
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＜総額型（拡充）＞ 

平成 26 年度 3,707 法人（853 法人） 

平成 27 年度 3,581 法人（803 法人） 

平成 28 年度 3,568 法人（781 法人） 

平成 29 年度 3,714 法人（813 法人）（見込み） 

平成 30 年度 3,714 法人（813 法人）（見込み） 

＜中小企業技術基盤強化税制（拡充）＞ 

平成 26 年度 5,380 法人（5,368 法人） 

平成 27 年度 5,422 法人（5,408 法人） 

平成 28 年度 5,320 法人（5,302 法人） 

平成 29 年度 6,004 法人（5,986 法人）（見込み） 

平成 30 年度 6,004 法人（5,986 法人）（見込み） 

＜高水準型（延長）＞ 

平成 26 年度 130 法人（80 法人） 

平成 27 年度 142 法人（89 法人） 

平成 28 年度 150 法人（102 法人） 

平成 29 年度 63 法人（43 法人）（見込み） 

平成 30 年度 63 法人（43 法人）（見込み） 

＜オープンイノベーション型（拡充）＞ 

平成 26 年度 161 法人（39 法人） 

平成 27 年度 250 法人（70 法人） 

平成 28 年度 397 法人（189 法人） 

平成 29 年度 468 法人（223 法人）（見込み） 

平成 30 年度 468 法人（223 法人）（見込み） 

※国税において適用されている法人数を延べ数で計上。 

※平成 26～28 年度は「租税特別措置の適用実態調査（財務省）」により把

握。 

※平成 29、30 年度は、「平成 30 年度経産省アンケート調査結果（大企業）」

及び「平成 30 年度中小企業技術基盤強化税制アンケート調査」の結果

において、研究開発税制を活用した、または活用する見込みと回答した企

業数及び金額を抽出し、上記調査の数字を「租税特別措置の適用実態

調査（財務省）」の数字で割り戻した数値で補正し算出している（別紙①参

照）。 

なお、平成 30 年度は、上記アンケートの回答企業が少なく、試算した

数値が信用に足る数値とは判断できないため、平成 29 年度と同数とし

た。 

 

○将来推計 

                        適用企業数  

平成 31 年度 

・総額型                   3,714／事業年度 

・中小企業技術基盤強化税制      6,004／事業年度 

・高水準型                    63／事業年度 

・オープンイノベーション型          468／事業年度 

 

平成 32 年度 

・総額型                    3,714／事業年度 

・中小企業技術基盤強化税制      6,004／事業年度 

・高水準型                    63／事業年度 
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・オープンイノベーション型          468／事業年度 

 

平成 33 年度 

・総額型                    3,714／事業年度 

・中小企業技術基盤強化税制       6,004／事業年度 

・高水準型                     63／事業年度 

・オープンイノベーション型           468／事業年度 

 

※適用件数については、現時点において増減させる要素が明確でないこと

から平成 31 年度、平成 32 年度、平成 33 年度は、平成 30 年度推計値と

同数とした。 

 

○業種別適用件数（実績） 

業種別に適用件数をみると、総額型、中小企業技術基盤強化税制、高水準

型ともに下記のとおり幅広い業種の企業で適用されている。 

 

○平成 28 年度総額型適用件数  

業種名 適用企業数 （うち資本金 1 億円以下の法人） 

総計 3,568 781 

製造業 2,520 479 

 化学工業 515 85 

 機械製造業 321 68 

 電気機械 262 48 

 食料品 249 57 

 輸送用機械 225 21 

 金属製品 162 28 

 その他製造業 786 172 

サービス業 352 120 

卸売業 335 102 

建設業 181 45 

その他 180 35 

（出典：H28 租税特別措置の適用実態調査（財務省）） 

 

○平成 28 年度中小企業技術基盤強化税制適用件数 

業種名 適用企業数 （うち資本金 1 億円以下の法人） 

総計 5,320 5,302 

製造業 3,338 3,338 

 化学工業 442 440 

 機械製造業 410 408 

 電気機械 428 428 

 食料品 349 347 

 輸送用機械 139 139 

 金属製品 391 391 

 その他製造業 1,179 1,185 
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サービス業 656 655 

卸売業 820 817 

建設業 206 205 

その他 300 287 

（出典：H28 租税特別措置の適用実態調査（財務省）） 

 

○平成 28 年度高水準型適用件数  

業種名 適用企業数 （うち資本金 1 億円以下の法人） 

総計 150 102 

製造業 93 51 

 化学工業 35 12 

 機械製造業 5 4 

 電気機械 17 10 

 食料品 6 6 

 輸送用機械 3 1 

 金属製品 2 2 

 その他製造業 25 16 

サービス業 38 34 

卸売業 12 10 

建設業 2 2 

その他 5 5 

（出典：H28 租税特別措置の適用実態調査（財務省）） 

 

○平成 28 年度オープンイノベーション型適用件数 

業種名 適用企業数 （うち資本金 1 億円以下の法人） 

総計 397 189 

製造業 252 108 

 化学工業 60 20 

 機械製造業 25 13 

 電気機械 29 9 

 食料品 17 9 

 輸送用機械 24 4 

 金属製品 17 15 

 その他製造業 80 38 

サービス業 66 39 

卸売業 35 23 

建設業 13 8 

その他 31 11 

（出典：H28 租税特別措置の適用実態調査（財務省）） 

 

○業種別減収金額（実績） 

業種別の適用金額では、総額型（輸送用機械）及び高水準型（化学工業）

の割合が高くなっている。 
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総額型については、輸送用機械が全産業の研究開発費に占める割合が

22.0％と非常に高いこと、また、高水準型については、全産業の売上高に占

める化学工業の割合が 4.1%であることに対して、全産業の研究開発費に占

める化学工業の割合が 16.5%と非常に高く、対売上高研究開発比の割合が

高いためと考えられる。 

○平成 28 年度総額型適用金額             （単位：百万円） 

業種名 適用金額 （うち資本金 1 億円以下の法人） 

総計 493,922 4,791 

製造業 425,773 2,952 

 化学工業 86,431 1,128 

 機械製造業 36,182 238 

 電気機械 62,453 200 

 食料品 8,652 329 

 輸送用機械 154,325 79 

 金属製品 4,190 111 

 その他製造業 73,540 867 

サービス業 7,101 1,196 

卸売業 14,592 412 

建設業 4,731 73 

その他 41,725 158 

（出典：H28 租税特別措置の適用実態調査（財務省）） 

 

○平成 28 年度中小企業技術基盤強化税制適用金額 

（単位：百万円） 

業種名 適用金額 （うち資本金 1 億円以下の法人） 

総計 26,010 25,671 

製造業 20,853 20,703 

 化学工業 5,387 5,366 

 機械製造業 2,038 1,948 

 電気機械 2,759 2,759 

 食料品 1,781 1,772 

 輸送用機械 896 895 

 金属製品 1,372 1,372 

 その他製造業 6,620 6,591 

サービス業 1,373 1,369 

卸売業 2,703 2,690 

建設業 498 415 

その他 583 494 

（出典：H28 租税特別措置の適用実態調査（財務省）） 

 

○平成 28 年度高水準型適用金額             （単位：百万円） 

業種名 適用金額 （うち資本金 1 億円以下の法人） 

総計 4,475 78 
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製造業 4,366 63 

 化学工業 4,068 46 

 機械製造業 2 2 

 電気機械 100 4 

 食料品 2 2 

 輸送用機械 12 2 

 金属製品 0 0 

 その他製造業 182 7 

サービス業 100 9 

卸売業 8 5 

建設業 1 1 

その他 0 0 

（出典：H28 租税特別措置の適用実態調査（財務省）） 

 

○平成 28 年度オープンイノベーション型適用金額  （単位：百万円） 

業種名 適用金額 （うち資本金 1 億円以下の法人） 

総計 4,193 160 

製造業 3,355 97 

 化学工業 1,793 43 

 機械製造業 156 13 

 電気機械 302 3 

 食料品 36 7 

 輸送用機械 610 1 

 金属製品 7 6 

 その他製造業 451 24 

サービス業 141 25 

卸売業 342 30 

建設業 28 5 

その他 327 3 

（出典：H28 租税特別措置の適用実態調査（財務省）） 

 

※なお、総務省「科学技術研究調査」平成 29 年度調査結果（平成 28 年度

実績）によれば、民間研究開発投資額（13.3 兆円）のうち、製造業の割合

は 86.9％であり、業種別研究開発投資構成比の上位業種としては、「輸

送用機械器具製造業（22.0％）」、「情報通信機械器具製造業（10.2％）」、

「医薬品製造業（10.2％）」、「電気機械器具製造業（8.4%）」、「化学工業

（6.4％）」となっているほか、非製造業の割合は 13.1％となっている。 

 

※試験研究を行った場合の法人税額等の特別控除については、制度の対

象の大宗が法人であり、所得税の活用については、国税庁による申告所

得税標本調査 第 10 表 租税特別措置法関連項目によると、平成２８年

の適用は４人（適用金額１百万円）となっている。また、それ以前の平成２

６年及び平成２７年の本税制の利用動向に大きな変化が生じていないこと

を踏まえると、個人の活用状況は極めて僅少であることが見込まれる。 
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② 適用額 ○適用額実績 

＜中小企業技術基盤強化税制（拡充）＞ 

平成 26 年度 47 億円 

平成 27 年度 37 億円 

平成 28 年度 3４億円 

＜高水準型（延長）＞ 

平成 26 年度  0.14 億円 

平成 27 年度  0.09 億円 

平成 28 年度  0.06 億円 

＜オープンイノベーション型（拡充）＞ 

平成 26 年度  ― 

平成 27 年度  0.07 億円 

平成 28 年度  0.21 億円 

（出典：総務省「地方税における税負担軽減措置等の適用状況等に関する

報告書」） 

 

 

○将来推計 

                              適用金額 

 平成 31 年度 

中小企業技術基盤強化税制           57 億円 

高水準型                      0.05 億円 

オープンイノベーション型             1.1 億円 

  

平成 32 年度 

中小企業技術基盤強化税制            61 億円 

高水準型                     0.05 億円 

オープンイノベーション型             1.1 億円 

 

平成 33 年度 

中小企業技術基盤強化税制           66 億円 

高水準型                      0.05 億円 

オープンイノベーション型             1.1 億円 

※国税における適用額の推計のうち資本金 1 億円以下の法人分の推計額

に法人住民税率（12.9％）を乗じた数を計上した。 

 

 

（参考：国税） 

○適用額実績 

＜総額型（拡充）＞ 

平成 26 年度 5,281 億円（51 億円） 

平成 27 年度 4,848 億円（54 億円） 

平成 28 年度 4,939 億円（48 億円） 

＜中小企業技術基盤強化税制（拡充）＞ 

平成 26 年度 274 億円（273 億円） 

平成 27 年度 267 億円（266 億円） 
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平成 28 年度 260 億円（257 億円） 

＜高水準型（延長）＞ 

平成 26 年度  55 億円（1.0 億円） 

平成 27 年度  60 億円（1.0 億円） 

平成 28 年度  45 億円（0.8 億円） 

＜オープンイノベーション型（拡充）＞ 

平成 26 年度   3 億円（0.1 億円） 

平成 27 年度  39 億円（0.7 億円） 

平成 28 年度  42 億円（1.6 億円） 

（出典：財務省「租税特別措置の適用実態調査」） 

 

 

○将来推計 

                              適用金額 

 平成 31 年度 

 総額型                      6,382 億円 

中小企業技術基盤強化税制          439 億円（435 億円） 

高水準型                       22 億円（0.4 億円） 

オープンイノベーション型            289 億円（8.2 億円） 

  

平成 32 年度 

 総額型                     6,880 億円 

中小企業技術基盤強化税制         473 億円（469 億円） 

高水準型                      22 億円（0.4 億円） 

オープンイノベーション型            289 億円（8.2 億円） 

 

平成 33 年度 

 総額型                      7,417 億円 

中小企業技術基盤強化税制          510 億円（506 億円） 

高水準型                       22 億円（0.4 億円） 

オープンイノベーション型            289 億円（8.2 億円） 

 

※高水準型及びオープンイノベーション型の適用金額については、現時点に

おいて増減させる要素が明確でないことから平成 31 年度、平成 32 年

度、平成 33 年度は、平成 30 年度推計値と同数とした。また、総額型、中

小企業技術基盤強化税制の適用金額については、「2020 年頃に名目

GDP600 兆円達成」及び「民間研究開発投資を対 GDP 比 3％以上」という

目標を達成するためには、民間研究開発投資を毎年 7.8％増加させる必

要があることから、平成 31 年度税制改正要望内容に伴う適用金額の

107.8％に相当する額を平成 32 年度推計値に、平成 32 年度推計値の

107.8％に相当する額を平成 33 年度推計値とした。（平成 30 年度経済産

業省アンケート調査に基づく試算） 

 

③ 減収額 ○適用額実績 

＜中小企業技術基盤強化税制（拡充）＞ 

平成 26 年度 47 億円 

平成 27 年度 37 億円 

平成 28 年度 3４億円 

＜高水準型（延長）＞ 
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平成 26 年度  0.14 億円 

平成 27 年度  0.09 億円 

平成 28 年度  0.06 億円 

＜オープンイノベーション型（拡充）＞ 

平成 26 年度  ― 

平成 27 年度  0.07 億円 

平成 28 年度  0.21 億円 

（出典：総務省「地方税における税負担軽減措置等の適用状況等に関する

報告書」） 

 

 

○将来推計 

                              適用金額 

 平成 31 年度 

中小企業技術基盤強化税制           57 億円 

高水準型                      0.05 億円 

オープンイノベーション型             1.1 億円 

  

平成 32 年度 

中小企業技術基盤強化税制            61 億円 

高水準型                     0.05 億円 

オープンイノベーション型             1.1 億円 

 

平成 33 年度 

中小企業技術基盤強化税制           66 億円 

高水準型                      0.05 億円 

オープンイノベーション型             1.1 億円 

※国税における適用額の推計のうち資本金 1 億円以下の法人分の推計額

に法人住民税率（12.9％）を乗じた数を計上した。 

 

 

（参考：国税） 

○適用額実績 

＜総額型（拡充）＞ 

平成 26 年度 5,281 億円（51 億円） 

平成 27 年度 4,848 億円（54 億円） 

平成 28 年度 4,939 億円（48 億円） 

＜中小企業技術基盤強化税制（拡充）＞ 

平成 26 年度 274 億円（273 億円） 

平成 27 年度 267 億円（266 億円） 

平成 28 年度 260 億円（257 億円） 

＜高水準型（延長）＞ 

平成 26 年度  55 億円（1.0 億円） 

平成 27 年度  60 億円（1.0 億円） 

平成 28 年度  45 億円（0.8 億円） 

＜オープンイノベーション型（拡充）＞ 

平成 26 年度   3 億円（0.1 億円） 

平成 27 年度  39 億円（0.7 億円） 

平成 28 年度  42 億円（1.6 億円） 
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（出典：財務省「租税特別措置の適用実態調査」） 

 

 

○将来推計 

                              適用金額 

 平成 31 年度 

 総額型                      6,382 億円 

中小企業技術基盤強化税制          439 億円（435 億円） 

高水準型                       22 億円（0.4 億円） 

オープンイノベーション型            289 億円（8.2 億円） 

  

平成 32 年度 

 総額型                     6,880 億円 

中小企業技術基盤強化税制         473 億円（469 億円） 

高水準型                      22 億円（0.4 億円） 

オープンイノベーション型            289 億円（8.2 億円） 

 

平成 33 年度 

 総額型                      7,417 億円 

中小企業技術基盤強化税制          510 億円（506 億円） 

高水準型                       22 億円（0.4 億円） 

オープンイノベーション型            289 億円（8.2 億円） 

 

※高水準型及びオープンイノベーション型の適用金額については、現時点に

おいて増減させる要素が明確でないことから平成 31 年度、平成 32 年

度、平成 33 年度は、平成 30 年度推計値と同数とした。また、総額型、中

小企業技術基盤強化税制の適用金額については、「2020 年頃に名目

GDP600 兆円達成」及び「民間研究開発投資を対 GDP 比 3％以上」という

目標を達成するためには、民間研究開発投資を毎年 7.8％増加させる必

要があることから、平成 31 年度税制改正要望内容に伴う適用金額の

107.8％に相当する額を平成 32 年度推計値に、平成 32 年度推計値の

107.8％に相当する額を平成 33 年度推計値とした。（平成 30 年度経済産

業省アンケート調査に基づく試算） 

 

 

④ 効果 《政策目的の達成状況及び達成目標の実現状況》 

回復基調にあった我が国の研究開発費の対ＧＤＰ比率は、2014 年度をピ

ークに下降傾向にあり、2016 年度は回復前の 2010 年度を下回る比率にま

で落ち込んでいる。 

よって、未だ「官わせた研究開発投資を対ＧＤＰ比の 4％以上」及び「民間

企業研究開発投資を対 GDP 比の 3％以上」という目標を達成できていな

い。 

対 GDP 研究開発投資比率の推移 

  2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 

研究開発 

投資総額 3.50% 3.43% 3.52% 3.50% 3.57% 3.66% 3.55% 3.42% 
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民間企業

研究開発

投資額 2.44% 2.41% 2.48% 2.46% 2.50% 2.62% 2.56% 2.47% 

（出典：科学技術研究調査（総務省）、国民経済計算（内閣府）） 

そのため、「官民合わせた研究開発費の対ＧＤＰ比 4％以上」及び「民間

企業研究開発投資の対 GDP 比 3％以上」を達成するためには、引き続き本

制度において、企業におけるイノベーションに繋がる中長期・革新的な研究

開発への積極的な投資やイノベーション経営に向けた企業の意識・行動改

革を最大限後押しすることが重要であると考えられる。 

 

《達成目標に対する租税特別措置等の直接的効果》 

民間企業研究開発投資の対 GDP 比率は、リーマンショック後の大幅な落

ち込みからは回復基調にあったが、2014 年度をピークに下降傾向にあり、

2016 年度は回復前の 2010 年度を下回る比率にまで落ち込んでいる。ま

た、研究開発投資の伸び率は主要国と比して低調な状況が続き、我が国の

成長力・国際競争力の壊滅的な低下が懸念される。 

なお、今般の要望を踏まえた、研究開発税制の経済波及効果のうち、平

成 31 年度～平成 40 年度までの 10 年間に及ぼす効果は以下のとおり。 

（総額型、オープンイノベーション型、高水準型） 

・平成 31 年度減収見込額 6,694 億円 

  ↓ 研究開発税制による研究開発投資押し上げ効果 

・平成 31年度の減税（6,694 億円）が、平成 31年度～平成 40

年度までの 10 年間に及ぼす①GDP 押し上げ効果：2 兆 2,802

億円、②雇用創出効果：約 27.9 万人、③税収効果：約

4,326 億円 

（中小企業技術基盤強化税制） 

・平成 31 年度減収見込額 439 億円 

  ↓ 研究開発税制による研究開発投資押し上げ効果 

・平成 31 年度の減税（439 億円）が、平成 31 年度～平成 40

年度までの 10 年間に及ぼす①GDP 押し上げ効果：1,496 億

円、②雇用創出効果：約 1.8万人、③税収効果：約 284億円 

 

⑤ 税収減を是

認する理由

等 

 

第 5 期科学技術基本計画の当面の目標「官民合わせた研究開発投資を

対 GDP 比の 4％以上とする」の達成に向け、過去及び将来において、以下

の効果が期待される。 

 なお、研究論文（kasahara et al.（2011））によれば、研究開発税制（総額

型）は、控除額に対し民間研究開発投資を約 2.33 倍に押し上げる効果があ

る。平成 30 年度経済産業省アンケート調査でも、約６割の企業が研究開発

税制による研究開発投資の押し上げ効果を認識している。 

 上記で示した総額型の押し上げ倍率（2.33 倍）が、研究開発税制における

総額型以外の措置にも当てはまるとすると、「租税特別措置の適用実態調

査（財務省）」の実績から、平成 28 年度における民間企業の研究開発投資

押し上げ額は 13,807 億円（592,586 百万円 × 2.33 倍 ＝ 1,380,725 百万

円）と推定される。 

 また、平成 28 年度の民間企業研究開発投資額 133,183 億円（実績）に対

しては、約 10.7％の押し上げ効果があり、対 GDP 民間研究開発投資比率
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の増加に貢献したといえる。 

 

○ 総額型及び中小企業技術基盤強化税制の控除上限引上げ 

研究開発税制において、控除限度額が控除上限を超える企業について

は、さらに研究開発費を増加させるインセンティブが利きづらく、むしろ、研究

開発費を増加させるほど研究開発費に対する税額控除額の割合が下がっ

てしまう。このような企業は、リスクをとって利益を「すぐには稼げない」研究

開発投資に振り向けている企業であり、中立・公平な支援の観点から、控除

上限の引上げが必要であると考えられる 

 

○ 総額型の控除率を見直し、最大 15％の控除率を実現 

○ 中小企業者等について、試験研究費が５％超増加した場合に控除率及

び控除上限を上乗せする仕組みを延長（3 年間延長（33 年度末まで）） 

○ 減益にも関わらず試験研究費を増加させた場合に控除上限を上乗せす

る仕組みの創設（3 年間（33 年度末まで）） 

研究開発税制については、平成 29 年度税制改正において、総額型及び

中小企業技術基盤強化税制に研究開発投資の増減に応じて支援にメリハ

リをつける仕組みを導入した。この方策は、民間企業の研究開発投資を維

持・拡大させることが期待でき、「民間企業の研究開発投資を 2020 年度頃

までに対 GDP 比３％」の目標の達成に資することから、維持・拡充が必要

である。 

 

○ 試験研究費の額が平均売上金額の 10%を超える場合の控除上限上乗

せ措置の適用期限の延長（3 年間延長（33 年度末まで）） 

この上乗せ措置は、通常よりも売上高に占める研究開発投資比率が高い

企業の研究開発投資水準を維持・拡大に有効な制度であり、本制度を延長

することは、今後も高い研究開発投資水準を確保することが期待でき、「民

間企業の研究開発投資を 2020 年度頃までに対 GDP 比３％」の目標に向

け、研究開発投資の増加が期待できる。 

 

○ オープンイノベーション型の支援対象の拡大・一部控除率引上げ（ベン

チャー・中小企業との共同研究及びベンチャー・中小企業が行う共同・委

託研究等） 

○ ベンチャー企業が総額型、中小企業技術基盤強化税制及びオープンイ

ノベーション型を利用する場合の控除上限の引上げ 

ベンチャー企業は通常、設立当初は赤字であることが多いが、我が国の

研究開発税制は繰越控除が認められておらず、構造的に税制上の支援が

行き渡りづらい。また、ベンチャー企業にとっては、量産化研究や実証研究

を自社のみの技術・リソースでは完了することが困難であることが多いと言

われている（いわゆる「死の谷」）。 

そのようなベンチャー企業と連携し、ベンチャー側に足りない技術を補完

する事業会社を支援することや、ベンチャー企業が最初の成功の利益を元

手に、より大きなビジョンに向けた更なる研究開発を進めることを支援するこ

とは、業種・分野・企業形態を問わず支援する観点から妥当であると考えら

れる。 
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11 相当性 ① 租税特別措

置等による

べき妥当性

等 

革新的なイノベーションがどのような業種・分野・企業形態から生まれてく

るかを予測するのは困難であり、業種・分野・企業形態を問わず、幅広く技

術・知識の基盤を確立させることが重要であることから、民間企業の研究開

発投資に対しては、中立・公平な支援措置として税制措置を講じることが妥

当であると考えられる。 

 

 予算による措置の場合は、各事業は国の政策に基づき助成等の対象者

及び研究テーマ等を設定することで、より特定された分野又は研究開発段

階における成果の獲得を目指すものとなる。他方、我が国のイノベーション

は企業が牽引しており、かつ、企業が自らの負担で推進していることから、

企業の創意工夫ある自主的な研究開発を促進することが成長力・国際競争

力の観点から極めて重要である。よって、研究開発テーマに中立的かつ公

平に支援を行う税制支援の方が民間活力による研究開発投資を幅広く支援

する制度として適切である。 

 

 研究開発税制については、平成 29 年度税制改正において、総額型の仕

組みに研究開発投資の増減に応じて支援にメリハリをつける仕組みを導入

した。しかしながら、控除限度額が控除上限を超える企業については、さらに

研究開発費を増加させるインセンティブが利きづらく、むしろ、研究開発費を

増加させるほど研究開発費に対する税額控除額の割合が下がってしまう。

このような企業は、リスクをとって利益を「すぐには稼げない」研究開発投資

に振り向けている企業であり、中立・公平な支援の観点から、控除上限の引

上げが妥当であると考えられる。 

 

 なお、諸外国では、研究開発に対する税制優遇措置について控除上限を

設定していない国も多い。さらに、諸外国では近年、法人税率を下げつつ、

研究開発に対する税制優遇措置を維持・拡充する傾向にある。 
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② 他の支援措

置や義務付

け等との役

割分担 

予算上の措置は、それぞれ国の政策に基づき助成等の対象者及び研究

テーマ等を設定することで、より特定された分野又は研究開発投資段階にお

いて成果の獲得を目指す制度であり、民間活力による研究開発投資を幅広

く促進する制度である税制措置とは支援目的と対象が異なる。 

OECD ペーパー（Appelt, S. et al. (2016)）においても、「研究開発税制と予

算等による直接的な支援措置とでは政策目的が異なるとされており、予算

等による直接的な支援措置は社会的リターンが大きい特定のプロジェクトを

支援するものである一方、研究開発税制は、民間企業にどのような研究開

発を行うかの選択の余地を残している点で、市場メカニズムに基づく措置で

あるとされている。 

 

③ 地方公共団

体が協力す

る相当性 

地方税法第 23 条第 1 項第 4 号及び第 292 条第 1 項第 4 号において、

法人住民税は試験研究費税額控除前の法人税額を課税標準とすることとさ

れている。その中で、中小企業者等においては、地方税法附則第 8 条によ

り、試験研究費税額控除後の法人税額を課税標準とすることが定められて

いる。 

 

12 有識者の見解  

 

 

13 前回の事前評価又は事後

評価の実施時期 

平成 28 年 8 月（Ｈ28 経産 6） 
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別紙１ 

 
 

 

平成 29 年度、平成 30 年度の適用数等推計の考え方 

 

 

 

○租税特別措置法の適用実態調査（財務省：平成 28 年度実績） 

・総額型： 

適用件数：3,568（うち中小企業：781） 

   適用総額：493,922 百万円（うち中小企業：4,791 百万円） 

・中小企業技術基盤強化税制： 

適用件数：5,320（うち中小企業：5,302） 

   適用総額：26,010 百万円（うち中小企業：25,671 百万円） 

・高水準型： 

      適用件数：150（うち中小企業：102） 

   適用総額：4,475 百万円（うち中小企業：78 百万円） 

・オープンイノベーション型： 

      適用件数：397（うち中小企業：189） 

   適用総額：4,193 百万円（うち中小企業：160 百万円） 

 

 

［総額型］ 

○平成 30 年度経済産業省アンケート調査（大企業）（平成 28 年度実績） 

１．租税特別措置の適用実態調査によると、平成28年度の総額型の活用実績は、493,922百

万円。 

２．経済産業省企業アンケートで得られた平成28年度の総額型活用実績は、288,554百万円

であり、カバー率は、約 58.4%。 

  （カバー率：288,554/493,922＝58.4%） 

３．当該カバー率（58.4%）を経済産業省平成 30 年度企業アンケートで得られた、平成 29

年度の総額型活用実績の359,471百万円に割り戻して得られた額を、現行制度の平成29

年度における総額型の見込み額とした。 

  （359,471 百万円÷58.4%＝615,312 百万円） 

４．適用件数は、経済産業省企業アンケートで得られた平成 28 年度の総額型適用件数は、 

343 件であり、カバー率は、9.6%。 

５．当該カバー率（9.6%）を経済産業省企業アンケートで得られた、平成 29 年度の総額型 

適用件数の 357 件に割り戻して得られた件数を、現行制度の平成 29 年度における総額 

型の適用見込み件数とした。 

（平成 29 年度推計件数：357÷9.6%＝3,714 件） 

 

 

［中小企業技術基盤強化税制］ 

○平成 30 年度中小企業アンケート調査（平成 29 年度実績） 

【中小企業者等】 

１．中小企業庁企業アンケートにより得られた中小企業技術基盤強化税制活用実績及び租税

特別措置適用実態調査を用い、上記 1～3 と同様の手法により得られた 38,355 百万円を

現行制度の平成 29 年度における中小企業技術基盤強化税制の見込み額とした。 

２．適用見込み件数についても、上記 4～5 と同様の手法により得られた 5,986 件を適用見

込み件数とした。 
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別紙１ 

 
 

【大企業】 

大企業の実績については、アンケート等により把握できていないため、以下のとおり試算

した。 

・平成 29 年度適用件数 

大企業：5,986×（14+18／5,408+5,302）＝18 件 

※試算方法：中小企業者等の H29 実績×（H27 大企業実績＋H28 大企業実績）／ 

（H27 中小企業者等実績＋H28 中小企業者等実績） 

 

・平成 29 年度適用金額 

大企業：38,355×（114+338／26,613+25,672）＝332 百万円 

  ※試算方法：中小企業者等の H29 実績×（H27 大企業実績＋H28 大企業実績）／ 

（H27 中小企業者等実績＋H28 中小企業者等実績） 

 

 

［高水準型］ 

○平成 30 年度経済産業省アンケート調査（大企業）（平成 28 年度実績） 

・平成 28 年度集計結果 

適用件数：12（租税特別措置法の適用実態調査に対するカバー率：8.0%） 

   適用総額：2,264 百万円（カバー率：50.6%） 

 

・平成 29 年度集計結果 適用件数：5 

適用総額：2,757 百万円 

 

・平成 29 年度推計件数：5÷8.0%＝63 

         推計総額：2,757 百万円÷50.6%＝5,450 百万円 

 

 

［オープンイノベーション型］ 

○平成 30 年度経済産業省アンケート調査（大企業）（平成 28 年度実績） 

・平成 28 年度集計結果 

適用件数：56（租税特別措置法の適用実態調査に対するカバー率：14.1%） 

   適用総額：2,252 百万円（カバー率：53.7%） 

 

・平成 29 年度集計結果 適用件数：66 

適用総額：4,589 百万円 

 

・平成 29 年度推計件数：66÷14.1%＝468 

         推計総額：4,589 百万円÷53.7%＝8,545 百万円 
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【減収額・適用事業者数の推計の考え方】 

 

総額型及び中小企業技術基盤強化税制 減収見込額・適用見込事業者数について 

 

【減収見込額】 

（総額型） 

１．租税特別措置の適用実態調査によると、平成 28 年度の総額型の活用実績は、493,922

百万円。 

 

２．経済産業省企業アンケートで得られた平成 28 年度の総額型活用実績は、288,554 百万

円であり、カバー率は、約 58.4%。 

   （カバー率：288,554/493,922＝58.4%） 

 

３．当該カバー率（58.4%）を経済産業省平成 30 年度企業アンケートで得られた、平成 29

年度の総額型活用実績の 359,471 百万円に割り戻して得られた額を、現行制度の平成

29 年度における総額型の見込み額とした。 

  （359,471 百万円÷58.4%＝615,312 百万円） 

 

４．平成 31 年度税制改正要望において、総額型の仕組みの変更及びオープンイノベーショ

ン型の支援対象の拡充等に伴う平成 31 年度の活用見込み額を、経済産業省企業アンケ

ートにおいて得られた平成 29 年度の試験研究費の額等を踏まえ 638,249 百万円の見込

み額とした。 

 

５．総額型の仕組みの変更及びオープンイノベーション型の支援対象の拡充等に伴う増減額

は、▲22,937 百万円の減収見込み額とした。なお、このうち▲3,202 百万円については、

高水準型からの移行分（後述）であるため、総額型の仕組み変更及びオープンイノベー

ション型の支援対象の拡充等に伴う実質的な増減額は▲19,735 百万円である。（注 1） 

 

（注） 

1.  上記の試算における試験研究費割合が 10%を超える場合の総額型控除上限上乗せ措置及

び高水準型の適用については、控除額が最大となる制度を適用することとし、両者の控

除額が同額である場合には、計算が簡素であることから、総額型控除上限上乗せ措置を

適用することと仮定している。 

 

（中小企業技術基盤強化税制） 

６．中小企業庁企業アンケートにより得られた中小企業技術基盤強化税制活用実績及び租税

特別措置適用実態調査を用い、中小企業技術基盤強化税制の仕組みの変更に伴う減収見

込額を▲5,190 百万円とした。  

  

【適用見込事業者数】 

（総額型） 

１．適用見込事業者数について、要望書提出時点においては、企業アンケートによる平成

31 年度の見込数字等を有していないことから、財務省「租税特別措置の適用実態調

査」における平成 28 年度の適用事業者数並びに企業アンケートにおける平成 28 年度及

び平成 29 年度の適用事業者数より、平成 31 年度の総額型適用見込事業者数（3,714

社）を推計した。 

 

（中小企業技術基盤強化税制） 
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２．総額型と同様に、適用見込事業者数については要望書提出時点において、企業アンケー

トによる平成 31 年度の見込数字等を有していないことから、財務省「租税特別措置の

適用実態調査」における平成 28 年度の適用事業者数並びに企業アンケートにおける平

成 28 年度及び平成 29 年度の適用事業者数より、平成 31 年度の中小企業技術基盤強化

税制適用見込事業者数（6,004 社）を推計した。 
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高水準型 減収見込額・適用見込事業者数について 

 

【減収見込額】 

１．租税特別措置の適用実態調査によると、平成 28 年度の高水準の活用実績は、4,475 百

万円。 

 

２．経済産業省企業アンケートで得られた平成 28 年度の高水準型の実績は、2,264 百万円

であり、カバー率は、約 50.6%。 

   （カバー率：2,264/4,475＝50.6%） 

 

３．当該カバー率（50.6%）を経済産業省平成 30 年度企業アンケートで得られた、平成 29

年度の高水準活用実績の 2,757 百万円に割り戻して得られた額を、現行制度の平成 29

年度における高水準型の見込み額とした。 

  （2,757 百万円÷50.6%＝5,450 百万円） 

 

４．平成 31 年度税制改正要望において、活用見込み額を 2,247 百万円とした。 

 

５．これは、総額型控除上限上乗せ措置と高水準型は選択制であるため、両者の控除額が同

額である場合には、計算が簡素である総額型控除上限上乗せ措置を適用することと仮定

していることから、高水準型ではなく、総額型控除上限上乗せ措置の適用を受ける額を、

経済産業省企業アンケートから+3,202 百万円の増収見込み額としたためである。 

 

【適用見込事業者数】 

１．同様の手法により、平成３１年度の適用見込事業者数（63 社）とした。 
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オープンイノベーション型 減収見込額・適用見込事業者数について 

 

【減収見込額】 

１．租税特別措置の適用実態調査によると、平成 28 年度のオープンイノベーション型の活

用実績は、4,193 百万円。 

 

２．経済産業省企業アンケートで得られた平成 28 年度のオープンイノベーション型の実績

は、2,252 百万円であり、カバー率は、約 53.7%。 

   （カバー率：2,252/4,193＝53.7%） 

 

３．当該カバー率（53.7%）を経済産業省平成 30 年度企業アンケートで得られた、平成 29

年度のオープンイノベーション型活用実績の 4,589 百万円に割り戻して得られた額を、

平成 29 年度におけるオープンイノベーション型の減収見込み額とした。 

   （4,589 百万円÷53.7%＝8,545 百万円） 

 

４．平成 31 年度税制改正要望において、オープンイノベーション型の支援対象の拡充及び

一部控除率引上げに伴う活用見込み額を、経済産業省企業アンケートから 20,364 百万

円の見込み額とした。 

 

５．オープンイノベーション型の支援対象の拡充及び一部控除率引上げに伴う増減額は、▲

20,364 百万円の改正減収見込み額とした。 

 

【適用見込事業者数】 

１．同様の手法により、平成３１年度の適用見込事業者数（468 社）とした。 
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租税特別措置等に係る政策の事前評価書 

1 政策評価の対象とした政策

の名称 

半島振興対策実施地域における工業用機械等に係る割増償却制度

の延長 

2 対象税目 

 

① 政策評価の

対象税目 

（法人税：義）（国税 14） 

② 上記以外の

税目 

所得税 

3 要望区分等の別 【新設・拡充・延長】   【単独・主管・共管】 

4 内容 《現行制度の概要》 

半島振興対策実施地域として指定された地域のうち、半島振興法第

９条の２第１項及び第９項の規定に基づき、市町村が策定する産業振

興促進計画を主務大臣（総務大臣、農林水産大臣及び国土交通大

臣）が認定した地区における、法人又は個人に適用される、製造業、農

林水産物等販売業、旅館業、情報サービス業等に係る割増償却制度

（５年間、割増償却額：機械・装置は普通償却額の 32％、建物・附属設

備、構築物は普通償却限度額の 48％）の適用期限を２年延長する。 

《要望の内容》 

半島振興対策実施地域における製造業、農林水産物等販売業、旅

館業、情報サービス業等の用に供する設備に係る割増償却制度を、

平成 32 年度末まで２年間延長する。 

《関係条項》 

・半島振興法第９条の２、第 16 条 

・租税特別措置法第 12 条、第 45 条、第 68 条の 27 

・租税特別措置法施行令第６条の３、第 28 条の９、第 39 条の 56 

5 担当部局 国土政策局地方振興課半島振興室 

6 評価実施時期及び分析対

象期間 

評価実施時期：平成 30 年 8 月 

分析対象期間：平成 27 年度～32 年度 

7 創設年度及び改正経緯 昭和 61 年度 創設（機械等 16/100 建物等 8/100 1,700 万円超） 

昭和 63 年度 適用期限の２年延長 

平成２年度 適用期限の２年延長 

平成４年度 適用期間の２年延長（1,900 万円超） 

平成６年度 適用期間の１年延長 

（機械等 14/100 建物等 7/100 2,100 万円超） 

平成７年度 適用期限の２年延長 

平成９年度 適用期限の２年延長（2,300 万円超） 

平成 10 年度 特別償却率引下げ（機械等 14/100→13/100） 

平成 11 年度 適用期限の２年延長（機械等 12/100 建物等 6/100） 

平成 13 年度 適用期限の２年延長（機械等 12/100→11/100） 

平成 15 年度 適用期限の２年延長（2,500 万円超） 

平成 17 年度 適用期限の２年延長（機械等 11/100→10/100） 

旅館業の追加（半島振興対策実施地域のうち過疎地域

に類する地区：建物等 7/100） 

平成 19 年度 適用期限の２年延長 
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（旅館業：建物等 7/100→6/100 2,000 万円超） 

平成 21 年度 適用期間の２年延長 

平成 23 年度 適用期限の２年延長 

旅館業を除外、農林水産物等販売業の追加 

平成 25 年度 割増償却へ改組 

旅館業、情報サービス業等の追加 

取得価額要件の引下げ（2,000 万円超→500 万円以

上） 

平成 27 年度 適用期限の２年延長 

平成 29 年度 適用期限の２年延長 

8 適用又は延長期間 ２年間 

9 必要性

等 

① 政策目的及

びその根拠 

《租税特別措置等により実現しようとする政策目的》 

半島地域は、三方を海に囲まれ、平地に恵まれず、国土の幹線軸

から離れているなどの条件不利性を抱えており、人口減少・高齢化が

加速している。このため、半島振興法に基づき半島振興対策実施地域

において、生活基盤の整備を行うとともに、製造業、農林水産物等販

売業、旅館業、情報サービス業等の振興を図り、雇用の確保を行い、

若年層の人口流出の抑制、地域経済の活性化を図る。 

《政策目的の根拠》 

・半島振興法（昭和 60 年法律第 63 号）（抄） 

（目的） 

第１条 この法律は、三方を海に囲まれ、平地に恵まれず、水資源が

乏しい等国土資源の利用の面における制約から産業基盤及び生活

環境の整備等について他の地域に比較して低位にある半島地域

（架橋等により本土との陸上交通が確保された島を含む。以下同

じ。）について、広域的かつ総合的な対策を実施するために必要な

特別の措置を講ずることにより、これらの地域の振興を図り、もつて

半島地域の自立的発展及び地域住民の生活の向上並びに国土の

均衡ある発展に資することを目的とする。 

 

（税制上の措置） 

第 16 条 国は、租税特別措置法（昭和三十二年法律第二十六号）の

定めるところにより、半島地域の振興に必要な措置を講ずるものと

する。 

② 政策体系に

おける政策

目的の位置

付け 

政策目標： ７： 都市再生・地域再生の推進 

施策目標：２５： 都市再生・地域再生を推進するに包含 

業績指標：９５： 半島地域における社会増減率に係る 5 ヶ年平均との

比 
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③ 達成目標及

びその実現

による寄与 

《租税特別措置等により達成しようとする目標》 

半島地域における社会増減率に係る過去５ヶ年平均との比を 1.00

未満とする。（ただし、過去５ヶ年平均が正の値であるときは 1.00 超）

（毎年度） 

 

※社会増減率：社会増減（他地域からの転入から他地域への転出数

を差し引いたもの）を、期間の期首人口で除したもの 

※半島地域における社会増減率はこれまで負の値であったことから、

過去と比べて減少幅が縮小することを目指す。その際、過去５ヶ年

平均と比べることにより、災害や景気動向等の外部要因の影響を減

少させる。 

《政策目的に対する租税特別措置等の達成目標実現による寄与》 

本特例措置の活用により、農林水産物等販売業、旅館業に係る設

備投資が促されることで、半島地域と地域外との交流促進が期待さ

れ、半島地域外から訪れる観光入込客数の増加が見込まれる。 

また、製造業、情報サービス業等に係る設備投資が促されることで、

事業者の競争力が強化され、雇用の増加が期待される。 

これらを通じ、関連業種に係る半島地域における雇用の確保を行

い、若年層の人口流出の抑制、地域経済の活性化により定住の促進

を図る。 

10 有効性

等 

① 適用数 【法人税】 

27 年度： 44 件 

28 年度： 65 件 

29 年度：143 件 

30 年度：156 件 

31 年度：153 件 

32 年度：148 件 

 

※27、28 年度は、「租税特別措置法の適用実態調査の結果に関する

報告書」の数値。 

※29 年度は、関係道府県に聞き取った結果及び聞き取った結果をもと

に算出した数値。 

※30 年度以降は、29 年度の適用実績について関係道府県に聞き取

った結果等をもとに算出した見込値。 

※適用件数は 100 件以上で増加傾向にあり、想定外に僅少ではな

い。 

※算定根拠については別紙参照 
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② 適用額 【法人税】 

27 年度：163 百万円 

28 年度：559 百万円 

29 年度：823 百万円 

30 年度：912 百万円 

31 年度：936 百万円 

32 年度：997 百万円 

【備考：法人税】 

※27、28 年度は、「租税特別措置法の適用実態調査の結果に関する

報告書」の数値。 

※29 年度は、関係道府県に聞き取った結果及び聞き取った結果をもと

に算出した数値。 

※30 年度以降は、29 年度の適用実績について関係道府県に聞き取

った結果等をもとに算出した見込値。 

※事業者の業種については、製造業、農林水産物等販売業、旅館業、

情報サービス業等の業種に適用されており、特定の業種に偏って適用

されているわけではない。 

※算定根拠については別紙参照 

 

③ 減収額 27 年度： 39 百万円 

28 年度：131 百万円 

29 年度：193 百万円 

30 年度：212 百万円 

31 年度：217 百万円 

32 年度：231 百万円 

 

※27、28 年度は、「租税特別措置法の適用実態調査の結果に関する

報告書」をもとに算出した数値。 

※29 年度は、関係道府県に聞き取った結果及び聞き取った結果をもと

に算出した数値。 

※30 年度以降は、29 年度の適用実績について関係道府県に聞き取

った結果等をもとに算出した見込値。 

※算定根拠については別紙参照 

 

【法人住民税・法人事業税】 

総務省「地方税における税負担軽減措置等の適用状況等に関する

報告書」において「影響額」が整理されているため参考として記載す

る。 

・法人住民税（県民税＋市町村民税） 

平成 27 年度： 5,556 千円 

平成 28 年度：17,108 千円 

 

・法人事業税 

平成 27 年度： 8,340 千円 

平成 28 年度：24,192 千円 

 

・地方法人特別税 

平成 27 年度： 5,290 千円 

平成 28 年度：24,661 千円 
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④ 効果 《政策目的の達成状況及び達成目標の実現状況》 

27 年度：1.18 

28 年度：1.04 

29 年度：1.02 

 

本特例措置の活用により、農林水産物等販売業、旅館業に係る設

備投資が促されることで、半島地域と地域外との交流促進が期待さ

れ、半島地域外から訪れる観光入込客数の増加が見込まれる。 

このため、これらを通じ、関連業種に係る半島地域における雇用の

確保を行い、若年層の人口流出の抑制、地域経済の活性化により定

住の促進見込まれ、社会増へとつながるものと予想される。 

 

《達成目標に対する租税特別措置等の直接的効果》 

全国的に製造業の立地件数が減少傾向にある中、半島地域におけ

る製造業の立地件数については近年安定的に推移している。また、本

制度を活用して最新の製造設備を導入することで、新規の顧客開拓及

び海外への輸出による販路拡大、数十人規模の新規雇用を実現して

いる事業者が複数ある等、投資促進、雇用創出の両面から有効である

と考えられる。 

 

本制度が延長されない場合、設備導入に伴う半島地域における雇

用創出や地域経済の活性化の効果が減少し、条件不利性に伴う若年

層の人口流出や地域活力の減少が予想される。 

 

 

⑤ 税収減を是

認する理由

等 

本特例措置による減収額 193 百万円（29 年度）に対し、特例措置

対象業者においては 25,856 百万円の設備投資が行われ、また雇用も

創出されているところであり、これらに伴う売上増、所得増による税収

増が見込まれ、これらの効果は 30 年度以降も見込まれることから、税

収減を是認する効果はあると考えている。 

11 相当性 ① 租税特別措

置等による

べき妥当性

等 

本特例措置は、半島振興対策実施地域のうち産業振興計画に係る

地区として関係大臣が認定する地区における製造業、農林水産物等

販売業、旅館業、情報サービス業等を対象としているものであり、当該

産業振興促進計画を策定した市町村の産業振興の方針にも合致する

ものであるため、対象業者に偏りを生じるといった公平性を欠く施策で

はない。 

また、対象業種の事業者のうち、自発的に設備投資を行うことで事

業を充実させる法人又は個人に限定して適用されるものであり、無差

別に特例が適用されることがないことから、必要最小限で的確な措置

と考えられる。 

さらに、民間投資を刺激するのみならず、副次的に雇用の創出効果

も期待されることから、施策の妥当性は高いと考えられる。 

半島地域では、全国平均を上回る人口減少・高齢化が進行してお

り、今後、地域経済・社会の衰退が以前に増して問題となると想定され

る。これを踏まえると、本特例措置を継続して地域資源を有効に活用し

た小規模事業者等による地域内での経済活動を促進させることによ

り、半島地域の内発的発展を目指す必要がある。 
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② 他の支援措

置や義務付

け等との役

割分担 

半島振興広域連携促進事業 

87 百万円（平成 30 年度当初、国費） 

半島地域の自立的発展に向けた地域間交流の促進、産業の振興、

定住の促進を図るため、半島地域内の様々な主体が地域資源や特性

を活かして実施する取組を道府県がパッケージ化して一体的・広域的

に推進するソフト施策に対する支援を行う。 

これに対し、本特例措置は、各種の事業の立ち上げや新規事業の

展開に必要な設備投資を促進するものであり、予算措置と支援目的が

異なることから、両者の間に代替性はない。 

なお、両施策が一体的に運用されれば、例えば予算事業により半島

地域の地域資源を有効活用する手法を確立するとともに、税制特例に

より速やかな事業化を促進することができるなど、相乗効果が生まれ

ることが期待され、半島振興法の法目的である同地域の自律的発展、

地域住民の生活の向上及び半島地域における定住の促進を図り、あ

わせて国土の均衡ある発展に資することに寄与するものと考えられ

る。 

③ 地方公共団

体が協力す

る相当性 

地方税に関係しない。 

 

 

12 有識者の見解 － 

13 前回の事前評価又は事後

評価の実施時期 

平成 28 年 6 月（平成 29 年度税制改正要望時） 

（H28 国交 01） 
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（別紙） 

 

半島地域における工業用機械等に係る割増償却制度 

適用実績・適用見込みの算定根拠 

 
○適用実績（割増償却） 

 
年度 H27 H28 H29 

産業振興促進計画作成市町村数 124 128 140 
税率（％） 23.9 23.4 23.4 

新 

規 

適用件数（件） － － 38 
適用額（百万円） － － 301 
減収額（百万円） － － 70 

計 

適用件数（件） 44 65 143 
適用額（百万円） 163 559 823 
減収額（百万円） 39 131 193 

※H27、H28 年度の「適用件数」及び「適用額」は、「租税特別措置の適用実態調査の結果に関

する報告書」の数値。 
※H27、H28 年度新規における「適用件数」及び「適用額」は、上記報告書に記載されていな

いため「－」としている。 
※H29 年度は、関係道府県に聞き取った結果及び聞き取った結果をもとに算出した値。 

 
○適用見込み 

 
年度 H30 H31 H32 

産業振興促進計画作成見込市町村数 159 171 184 
税率（％） 23.2 23.2 23.2 

新 
規 

適用件数（件） 26 34 39 
適用額（百万円） 150 199 239 
減収額（百万円） 35 46 56 

計 

適用件数（件） 156 153 148 
適用額（百万円） 912 939 1,015 
減収額（百万円） 212 218 236 

※H30～H32 年度の「適用件数」及び「適用額」は、平成 29 年度の適用実績について関係道

府県に聞き取った結果等をもとに算出した見込値。 
 

○適用件数・適用額・減収額算出根拠 

【新規】 

・H30 年度見込み 

＜適用件数＞ 

（7／124 ＋ 21／128 ＋ 38／140）／3 × 159 ≒ 26 
 

（（H27 年度新規適用件数（推計）／H27 年度産業振興促進計画作成市町村数）＋（H28 新

規適用件数（推計）／H28 年度作成市町村数）＋（H29 新規適用件数／H29 年度作成市町

村数））／３年 × H30 年度作成見込市町村数 
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＜適用額＞ 

１件あたり適用額：823（百万円）／143 = 5.76（百万円） 
H30 年度適用見込額：5.76（百万円）× 26 ＝149.76（百万円） 

 

１件あたり適用額：H29 年度適用額（累計）／適用件数（累計） 
H30 年度適用見込額：１件あたり適用額 × H30 年度適用見込件数 

 

＜減収額＞ 

適用額 × 税率 

 

・H31、H32 年度見込み 

＜適用件数・適用額・減収額＞ 

H 30 年度と同様の算定式で算出する値になると見込む。 
 

【累計】 

・H30 年度見込み 

＜適用件数・適用額＞ 
前年度実績（累計）と当該年度見込（新規）との合計で算出。ただし、H25 年度に制度を

適用した工業用機械等については、6 年目を迎えるため、H25 年度実績を除いて算出。 
 
＜減収額＞ 

適用額 × 税率 

 
・H31、H32 年度見込み 

H30 年度と同様の考え方であるが、H26 年度、H27 年度に制度を適用した工業用機械等に

ついては、それぞれ 6 年目を迎えるためそれぞれ H26、H27 実績を除いて算出。 
 

※H25～H27 年度実績については、財務省｢租税特別措置の適用実態調査の結果に関する報告

書｣の数値であり、以下のとおり。 
H25 年度（H30 年度に 6 年目） 13 件 
H26 年度（H31 年度に 6 年目） 37 件 
H27 年度（H32 年度に 6 年目） 44 件 

 
（参考：H32 年度の適用件数） 
H31 年度実績（153 件）＋H32 年度新規適用件数（39 件）－H27 年度に制度を適用した件数

（44 件） 
 
【産業振興促進計画策定見込み市町村数】 

・H30 年度見込み 

関係道府県から聞き取った策定見込み市町村数 
・H31 年度見込み 

前年度の産業振興促進計画策定見込み（159 市町村）×H26～H29 年度の産業振興促進計画

策定市町村数の増加率平均（7.8％） 
・H32 年度見込み 

H31 年度と同様の算定式で算出する値になると見込む。 
・各年度の増加率 

H26 増加率＝16／104×100＝15.3％ 
H27 増加率＝4／120×100＝3.3％ 
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H28 増加率＝4／124×100＝3.2％ 
H29 増加率＝12／128×100＝13.6％ 
※H25 年度策定市町村数は 104 市町村、H26 年度策定市町村数は 120 市町村 
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租税特別措置等に係る政策の事前評価書 

1 政策評価の対象とした政策

の名称 

離島振興対策実施地域における工業用機械等に係る割増償却制度

の延長 

2 対象税目 

 

① 政策評価の

対象税目 

（法人税：義、所得税：外）（国税 15） 

② 上記以外の

税目 

 

3 要望区分等の別 【新設・拡充・延長】   【単独・主管・共管】 

4 内容 《現行制度の概要》 

 離島振興対策実施地域として指定された地区のうち、市町村の長が

策定する産業の振興に関する計画に係る地区として関係大臣が指定

する地区において、事業者が製造業、旅館業、農林水産物等販売業、

情報サービス業等のために用いる設備を取得等し、供用した場合、割

増償却を認めるもの。 

割増償却期間：５年間 

償却限度額：機械・装置          普通償却限度額の 32％ 

建物・附属設備、構築物 普通償却限度額の 48％ 

《要望の内容》 

 適用期限を２年間延長し、平成 33 年 3 月 31 日までとする。 

《関係条項》 

・離島振興法（昭和 28 年法律第 72 号） 

第 19 条 

・租税特別措置法（昭和 32 年法律第 26 号） 

第 12 条、第 45 条、第 68 条の 27 

・租税特別措置法施行令（昭和 32 年政令第 43 号） 

第 6 条の 3、第 28 条の 9、第 39 条の 56 

5 担当部局 国土交通省国土政策局離島振興課 

6 評価実施時期及び分析対

象期間 

評価実施時期：平成 30 年 8 月 

分析対象期間：平成 27 年度～32 年度 

7 創設年度及び改正経緯 平成 5 年度  製造業及び旅館業について要望(製造業のみ○) 

平成 7 年度  適用期限の２年間延長 

平成 9 年度  適用期限の２年間延長 

拡充(過疎に類する地区における旅館業を追加) 

平成 11 年度 適用期限の２年間延長 

平成 13 年度 適用期限の２年間延長 

拡充(過疎に類する地区におけるソフトウェア業を追加) 

平成 15 年度 適用期限の２年間延長 

 拡充(農林水産物等販売業を追加) 

          除外(ソフトウェア業を除外) 

平成 17 年度 適用期限の２年間延長 

平成 19 年度 適用期限の２年間延長 
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拡充(取得価格要件を 2,500 万円超から 2,000 万円超に

引下げ) 

平成 21 年度 適用期限の２年間延長 

平成 23 年度 適用期限の２年間延長 

  拡充(情報サービス業を追加) 

          除外(農林水産物等販売業を除外) 

平成 25 年度 割増償却への改組 

          拡充（農林水産物等販売業を追加） 

          拡充（取得価額用件を 2,000 万円超から 500 万円以上

に引下げ（資本規模により異なる）） 

          拡充（旅館業の適用要件を過疎に類する地区から全離

島地区に拡充） 

平成 27 年度 適用期限の２年間延長 

平成 29 年度 適用期限の２年間延長 

8 適用又は延長期間 ２年間 

9 必要性

等 

① 政策目的及

びその根拠 

《租税特別措置等により実現しようとする政策目的》 

離島は、我が国の領域、排他的経済水域等の保全、海洋資源の利

用、多様な文化の継承、自然環境の保全、自然との触れ合いの場及

び機会の提供、食料の安定的な供給等、我が国及び国民の利益の確

保及び増進に重要な役割を担っている一方で、四方を海等で囲まれ、

人口の減少が長期にわたり継続し、かつ高齢化の進展など、他の地域

に比して厳しい自然的社会的条件の下にある。 

そのため、産業基盤及び生活環境等に関する地域格差を是正する

とともに、離島等の地理的及び自然的特性を生かした創意工夫のある

自立的発展を図ることにより、離島における人口の著しい減少の防止

及び離島における定住の促進を図る。 

《政策目的の根拠》 

○離島振興法（昭和 27 年法律第 72 号）第 19 条 

租税特別措置法等の定めるところにより、離島振興対策実施地

域の振興に必要な税制上の措置その他の措置を講ずるものとす

る。 

○経済財政運営と改革の基本方針 2018 第２章６（５） 

   人口減少が深刻な過疎地域や半島、離島・奄美などの条件不利

地域については、近隣地域との調和ある発展や交流・連携を図りつ

つ、生活機能を確保する小さな拠点や地域運営組織の形成を推進

し、交通基盤の維持等を図るとともに、地域資源や創意工夫を活か

した自立的な地域社会の構築による、維持・活性化を目指す。 

② 政策体系に

おける政策

目的の位置

付け 

政策目標：１０ 国土の総合的な利用、整備及び保全、国土に関する

情報の整備 

政策目標：３９ 離島等の振興を図る 

に包含 

③ 達成目標及

びその実現

による寄与 

《租税特別措置等により達成しようとする目標》 

離島振興対策実施地域の人口減少傾向を改善する。 

○離島振興対策実施地域の人口 

平成 27 年度：390 千人(速報値)→平成 32 年度目標値 345 千人以上 

○目標値設定の根拠 

  離島振興対策実施地域の総人口の平均増減率（平成 25 年度末～

27 年度末）をもとに離島の平成 32 年度末離島人口を推計した。さら
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に、日本全体の人口減少が継続する影響を考慮し、平成 32 年度末

離島人口推計値に全国人口増減比率（平成 27 年度末～32 年度

末）を掛け、平成 32 年度末離島人口を求め、目標値をそれ以上の 

値とした。 

   なお、所期の目標からの変更経緯については、離島振興法に基

づき、「人口の著しい減少の防止及び定住の促進を図る」ための施

策を実施し、その効果を人口減少傾向の改善により示す政策目標

内の業績指標と統一するためである。 

《政策目的に対する租税特別措置等の達成目標実現による寄与》 

 本特例措置は、離島振興において特に重要な業種を対象としている

とともに、中小事業者が行う規模の設備投資を促進できるよう措置され

たものである。本特例措置の積極的な活用を促すことで地域外からの

事業者の誘致及び地域内の小規模事業者による投資促進を通じた内

発的発展がより効果的に見込まれ、経済の活性化及び就業機会の確

保を図る上で貢献することが見込まれている。 

10 有効性

等 

① 適用数 ○適用件数 

 

（単位：件） 

区分＼年度 平成 27 28 29 30 31 32 

法人税 3 4 10 16 20 26 

所得税 0 0 0 0 0 0 

合計 3 4 10 16 20 26 

（注）1 法人税の平成 27～28 年度は、『租税特別措置の適用実態調

査の結果に関する報告書』を参照。 

2 所得税の平成 27～29 年度及び法人税の平成 29 年度は、適

用実績について関係都道県から聞き取った結果。 

3 平成 30～32 年度は、新規適用件数は 29 年度の 6 件と同数、

継続は適用期間を最長 5 年間までと見込み算出。 

     平成 30 年度：新規 6 件＋継続 10 件 

     平成 31 年度：新規 6 件＋継続 14 件 

     平成 32 年度：新規 6 件＋継続 20 件 

 

 現行制度の初年度である平成 25 年度は適用がなかったが、26 年度

以降は増加の傾向を示している。 

② 適用額 ○適用額 

 

（単位：百万円） 

区分＼年度 平成 27 28 29 30 31 32 

法人税 42 7 9 32 54 78 

所得税 0 0 0 0 0 0 

合計 42 7 9 32 54 78 

（注）1 法人税の平成 27～28 年度は、『租税特別措置の適用実態調

査の結果に関する報告書』を参照。 

2 法人税の平成 29～32 年度は、以下の計算式から算出。 

【H30～32 新規分】 

1 件あたり平均適用額実績(4 百万円)×適用(見込)件数(６件) 

【H29 新規及び H29～32 継続分】 

取得（年度当初残存）価額×償却率×割増償却率 
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③ 減収額 ○減収額 

（単位：百万円） 

区分＼年度 平成 27 28 29 30 31 32 

法人税 10 2 2 8 12 18 

所得税 0 0 0 0 0 0 

法人住民税 2 0.2 0.3 1 2 3 

法人事業税 3 0.4 0.6 2 4 5 

（注） 以下の計算式から算出。 

（法人税） 

減収額＝適用額×法人税率 

平成 27 年度：42,289 千円×23.9％ 

平成 28 年度： 6,964 千円×23.4％ 

平成 29 年度： 8,696 千円×23.4％ 

平成 30 年度：32,422 千円×23.2％ 

平成 31 年度：53,824 千円×23.2％ 

平成 32 年度：77,824 千円×23.2％ 

 

（法人住民税） 

平成 27 年度及び平成 28 年度は、「地方税における税負担軽減措置

等の適用状況等に関する報告書（第 193 回国会提出、第 196 回国会

提出）」から引用。 

平成 29 年度～平成 32 年度は、以下のように推計した。 

減収額＝法人都道県民税減収額＋法人市町村民税減収額 

（法人県民税減収額＝法人税減収額×県民税率） 

（法人市町村民税減収額＝法人税減収額×市町村民税率） 

（県民税率及び市町村民税率は『法人住民税・法人事業税 税率一覧

表（総務省自治税務局）』から引用。） 

平成 27 年度：   369 千円＋1,074 千円 

平成 28 年度：    53 千円＋ 160 千円 

平成 29 年度：    81 千円＋ 246 千円 

平成 30 年度：   300 千円＋ 909 千円 

平成 31 年度：   499 千円＋1,509 千円 

平成 32 年度：   721 千円＋2,183 千円 

 

（法人事業税） 

平成 27 年度及び平成 28 年度は、「地方税における税負担軽減措置

等の適用状況等に関する報告書（第 193 回国会提出、第 196 回国会

提出）」から引用。 

平成 29 年度～平成 32 年度は、以下のように推計した。 

減収額＝適用額×法人事業税率 

（法人事業税率は『法人住民税・法人事業税 税率一覧表（総務省自

治税務局）』にから引用。） 

平成 27 年度： 2,461 千円 

平成 28 年度：  430 千円 

平成 29 年度： 8,696 千円×6.7％ 

平成 30 年度：32,422 千円×6.7％ 

平成 31 年度：53,824 千円×6.7％ 

平成 32 年度：77,824 千円×6.7％ 
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 なお、法人税について前回要望時における平成 28、29 年度の減収

見込額はそれぞれ 11 百万円、22 百万円となっており、今回の調書に

おける実績額である 2 百万円とかい離したのは、前回要望時の適用

額の計算式においては、前年度までの累計額を単純に当該年度分に

加えていたところ、今回の適用見込額では計算式を上記「②適用額」

欄のとおりに改めたことによるものである。 

④ 効果 《政策目的の達成状況及び達成目標の実現状況》 

 

○政策目的の達成状況 

 政策目的である離島における人口の著しい減少の防止について、平

成 29 年度（平成 30 年 4 月 1 日時点）の離島人口は約 374 千人とな

っており、緩やかな人口減少に留まっている。 

 

○達成目標の実現状況 

（単位：千人） 

区分＼年度 平成 27 28 29 30 31 32 

目標値 390 381 372 363 354 345 

実績値 390 382 374 - - - 

（注）平成 27～29 年度の実績値は、住民基本台帳の登録人数（速報

値）。 

 

《達成目標に対する租税特別措置の直接的効果》 

                                          （単位：人） 

区分＼年度 平成 27 28 29 30 31 32 

取得に伴う

新規雇用数 

0 0 11 11 11 11 

（注）1 平成 27～29 年度は、新規雇用数について関係都道県より聞

き取った結果。 

2 平成 30～32 年度は、平成 29 年度の新規雇用数と同数と見

込み算出。 

 

租税特別措置の適用に伴う直接的な雇用の創出等により、今後の

達成目標についても達成される見込みである。 

⑤ 税収減を是

認する理由

等 

 離島振興対策実施地域は、四方を海等に囲まれ、人口の減少が

長期にわたり継続し、かつ高齢化が急速に進展する等、他の地域

に比して厳しい自然的社会的条件の下にある。また、船や飛行機

など交通手段が限られているため、人の往来及び生活に必要な物

資等の輸送に要する費用が他の地域に比較して多額である。 

 こうした状況において、当制度が対象地域内の離島における中小企

業の設備投資の際に活用されることで、新たな雇用が創出され、産業

の振興に貢献し、人口減少の抑制にも寄与しているため、税収減を是

認する効果があると見込まれる。 

 なお、当該措置は課税の繰り延べ効果をもたらすものであり、理論上

は納税総額に変化は生じない。 

11 相当性 ① 租税特別措

置等による

べき妥当性

等 

 隔絶性、遠隔性、狭小性等の条件不利性を抱える中、各種産業活動

を活性化させるため、設備投資を行う事業者を対象に投資を誘発させ

るためのインセンティブを与えることが必要であることから、これを実現

する施策として、当該措置が妥当である。 
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 また、当該措置は課税の繰り延べ効果をもたらすものであり、理論上

は納税総額に変化は生じないため、補助金等の予算措置と比べて国

庫への負担が少なく、効率的と考えられる。 

② 他の支援措

置や義務付

け等との役

割分担 

 離島振興策の他の支援措置としては、公共事業の一括計上や非公

共事業等を行っているが、これらは主に行政に対する支援であり、直

接民間需要を喚起、雇用を創出する本特例措置との明確な役割分担

がなされている。また、特例措置の対象を全業種としているものではな

く、離島振興に特に重要な業種を対象としており、必要最小限の特例

措置である。 

③ 地方公共団

体が協力す

る相当性 

地方税に関係しない。 

 

 

12 有識者の見解 なし 

13 前回の事前評価又は事後

評価の実施時期 

平成 28 年 8 月（平成２９年度税制改正要望時）【H28 国交 02】 
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租税特別措置等に係る政策の事前評価書 

1 政策評価の対象とした政策

の名称 

奄美群島における工業用機械等に係る割増償却制度の延長 

 

 

2 対象税目 

 

① 政策評価の

対象税目 

（法人税：義、所得税：外）（国税 16） 

② 上記以外の

税目 

 

3 要望区分等の別 【新設・拡充・延長】   【単独・主管・共管】 

4 内容 《現行制度の概要》 

奄美群島のうち、奄美群島振興開発特別措置法第 11 条第１項及び

第８項に基づき市町村の長が作成する産業振興促進計画を主務大臣

が認定した地区における、製造業、農林水産物等販売業、旅館業、情

報サービス業等に係る割増償却制度（５年間、償却限度額：機械・装置

普通償却限度額の 32％、建物・附属設備、構築物普通償却限度額の

48％）。 

 

《要望の内容》 

適用期限を２年間延長し、平成 33 年３月 31 日までとする。 

《関係条項》 

・奄美群島振興開発特別措置法第 11 条 

・租税特別措置法第 12 条、第 45 条、第 68 条の 27 

・租税特別措置法施行令第６条の３、第 28 条の９、第 39 条の 56 

5 担当部局 国土政策局特別地域振興官付 

6 評価実施時期及び分析対

象期間 

評価実施時期：平成 30 年８月 分析対象期間：平成 27 年度～平成 32

年度                

7 創設年度及び改正経緯 平成 10 年度 創設（奄美群島の過疎に類する地区） 

（機械等 13/100 建物等 8/100 2,300 万円超） 

平成 11 年度 適用期限の２年間延長 

（機械等 12/100 建物等 7/100） 

平成 12 年度 拡充 

（過疎に類する地区におけるソフトウェア業を追加） 

平成 13 年度 適用期限の３年間延長 

（機械等 11/100 建物等 7/100 2,500 万円超） 

平成 16 年度 適用期限の２年間延長 

拡充（離島振興対策実施地域に類する地区における農

林水産物を小売する事業を追加） 

過疎に類する地区におけるソフトウェア業を除外 

平成 17 年度 特別償却率の引き下げ 

（離島振興対策実施地域に類する地区） 

（機械等 11/100→10/100 

建物等 7/100→6/100） 

平成 18 年度 適用期限を１年間延長 

平成 19 年度 適用期限を２年間延長 

取得価格要件の引き下げ 
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（2,500 万円超→2,000 万円超） 

平成 21 年度 適用期限を２年間延長 

拡充（情報通信産業等を追加） 

平成 23 年度 適用期限を２年間延長 

過疎に類する地区の対象事業から旅館業を除外 

平成 25 年度 適用期限の１年間延長 

割増償却へ改組 

拡充（旅館業を追加） 

取得価格要件の引き下げ 

(2,000 万円超→500 万円超(資本規模により異なる)) 

平成 26 年度 適用期限を１年間延長 

平成 27 年度 適用期限を２年間延長 

平成 29 年度 適用期限を２年間延長 

 

8 適用又は延長期間 ２年間（平成 31 年度～平成 32 年度） 

9 必要性

等 

① 政策目的及

びその根拠 

《租税特別措置等により実現しようとする政策目的》 

戦後米軍統治下におかれ、昭和 28 年 12 月に本土復帰した奄美群

島は、本土から遠く隔絶した外海に位置し、台風の常襲、ハブや特殊

病害虫の生息等、厳しい地理的、自然的、歴史的条件等の特殊事情

による不利性を抱えており、社会資本の整備や産業の振興等のため

の諸施策が着実に進められてきた。しかしながら、奄美群島において

は、本土との間には所得水準をはじめとする経済面・生活面での諸格

差が残されている。また、雇用の場が十分にないことから、若年層の多

くが島を離れており、人口流出・人口減少が続いている。 

奄美群島においてこれらの現状・課題に対応し、定住人口の確保を

図るためには、奄美群島の市町村が推し進める地域外からの事業者

誘致及び小規模零細な事業者を含めた民間事業者による投資促進を

通じた内発的発展を実現することが必要である。 

 

《政策目的の根拠》 

○奄美群島振興開発特別措置法（昭和 29 年法律第 189 号） 

（目的） 

第１条 この法律は、奄美群島（鹿児島県奄美市及び大島郡の区域を

いう。以下同じ。）の特殊事情に鑑み、奄美群島の振興開発に関

し、基本理念を定め、並びに国及び地方公共団体の責務を明ら

かにするとともに、奄美群島振興開発基本方針に基づき総合的

な奄美群島振興開発計画を策定し、及びこれに基づく事業を推

進する等特別の措置を講ずることにより、その基礎条件の改善

並びに地理的及び自然的特性に即した奄美群島の振興開発を

図り、もつて奄美群島の自立的発展、その住民の安定及び福祉

の向上並びに奄美群島の定住の促進を図ることを目的とする。 

 

○経済財政運営と改革の基本方針 2018 第２章６（５） 

人口減少が深刻な過疎地域や半島、離島・奄美などの条件不利地

域については、近隣地域との調和ある発展や交流・連携を図りつつ、

生活機能を確保する小さな拠点や地域運営組織の形成を推進し、交

通基盤の維持等を図るとともに、地域資源や創意工夫を活かした自立

的な地域社会の構築による、維持・活性化を目指す。 
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② 政策体系に

おける政策

目的の位置

付け 

政策目標 10 国土の総合的な利用、整備及び保全、国土に関する情

報の整備 

政策目標 39 離島等の振興を図る 

 に含む 

 

③ 達成目標及

びその実現

による寄与 

《租税特別措置等により達成しようとする目標》 

 住民基本台帳に基づく将来推計をベースに、社会減少の割合が鹿児 

島県全体と同等に推移したと仮定した場合の、平成 30 年度末の奄美

群島の総人口を目標値とする。 

 

目標値 奄美群島の総人口 平成 30 年度末 112 千人以上 

（平成 25 年度末現在 115 千人） 

 

《政策目的に対する租税特別措置等の達成目標実現による寄与》 

 産業振興に資する事業活動への支援により、奄美群島内における雇

用創出・安定的な給与水準の確保等を図ることで、定住人口の減少傾

向が改善されることにより、地域経済を支える地場産業の成長及び人

材の育成が見込まれ、奄美群島の自律的発展に寄与する。 

 

10 有効性

等 

① 適用数 平成 27 年度：４件 

平成 28 年度：３件 

平成 29 年度：３件 

平成 30 年度（見込み）：６件（新規４件、継続２件） 

平成 31 年度（見込み）：10 件（新規４件、継続６件） 

平成 32 年度（見込み）：12 件（新規４件、継続８件） 

 

適用件数は全て法人税に係るものであり、所得税に係る実績はなか

った。 

平成 27・28 年度の適用件数については、『租税特別措置の適用実

態調査の結果に関する報告書(平成 30 年２月 第 196 回国会提出)』

を参照した。 

 

平成 29 年度の適用件数については、市町村から発行した確認書の

発行実績及び鹿児島県から減収補てん実績を聞き取ることにより確認

した。 

前回要望時の想定において、適用件数は平成 28 年度に 11 件、平

成 29 年度に 19 件程度を見込んでいたところだが、実績はいずれも３

件にとどまっている。これは、近年の観光客の増加傾向に伴い、宿泊

業等の活性化を見込んだものであったが、期待したような効果が発生

していないためである。 

平成 30 年度～平成 32 年度の法人税の適用件数見込みは市町村

への聞き取りと新聞記事により把握した。所得税については直近５年

間において適用件数が０であったため、計上していない。平成 30 年度

においては、市町村への聞き取りと新聞記事から新規設備投資を４件

と見込んでおり、継続分と合わせて６件の適用を見込んでいる。 

平成 31・32 年度の新規設備投資件数については、それぞれ平成 30

年度と同数を想定しており、継続分と合わせ、平成 31 年度 10 件、平

成 32 年度 12 件の適用を見込んでいる。 
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② 適用額 平成 27 年度：２百万円 

平成 28 年度：５百万円 

平成 29 年度：８百万円 

平成 30 年度（見込み）：17 百万円 

平成 31 年度（見込み）：28 百万円 

平成 32 年度（見込み）：35 百万円 

適用額は全て法人税にかかるものであり、所得税による実績はなか

った。 

平成 27・28 年度の適用額については、『租税特別措置の適用実態

調査の結果に関する報告書(平成 30 年２月 第 196 回国会提出)』を

参照した。また、平成 29 年度の適用額については、市町村から発行し

た確認書の発行実績及び鹿児島県から減収補てん実績を聞き取るこ

とにより確認した。 

平成 30 年度～平成 32 年度の法人税の適用額見込みは市町村へ

の聞き取りと新聞記事により把握した。所得税については直近５年間

における適用額が０であったため、計上していない。 

 なお、適用額については、以下の式にて算出した。 

  適用額＝取得価額÷耐用年数×0.48（建物の投資の場合） 

 （取得価額、耐用年数は、鹿児島県からの聞き取りによる） 

 

③ 減収額 （法人税） 

平成 27 年度：０百万円 

平成 28 年度：１百万円 

平成 29 年度：２百万円 

平成 30 年度（見込み）：４百万円 

平成 31 年度（見込み）：６百万円 

平成 32 年度（見込み）：８百万円 

 

（法人住民税） 

平成 27 年度：0.1 百万円 

平成 28 年度：0.2 百万円 

平成 29 年度：0.3 百万円 

平成 30 年度（見込み）：１百万円 

平成 31 年度（見込み）：１百万円 

平成 32 年度（見込み）：１百万円 

 

（法人事業税） 

平成 27 年度：0.1 百万円 

平成 28 年度：0.2 百万円 

平成 29 年度：１百万円 

平成 30 年度（見込み）：１百万円 

平成 31 年度（見込み）：２百万円 

平成 32 年度（見込み）：２百万円 

 

 減収額は法人税に係るものであり、法人住民税及び法人事業税は

要望事項ではないが、本割増償却制度に伴う連動分の減収額として

算出した。なお、所得税に係る減収額は０である。 

 減収額については、前項『適用額』に記載されている適用額をもとに

以下の式にて算出した。 
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（法人税） 

  減収額＝適用額×法人税率 

 なお法人税率については平成 27 年度は 23.9％、平成 28・29 年度は

23.4％、平成 30 年度～32 年度は 23.2％とした。 

 

（法人住民税） 

 平成 27・28 年度の減収額については、『地方税における税負担軽減

措置等の適用状況等に関する報告書』による。平成 29 年度以降の減

収額については以下の式による。 

 

  減収額＝法人県民税減収額＋法人市町村民税減収額 

   法人県民税減収額＝（法人税減収額×県民税率） 

   法人市町村民税減収額＝（法人税減収額×市町村民税率） 

 （県民税率及び市町村民税率は『法人住民税・法人事業税 税率一

覧表（総務省自治税務局）』による。） 

 

（法人事業税） 

 平成 27・28 年度の減収額については、『地方税における税負担軽減

措置等の適用状況等に関する報告書』による。平成 29 年度以降の減

収額については以下の式による。 

 

  減収額＝適用額×法人事業税率 

 （法人事業税率は『法人住民税・法人事業税 税率一覧表（総務省自

治税務局）』による。） 

 

④ 効果 《政策目的の達成状況及び達成目標の実現状況》 

奄美群島では、高齢化の進展と若年層の流出による人口減少が続

いており、達成目標としている平成 30 年度末総人口 112,000 人に対

し、各年度末の総人口は、住民基本台帳人口より、平成 27 年度末

112,498 人、平成 28 年度末 110,890 人、平成 29 年度末 109,515 人と

なっている。 

 

《達成目標に対する租税特別措置等の直接的効果》 

奄美群島においては有効求人倍率や、一人あたりの所得といった指

標で見られるとおり、雇用面に関する課題が多く、若年層を中心に人

口の流出が続いている。そのため、雇用状況を改善することにより、就

業機会が確保され、人口の流出が抑制される。そのような点から、割

増償却制度により地元の事業者の設備投資を促進することは、就業

機会の確保等につながり、奄美群島の人口減少の抑制に対して効果

的である。 

 

（参考） 

平成 29 年度 奄美群島における有効求人倍率 0.98 倍(全国:1.54 倍) 

平成 27 年度 奄美群島の一人あたりの所得 2,044 千円(全国：3,059 

千円) 

平成 27 年度については、割増償却の適用を受けた新規設備投資

は２件であり、該当する企業について、市町村へ聞き取り調査を実施し

たところ、新規設備投資に伴う新規雇用者数は 14 人で、その家族を
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含めて 36 人の定住促進効果があり、奄美群島における人口減少の抑

制につながった。 

 また、平成 28・29 年度については、割増償却の適用を受けた新規設

備投資は該当なしであった。 

平成 30～32 年度については各年度４件の割増償却の適用を受け

た新規設備投資により 28 人の新規雇用の創出とその家族を含めた

72 人の定住促進効果を見込んでおり、引き続き就業機会の確保及び

雇用状況の改善から奄美群島の人口減少の抑制に効果を示すことが

見込まれる。なお、新規雇用者数と定住者数については、平成 27 年

度の実績を基に算定した。 

 

⑤ 税収減を是

認する理由

等 

 奄美群島は人口約 11 万人の外海により隔絶された地域であり、地

理的・自然的条件不利性を抱えることから企業の新規投資そのものが

限られており、一人あたりの所得額や生活保護率、有効求人倍率など

各種経済指標からみる奄美群島の経済状況は依然として厳しい状況

にある。 

 こうした中、割増償却制度が群島内の中小企業による設備投資の際

に活用されたことで、平成 27～29 年度においては新規に適用となった

件数は２件あり、14 人の新たな雇用と 36 人の定住効果が創出されて

おり、政策目的としている人口減少傾向の改善につながっているため、

効果と減収額とを比較すると税収減是認効果が見込まれる。 

 

11 相当性 ① 租税特別措

置等による

べき妥当性

等 

 割増償却であり、最終的な納税額に変化は生じないため、補助金と

比して国庫への負担が少なく、効率的である。 

 

 

② 他の支援措

置や義務付

け等との役

割分担 

 本特例措置による事業者支援に加え、（独）奄美群島振興開発基金

による金融支援を実施しているが、当該支援は事業者が事業実施に

あたって必要な資金の供給等を行うことにより一般の金融機関が行う

金融を補完又は奨励するものであり、事業により取得した建物等への

課税軽減を目的とする本特例措置とは明確に役割分担がなされてい

る。 

また、奄美群島における振興開発施策として公共事業等を実施して

いるが、当該事業は行政への支援であり、直接民間需要を喚起する本

特例措置とは明確に役割分担がなされている。 

 

③ 地方公共団

体が協力す

る相当性 

地方税に関係しない 

 

 

12 有識者の見解 － 

 

13 前回の事前評価又は事後

評価の実施時期 

平成 28 年８月（平成 29 年度税制改正要望時）【H28 国交 08】 
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租税特別措置等に係る政策の事前評価書 

1 政策評価の対象とした政策

の名称 

独立行政法人奄美群島振興開発基金に係る非課税措置の延長 

 

2 対象税目 

 

① 政策評価の

対象税目 

（法人税・法人住民税（法人税割）・事業税：義、所得税・登録免許税・印紙

税：外）（国税１） 

② 上記以外の

税目 

 

3 要望区分等の別 【新設・拡充・延長】   【単独・主管・共管】 

4 内容 《現行制度の概要》 

独立行政法人奄美群島振興開発基金（以下「奄美基金」という。）に関

する所得税、法人税、登録免許税、印紙税、法人住民税（法人税割）及び

事業税を非課税する。（法人住民税（法人税割）・事業税は、公共法人（法

人税法別表第一）として（法人税の非課税に伴う）非課税措置の適用とな

る。） 

《要望の内容》 

適用期限を５年間延長し、平成 36 年３月 31 日までとする。 

《関係条項》 

・所得税   ：所得税法第 11 条第１項 

・法人税   ：法人税法第４条第２項 

・登録免許税：登録免許税法第４条第１項、第２項 

・印紙税   ：印紙税法第５条第１項第２号 

・事業税   ：地方税法第 72 条の４第１項第２号 

5 担当部局 国土政策局特別地域振興官付 

6 評価実施時期及び分析対

象期間 

評価実施時期：平成 30 年８月  

分析対象期間：平成 27 年度～平成 32 年度                

7 創設年度及び改正経緯 （昭和 30 年 奄美群島復興信用保証協会を設立、 

昭和 34 年 奄美群島復興信用基金に改組、 

昭和 39 年 奄美群島振興信用基金に改称、 

昭和 49 年 奄美群島振興開発基金に改称） 

平成 16 年 独立行政法人奄美群島振興開発基金の設立 

平成 21 年 適用期限の５年間延長 

平成 26 年 適用期限の５年間延長 

8 適用又は延長期間 ５年間（平成 31 年度～平成 36 年度） 

9 必要性

等 

① 政策目的及

びその根拠 

《租税特別措置等により実現しようとする政策目的》 

戦後米軍統治下におかれ、昭和 28 年 12 月に本土復帰した奄美群島

は、本土から遠く隔絶した外海に位置し、台風の常襲、ハブや特殊病害虫

の生息等、厳しい地理的、自然的、歴史的条件等の特殊事情による不利

性を抱えている。その不利性を抱えた奄美群島における基礎条件の改善

並びに地理的及び自然的特性に即した振興開発を行うため、奄美群島振

興開発特別措置法に基づき、社会資本の整備や産業の振興等のための

諸施策が着実に進められてきたところである。 

その諸施策の一つとして、奄美群島振興開発特別措置法第四章に基づ

き、奄美基金による金融措置等の特別措置等が講じられている。 
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《政策目的の根拠》 

○奄美群島振興開発特別措置法（昭和 29 年法律第 189 号）（抄） 

（目的） 

第１条 この法律は、奄美群島（鹿児島県奄美市及び大島郡の区域

をいう。以下同じ。）の特殊事情に鑑み、奄美群島の振興開発に

関し、基本理念を定め、並びに国及び地方公共団体の責務を明ら

かにするとともに、奄美群島振興開発基本方針に基づき総合的な

奄美群島振興開発計画を策定し、及びこれに基づく事業を推進す

る等特別の措置を講ずることにより、その基礎条件の改善並びに

地理的及び自然的特性に即した奄美群島の振興開発を図り、もつ

て奄美群島の自立的発展、その住民の安定及び福祉の向上並びに

奄美群島の定住の促進を図ることを目的とする。 

（基金の目的） 

第 44 条 独立行政法人奄美群島振興開発基金（以下、「基金」とい

う。）は、振興開発計画に基づく事業に必要な資金を供給するこ

と等により、一般の金融機関が行う金融を補完し、又は奨励する

ことを目的とする。 

 

 

○経済財政運営と改革の基本方針 2018 第２章６（５） 

人口減少が深刻な過疎地域や半島、離島・奄美などの条件不利地域

については、近隣地域との調和ある発展や交流・連携を図りつつ、生活

機能を確保する小さな拠点や地域運営組織の形成を推進し、交通基盤

の維持等を図るとともに、地域資源や創意工夫を活かした自立的な地

域社会の構築による、維持・活性化を目指す。 

 

② 政策体系に

おける政策

目的の位置

付け 

政策目標 10 国土の総合的な利用、整備及び保全、国土に関する情報

の整備 

政策目標 39 離島等の振興を図る 

 に含む 

 

③ 達成目標及

びその実現

による寄与 

《租税特別措置等により達成しようとする目標》 

 住民基本台帳に基づく将来推計をベースに、社会減少の割合が鹿児 

島県全体と同等に推移したと仮定した場合の、平成 30 年度末の奄美群

島の総人口を目標値とする。 

 

目標値 奄美群島の総人口 平成 30 年度末 112 千人以上 

（平成 25 年度末現在 115 千人） 

 

《政策目的に対する租税特別措置等の達成目標実現による寄与》 

 産業振興に資する事業活動への支援により、奄美群島内における雇用

創出・安定的な給与水準の確保等を図ることで、定住人口の減少傾向が

改善されることにより、地域経済を支える地場産業の成長及び人材の育成

が見込まれ、奄美群島の自律的発展に寄与する。 
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10 有効性

等 

① 適用数  

 所得税 法人税 印紙税 登録 

免許税 

法人 

住民税 

事業

税 

平成 27 年度 有 無 86 件 10 件 無 有 

平成 28 年度 有 無 57 件 ３件 無 有 

平成 29 年度 有 無 54 件 １件 無 有 

平成 30 年度 

（見込） 

有 無 66 件 ５件 無 有 

平成 31 年度 

（見込） 

有 無 66 件 ５件 無 有 

平成 32 年度 

（見込） 

有 無 66 件 ５件 無 有 

※平成 30 年度から平成 32 年度の見込は、平成 27 年度から平成 29 年

度の３箇年の平均値。平成 27 年度から平成 29 年度の法人税及び法

人住民税は、繰越欠損金があるため生じない。 

※所得税と事業税は、奄美基金を普通法人と仮定した場合。 

② 適用額 － 

③ 減収額 下表の値の一部は、奄美基金を普通法人と仮定した場合に生じる課税

を試算したもの。  （単位：千円） 

・国税 

 
H27 H28 H29 

H30 

（見込）

H31 

（見込）

H32 

（見込) 

合計額 6,754 4,117 3,190 4,687 4,687 4,687

所得税 3,342 3,542 3,027 3,303 3,303 3,303

法人税 0 0 0 0 0 0

印紙税 29 11 11 17 17 17

登録免許税 3,383 564 152 1,366 1,366 1,366

・地方税 

※平成 30 年度から平成 32 年度の見込みは、平成 27 年度から平成

29 年度の３箇年の平均値。 

 
H27 H28 H29 

H30 

(見込) 

H31 

(見込) 

H32 

(見込) 

合計額 53,321 90,669 90,489 78,159 78,159 78,159 

法人住民税

(法人税割) 
0 0 0 0 0 0 

事業税 53,321 90,669 90,489 78,159 78,159 78,159 
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④ 効果 《政策目的の達成状況及び達成目標の実現状況》 

奄美群島では、高齢化の進展と若年層の流出による人口減少が続いて

おり、平成 29 年度末時点の総人口は 109,515 人となっている。 

 

《達成目標に対する租税特別措置等の直接的効果》 

奄美群島においては有効求人倍率や、一人あたりの所得といった指標

で見られるとおり、雇用面に関する課題が多く、若年層を中心に人口の流

出が続いている。そのため、雇用状況を改善することにより、就業機会が

確保され、人口の流出が抑制される。そのような点から、引き続き経済活

性化及び就業機会の拡充、交流人口の拡大が必要であり、奄美基金によ

る振興開発計画に基づく事業に必要な資金を供給する等の各種支援措置

を引き続き実施していく必要がある。そのため、当該支援措置を担うに対

する税制上の特例措置を講じ、奄美基金の財務経営基盤の強化に寄与

するため行う。 

（参考） 

平成 29 年度 奄美群島における有効求人倍率 0.98 倍(全国:1.54 倍) 

平成 26 年度 奄美群島の一人あたりの所得 2,044 千円(全国：3,059 千

円) 

 

⑤ 税収減を是

認する理由

等 

 奄美群島は人口約 11 万人の外海により隔絶された地域であり、地理

的・自然的条件不利性を抱えることから企業の新規投資そのものが限られ

ており、一人あたりの所得額や生活保護率、有効求人倍率など各種経済

指標からみる奄美群島の経済状況は依然として厳しい状況にある。 

 奄美基金は、奄美群島の自立的発展並びにその住民の生活及び福祉

の向上に資するため、奄美群島振興開発計画に基づく事業に必要な資金

を供給すること等により、一般の金融機関が行う金融を補完し、又は奨励

することを目的に、奄美群島振興開発特別措置法に基づく特別の措置とし

て設立されている。 

上記の目的のため、奄美群島の中小規模の事業者等を対象に民間金

融機関からの融資に対する保証、小口の事業資金の貸付け等を行ってい

る。それら業務は、政策金融として高い公共性を有する業務として実施し

ていることから、奄美基金に対する税制上の特例措置を講じ、奄美基金の

財務経営基盤の強化に寄与することは必要不可欠であるため、これによ

る税収減は是認できる。 

 

11 相当性 ① 租税特別措

置等による

べき妥当性

等 

 本特例措置は、奄美基金の高い公共性等に鑑み非課税措置とされてい

るものであり、本要望は適正と考えられる。 

② 他の支援措

置や義務付

け等との役

割分担 

奄美群島における工業用機械等に係る割増償却制度があるが、民間事

業者を対象に事業により取得した建物等の課税軽減により各種産業活動

を活性化させる優遇措置として設けられたものであり、また、奄美群島にお

ける振興開発施策として公共事業等を実施しているが、当該事業は行政

への支援であり、奄美基金の公益性を鑑みた非課税措置とは異なるた

め、明確に役割分担がなされている。 

③ 地方公共団

体が協力す

る相当性 

奄美基金は、振興開発計画に基づく事業に必要な資金を供給すること

等により、一般の金融機関が行う金融を補完し、又は、奨励することを目

的とした法人であり、奄美群島の振興開発上、鹿児島県及び奄美群島内
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の市町村にとっても奄美群島の振興開発、定住促進を図る上で、必要不

可欠な組織であり、それに対する支援は適切である。 

12 有識者の見解 － 

13 前回の事前評価又は事後

評価の実施時期 

平成 25 年８月（平成 26 年度税制改正要望時） 
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租税特別措置等に係る政策の事前評価書 

1 政策評価の対象とした政策

の名称 

振興山村において農林水産物加工施設等を取得した場合の割増償却  

2 対象税目 

 

① 政策評価の

対象税目 

（国税 18）法人税：義 

法人住民税、法人事業税：義（自動連動） 

② 上記以外の

税目 

（国税 18）所得税：外 

3 要望区分等の別 【新設・拡充・延長】   【単独・主管・共管】 

4 内容 《現行制度の概要》 

山村振興法（昭和 40 年法律第 64 号）に基づく振興山村において、市町村が

山村振興計画に産業振興を促進する上で必要な事項（産業振興施策促進事

項）を関係大臣（農林水産・総務・国土交通）の同意を得て記載した場合、当該

計画で定める区域（かつ振興山村地域内）において、個人又は法人（中小企業

者：資本金１億円以下）が、機械・装置、建物等・構築物を取得して対象事業

（地域資源を活用する製造業・農林水産物等販売業）の用に供したときは、５年

間の割増償却（償却限度額： 機械・装置：普通償却限度額の 24％、建物・附

属設備、構築物：普通償却限度額の 36％）ができる。 

 

【対象事業種・取得価格要件】 

 ○地域資源を活用する製造業 

  

○農林水産物等販売業 
 

個人及び資本金 5,000 万円以下の法人 資本金 5,000 万円超の法人 

取得価格 500 万円以上 取得価格 1,000 万円以上 

個人及び法人 

取得価格 500 万円以上 

《要望の内容》 

 本税制特例措置は、４年前の改組により地域資源を活用した内発的な産業

の育成を目指し農林水産物等販売業を対象に加えるとともに、これらの事業者

は、地場の中小企業が主であり、設備投資額も小さいことから最低取得価格を

引き下げて、さらに 5 年間の割増償却としたところ。 

税制特例を受ける前提条件となる産業振興施策促進事項の作成数は、27 年

度 1 件、28 年度 4 件、29 年度 8 件と増加傾向にあることから、今後の適用件

数の増加が見込まれるため、2 年間の延長を要望するもの。 

※法改正前後の税制特例の主な変更点は以下のとおり 

 法改正前 法改正後 

① 対象事業種 ・製造業 

・旅館業 

・地域資源を活用する製造業 

・農林水産物販売業 

② 取得価格 2,000 万円超 

 

500 万円以上（資本金 5,000 万円以下） 

1,000 万円以下（資本金 5,000 万円超） 

③ 租税措置内容 特別償却 割増償却 
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《関係条項》 

租税特別措置法第 12 条、第 45 条、第 68 条の 27 

5 担当部局 農林水産省 農村振興局 農村政策部 地域振興課 

6 評価実施時期及び分析対

象期間 

評価実施時期：平成 30 年 8 月 

分析対象期間：平成 27 年 4 月～平成 33 年 3 月                

7 創設年度及び改正経緯 平成 21 年度 創設 

平成 23 年度 適用期限の 2 年延長 

         対象業種からソフトウェア業を除外  

平成 25 年度 適用期限の 2 年延長 

平成 27 年度 特別償却から割増償却へ改組 

適用期限を 2 年延長し、対象事業種を製造業及び旅館 

業から地域資源を活用する製造業及び農林水産等販 

売業に見直し 

平成 29 年度 適用期限の 2 年延長 

8 適用又は延長期間 平成 31 年 4 月～平成 33 年 3 月（2 ヶ年） 

9 必要性

等 

① 政策目的及

びその根拠 

《租税特別措置等により実現しようとする政策目的》 

振興山村は、我が国の国土面積の約５割、森林面積の約６割を占めるなど、

国土の保全、水源のかん養、自然環境の保全等に重要な役割を担っている。

一方、地勢等地理的条件は特に厳しく、人口の減少や高齢化の進行等により、

集落機能が低下し、コミュニティが失われつつある。このため、地域資源を活用

する事業者の立地や設備投資を促し、地域における雇用の増大等を通じて、

地域のコミュニティの維持・再生を図る。 

《政策目的の根拠》 

○山村振興法（昭和 40 年５月 11 日法律第 64 号）第３条第３号 

（略）地域の特性を生かした農林産物の加工業及び販売業等の導入（略）

を図ることにより、産業を振興し、併せて安定的な雇用を増大する。 

 

○地域資源を活用した農林漁業者等による新事業の創出等及び地域の農林

水産物の利用促進に関する法律（平成 22 年 12 月 3 日法律第 67 号）第１

条 

農林水産物等及び農山漁村に存在する土地、水その他の資源を有効に

活用した農林漁業者等による事業の多角化及び高度化、新たな事業の創出

等に関する施策並びに地域の農林水産物の利用の促進に関する施策を総

合的に推進することにより、農林漁業等の振興、農山漁村その他の地域の

活性化及び消費者の利益の増進を図る（略） 

 

○農林水産業・地域の活力創造プラン（平成 25 年 12 月 10 日農林水産業・地

域の活力創造本部決定、平成 29 年 12 月 8 日改訂） 

 Ⅱ基本的考え方 

森林などの地域資源や地場産品を核として雇用を創出し地域で経済が循

環する仕組みの確立にチャレンジするなど、農山漁村の潜在力を発揮する

ための施策を府省連携して進めていく。 

 Ⅲ政策の展開方向 

７．人口減少社会における農山漁村の活性化 
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高齢化や人口減少が都市に先駆けて進行している農山漁村について

は、小規模集落が増加するなど集落機能が低下しつつある。（略）地域

で受け継がれてきた「食」をはじめとする豊かな資源を活用して新たな需

要を発掘する（略）。 

また、地域で受け継がれてきた豊かな資源を活用した農林水産業の

振興や 6 次産業化等の推進によって、農山漁村への就業を促進し、地域

の雇用・所得を生み出すことで、地域の活性化が図られる。特に、

（略）中山間地域をはじめとする条件不利地域においては、地域の特色を

活かした多様な取組をきめ細かく推進する。  

    

○食料・農業・農村基本計画（平成 27 年３月 31 日閣議決定） 

第３ 食料、農業および農林に関し総合的かつ計画的に構ずべき施策 

３．農村の振興に関する施策 

（２）多様な地域資源の積極的活用による雇用と所得の創出 

農村の豊かな地域資源を最大限活用した新たな価値の創出や農業関連

産業の導入等を通じて、農村全体の雇用の確保と所得の向上を促進する。 

こうした取組を通じて、これまで農村の域外に流出していた経済的な価値

を域内で循環させる地域内経済循環を進めるとともに、将来的には、地域

間での経済的なネットワークを強化し、広域的な経済圏域への発展を目指

す。 

① 地域の農産物等を活かした新たな価値の創出 

地域の農業者が、自ら生産した農産物をそのまま出荷するだけでなく、

その副産物も含め、消費者や実需者のニーズに対応して、加工、直売等

を行い高付加価値化を図るほか、地域の特性に応じて、観光農園、農家

レストランや農家民宿等の多様な取組と融合した事業展開を図るなど、地

域資源を最大限活用し、農業を起点として新たな価値を創出する６次産

業化を推進する。 

こうした取組を進めるに当たっては、農業者が主体となった取組に加え、

多様な関係者と連携しながら行う地域ぐるみの取組を促進することによ

り、その相乗効果を地域全体に波及させ、地域の活性化を図る。 

（中略） 

④ 農村への農業関連産業の導入等による雇用と所得の創出 

食品製造業など農業関連産業の農村への導入等を通じた、農村におけ

る雇用と所得の創出を促進するための環境整備を図る。また、関係府省

の連携の下、農村への農業関連産業の誘致等による就業機会の拡大に

関する総合的な施策の在り方について検討する。 

農産物等の地域資源の活用などにより、ビジネスとしての事業活動と地

域の課題解決に一体的に取り組む、いわゆる「社会的企業」（ソーシャル・

ビジネス）など、農業・農村の活性化に貢献する新たな取組を進めるため

の環境整備を推進する。 

 

② 政策体系に

おける政策

目的の位置

付け 

［大目標］ 

食料の安定供給の確保、農林水産業の発展、農山漁村の振興、農業の多

面的機能の発揮、森林の保続培養と森林生産力の増進、水産資源の適切な

保存・管理等を通じ、国民生活の安定向上と国民経済の健全な発展を図る。 
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［中目標］ 

農村の振興 

［政策分野］ 

 地域コミュニティ機能の発揮等による地域資源の維持・継承等 

③ 達成目標及

びその実現

による寄与 

《租税特別措置等により達成しようとする目標》 

租税特別措置の対象事業種を規定する産業振興施策促進事項を取りまと

め予定の市町村が、平成 31 年度中に 31 市町村、32 年度中に 24 市町村とな

っていることから、１市町村当たり平均 1.8 名の新規雇用者が生じると想定し、

２年間で 98 名程度雇用が創出されることを目標とする。 

（前回要望時：平成 29 年度中に 12 市町村、30 年度中に 16 市町村となって

いることから 1 市町村当たり平均 2.5 名の新規雇用者が生じると想定し、2 年

間で 70 名程度雇用が創出されることを目標とした。） 

 

（目標とする新規雇用者数の算定根拠） 

① 平成 30 年 3 月までに産業振興施策促進事項を策定した 13 市町村において、産

業振興施策促進事項に記載した目標とする新規雇用数は 88 人、投資件数は 47

件である。 

 

② 振興山村での投資１件当たりの新規雇用数は、下式より 1.8 人/件となる。 

 

（式） 88（新規雇用数計：人） ÷ 47（投資数：件） ≒  1.8 人/件 

                         

③  平成 30 年度に農林水産省農村振興局農村政策部地域振興課で実施した

「振興山村における設備投資実績等に関する調査」（以下、設備投資実績

等調査という。）によると、産業振興施策促進事項を取りまとめ予定の市

町村数は、平成 31 年度は 31 市町村、平成 32 年度は 24 市町村であり、そ

れぞれ最低 1 件の投資があると想定（１市町村＝１件）した場合、新規雇

用数は、平成 31 年度は 55 人（1.8 人/件×31 市町村）、平成 32 年度は 43

人（1.8 人/件×24 市町村）の増加が見込まれ、2 年間では 98 人の新規雇

用が創出されると推計される。 

 

《政策目的に対する租税特別措置等の達成目標実現による寄与》 

（測定指標）：振興山村市町村における本特例措置を起因とした個人、中小企

業者の新規雇用者数 

 

（達成目標実施による寄与） 

① 経済波及効果の発現 

地域資源を活用した産業への投資が促進されることにより、税制特例措

置の対象となる個人、中小企業者において新たな雇用が創出されるほか、

原料を供給する地域内の農家等の販売機会の増加をもたらし、販売単価

の上昇等の効果が期待される。 

（販売単価の上昇の例としては、平成 27 年度に鳥取県八頭町の農家レスト

ランにおいて規格外の農作物を地元の農家から購入し、新たな農家の収入源

となっている例、平成 29 年度に熊本県八代市の米の乾燥調整設備等の導入

により米のブランド化に取り組むことで今後、農家レストランや直売所を設置し、

地元の米や野菜の販売マージンが省かれ販売単価を上昇させるといった例が

ある。） 

 

② 定住人口の増加 

振興山村地域内に新たな雇用が生み出されることにより、人口の流
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出を防ぐとともに、就職に伴い都市部から移住者の増加が期待され

る。 

 

③ 地域コミュニティの活性化 

地域資源を活用した経済活動が成り立ち、自立した地域経済が実

現することで、地域を再評価する機運が醸成され、地域コミュニテ

ィの活性化に寄与するものと考えられる。 

 

10 有効性

等 

① 適用数 平成 27 年 3 月に山村振興法が改正され、税制特例措置の内容が変更さ

れたことから、平成 27 年度（実績）から本税制特例措置の延長要望期限

である平成 32 年度（見込）までの適用数を下表に記載した。 

 H27 

年度 

(実績) 

H28 

年度 

(実績) 

H29 

年度 

(実績) 

H30 

年度 

(見込) 

H31 

年度 

(見込) 

H32 

年度 

(見込) 

適用数

（件） 

 

－ 

 

－ 

 

１ 

 

１５ 

 

３２ 

 

４４ 

                              （設備投資実績等調査より推計） 

 

【平成 27～29 年度】（実績） 

H27～28 年度は租特法の適用実態報告書のデータ（法人税のみ）を記載。 

Ｈ29 年度に産業振興施策促進事項を策定した 13 市町村への聞き取りによ

る。（熊本県八代市において米のブランド化による乾燥・精米機等の設備投資

が行われ、本税制特例措置を活用） 

 

【平成 30 年度】（見込） 

平成 29 年度までに産業振興施策促進事項を策定した 13 市町村、当課が

実施した調査等で平成 30 年度中に産業振興施策促進事項を策定予定とした

16 市町村を合わせた 29 市町村において、少なくとも１件の投資が行われると

見込み、そのうち約 54％（7/13）の 15 件の投資が税制特例措置の適用を受け

ると想定した。 

※適用件数は平成 30～32 年度に産業振興施策促進事項を策定する市町村におい

て、少なくとも 1 件の投資があるとし、そのうち、平成 27～29 年度に産業振興施策促進

事項を策定した 13 件のなかで、平成 30 年度までに設備投資を実施若しくは予定して

いる事業者が 7 件あることから、平成 30 年度以降は、累計策定市町村のうち、約 54％

（7/13）の事業者が税制特例措置を利用すると仮定した。さらに、割増償却を 5 年間適

用するものとして、下表のとおり適用件数を整理した。 

 

【平成 31～32 年度】（見込） 

当課で実施した設備投資実績等調査において、産業振興施策促進事項を作

成予定とした 31 市町村（31 年度）、24 市町村（32 年度）に加えて、29 年度まで

に産業振興施策促進事項を策定した 13 市町村と平成 30 年度に産業振興施

策促進事項を策定見込みとしている 16 市町村を合わせた 60 市町村（31 年

度）、83 市町村（32 年度）において少なくとも 1 件の投資が行われると見込み、

そのうち 54％（7/13）が適用を受けると想定した。 
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 各年度の租税特別措置の適用予定数と投資数     （件数）  

    適用年度 

投資年度 

Ｈ27 

年度 

Ｈ28 

年度 

Ｈ29 

年度 

Ｈ30 

年度 

Ｈ31 

年度 

Ｈ32 

年度 

Ｈ27 年度 1 1 1 1 1  

Ｈ28 年度 － 4 4 4 4 4 

Ｈ29 年度 － － 8 8 8 8 

Ｈ30 年度 － － － 16 16 16 

Ｈ31 年度 － － － － 31 31 

Ｈ32 年度 － － － － - 24 

（投資件数） 1 5 13 29 60 83 

（適用件数） 

54％：7/13 

（実績） 

0 

（実績） 

0 

（実績） 

1 

 

15 

 

32 

 

44 

 

なお、振興山村は経済規模が小さいため、適用数は大きな数字ではないが、投資者

を限定するものではないことから、特定の者のみが適用者となる偏りはないものと考え

られる。 

 また、平成２７～２９年度の適用数が「１」に留まった要因は以下のことが考えられる。 

法改正当初の平成２７～２８年度は、産業振興施策促進事項の策定にあたっては、その

指針となる都道府県における山村振興基本方針の改定、その後、同基本方針の内容に

沿って、新たな山村振興計画の策定作業が必要であったが、その策定に時間を費やし

たことから税制特例措置適用の要件となる産業振興施策促進事項の策定が５市町村に

留まったことが影響していると考えられる。平成２９年度については、山村振興基本方

針、山村振興計画及び産業振興施策促進事項それぞれの策定数も増加しているが、平

成２９年度の産業振興施策促進事項の策定を行った８市町村のうち５市町村は平成２９

年度末の策定であったことが少なからず影響しているものと考えられる。 

 このことから平成３０年度以降は、適用数も増加すると予測している。 

 

なお、「租税特別措置の適用実態調査の結果に関する報告書（第１９６回国会提出）」に

は、現行の税制となった平成２９年度以降の記載がないことから、数値の引用はしてい

ない。 

 

② 適用額 （単位：百万円） 

 

 

H27 

年度 

(実績) 

H28 

年度

(実績) 

H29 

年度

(実績) 

H30 

年度 

(見込) 

H31 

年度 

(見込) 

H32 

年度 

(見込) 

 

適用額 

 

－ 

 

－ 

 

0.4 

 

9.3 

 

19.8 

 

27.3 

（農林水産省 地域振興課調べ） 

【平成 27～28 年度】（実績） 

H27～28 年度は租特法の適用実態報告書のデータ（法人税のみ）を記載。 

【平成 29 年度】（実績） 

平成 29 年度に産業振興施策促進事項を策定した市町村及び事業者への聞き取り

による。（熊本県八代市から聞き取り調査を行い前掲の適用数と同様に把握した。） 
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・1,868.4 万円（投資額）÷10 年（耐用年数）×24％（割増償却率）＝44.8 万円 

取得した機械装置の種別：米の乾燥調整設備一式 

耐用年数 10 年：減価償却資産の耐用年数に関する省令別表より 

 

【平成 30～32 年度】（見込） 

平成 30 年度～平成 32 年度の各年度の適用額は、平成 29 年度までに産業振興施

策促進事項を策定済みの 13 市町村に記載された目標投資額（法人と個人の区別して

いない）より、投資 1 件あたりの適用額を 62 万円※と推計し、前掲の適用数を乗じて、

以下のとおり算出した。 

※ 投資 1 件あたりの適用額の算定根拠は、別紙 1 を参照 

 

     平成 30 年度   １５件  ×  ６２万円/件  ＝    ９３０万円 

     平成 31 年度   ３２件  ×  ６２万円/件  ＝  １，９８４万円 

     平成 32 年度   ４４件  ×  ６２万円/件  ＝  ２，７２８万円 

 

③ 減収額 《法人税》 

平成 30～32 年度の各年度の減収額は、産業振興施策促進事項を策定済

みの 13 市町村より、１投資当たりの減収額 14.4 万円※を推定し、各年度の税

制特例措置の適用件数を乗じて算出した。 

※ 1 投資当たりの減収額の算定根拠は、別紙１を参照。 

 

（単位：百万円） 

 

 

H27 

年度

(実績) 

H28 

年度

(実績) 

H29 

年度

(実績) 

H30 

年度 

(見込) 

H31 

年度 

(見込) 

H32 

年度 

(見込) 

減収額 － － 0.1 ２ ５ ６ 

（農林水産省地域振興課調べ） 

【平成 27～28 年度】（実績） 

H27～28 年度は租特法の適用実態報告書のデータ（法人税のみ）を記載。 

 

【平成 29 年度】（実績） 

平成 29 年度に産業振興施策促進事項を策定した市町村及び事業者への聞き取り

による。（熊本県八代市から聞き取り調査を行い前掲の適用額、適用数と同様に把握し

た。） 

・1,868.4 万円（投資額）÷10 年（耐用年数）×24％（割増償却率） 

×23.2％（法人税率）＝10.5 万円 

 

【平成 30～32 年度】（見込） 

平成 30 年度～平成 32 年度の各年度の減収額は、平成 29 年度までに産業振興施

策促進事項を策定済みの 13 市町村に記載された目標投資額より、投資 1 件あたりの

減収額を 14.4 万円※と推計し、各年度の税制特例措置の適用件数を乗じて、以下のと

おり算出した。 

※ 投資 1 件あたりの減収額の算定根拠は、別紙 1 を参照 

（対象物あたりの投資額/法定耐用年数×割増償却率×法人税率＝14.4 万円） 

     平成 30 年度   １５件  ×  １４．４万円/件  ＝ ２１６万円 

     平成 31 年度   ３２件  ×  １４．４万円/件  ＝ ４６１万円 

79



 

     平成 32 年度   ４４件  ×  １４．４万円/件  ＝ ６３４万円 

《法人住民税、法人事業税》 

 

※下線を付した年度は、推計値を記入。 

 

○実績の計上根拠について 

平成 27 年度～28 年度の影響額は、「地方税における税負担軽減措置等

の適用状況等に関する報告書」（平成 29 年第 193 回国会提出及び平成 30

年第 196 国会提出）による。平成 29 年度以降については、この報告書がま

だ発表されていないため、推計としている。 

 

○推計値の算出方法 

【法人住民税】＝減収額×住民税率 12.9％（都道府県税＋市町村民税）） 

【法人事業税】 

◯事業税＝減収額×法人事業税率（2.7％） 

◯地方法人特別税＝事業税×地方法人特別税の税率（43.2％） 

 ・平成 29 年度（1 件） 

【法人住民税】105（千円）×0.129＝14（千円） 

【法人事業税】 

投資額：1,868（千円） 

◯法人事業税：105×0.027＝3 

◯法人地方特別税＝3×0.432＝1 

 ・平成 30 年度（15 件） 

【法人住民税】2,160（千円）×0.129＝279（千円） 

【法人事業税】 

◯法人事業税：2,160（千円）×0.027＝58（千円） 

◯法人地方特別税＝58（千円）×0.432＝25（千円） 

・平成 31 年度（32 件） 

【法人住民税】4,610（千円）×0.129＝595（千円） 

【法人事業税】 

◯法人事業税：4,610（千円）×0.027＝124（千円） 

◯法人地方特別税＝124（千円）×0.432＝54（千円） 

・平成 32 年度（44 件） 

【法人住民税】6,340（千円）×0.129＝818（千円） 

【法人事業税】 

◯法人事業税：6,340（千円）×0.027＝171（千円） 

◯法人地方特別税＝171（千円）×0.432＝74（千円） 

 

 

 地方税の影響額（千円） 

年度 法人住民税 法人事業税 

事業税 地方法人特別税 

平成 27 年度 0 0 0 

平成 28 年度  0 0 0 

平成 29 年度 14 3 1 

平成 30 年度 279 58 25 

平成 31 年度 595 124 54 

平成 32 年度  818  171  74 
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④ 効果 《政策目的の達成状況及び達成目標の実現状況》 

［達成目標の実現状況］（分析対象期間：平成 27 年度～平成 32 年度） 

（単位：人） 

区分 27 

（実績） 

28 

（実績） 

29 

（実績） 

30 

（見込） 

31 

（見込） 

32 

（見込） 

雇用増加数 43 52 30 28 55 43 

（農林水産省 地域振興課調べ） 

※本税制の活用を予定して新規投資を行い新規雇用を行ったものの赤字計上となったため課税 

対象とならず本税制を活用出来なかった事例を含む。 

 

平成 29 年度に熊本県八代市の米の乾燥調整設備等の導入により米のブラ

ンド化に取り組み、税制を活用することで初期投資が軽減され、新規雇用者を

1 名雇用。 

そのほか、産業振興施策促進事項を策定した市町村への聞き取り調査によ

り平成 27 年度に鳥取県八頭町の農家レストランで 43 人、平成 28 年度に 52

人、平成 29 年度に 30 人新規雇用者数を確認したところ。 

平成 30 年度の新規雇用者数（見込）は、１投資当たりの新規雇用者（雇用

増加者）数が、前掲の「８ 必要性等」の「③ 達成目標及びその実現による寄

与」に示した 1.8 人/件であることから、前掲の「９ 有効性等」の「①適用

数等」に整理した表「各年度の租税特別措置の適用件数と投資件数」の平成

30 年度の投資件数 16 件に乗じて、28 人（16 件×1.8 人/件）とした。 

前回評価時の平成 29 年度、平成 30 年度の目標（各年度の新規雇用者数

30 名・40 名）については、平成 29 年度は目標を達成し、平成 30 年度は岡山

県西粟倉村では、家具製造工場での設備投資による新規雇用者数の増加等

が見込まれるため目標を達成できる見込みであり、本租税特別措置による効

果が発現するものと考えられる。 

（前回（28 年度）要望時における税制特例措置の直接的効果の比較） 

平成 29 年度における税制特例措置があった場合の雇用者数は、１名

（熊本県八代市）、無かった場合の雇用者数は０名であった。（市町

村への聞き取り調査による。）平成 30 年度については、28 名の直接

的効果を見込んでいるところ。 

 

《達成目標に対する租税特別措置等の直接的効果》 

○雇用効果の状況 

 

（目標とする新規雇用者数の算定根拠） 

① 平成 30 年 3 月までに産業振興施策促進事項を策定した 13 市町村において、産

業振興施策促進事項に記載した目標とする新規雇用数は 88 人、投資件数は 47

件である。 

 

② 振興山村での投資１件当たりの新規雇用数は、下式より 1.8 人/件となる。 

 

（式） 88（新規雇用数計：人） ÷ 47（投資数：件） ≒  1.8 人/件 

                         

③  平成 30 年度に農林水産省農村振興局農村政策部地域振興課で実施した

「振興山村における設備投資実績等に関する調査」（以下、設備投資実績

等調査という。）によると、産業振興施策促進事項を取りまとめ予定の市

町村数は、平成 31 年度は 31 市町村、平成 32 年度は 24 市町村であり、そ

れぞれ最低 1 件の投資があると想定（１市町村＝１件）した場合、新規雇
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用数は、平成 31 年度は 55 人（1.8 人/件×31 市町村）、平成 32 年度は 43

人（1.8 人/件×24 市町村）の増加が見込まれ、2 年間では 98 人の新規雇

用が創出されると推計。 

振興山村における民間事業者等の設備投資による税制特例措置の適用を

受けた新規雇用者数（推計）は、平成 31 年度が 55 人、平成 32 年度が 43 人

であり、本税制特例措置の要件となる産業振興施策促進事項の策定数が増加

し、税制の適用数も同様に見込んでいることから、目標は達成されると考えら

れる。 

 

平成 31 年度：55 人  平成 32 年度：43 人 

 

（根拠） 

     平成 31 年度： 1.8 人/件 × 31 市町村 ＝ 55 人 

     平成 32 年度： 1.8 人/件 × 24 市町村 ＝ 43 人 

 

なお、平成 31 年度、平成 32 年度の投資については、各種施策と組み合わ

せて実施されることが想定され、本税制のみによる雇用者の増加とは言い切れ

ない。そのため、本税制の適用を受けた事業者を対象に事後調査を行い、税

制特例措置を受けた場合と無かった場合の雇用者の差により本税制特例措置

の直接的な効果を把握する予定である。 

 

 

［租税特別措置等が新設、拡充又は延長されなかった場合の影響］（分析対象

期間：平成 27 年 4 月～平成 33 年 3 月） 

 

近年、振興山村では人口減少が進行しており、1985 年比で総人口が約６割

に減少しているのみならず、年少人口（０～14 歳）が同年比で約４割に減少（99

万人→43 万人）し、高齢化と人口減少が同時に進んでいる状態である。このた

め、現時点で対策を取らなければ、振興山村は、人口減少に歯止めがかから

ず、存続することが困難となることが確実である。 

 

また、このような危機的な状態にある振興山村の基礎自治体は、財政力指

数が 0.3 未満である自治体が約９割（当該市町村の区域全体が振興山村地域

に指定されている全部山村のデータ）となっており単体で施策を講じることが難

しい状態にある。振興山村は全国に点在しており、局所的ではない全国的な課

題であることから、基礎自治体、都道府県、国が連携しながら問題に当たること

が必要である。 

 

以上を踏まえれば、政府は、人口減少が進む振興山村地域において、地域

内に立地する民間事業者の事業拡大を支援し雇用の創出を図ることが必要で

ある。 

 

 振興山村市町村の中でも、より厳しい状況にある市町村においては、職員数

が少なく一人の職員が多様な業務を抱える状況にあり、山村振興計画の更新

が遅れる原因ともなっている。こうした事情から、支援を必要とする地域ほど、

税制措置を活用するための山村振興計画の更新等に時間を要しており、本税

制措置が延長されなかった場合、これらの地域に支援策が行き渡らくなり、人

口減少や高齢化を加速させてしまう可能性が高い。 

こうした事態を回避するためにも、本税制の特別措置を２年間延長すること

が、必要である。 
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 本税制措置は、人口減少が進む振興山村地域を対象とするため、適用数が

大きな数字とはならないものの必要不可欠であり、今回の特例措置を延長

し、地域内の個人、中小企業者の設備投資等を促し、地域コミュニティ

の活性化を図ることが重要である。 

⑤ 税収減を是

認する理由

等 

（分析対象期間：平成 27 年度～平成 32 年度） 

 

 本税制特例措置は、振興山村における個人、中小企業者に設備投資のイン

センティブを与えるものであり、設備投資に伴う経済波及効果が期待される。 

本税制特例措置に係る経済波及効果は、下表のとおりであり、いずれの年度

においても経済波及効果が、減収額に国債の最低金利保証（0.05％）を乗じた

額を上回っており、本特例措置を是認する経済効果があると考えられる。 

 

○設備投資に係る減収額及び経済波及効果 

           （単位：百万円）   

 

 

H27～29 年度 

(実績) 

H30 年度 

(見込) 

H31 年度 

(見込) 

H32 年度 

(見込) 

投資額 18.6 524 1,014 785 

寄与率 4.3％  4.3％ 4.3％ 4.3％ 

減収額 × 0.05％ 

（ 減収額 ） 

0.005 

（ 0.1 ） 

0.1 

（2） 

0.2 

（4） 

0.3 

（6） 

本税制措置の経済波

及効果 

（投資額に寄与率を乗

じて税制に係る額のみ

の 経 済 波 及 効 果 と し

た。） 

1.2 37.8 73.3 

 

56.7 

 

※減収額、投資額の算定根拠は別紙２参照 

※経済波及効果は、「平成 23 年農林漁業及び関連産業を中心とした産業関連表」を使用し、投資

実態を勘案して部門を選定して算出した。（別紙３参照）。 

※ 表中の「本税制措置の経済波及効果」は、本税制措置の効果に限定するため、投資額の経済

波及効果額を算定した上で、寄与率を乗じて求めた値とした。 

※ 寄与率は、投資額に占める 5 ヶ年の租税特別措置による減税合計額として、平成 29 年度に

投資を行い本税制措置の適用としている事業者から次式のとおり把握した 

（式） （  50 万円  ＋  0 万円  ＋ 30 万円 ）  ÷   1,868.4 万円 ≒  4.3％ 

（国税減税額） （県税減税額） （町税減税額）     （投資額）    （寄与率） 

 

83



 

※ 本税制特例措置による減収額は、「割増償却」によるものであることから、国が失う損失は、

「機会費用」と考えられるため、経済波及効果との比較は、減収額に国債の最低金利保証利率

（0.05％）を乗じた額とした。 

 

（補足） 

平成 29 年度の投資額は、平成 29 年度に産業振興施策促進事項を策定した熊本

県八代市への聞き取りによる。（1,864 万円） 

 

平成 30～32 年度の投資額は、当課で実施した設備投資実績等調査で産業振興

施策促進事項を取りまとめ予定とした市町村数に 1 投資当たりの投資額を乗じて算

定した。 

平成 30 年度   １６件  ×  ３，２７２万円  ＝  ５２，３５２万円 

     平成 31 年度   ３１件  ×  ３，２７２万円  ＝ １０１，４３２万円 

     平成 32 年度   ２４件  ×  ３，２７２万円  ＝  ７８，５２８万円 

 

11 相当性 ① 租税特別措

置等による

べき妥当性

等 

本特例措置は、振興山村地域で幅広く利用されている資源を活用す

る事業（地域資源を活用した製造業、農林水産物等販売業）を対象と

するものであり、特定の対象事業者に偏りを生じるといった公平性を

欠く施策ではない。 

  また、対象業種の事業者のうち、自発的に設備投資を行うことで事

業を充実させる意欲のある法人又は個人に限定して適用されるもので

あり、不特定多数への無秩序な支援ではない。 

  また、他の手段と比較した場合、 

① 補助金は、地方公共団体等が定住のための生活環境施設や地域間

交流のための拠点施設等を整備する公共性の高い事業を行うための

ものであり、事業者による建物の取得など、個人の資産形成に資す

るものにはなじまないこと 

② 融資は、償還期間内に返済することが必要であるなど心理面での

負担感が強いこと 

以上の理由から、本特例の方が国・事業者の双方にとって負担の少

ない適切な措置である。 

  本税制特例措置が延長されない場合には、振興山村において中・小

規模の事業者へのインセンティブがなくなることから、事業者の活動

も低調となり、振興山村の人口減少にも歯止めがかからず、存続が困

難となる場合も生じると考えられる。 

  以上を踏まえれば、特例措置の延長により、地域内で事業を行う者

による経済活動を促すことが必要である。 

② 他の支援措

置や義務付

け等との役

割分担 

平成 27 年度から実施している「山村活性化支援交付金」は、 

①  地域の未利用資源や地場産品などを地域ぐるみで活用する 

ための組織作りや人材育成 

②  農林業の生産活動を基礎とした山村の協働や共助の促進に 

取り組み 

を行う市町村を支援するもの。 

一方、本税制特例措置は、個々の事業者の振興山村への立地や設備投資

を促すインセンティブを与える優遇措置である。 
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このように、両者は、山村活性化支援交付金により組織作りや人材育

成等といった地域振興の基礎的要件の確立を支援し、その中から実際に

農林水産物等の販売を行う動きが生じた際の設備投資を本税制特例で支

援するといった補完関係にある。 

③ 地方公共団

体が協力す

る相当性 

 該当なし。 

 

 

12 有識者の見解 － 

 

13 前回の事前評価又は事後

評価の実施時期 

平成 28 年 8 月（H28 農水 09） 
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1 鳥取県 八頭町（策定済み）
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
13
14
15
16
17
18
19
20

作成予
定市町
村数

3年間
合計

H28年度の八頭町は、事業者の会計年度が、10月-9月であることから、適用実績については、H29年度に計上した。

平成28年8月3日時点での集計。

1

産業振興施策促進事項を作成済み及び作成予定の市町村

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

0 0 1 0
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対象地域 対象事業 対象物 対象物当たりの投資額１投資当たりの投資額法定耐用年数 割増償却率
普通償却額
　①

割増償却額
②

法人税率
１対象物当たり
減収額

機械 19,000万円 10年 24.0% 1,900万円 456万円 23.2% 106
建物 48,000万円 41年 36.0% 1,171万円 421万円 23.2% 98
機械 8,000万円 10年 24.0% 800万円 192万円 23.2% 45
建物 0万円 41年 36.0% 万円 万円 23.2% 0
機械 500万円 8年 24.0% 63万円 15万円 23.2% 3
建物 0万円 41年 36.0% 万円 万円 23.2% 0
機械 500万円 8年 24.0% 63万円 15万円 23.2% 3
建物 0万円 41年 36.0% 万円 万円 23.2% 0
機械 500万円 8年 24.0% 63万円 15万円 23.2% 3
建物 0万円 41年 36.0% 万円 万円 23.2% 0
機械 500万円 17年 24.0% 29万円 7万円 23.2% 2
建物 0万円 41年 36.0% 万円 万円 23.2% 0
機械 500万円 10年 24.0% 50万円 12万円 23.2% 3
建物 0万円 41年 36.0% 万円 万円 23.2% 0
機械 500万円 10年 24.0% 50万円 12万円 23.2% 3
建物 0万円 41年 36.0% 万円 万円 23.2% 0
機械 3,000万円 10年 24.0% 300万円 72万円 23.2% 17
建物 0万円 41年 36.0% 万円 万円 23.2% 0
機械 5,000万円 10年 24.0% 500万円 120万円 23.2% 28
建物 0万円 41年 36.0% 万円 万円 23.2% 0
機械 3,000万円 8年 24.0% 375万円 90万円 23.2% 21
建物 0万円 41年 36.0% 万円 万円 23.2% 0
機械 3,000万円 9年 24.0% 333万円 80万円 23.2% 19
建物 0万円 41年 36.0% 万円 万円 23.2% 0
機械 3,000万円 8年 24.0% 375万円 90万円 23.2% 21
建物 0万円 41年 36.0% 万円 万円 23.2% 0
機械 0万円 10年 24.0% 万円 万円 23.2% 0
建物 3,000万円 20年 36.0% 150万円 54万円 23.2% 13
機械 0万円 10年 24.0% 万円 万円 23.2% 0
建物 11,000万円 22年 36.0% 500万円 180万円 23.2% 42
機械 5,000万円 10年 24.0% 500万円 120万円 23.2% 28
建物 0万円 41年 36.0% 万円 万円 23.2% 0
機械 4,800万円 10年 24.0% 480万円 115万円 23.2% 27
建物 0万円 41年 36.0% 万円 万円 23.2% 0
機械 1,200万円 10年 24.0% 120万円 29万円 23.2% 7
建物 0万円 41年 36.0% 万円 万円 23.2% 0
機械 500万円 10年 24.0% 50万円 12万円 23.2% 3
建物 0万円 41年 36.0% 万円 万円 23.2% 0
機械 万円 10年 24.0% 万円 万円 23.2% 0
建物 600万円 41年 36.0% 15万円 5万円 23.2% 1
機械 万円 10年 24.0% 万円 万円 23.2% 0
建物 600万円 41年 36.0% 15万円 5万円 23.2% 1
機械 万円 10年 24.0% 万円 万円 23.2% 0
建物 600万円 41年 36.0% 15万円 5万円 23.2% 1
機械 万円 10年 24.0% 万円 万円 23.2% 0
建物 600万円 41年 36.0% 15万円 5万円 23.2% 1
機械 万円 10年 24.0% 万円 万円 23.2% 0
建物 600万円 41年 36.0% 15万円 5万円 23.2% 1
機械 500万円 10年 24.0% 50万円 12万円 23.2% 3
建物 0万円 41年 36.0% 万円 万円 23.2% 0
機械 500万円 10年 24.0% 50万円 12万円 23.2% 3
建物 0万円 41年 36.0% 万円 万円 23.2% 0
機械 500万円 10年 24.0% 50万円 12万円 23.2% 3
建物 0万円 41年 36.0% 万円 万円 23.2% 0
機械 500万円 10年 24.0% 50万円 12万円 23.2% 3
建物 0万円 41年 36.0% 万円 万円 23.2% 0
機械 500万円 10年 24.0% 50万円 12万円 23.2% 3
建物 0万円 41年 36.0% 万円 万円 23.2% 0
機械 500万円 10年 24.0% 50万円 12万円 23.2% 3
建物 0万円 41年 36.0% 万円 万円 23.2% 0
機械 500万円 10年 24.0% 50万円 12万円 23.2% 3
建物 0万円 41年 36.0% 万円 万円 23.2% 0
機械 500万円 10年 24.0% 50万円 12万円 23.2% 3
建物 0万円 41年 36.0% 万円 万円 23.2% 0
機械 2,000万円 10年 24.0% 200万円 48万円 23.2% 11
建物 0万円 41年 36.0% 万円 万円 23.2% 0
機械 2,000万円 10年 24.0% 200万円 48万円 23.2% 11
建物 0万円 41年 36.0% 万円 万円 23.2% 0
機械 2,000万円 8年 24.0% 250万円 60万円 23.2% 14
建物 0万円 41年 36.0% 万円 万円 23.2% 0
機械 2,000万円 9年 24.0% 222万円 53万円 23.2% 12
建物 0万円 41年 36.0% 万円 万円 23.2% 0
機械 2,000万円 8年 24.0% 250万円 60万円 23.2% 14
建物 0万円 41年 36.0% 万円 万円 23.2% 0
機械 2,000万円 10年 24.0% 200万円 48万円 23.2% 11
建物 0万円 41年 36.0% 万円 万円 23.2% 0
機械 2,000万円 10年 24.0% 200万円 48万円 23.2% 11
建物 0万円 41年 36.0% 万円 万円 23.2% 0
機械 2,000万円 10年 24.0% 200万円 48万円 23.2% 11
建物 0万円 41年 36.0% 万円 万円 23.2% 0
機械 2,000万円 10年 24.0% 200万円 48万円 23.2% 11
建物 0万円 41年 36.0% 万円 万円 23.2% 0
機械 2,000万円 8年 24.0% 250万円 60万円 23.2% 14
建物 0万円 41年 36.0% 万円 万円 23.2% 0
機械 1,000万円 9年 24.0% 111万円 27万円 23.2% 6
建物 0万円 41年 36.0% 万円 万円 23.2% 0
機械 800万円 8年 24.0% 100万円 24万円 23.2% 6
建物 0万円 41年 36.0% 万円 万円 23.2% 0
機械 500万円 10年 24.0% 50万円 12万円 23.2% 3
建物 0万円 41年 36.0% 万円 万円 23.2% 0
機械 2,000万円 10年 24.0% 200万円 48万円 23.2% 11
建物 0万円 41年 36.0% 万円 万円 23.2% 0
機械 2,000万円 10年 24.0% 200万円 48万円 23.2% 11
建物 0万円 41年 36.0% 万円 万円 23.2% 0
機械 1,889万円
建物 1,383万円

三重県いなべ市

地域資源を活用
した製造業

2,000万円

農林水産物等販
売業

2,000万円

H30,H31,32年度に適用

岡山県西粟倉村

地域資源を活用
した製造業

500万円

地域資源を活用
した製造業

2,000万円

地域資源を活用
した製造業

2,000万円

地域資源を活用
した製造業

2,000万円

地域資源を活用
した製造業

2,000万円

熊本県あさぎり町
農林水産物等販

売業
500万円

地域資源を活用
した製造業

500万円

地域資源を活用
した製造業

2,000万円

地域資源を活用
した製造業

2,000万円

地域資源を活用
した製造業

2,000万円

地域資源を活用
した製造業

800万円

地域資源を活用
した製造業

2,000万円

地域資源を活用
した製造業

熊本県五木村
農林水産物等販

売業
500万円

地域資源を活用
した製造業

500万円

熊本県球磨村
農林水産物等販

売業
500万円

地域資源を活用
した製造業

500万円

熊本県八代市

宮城県丸森町

地域資源を活用
した製造業

500万円

農林水産物等販
売業

500万円

農林水産物等販
売業

600万円

農林水産物等販
売業

600万円

農林水産物等販
売業

600万円

農林水産物等販
売業

600万円

500万円

農林水産物等販
売業

600万円

産業振興施策促進事項に記載された投資額より推計した減収額一覧

愛知県豊田市

地域資源を活用
した製造業

地域資源を活用
した製造業

竹製品製造

農家レストラン 67,000万円

8,000万円

500万円

500万円

鳥取県八頭町

鳥取県八頭町

愛知県岡崎市

地域資源を活用
した製造業

農林水産物等販
売業

500万円

500万円

熊本県小国町

地域資源を活用
した製造業

農林水産物等販
売業

500万円

500万円

3,000万円

岩手県久慈市

地域資源を活用
した製造業

5,000万円

11,000万円

5,000万円

3,000万円

3,000万円

3,000万円

3,000万円

熊本県阿蘇市

地域資源を活用
した製造業

地域資源を活用
した製造業

地域資源を活用
した製造業

地域資源を活用
した製造業

地域資源を活用
した製造業

農林水産物等販
売業

農林水産物等販
売業

地域資源を活用
した製造業

4,800万円

農林水産物等販
売業

1,200万円

7万円

地域資源を活用
した製造業

件の投資平均 119万円 31万円3,272万円

地域資源を活用
した製造業

2,000万円

地域資源を活用
した製造業

2,000万円

1,000万円
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【別紙　１】

1投資当たり
減収額

11

11

H30,H31,32年度に適用

3

3

11

11

11

3

3

6

11

11

14

11

14

3

3

3

3

3

1

1

1

1

3

45

3

3

204

3

2

17

28

3

3

21

19

21

13

42

28

27

7

14.4万円

1

12

14

6
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（別紙２）

【別紙２】
■投資額の算定根拠

（投資1件あたりの投資額） （投資数） （投資額）
H３０年度 3,272 万円 × 16 件 ＝ 52,352 万円

H３１年度 3,272 万円 × 31 件 ＝ 101,432 万円

H３２年度 3,272 万円 × 24 件 ＝ 78,528 万円

■適用額の算定根拠
（投資1件あたりの適用額） （適用数） （適用額）

H３０年度 62 万円 × 15 件 ＝ 930 万円

H３１年度 62 万円 × 32 件 ＝ 1,984 万円

H３２年度 62 万円 × 44 件 ＝ 2,728 万円

■減収額の算定根拠
（投資1件あたりの減収額） （適用数） （減収額）

H３０年度 14.4 万円 × 15 件 ＝ 216 万円

H３１年度 14.4 万円 × 32 件 ＝ 461 万円

H３２年度 14.4 万円 × 44 件 ＝ 634 万円
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（別紙３）

単位：百万円

①投入部門
（金額）

②投入部門
（金額）

③投入部門
（金額）

21年度

22年度

23年度

24年度

25年度

26年度

27年度 生活関連産業用機械
(0)

建築・建設補修
(0)

28年度 生活関連産業用機械
(0)

建築・建設補修
(0）

29年度 生活関連産業用機械
（18.7）

建築・建設補修
（0）

30年度 生活関連産業用機械
（302.2）

建築・建設補修
（221.3）

31年度 生活関連産業用機械
（585.6）

建築・建設補修
（428.7）

32年度 生活関連産業用機械
（453.4）

建築・建設補修
（331.9）

産業連関表を使った経済波及効果の算定根拠
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租税特別措置等に係る政策の事前評価書 

1 政策評価の対象とした政策

の名称 

過疎地域における事業用設備等に係る特別償却 

2 対象税目 

 

① 政策評価の

対象税目 

（法人税：義） （国税１） 

（法人住民税、法人事業税：義） 

② 上記以外の

税目 

（所得税、個人住民税：外） 

3 要望区分等の別 【新設・拡充・延長】   【単独・主管・共管】 

4 内容 《現行制度の概要》 

法人又は個人が、平成 31 年３月 31 日までに、過疎地域内に取得

価額の合計が 2,000 万円を超える生産等設備を新増設して一定の事

業の用に供した場合、建物・機械等の資産について特別償却を認める

措置。 

○対象事業及び特別償却対象設備 

 ・製造業･･･機械及び装置、建物及び附属設備 

 ・旅館業･･･建物及び附属設備 

 ・農林水産物等販売業･･･機械及び装置、建物及び附属設備 

○特別償却率：機械及び装置･･･10/100、建物及び附属設備･･･6/100 

《要望の内容》 

適用期限を２年間延長し、平成 33 年 3 月 31 日までとする。 

《関係条項》 

過疎地域自立促進特別措置法第 30 条 

租税特別措置法第 12 条、第 45 条、第 68 条の 27 

5 担当部局 自治行政局地域自立応援課過疎対策室 

6 評価実施時期及び分析対

象期間 

評価実施時期：平成 30 年８月   

分析対象期間：平成 26 年度～32 年度                

7 創設年度及び改正経緯 昭和 45 年創設 

平成２年度：旅館業（ホテル営業、旅館業及び簡易宿所営業）の追加 

平成 12 年度：過疎地域自立促進特別措置法施行 

適用期限の５年延長｡対象事業にソフトウェア業を追加｡ 

平成 17 年度：適用期限の２年延長 

平成 19 年度：適用期限の２年延長 

平成 21 年度：適用期限の１年延長 

平成 22 年度：過疎地域自立促進特別措置法の延長 

適用期限の１年延長。対象事業からソフトウェア業を除

外し、 情報通信技術利用事業を追加。 

平成 23 年度：適用期限の２年延長 

平成 25 年度：適用期限の２年延長 

平成 27 年度：適用期限の２年延長 

平成 29 年度：過疎地域自立促進特別措置法の改正 

適用期限の２年延長。対象事業から情報通信技術利

用事業を除外し、農林水産物等販売業を追加。 

8 適用又は延長期間 ２年間（平成 31 年４月 1 日～平成 33 年３月 31 日） 
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9 必要性

等 

① 政策目的及

びその根拠 

《租税特別措置等により実現しようとする政策目的》 

過疎対策については、昭和 45 年以来、４次にわたる議員立法によ

り過疎法が制定されており、現行法は、過疎地域の自立促進を図り、

もって住民福祉の向上、雇用の増大、地域格差の是正及び美しく風格

ある国土の形成を目的としている。 

過疎法では、過疎地域自立促進のための対策の目標の一つとし

て、産業を振興し、安定的な雇用を増大することが定められており、そ

のために、国は必要な施策を総合的に講ずる責務を有している。 

その施策の一つとして、過疎地域における事業用設備等に係る特別

償却の特例が定められている。 

過疎地域では引き続く人口減少と、著しい高齢化の進行、さらには

若年者の流出がみられるところであり、本制度は、過疎地域における

製造業や旅館業等の設備投資を促進し、過疎地域の雇用の増大を図

ることを政策目的とする。 

 

《政策目的の根拠》 

【過疎地域自立促進特別措置法】 

○第１条 

この法律は、人口の著しい減少に伴って地域社会における活力

が低下し、生産機能及び生活環境の整備等が他の地域に比較して

低位にある地域について、総合的かつ計画的な対策を実施するた

めに必要な特別措置を講ずることにより、これらの地域の自立促進

を図り、もって住民福祉の向上、雇用の増大、地域格差の是正及び

美しく風格ある国土の形成に寄与することを目的とする。 

○第３条 

過疎地域の自立促進のための対策は、第一条の目的を達成する

ため、地域における創意工夫を尊重し、次に掲げる目標に従って推

進されなければならない。  

一 産業基盤の整備、農林漁業経営の近代化、中小企業の育

成、企業の導入及び起業の促進、観光の開発等を図ることに

より、産業を振興し、あわせて安定的な雇用を増大すること。 

○第４条 

   国は、第一条の目的を達成するため、前条各号に掲げる事項に

つき、その政策全般にわたり、必要な施策を総合的に講ずるものと

する。 

○第 30 条 

過疎地域内において製造の事業、農林水産物等販売業（過疎地

域内において生産された農林水産物又は当該農林水産物を原料若

しくは材料として製造、加工若しくは調理をしたものを店舗において

主に他の地域の者に販売することを目的とする事業をいう。以下同

じ。）又は旅館業（下宿営業を除く。以下同じ。）の用に供する設備を

新設し、又は増設した者がある場合において、当該新設又は増設に

より、当該過疎地域内における雇用の増大に寄与すると認められる

ときは、当該新設又は増設に伴い新たに取得し、又は製作し、若しく

は建設した機械及び装置（製造の事業又は農林水産物等販売業の

用に供するものに限る。以下同じ。）並びに建物及びその附属設備

については、租税特別措置法の定めるところにより、特別償却を行う

ことができる。 
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【「経済財政運営と改革の基本方針 2018」（平成 30 年６月 15 日閣議

決定）】 

第２章 力強い経済成長の実現に向けた重点的な取組 

６．地方創生の推進  

   （５）これからの時代にふさわしい国土の均衡ある発展  

人口減少が深刻な過疎地域や半島、離島・奄美などの条件 

不利地域については、近隣地域との調和ある発展や交流・連

携を図りつつ、生活機能を確保する小さな拠点や地域運営組 

織の形成を推進し、交通基盤の維持等を図るとともに、地域資 

源や創意工夫を活かした自立的な地域社会の構築による、維 

持・活性化を目指す。 

 

【過疎地域自立促進特別措置法の改正に係る決議(平成 22 年３月)】 

〇衆議院総務委員会 

「過疎対策の推進による過疎地域の自立促進に関する件」 

  

 （前略）政府は、過疎対策の推進に当たって次の事項の実現を図

り、過疎地域の自立促進に万全を期すべきである。 

   一～三（略） 

   四 過疎地域の置かれた現状を踏まえ、今後は特に、地域医療

の確保、就業機会の創出、生活交通の確保、情報通信環境

の整備、子育ての支援、地域間交流の促進等が積極的に実

施されるようにすること。 

   五～六（略） 

 

② 政策体系に

おける政策

目的の位置

付け 

平成 31 年度概算要求における政策体系図 

【基本計画（平成 29 年９月策定）】 

Ⅱ．地方行財政 

２．地域振興（地域力創造） 

③ 達成目標及

びその実現

による寄与 

《租税特別措置等により達成しようとする目標》 

過疎地域自立促進特別措置法の目的は、人口の著しい減少に伴っ

て地域社会における活力が低下し、生産機能及び生活環境の整備等

が他の地域に比較して低位にある過疎地域の自立促進を図り、もって

住民福祉の向上、雇用の増大、地域格差の是正及び美しく風格ある

国土の形成に寄与することであり、過疎地域の自立促進のため、産業

を振興し安定的な雇用を増大させることが達成目標の一つとなってい

る。国はその目的を達成するため必要な施策を講ずることとなってお

り、本特例により、過疎地域における製造業や旅館業等の設備投資を

促進し、過疎地域の雇用の増大を図ることを目標とする。 

 

○測定指標 

 ・過疎地域における本特例を活用した設備投資に伴う新規雇用者数 

 

○目標値：本特例の適用期間中（平成 31 年度～32 年度）の本特例 

を活用した設備投資に係る新規雇用者数 568 人 

（根拠）10④の本特例の効果の見込みに基づく。 
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《政策目的に対する租税特別措置等の達成目標実現による寄与》 

本特例措置を講じることにより、過疎地域における製造業や旅館業

等の設備投資が促進され、雇用機会の拡大を図ることができる。 

 また、農林水産物等販売業は、多くの過疎地域において身近な産業

であるところ、近年では、いわゆる６次産業化など、地場産品を地域振

興につなげる試みが各地で取り組まれており、本特例により、農林水

産物等販売業の設備投資を促し、過疎地域の産品を活かした産業を

振興させ、雇用の増加につなげることができるものと考える。 

 本特例の政策目標は、過疎地域の雇用の増大であり、上記の達成

目標の実現が、すなわち政策目的の実現につながるものである。 

10 有効性

等 

① 適用数 

 ※下線を付した年度は、推計値を記入している。 

 

○実績の計上根拠について 

件数は、「租税特別措置の適用実態調査の結果に関する報告

書」（平成 28 年第 190 回国会提出、平成 29 年第 193 回国会提出

及び平成 30 年第 196 回国会提出）による。ただし、平成 29 年度以

降の適用件数については、この報告書がまだ発表されていないた

め、推計としている。（※） 

 

 ※  農林水産物等販売業の適用件数については、平成 30 年度に

過疎対策室が、過疎地域で製造業、旅館業及び農林水産物等販

売業を営んでいると思われる事業所（抽出した 500 事業所）を対

象に実施したアンケート調査（以下「事業者アンケート」という。）の

結果に基づき、算出した。（回答率 39.0％） 

この事業者アンケートの結果、農林水産物等販売業を営む事

業所が、平成 30 年１月～５月の間に設備投資を行い、本特例を

活用する見込みがあると回答した事例が１件あったため、平成 30

年度以降の農林水産物等販売業の適用件数については、アンケ

ートの回答率（39.0％）を踏まえ、１年間に２件と推計した。 

 

○推計値の算出方法 

（１）製造業、旅館業 

 ・平成 29 年度：平成 26 年度～28 年度の３年平均 

（少数点以下四捨五入。以下同じ。）。 

 ・平成 30 年度：平成 27 年度～29 年度（見込み）の３年平均。 

 ・平成 31 年度：平成 28 年度～30 年度（見込み）の３年平均。 

 ・平成 32 年度：平成 29 年度（見込み）～31 年度（見込み）の３年平 

均。 

 適用件数（件） 

年度 製造業 旅館業 コール 

センター 

農林水

産物等

販売業 

合計 

平成 26 年度 71 1 0 - 72 

平成 27 年度 66 2 0 - 68 

平成 28 年度 66 2 0 - 68 

平成 29 年度 68 2 - 0 70 

平成 30 年度 67 2 - 2 71 

平成 31 年度 67 2 - 2 71 

平成 32 年度 67 2 - 2 71 
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（２）農林水産物等販売業 

 ・平成 30 年度～32 年度：事業者アンケートの結果を踏まえ、１年間 

の適用件数を２件と推計 

 

〇想定外に僅少であるか否かについて 

   平成 27 年度実績（68 件）及び平成 28 年度実績（68 件）は、前回 

評価（平成 28 年８月）における見込み（平成 27 年度（74 件）、平成

28 年度（74 件））と比較して、想定外に僅少であるとは言えない。 

 

 

② 適用額 

 ※平成 26～28 年度の実績は、単位未満の端数処理のため、合計と 

内訳の計が一致しない。 

 ※下線を付した年度は、推計値を記入している。 

 

○実績の計上根拠について 

適用額は、「租税特別措置の適用実態調査の結果に関する報告

書」（平成 28 年第 190 回国会提出、平成 29 年第 193 国会提出及

び平成 30 年第 196 国会提出）による。ただし、平成 29 年度以降の

適用額については、この報告書がまだ発表されていないため、推計

としている。（※） 

 

 ※  農林水産物等販売業の適用額については、事業者アンケート

調査の結果に基づき、算出した。 

事業者アンケート調査の結果、農林水産物等販売業を営む事

業所が、平成 30 年１月～５月の間に 55,000 千円の設備投資を

行い、本特例を活用する見込みがあると回答した事例が１件あっ

た。 

なお、当該調査は平成 28 年１月から平成 30 年 5 月までの間

における本特例措置の適用実績を調査するものであり、平成 29

年度の農林水産物等販売業の適用実績は 0 件との結果であった

ため、当該年度の推計値を 0 件としている。 

また、適用額については、事業者アンケート調査で把握した上

記の事例の実績額（平成 30 年度に 55,000 千円の機械の購入）

に、特別償却率（機械及び装置 10/100）を乗じた金額（55,000 千

円×10/100＝5,500 千円）を算出し、１年間の適用件数（２件（推

計））を乗じて算出した。 

 

 

 適用額（特別償却限度額）（千円） 

年度 製造業 旅館業 コール 

センター 

農林水

産物等

販売業 

合計 

平成 26 年度 1,794,632 15,531 0 - 1,810,168 

平成 27 年度 855,341 13,228 0 - 868,571 

平成 28 年度 1,105,191 28,317 0 - 1,133,511 

平成 29 年度 1,251,721 19,025 - 0 1,270,746 

平成 30 年度 1,070,751 20,190 - 11,000 1,101,941 

平成 31 年度 1,142,554 22,511 - 11,000 1,176,065 

平成 32 年度 1,155,009 20,575 - 11,000 1,186,584 
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○推計値の算出方法 

（１）製造業、旅館業 

 ・平成 29 年度：平成 26 年度～28 年度の３年平均 

（少数点以下四捨五入。以下同じ。）。 

 ・平成 30 年度：平成 27 年度～29 年度（見込み）の３年平均。 

 ・平成 31 年度：平成 28 年度～30 年度（見込み）の３年平均。 

 ・平成 32 年度：平成 29 年度（見込み）～31 年度（見込み）の３年平 

均。 

 

（２）農林水産物等販売業 

 ・平成 30 年度～32 年度：事業者アンケートの結果を踏まえ、１年間 

の適用件数２件×5,500 千円と推計 

 

 

○特例の対象の偏在性について 

「租税特別措置の適用実態調査の結果に関する報告書」（平成

28 年第 190 国会提出、平成 29 年第 193 回国会提出及び平成 30

年第 196 回国会提出）によれば、別紙１のとおり、多数の業種で適

用実績があり、本特例の適用が一部の業種に偏っているということ

はない。 

また、過疎対策室が平成 30 年度に過疎市町村を対象に行った

調査（以下「過疎対策室調査」という。）によれば、平成 29 年度実績

は、本特例を適用した法人事業所が確認された団体は 48 市町村で

あり、都道府県でみると 25 道県にまたがっており、地域的にも偏り

はない。 

③ 減収額 《法人税》 

※下線を付した年度は、推計値を記入している。 

 

○実績の計上根拠について 

減収額は、「租税特別措置の適用実態調査の結果に関する報告

書」（平成 28 年第 190 回国会提出、平成 29 年第 193 回国会提出

及び平成 30 年第 196 国会提出）による。平成 29 年度適用件数に

ついては、この報告書がまだ発表されていないため、推計としてい

る。 

○法人税の減収額の算出方法 

   前述の 10②の適用額（特別償却限度額）に、基本税率（平成 26

年度：25.5％、平成 27 年度：23.9％、平成 28 年度～29 年度：23.4%、

 法人税の減収額（千円） 

年度 製造業 旅館業 コール 

センター 

農林水

産物等

販売業 

合計 

平成 26 年度 457,631 3,960 0 - 461,591 

平成 27 年度 204,426 3,161 0 - 207,587 

平成 28 年度 258,615 6,626 0 - 265,241 

平成 29 年度 292,903 4,452 - 0 297,355 

平成 30 年度 248,414 4,684 - 2,552 255,650 

平成 31 年度 265,073 5,223 - 2,552 272,848 

平成 32 年度 267,962 4,773 - 2,552 275,287 
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平成 30 年度：23.2%、平成 31 年度～32 年度：23.2％（見込み））を乗

じて算出（小数点以下四捨五入）。 

 

《法人住民税、法人事業税》 

 

※下線を付した年度は、推計値を記入している。 

 

○実績の計上根拠について 

平成 26 年度～28 年度の影響額は、「地方税における税負担軽

減措置等の適用状況等に関する報告書」（平成 28 年第 190 回国会

提出、平成 29 年第 193 回国会提出及び平成 30 年第 196 国会提

出）による。平成 29 年度以降については、この報告書がまだ発表さ

れていないため、推計としている。 

 

○推計値の算出方法 

 ・平成 29 年度：平成 26 年度～28 年度の３年平均 

（少数点以下四捨五入。以下同じ。）。 

 ・平成 30 年度：平成 27 年度～29 年度（見込み）の３年平均。 

 ・平成 31 年度：平成 28 年度～30 年度（見込み）の３年平均。 

 ・平成 32 年度：平成 29 年度（見込み）～31 年度（見込み）の３年平 

均。 

 

 

 地方税の影響額（千円） 

年度 法人住民税 法人事業税 

事業税 地方法人特別税 

平成 26 年度 79,853 73,803 71,221 

平成 27 年度 29,628 41,219 28,063 

平成 28 年度 34,677 48,484 50,503 

平成 29 年度 48,053 54,502 49,929 

平成 30 年度 37,453 48,068 42,832 

平成 31 年度 40,061 50,351 47,755 

平成 32 年度 41,856 50,974 46,839 

④ 効果 《政策目的の達成状況及び達成目標の実現状況》 

 実績 見込み 目標値 

年度 

（平成） 

27 28 29 30 31 32 

本特例を

活用した 

設備投資

に係る 

新規雇用

者数（人） 

 

185 

 

132 

 

260 

（うち 

推計 

8 人） 

 

284 

 

284 

 

284 

（注） １ 平成 27～29 年度の実績は過疎対策室調査により把握（※） 

２ 平成 30 年度は見込み値。 

３ 平成 31 年度以降は目標値 

 

 

※ 平成 30 年 7 月の豪雨災害により、被災した８市は今回の調 
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査の対象外としたため、８市の平成 29 年度の実績について 

は、過去の調査 3 か年分（平成 26～28 年度実績）における 

当該８市の新規雇用者の実績（計 25 人）から推計（25 人／３ 

年≒８人）し、計上している。 

       当該３か年度における８市の新規雇用者の内訳（実績）は、 

以下のとおりである。 

平成 26 年度（計８人） 

内訳：岐阜県関市（８人） 

平成 27 年度（計 10 人） 

 内訳：広島県府中市（１０人） 

平成 28 年度（計７人） 

内訳：岐阜県関市（７人） 

 

  【平成 30 年度過疎対策室調査の対象外とした 8 市】 

・広島県：呉市、尾道市、府中市、東広島市、三原市、江田島市 

  ・岐阜県：関市 

  ・愛媛県：大洲市 

 

○目標値（９③）の算出方法 

（目標値：本特例の適用期間中（平成 31 年度～32 年度）の本特例

を活用した設備投資に係る新規雇用者数 568 人） 

平成 30 年度の過疎対策室調査では、平成 29 年度に本特例の

適用が確認された件数（事業所の数）は 69 件、本特例を活用した

設備投資に係る増加雇用人数は 252 人であり、推計 8 人を加えて、

平成 29 年度の新規雇用者数の実績を 260 人とした。 

平成 30 年度の見込み及び平成 31 年度以降の目標値は、過疎 

対策室調査で把握した平成 29 年度の適用件数に対する増加雇用 

人数の比率（252 人／69 件≒4 人）を、10①の適用件数に当てはめ

て算出した（小数点以下四捨五入）。 

なお、当該評価書で適用件数等の記載に引用している「租税特別

措置の適用実態調査の結果に関する報告書」では、本特例措置を

適用したことに伴う新規雇用者数が把握できないため、当室で実施

している過疎対策室調査の結果（適用件数 69 件、新規雇用者数

252 人）を引用している。 

 

    

〇所期の目標の達成状況 

   前回の事前評価（平成 28 年８月）では、平成 29 年度～30 年度に

おける本特例を活用した設備投資に係る新規雇用者数を 1,530 人

と見込んでいたが、平成 30 年度に行った過疎対策室調査に基づく

実績を踏まえると 544 人の見込みとなっている。 

   所期の目標との乖離が見られるが、この原因としては、所期の目

標が、平成 26 年度に特例を活用して設備投資を行った事業者の実

績（新規雇用者数 711 人、適用額 1,810,168 千円、適用件数 72 件）

を基に推計されたものであるところ、直近の推計（H29 年度実績：新

規雇用者数 260 人、適用額 1,270,746 千円、適用件数 70 件）と比

較すると、適用件数には大きな変化がないものの、一方で、適用額

は平成 26 年度の７割程度に留まっており、事業者の設備投資が相

対的に減ったことに伴い、雇用創出効果が想定よりも発現していな
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いものと推察される。 

 

〇旅館業、コールセンター業の適用件数が僅少である理由 

   旅館業及びコールセンター業に係る過去の適用数（平成 26 年度

における旅館業 1 件及びコールセンター0 件、27 年度における旅館

業 2 件及びコールセンター0 件並びに 28 年度における旅館業 2 件

及びコールセンター0 件）は、10 件未満と僅少になっている。 

その理由としては、本特例措置の対象となる設備について、製造 

業は建物及び附属設備のほか機械及び装置も対象となっている 

が、一方で、旅館業については、建物及び附属設備のみが対象とな 

っているところ、ホテルや旅館といった建物は日々の営業に不可欠 

なものであり、2,000 万円を超える新増設が頻繁に行われることが少 

ないことが旅館業の適用件数が僅少になっている要因と考えてい 

る。 

また、コールセンター業については、平成 22 年の過疎地域自立促

進特別措置法の改正の際、100 人規模の雇用の確保が図られるこ

とや、専門知識など高度な技術を必ずしも必要としない人材の雇用

が生まれることなどが期待できると考えられたため、本特例措置の

対象事業に追加されたものであるが、実際には、コールセンターの

業務に必要な人員を過疎地域で確保することが困難であったこと

や、事業所の建物を新増設するのではなく賃貸形式で確保するケー

スが多かったことなどの理由により、適用実績がなかったことから、

平成 29 年度以降は対象業種から除外されているものである。 

 

〇農林水産物等販売業の適用件数見込みが僅少となっている理由 

 農林水産物等販売業は、多くの過疎地域において身近な産業であ

るところ、近年では、いわゆる６次産業化など、地場産品を地域振興

につなげる試みが各地で取り組まれており、農林水産物等販売業の

設備投資を促し、過疎地域の産品を活かした産業を振興させ、当該

地域全体の雇用の増加につなげることができると考えられることか

ら、平成 29 年の過疎法改正により、対象事業に追加したところであ

る。 

この点、事業者アンケートでは、農林水産物等販売業について、

法改正から１年余しか経過していない中でありながら、１件の適用見

込みが確認されたことから、平成 30 年度以降の適用実績は、当該

アンケートの結果も踏まえて２件と推計しているものである。 

いずれにしても、農林水産物等販売業を含め、本特例措置の対

象業種を営む事業者に対する周知を徹底し、達成目標の実現によ

り寄与するよう努めてまいる所存である。 

 

〇適用件数が僅少となる業種があっても本特例措置が達成目標の実 

現に十分に寄与すると考える理由 

本特例措置は、過疎地域の雇用にとって重要な製造業を中心に

これまでも年間 70 件程度の安定的な適用実績があるところ、地域

の雇用を増やすためには、設備投資を行った事業者において設備

投資に伴う雇用の発生という直接的な効果に加え、当該事業者の

設備投資から波及して地域内の他の事業者で雇用創出効果が発

生することが必要である。特に後者については、当該地域における

基盤産業（当該市町村における当該業種に係る雇用者の割合が全

国平均以上の業種）の雇用者を増やすことが地域全体の雇用者の

増大に資すると言われており（地域の産業・雇用創造チャート（総務

省統計局））、このような基盤産業を育成するための設備投資を促し
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ていくことが、当該地域全体の雇用の増加に繋がると考えられる。

過疎対策室が行った調査によれば、平成 29 年度に本特例措置の

適用があった 69 の事業所のうち、46 の事業所が所在する市町村に

おいて基盤産業となっている業種の事業所であり、当該 46 の事業

所から 225 人の雇用が創出されたことを踏まえれば、本特例措置は

達成目標の実現に十分に寄与するものと考えている。 

 

《達成目標に対する租税特別措置等の直接的効果》 

   一般に、過疎地域に設備投資する企業は、中小規模のものが多

く、財務的に余裕があるケースは少ないものと考えられる。そうした

中、 本特例により、設備投資直後の資金繰りが緩和され、その結

果、事業者の設備投資が促進される効果が期待できる。これによ

り、過疎地域における当該事業者の操業の継続、拡大又は新規の

事業者の設備投資を後押しし、ひいては当該過疎地域における雇

用の維持・増加につながるものと考えている。 

   また、事業者アンケート調査によれば、近年、本特例を適用した事

業者からは、特別償却によって、財務的に余裕ができたことにより、

設備投資のほか人件費への投資も可能になったなどの回答があっ

たところであり、本特例は企業の設備投資に一定程度寄与している

ことが確認できた。（事業者アンケートの結果の概要は、別紙２のと

おり。） 

   なお、今回の事業者アンケートを実施する際には本特例の概要資

料を同封して制度の周知を図っている。また、各種会議等の場にお

いても、本特例について積極的に周知に努めている。 

 

 ※  本特例措置の効果を事前に予測することは困難であることか

ら、今回実施した事業者アンケートの内容や調査方法等を改善し

た上で、事後的に本特例措置の効果を把握する調査を実施し、本

特例措置がなかった場合と比較した分析等を行うこととしたい。 

 

〇租税特別措置が延長されなかった場合の影響 

過疎地域における民間企業等の設備投資を促すには、過疎地域 

  における設備投資に対して税制上の特例措置を講じることが有効

かつ必要であり、仮に本特例が延長されない場合、上記のような過

疎地域における雇用創出効果が全く期待できなくなる。 

⑤ 税収減を是

認する理由

等 

《税収減を是認するような効果の有無》 

著しい高齢化と人口減少が進む過疎地域においては、雇用の場の

確保が重要な課題となっている。過疎地域において企業等が設備投

資を行うことで、過疎地域における雇用の維持・確保につながるという

社会的意義があり、前述のように雇用増大の効果が期待できることか

ら、減収を是認する効果があると言える。 

 

11 相当性 ① 租税特別措

置等による

べき妥当性

等 

本特例措置は、事業者の設備投資を促し、雇用を増大させる目的で

過疎地域自立促進特別措置法第３０条に規定されたものである。な

お、本特例措置は、課税の繰延べであるので、減収額相当分を補助金

として交付するよりも最終的な国の負担は少ない。課税の繰延べによ

って、初期投資の負担が軽減される本特例措置は、過疎地域のおける

設備投資のインセンティブとなり、過疎地域の雇用の増加という政策目
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的において効果が見込まれる。 

補助金の場合は、公共性の高い事業を目的とするのが一般的であ

り、営利活動を目的とする事業者の資産形成に資するようなものにつ

いて補助金を交付することは適当でないと考えられる。 

② 他の支援措

置や義務付

け等との役

割分担 

地域経済の好循環拡大に向けて、ローカル 10,000 プロジェクト（地域

の資源と資金を活用し、雇用吸収力の大きい地域密着型企業を全国

各地で立ち上げるため、交付金により自治体の初期投資の補助を支

援）などを実施している。 

ローカル 10,000 プロジェクトは、本特例と異なり、特定の業種を支援

するものではなく、自治体、地域金融機関、民間事業者等の連携によ

る事業の創造を支援するものである。 

本特例と併せて、これらの多面的な支援措置により、地域経済の振

興と拡大に取り組んでいる。 

③ 地方公共団

体が協力す

る相当性 

－ 

 

 

12 有識者の見解 － 

 

 

13 前回の事前評価又は事後

評価の実施時期 

平成 28 年８月【H28 総務 01】 
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（別紙１）

租税特別措置の適用実態調査の結果に関する報告書から

（平成28年第190国会提出、平成29年第193回国会提出及び平成30年第196回国会提出）

過疎地域における工業用機械等の特別償却 (単位：千円)

件数 適用額 件数 適用額 件数 適用額
0 0 0 0 2 18,090
2 44,928 0 0 0 0
4 58,871 4 47,781 1 1,549

48 669,981 54 703,510 56 1,020,191
7 192,358 10 56,638 7 75,073
0 0 1 23,151 2 45,584
3 35,761 1 29 0 0
0 0 0 0 0 0
0 0 1 1,071 0 0
2 3,039 0 0 1 9,407
0 0 5 27,482 3 34,758
0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0
2 19,392 2 31,011 1 647
0 0 0 0 0 0
2 35,566 1 58,573 2 85,476
1 20,839 0 0 1 69,883
0 0 2 99,300 2 61,608

12 84,243 10 43,903 13 132,872
7 175,041 7 44,184 8 208,938
4 28,537 3 68,761 2 91,845
1 1,305 0 0 1 5,035
1 4,665 3 34,641 3 16,945
5 59,809 7 201,641 6 84,820
0 0 0 0 1 4,115
0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0
1 9,419 1 13,118 3 93,178
6 305,574 3 8,679 3 50,881
2 6,103 0 0 0 0
1 15,531 2 13,228 2 28,317
0 0 0 0 0 0
3 583,955 1 1,177 2 2,276
2 103,943 1 87,824 0 0
3 12,812 3 6,370 1 1,820
1 8,465 0 0 1 10,384

　　　　　合計 72 1,810,168 68 868,571 68 1,133,511

　皮革、同製品製造業

　金属製品製造業
　機械製造業

平成２８年度

合計

製造業

平成２６年度

合計

平成２７年度

合計

農林水産業
鉱業
建設業

　理化学機械器具等製造業

 業種

※　評価書の集計では、「料理飲食旅館業」に計上されているものを「旅館業」に計上し、それ以外について
　　は、全てを「製造業」として計上している。

　光学機械器具等製造業
　時計、同部品製造業

　窯業又は土石製品製造業

　食料品製造業
　繊維工業
　木材、木製品製造業
　家具、装備品製造業
　パルプ、紙、紙製品製造業
　新聞業、出版業又は印刷業
　化学工業
　石油製品製造業
　石炭製品製造業
　ゴム製品製造業

適用業種が偏っていないことについての補足説明

サービス業
その他

卸売業
小売業
料理飲食旅館業
金融保険業
不動産業
運輸通信公益事業

　通信機械器具製造業
　輸送用機械器具製造業

　その他の製造業

　鉄鋼業
　非鉄金属製造業

　産業用電気機械器具製造業
　民生用電気機械器具電球製造業
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(別紙２) 
事業者アンケートの結果の概要 

 
《事業者アンケートの概要》 

・ 調査対象 

過疎法に定める「過疎地域」に所在する事業所（500 事業者を抽出） 

・ 実施時期 

      平成 30 年 7月 6 日（金）～27 日（金） 

・ 送付数（事業所単位） 

      500 

・ 回答数 

195 

    ・ 回答率 

      39.0％ 

 

《事業者アンケートの結果》 

   〇 平成 28 年１月から平成 30年 5 月までの間に過疎地域に係る特別償却制度

を活用したと回答した事業者は 31事業者であった。 

  

   〇 特別償却制度を活用した事業所に対し、制度の活用が雇用の増大にどの程

度の影響があったかを尋ねる設問に対し、「①影響があった」と答えたのは

12 事業者であった。 

 

   〇 上記で「①影響があった」と答えた事業者からは、「制度を活用し、キャッ

シュに余裕が生まれることで、経営の安定度を高められる」という意見や、

「増産のための設備投資や雇用など経営上の意思決定の自由度を高められ

る」などの意見があった。 

  

   〇 雇用創出効果としては、平成 28 年１月から平成 30年 5 月までの間に特別

償却制度を活用した事業者に対し、新増設を行ったことに伴い増加した雇用

者数を尋ねたところ、31 事業者の合計で 287 人の雇用者の増につながったと

の回答が得られた。 

 

   〇 特別償却制度を活用しなかった事業者に対し、制度を活用しなかった理由

を尋ねたところ、「親会社が特別償却を採用しておらず、会計処理の統一を

求められているため」などの意見があった。 

 

   〇 また、今回の事業者アンケートをきっかけに本特例を知ったという事業者

も見受けられたところであるが、今回のアンケートを実施する際に同封した

本特例制度の概要資料を見て、制度の活用を検討したいという意見も寄せら

れた。   
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租税特別措置等に係る政策の事前評価書 

1 政策評価の対象とした政策

の名称 

所有者不明土地に係る土地収用法の特例の創設に伴う所要の措置 

 

2 対象税目 

 

① 政策評価の

対象税目 

（法人税：義）（国税 04） 

（法人住民税、法人事業税：義）（地方税 03） 

② 上記以外の

税目 

所得税、個人住民税 

3 要望区分等の別 【新設・拡充・延長】 【単独・主管・共管】 

4 内容 《現行制度の概要》 

－ 

《要望の内容》 

所有者不明土地の利用の円滑化等に関する特別措置法（以下

「本法」という。）に定める土地収用法の特例による収用等につ

いて、土地収用法に基づく収用等の場合と同様の税制上の特例と

して、以下の内容等を措置する。 

 

① 本法に基づく土地収用法の特例により事業地が収用された

場合に、所有者の長期（５年超）譲渡所得に係る課税につい

て、下記の特例措置を講じる。 

・法人税、法人住民税：重課（法人税 5％）の適用除外 

（重課自体は平成 31 年度末まで課税停止） 

 

② 本法に基づく土地収用法の特例により事業地が収用された

場合に、所有者の短期（５年以内）譲渡所得に係る課税につ

いて、下記の特例措置を講じる。 

 ・法人税、法人住民税：重課（法人税 10%）の適用除外 

 （重課自体は平成 31 年度末まで課税停止） 

 

③ 本法に基づく土地収用法の特例により事業地が収用され、

代替資産を取得した場合の譲渡の扱いについて下記の特例措

置を講じる。 

・法人税、法人住民税、法人事業税： 

代替資産について帳簿価額の減額等をしたときは、減額分

等を損金に算入する。 

 

④ 本法に基づく土地収用法の特例により事業地が収用された

場合に、所有者の譲渡所得から 5,000 万円を控除する。（法

人税、法人住民税、法人事業税） 

 

⑤ 本法に基づく土地収用法の特例により事業地が収用された

後の特別勘定を設けて一定期間内に代替資産を取得する見込

みである場合、譲渡益に相当する金額を損金に算入する。

（法人税、法人住民税、法人事業税） 
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《関係条項》 

・租税特別措置法第 62 条の３、第 63 条、第 64 条、第 64 条の

２、第 65 条の２、第 68 条の 68、第 68 条の 69、第 68 条の

70、第 68 条の 71、第 68 条の 73 

5 担当部局 土地・建設産業局不動産市場整備課、企画課 

6 評価実施時期及び分析対

象期間 

評価実施時期：平成 30 年８月 分析対象期間：平成 28 年度～33 年度 

7 創設年度及び改正経緯 － 

8 適用又は延長期間 恒久措置 

9 必要性

等 

① 政策目的及

びその根拠 

《租税特別措置等により実現しようとする政策目的》 

反対する権利者がおらず、現に利用されていない一定の所有者

不明土地について、所有者不明土地の収用又は使用に関する土地

収用法の特例により、収用手続を合理化・円滑化し、公共事業の

実施を迅速化する。 

《政策目的の根拠》 

人口減少・高齢化の進展に伴う土地利用ニーズの低下や地方から

都市等への人口移動を背景とした土地の所有意識の希薄化等によ

り、所有者不明土地が全国的に増加し、公共事業の推進等の様々な

場面において、所有者の特定等のため多大なコストを要するなど、円

滑な事業実施への支障となっている。 

これを受けて第 196 回国会で成立した「所有者不明土地の利用の

円滑化等に関する特別措置法」では、国、都道府県知事が事業認定し

た事業について、所有者不明土地の収用等に係る手続を合理化・円

滑化する土地収用法の特例を創設した。 

さらに、平成 30 年６月１日にとりまとめられた「所有者不明土地等対

策の推進のための基本方針」（所有者不明土地等対策の推進のため

の関係閣僚会議）において、法案の成立後速やかに、新制度など必要

な事業推進のため、税制改正要望を検討することとされているところで

ある。 

これらを踏まえ、土地収用法の特例に基づく収用についても、土地

収用法に基づく収用と同様の税制措置を講じ、公共事業の実施を迅速

化する必要がある。 

② 政策体系に

おける政策

目的の位置

付け 

政策目標９ 市場環境の整備、産業の生産性向上、消費者利益の

保護 

施策目標 30 社会資本整備・管理等を効果的に推進する 

業績指標 115 国土交通省の各地方整備局等が施行する直轄事業に

おいて用地取得が困難となっている割合（用地あい路率：

過去５年度の平均） 

③ 達成目標及

びその実現

による寄与 

《租税特別措置等により達成しようとする目標》 

・用地あい路率 
2.54％ （平成 24～28 年度の平均） 

→2.30％ （平成 29～33 年度の平均） 

・所有者不明土地の収用手続に要する期間（収用手続への移行から

取得まで） 

約 1/3 短縮（約 31→21 ヵ月） 
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《政策目的に対する租税特別措置等の達成目標実現による寄与》 

事業施行者による事業用地の取得を容易にし、用地の円滑な取得

の遂行を通じた効率的な公共事業の推進に寄与することとなる。 

10 有効性

等 

① 適用数 本特例措置は、既存の特例が適用されるケースのうち、所有者不明

土地法に基づく土地収用法の特例による収用に移行するケースにつ

いて適用されるものであり、本特例措置による適用数の増加はない。 

なお、既存の特例の適用数については以下の通りである（いずれも

国土交通省推計）。 

【③代替資産の特例関係】 

Ｈ２６年度 １，５８９件 

Ｈ２７年度 １，７１６件 

Ｈ２８年度 １，８５５件 

Ｈ２９年度 １，８０６件 

（以下見込み） 

Ｈ３０年度 １，７４１件 

Ｈ３１年度 １，７４１件 

Ｈ３２年度 １，７４１件 

Ｈ３３年度 １，７４１件 

 

（推計方法：件数） 

本特例措置は対象が広範囲に及んでおり、また、土地所有者等が

当該特例ではなく他の特例を選択する場合もあることから、特例の対

象となる件数を集計する際に、土地の取得費のみの件数については、

収用交換等の場合の譲渡所得等の特別控除を適用すると想定し、建

物等の補償費がある件数については、当該特例を適用すると想定した

上で件数を算出した。また、見込みについては、Ｈ２６年度からＨ２９年

度の件数を平均した値とした。 

 

【④5,000 万円特別控除関係】 

Ｈ２６年度 ２，３９７件 

Ｈ２７年度 ２，２９４件 

Ｈ２８年度 ２，３６２件 

Ｈ２９年度 ２，２１５件 

（以下見込み） 

Ｈ３０年度 ２，３１７件 

Ｈ３１年度 ２，３１７件 

Ｈ３２年度 ２，３１７件 

Ｈ３３年度 ２，３１７件 

 

（推計方法：件数） 

本特例措置は対象が広範囲に及んでおり、また、土地所有者等が

当該特例ではなく他の特例を選択する場合もあることから、特例の対

象となる件数を集計する際に、土地の取得費のみの件数については、

当該特例を適用すると想定し、建物等の補償費がある件数について

は、収用等に伴い代替資産を取得した場合の課税の特例を適用する

と想定した上で件数を算出した。また、見込みについては、Ｈ２６年度

からＨ２９年度の件数を平均した値とした。 
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※①、②、⑤については、いずれも租税特別措置の事後評価の対象

とされておらず、①及び②については特例の対象となる法人税の

重課自体が停止されているため、評価期間内での措置の適用が

ないこと、⑤については、補償金に係る個社の経理方法について

把握するのが困難であることから、いずれも記載していない。 

 

② 適用額 本特例措置は、既存の特例が適用されるケースのうち、所有者不明

土地法に基づく土地収用法の特例による収用に移行するケースにつ

いて適用されるものであり、本特例措置による適用額の増加はない。 

なお、既存の特例の適用額については以下の通りである（いずれも

国土交通省推計）。 

【③代替資産の特例関係】 

Ｈ２６年度 ５，９６６百万円 

Ｈ２７年度 ７，０４９百万円 

Ｈ２８年度 ５，９２９百万円 

Ｈ２９年度 ６，５７１百万円 

（以下見込み） 

Ｈ３０年度 ６，３７８百万円 

Ｈ３１年度 ６，３７８百万円 

Ｈ３２年度 ６，３７８百万円 

Ｈ３３年度 ６，３７８百万円 

 

（推計方法：損金算入額） 

損金算入額の算出に当たっては、事業施行者は土地所有者等の代

替資産取得の実態、譲渡資産の帳簿価額等を把握していないため、

建物等の減価償却相当額を補填した上で代替資産を取得すると想定

し、代替資産の取得額から補償額を差し引いた額を損金算入額とし

た。また、見込みについては、Ｈ２６年度からＨ２９年度の額を平均した

値とした。 

 

【④5,000 万円特別控除関係】 

Ｈ２６年度 ２８，６８２百万円 

Ｈ２７年度 ２５，８１７百万円 

Ｈ２８年度 ２６，７９２百万円 

Ｈ２９年度 ２４，７０４百万円 

（以下見込み） 

Ｈ３０年度 ２６，４９８百万円 

Ｈ３１年度 ２６，４９８百万円 

Ｈ３２年度 ２６，４９８百万円 

Ｈ３３年度 ２６，４９８百万円 

 

（推計方法：損金算入額） 

補償額が５，０００万円以下のものについては、平均補償金額を別途

算出し、当該金額から譲渡直前の帳簿価格（５％）を控除して平均譲

渡所得を算出し損金算入額とした。５，０００万円を超える補償額につ

いては、５，０００万円を損金算入額とした。また、見込みについては、Ｈ

２６年度からＨ２９年度の額を平均した値とした。 

 

※①、②、⑤については、いずれも租税特別措置の事後評価の対象
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とされておらず、①及び②については特例の対象となる法人税の

重課自体が停止されているため、評価期間内での措置の適用が

ないこと、⑤については、補償金に係る個社の経理方法について

把握するのが困難であることから、いずれも記載していない。 

③ 減収額 本特例措置は、既存の特例が適用されるケースのうち、所有者不明

土地法に基づく土地収用法の特例による収用に移行するケースにつ

いて適用されるものであり、本特例措置による減収額の増加はない。 

なお、既存の特例の減収額については以下の通りである（いずれも

国土交通省推計）。 

【③代替資産の特例関係】 

Ｈ２６年度 １，７８８百万円 

Ｈ２７年度 ２，１１４百万円 

Ｈ２８年度 １，７７７百万円 

Ｈ２９年度 １，９７０百万円 

（以下見込み） 

Ｈ３０年度 １，９１２百万円 

Ｈ３１年度 １，９１２百万円 

Ｈ３２年度 １，９１２百万円 

Ｈ３３年度 １，９１２百万円 

 

（推計方法） 

建物等の補償費がある件数について、圧縮限度額まで損金経理を

行うと想定し、損金算入額×税率３０％の減収があったものとして算出

した。また、見込みについては、Ｈ２６年度からＨ２９年度の額を平均し

た値とした。 

 

【④5,000 万円特別控除関係】 

Ｈ２６年度 ８，６０４百万円 

Ｈ２７年度 ７，７４６百万円 

Ｈ２８年度 ８，０３８百万円 

Ｈ２９年度 ７，４１１百万円 

（以下見込み） 

Ｈ３０年度 ７，９４９百万円 

Ｈ３１年度 ７，９４９百万円 

Ｈ３２年度 ７，９４９百万円 

Ｈ３３年度 ７，９４９百万円 

 

（推計方法） 

減収額は、損金算入額に対して、税率３０％の減収があったものとし

て算出した。また、見込みについては、Ｈ２６年度からＨ２９年度の額を

平均した値とした。 

 

※①、②、⑤については、いずれも租税特別措置の事後評価の対象

とされておらず、①及び②については特例の対象となる法人税の

重課自体が停止されているため、評価期間内での措置の適用が

ないこと、⑤については、補償金に係る個社の経理方法について

把握するのが困難であることから、いずれも記載していない。 
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④ 効果 《政策目的の達成状況及び達成目標の実現状況》 

・用地あい路率の縮減 

２．５４％（平成２４～２８年度の実績値） 

２．７５％（平成２４～２８年度の目標値） 

 

本特例措置が適用されることによって、公共事業用地の円滑な取得

が図られ、効率的な公共事業の推進に寄与しており、今後も同様に寄

与するものと考えられる。 

 

・所有者不明土地の収用手続に要する期間（収用手続への移行から

取得まで） 

約 1/3 短縮（約 31→21 ヵ月） 

本特例措置を、土地収用法による収用の手続による場合と同様に

適用させることによって、新法による収用手続に要する期間の短縮の

効果が円滑に実現される。 

 

《達成目標に対する租税特別措置等の直接的効果》 

今回要望する新規措置は、既存の土地収用法等に基づく収用に対

する措置と同様の措置であり、同様の効果が発揮されるものである。 

なお、本特例措置等の効果により平成２８年度末において、10,228

千㎡（推計値）の土地が公共事業用地として確保されている。 

⑤ 税収減を是

認する理由

等 

－ 

11 相当性 ① 租税特別措

置等による

べき妥当性

等 

本特例措置は、事業施行者による事業用地の取得を容易にし、用

地の円滑な取得の遂行を通じた効率的な公共事業の推進を図る必要

から、土地等の所有者の税負担を軽減するためのものであり、譲渡所

得を課税する一方で、国の補助金等によりこれを補填することは非効

率であり、譲渡所得の課税の特例をとることが妥当である。 

② 他の支援措

置や義務付

け等との役

割分担 

他の政策手段はない。 

 

 

 

③ 地方公共団

体が協力す

る相当性 

本特例措置によって、事業施行者による公共事業用地の収用又は

買取りが円滑に行われることになるため、効率的な公共事業の実施が

可能になるとともに、社会資本整備の効果的な推進が図られることに

なる。 

12 有識者の見解 － 

 

 

13 前回の事前評価又は事後

評価の実施時期 

－ 
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租税特別措置等に係る政策の事前評価書 

1 政策評価の対象とした政策

の名称 

地域福利増進事業に係る特例措置の創設 

2 対象税目 

 

① 政策評価の

対象税目 

（法人税：義）（国税 03） 

（法人住民税、法人事業税：義）（地方税 001） 

② 上記以外の

税目 

所得税、個人住民税、固定資産税、都市計画税 

3 要望区分等の別 【新設・拡充・延長】【単独・主管・共管】 

4 内容 《現行制度の概要》 

－ 

《要望の内容》 

所有者不明土地の利用の円滑化等に関する特別措置法（以下「法」

という。）に基づき、都道府県知事による使用権の裁定があった特定所

有者不明土地（※）を利用して行う地域福利増進事業（※）について、

当該事業のために事業区域内の土地等を譲渡した場合の当該土地等

の譲渡所得に係る 1,500 万円特別控除を創設する。 

 

（※）  

特定所有者不明土地：相当な努力が払われたと認められる方法により

探索を行ってもなおその所有者の全部又は一部を確知することがで

きない一筆の土地のうち、現に建築物が存せず、かつ、業務の用な

ど特別の用途に供されていない土地（法第２条第２項） 

地域福利増進事業：地域住民等の共同の福祉又は利便の増進を図る

ために行われる公園、広場、購買施設等の整備に関する事業（法第

２条第３項） 

《関係条項》 

 

5 担当部局 土地・建設産業局不動産市場整備課、企画課 

6 評価実施時期及び分析対

象期間 

評価実施時期：平成 30 年８月 

分析対象期間：平成 31 年度～平成 35 年度 

7 創設年度及び改正経緯 新規要望 

8 適用又は延長期間 恒久措置 

9 必要性

等 

① 政策目的及

びその根拠 

《租税特別措置等により実現しようとする政策目的》 

特定所有者不明土地に使用権を設定して行われる地域福利増進
事業を推進することにより、所有者不明土地の利用の円滑化を図
り、もって国土の適正かつ合理的な利用を図る。 

 

《政策目的の根拠》 

人口減少・高齢化の進展に伴う土地利用ニーズの低下や地方か
ら都市等への人口移動を背景とした土地の所有意識の希薄化等に
より、所有者不明土地が全国的に増加し、公共事業の推進等の
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様々な場面において、所有者の特定等のため多大なコストを要す
るなど、円滑な事業実施への支障となっている。 

これを受けて第 196 回国会で成立した「所有者不明土地の利用
の円滑化等に関する特別措置法」では、一定の所有者不明土地に
ついて、都道府県知事による事業の公益性等の確認を経て、当該
土地に使用権（上限10年）を設定し、公園、広場、購買施設等を
整備することを可能とする「地域福利増進事業」を創設した。 

地域福利増進事業は、地域住民等の福利や利便を増進する公益
性の高い事業であり、事業の推進のためには、共有状態にある所
有者不明土地の確知所有者や事業区域内の土地の所有者等の協力
が不可欠であり、これらの者への支援を行う必要がある。 

さらに、平成 30 年５月 23 日にとりまとめられた「所有者不明
土地等に関する特命委員会とりまとめ」（自民党）及び平成30年
６月１日にとりまとめられた「所有者不明土地等対策の推進のた
めの基本方針」（所有者不明土地等対策の推進のための関係閣僚
会議）においても、法案の成立後速やかに、新制度など必要な事
業の推進のため、税制改正要望を検討することとされている。 

これらを踏まえ、税制面においても、地域福利増進事業の実施
を後押しし、所有者不明土地の利用の円滑化を図り、もって国土
の適正かつ合理的な利用を図る必要がある。 

 

② 政策体系に

おける政策

目的の位置

付け 

政策目標９   市場環境の整備、産業の生産性向上、消費者利益の

保護 

施策目標 31 不動産市場の整備や適正な土地利用のための条件整

備を推進する 

③ 達成目標及

びその実現

による寄与 

《租税特別措置等により達成しようとする目標》 

・地域福利増進事業における使用権の設定数 

法施行後 10 年間で 100 件（３年間で 20 件） 

《政策目的に対する租税特別措置等の達成目標実現による寄与》 

地域福利増進事業における特定所有者不明土地の使用権の設定

を通じて、所有者不明土地の利用の円滑化を図り、もって国土の適正

かつ合理的な利用に寄与する。 

10 有効性

等 

① 適用数 【適用数見込み（国土交通省推計）】 

H31 年度：４件（うち法人１件） 

H32 年度：６件（うち法人１件） 

H33 年度：10 件（うち法人２件） 

H34 年度：10 件（うち法人２件） 

H35 年度：10 件（うち法人２件） 

※推計の詳細については別紙参照 

② 適用額 【適用額見込み（国土交通省推計）】 

H31 年度：15 百万円 

H32 年度：15 百万円 

H33 年度：30 百万円 

H34 年度：30 百万円 

H35 年度：30 百万円 

※推計の詳細については別紙参照 

③ 減収額 【減収額見込み（国土交通省推計）】 

H31 年度：６百万円 

H32 年度：６百万円 
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H33 年度：12 百万円 

H34 年度：12 百万円 

H35 年度：12 百万円 

※推計の詳細については別紙参照 

④ 効果 《政策目的の達成状況及び達成目標の実現状況》 

【使用権設定件数見込み（国土交通省推計）】 

H31 年度：４件 

H32 年度：６件 

H33 年度：10 件 

H34 年度：10 件 

H35 年度：10 件 

※推計の詳細については別紙参照 

 

《達成目標に対する租税特別措置等の直接的効果》 

本措置によって所有者等が地域福利増進事業者に土地等を譲渡す

ることを促すことで、事業者が事業を円滑に進めることができることとな

り、目標の達成に当たって直接的な効果を発揮する。 

⑤ 税収減を是

認する理由

等 

地域福利増進事業を実施する者が所有者不明土地の使用権を取

得するためには、都道府県知事の裁定を受ける必要があり、裁定に当

たっては、当該事業が地域住民等の福祉・利便の増進を図るために行

われるものであることや、土地の適正かつ合理的な利用に寄与するも

のであること等を確認することとされていることから、使用権設定の裁

定を受けた地域福利増進事業は、その公益性が公的に担保されてい

る。 

加えて、現に利用されておらず、適切に管理されていない場合が多

い所有者不明土地の有効活用が図られるのみならず、周辺の土地の

利用も促進されることから、地域福利増進事業は公益性の高い事業で

ある。このため、軽減措置を講じることは妥当である。 

11 相当性 ① 租税特別措

置等による

べき妥当性

等 

特定所有者不明土地を使用した地域福利増進事業を推進するため

には、共有状態にある所有者不明土地の確知所有者や事業区域内の

土地の所有者等の協力が不可欠である。本措置によって所有者等が

地域福利増進事業者に土地等を譲渡することを促すことで、事業者が

事業を円滑に進めることができることとなる。所有者の税負担を直接軽

減する本措置は、その手段として妥当である。 

② 他の支援措

置や義務付

け等との役

割分担 

（予算措置） 

・所有者不明土地法の円滑な運用に向けた地域支援等に関する経費 

地域福利増進事業に係る取組支援により、地域の合意形成等が促

され、地域福利増進事業の取組事例が積み重なることで、本特例によ

る効果とあいまって、地域福利増進事業の普及が促される。 

③ 地方公共団

体が協力す

る相当性 

本措置によって、地域福利増進事業が円滑に実施されることとなり、

地域住民等の福祉・利便の増進に資することから、地方公共団体が協

力する相当性がある。 

12 有識者の見解 － 

13 前回の事前評価又は事後

評価の実施時期 

－ 
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減収見込額推計 

項目 地域福利増進事業にかかる特例措置の創設 

（法人税、法人住民税、法人事業税） 

 

平成 31年度 ▲６百万円 

平成 32年度 ▲６百万円 

平成 33年度 ▲12 百万円 

平成 34年度 ▲12 百万円 

平成 35年度 ▲12 百万円 

 

【推計方法】 

○使用権設定件数の想定 

平成 31 年度以降に特定所有者不明土地に対して地域福利増進事業の実施のための使用権設定が見込

まれる件数は下表のとおり。 

時期 平成 31 年度 32 33 34 35 36 37 38 39 40 

使用権 

設定件数 
4 6 10 10 10 12 12 12 12 12 

合計 4 10 20 30 40 52 64 76 88 100 

（※目標である使用権設定数 10 年 100 件に向け、制度の周知が進むにつれて使用権設定数が増加して

いくものと仮定する。） 

 

○算定上の仮定 

 （全体） 

・ 各年度において半数が民間主体による事業と仮定。 

（土地） 

・ 各事業において１筆の特定所有者不明土地と隣接する１筆の土地を利用すると仮定。 

・ 特定所有者不明土地には２分の１の共有持ち分を有する確知所有者が１名いると仮定。 

・ 各年度において、確知所有者及び隣地所有者から土地を買い取る事業と、確知所有者及び隣地

所有者から土地を借りる事業がそれぞれ半数と仮定。 

・ 隣地所有者に占める個人と法人の割合については、全体の土地取引件数に占める割合（個人

61.7%、法人 36.5%（土地保有移動調査（平成 28 年取引分））を参考として個人３：法人２と

仮定。一方で、特定所有者不明土地の確知所有者が法人であることは想定し難いため、確知所

有者は全て個人と仮定。 

 

○地域福利増進事業における土地の権利関係 

上記の使用権設定件数の想定と算定上の仮定を踏まえ、地域福利増進事業における土地の権利関係と

その件数について、以下のとおり仮定する。 

                  （件） 

 合計 
内訳 

31 年度 32 年度 33 年度 34 年度 35 年度 

土地を購入して実施 20 2 3 5 5 5 

土地を購入せずに実施 20 2 3 5 5 5 

合計 40 4 6 10 10 10 
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○各特例措置の各年度の適用件数見込み 

上記より、地域福利増進事業における 1,500 万円特別控除の適用見込み件数は以下のとおりとなる。 

  31 年度 32 年度 33 年度 34 年度 35 年度 合計 

1,500 万円控除 

確知所有者（個人） 2 3 5 5 5 20 

隣地所有者 
個人 1 2 3 3 3 12 

法人 1 1 2 2 2 8 

 

○計算の前提 

・ 土地保有移動調査（平成 28 年取引分）及び登記統計（平成 28年度分）より、１件当たりの土地

取引額を、 30.7（兆円）÷129.1（万件）≒2,400（万円）と仮定。 

・ 適用見込みの積算において、確知所有者の共有持ち分は２分の１と仮定していることから、確知

所有者からの土地の買取り額は１件当たり 1,200 万円と仮定。 

 

【積算根拠】 

・ 地域福利増進事業の事業者に対して土地等を譲渡した者に対して適用。 

・ 土地の譲渡益は、概算取得費控除制度を前提として土地取引額の 95%とし、隣地所有者の場合は１

件当たり 2,280 万円とする。 

 

○法人税 

減収見込額＝控除額×税率×件数 

（平成 31年度） 

①減収見込額＝1,500 万円×0.232×1 

    ＝348 万円 

（平成 32年度） 

②減収見込額＝1,500 万円×0.232×1 

     ＝348 万円 

（平成 33年度） 

③減収見込額＝1,500 万円×0.232×2 

    ＝696 万円 

（平成 34年度） 

④減収見込額＝1,500 万円×0.232×2 

    ＝696 万円 

（平成 35年度） 

⑤減収見込額＝1,500 万円×0.232×2 

    ＝696 万円 

 

 

○法人住民税 

減収見込額＝控除額×税率×件数 

（平成 31年度） 

⑥減収見込額＝（1,500 万円×0.232）×0.129×1 

      ≒45 万円 

（平成 32年度） 

⑦減収見込額＝（1,500 万円×0.232）×0.129×1 

      ≒45 万円 
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（平成 33年度） 

⑧減収見込額＝（1,500 万円×0.232）×0.129×2 

      ≒90 万円 

（平成 34年度） 

⑨減収見込額＝（1,500 万円×0.232）×0.129×2 

      ≒90 万円 

（平成 35年度） 

⑩減収見込額＝（1,500 万円×0.232）×0.129×2 

      ≒90 万円 

 

 

○法人事業税 

＜所得割＞ 

減収見込額＝控除額×税率×件数 

（平成 31年度） 

⑪減収見込額＝1,500 万円×0.038×1 

      ＝57 万円 

（平成 32年度） 

⑫減収見込額＝1,500 万円×0.038×1 

      ＝57 万円 

（平成 33年度） 

⑬減収見込額＝1,500 万円×0.038×2 

      ＝114 万円 

（平成 34年度） 

⑭減収見込額＝1,500 万円×0.038×2 

      ＝114 万円 

（平成 35年度） 

⑮減収見込額＝1,500 万円×0.038×2 

      ＝114 万円 

 

＜地方法人特別税＞ 

減収見込額＝所得割減収額×税率 

（平成 31年度） 

⑯減収見込額＝⑪×2.199 

      ≒125 万円 

（平成 32年度） 

⑰減収見込額＝⑫×2.199 

      ≒125 万円 

（平成 33年度） 

⑱減収見込額＝⑬×2.199
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      ≒251 万円 

（平成 34年度） 

⑲減収見込額＝⑭×2.199 

      ≒251 万円 

（平成 35年度） 

⑳減収見込額＝⑮×2.199 

      ≒251 万円 

 

＜付加価値割＞ 

減収見込額＝控除額×税率×件数 

（平成 31年度） 

㉑減収見込額＝1,500 万円×0.0061×1 

       ≒9万円 

（平成 32年度） 

㉒減収見込額＝1,500 万円×0.0061×1 

       ≒9万円 

（平成 33年度） 

㉓減収見込額＝1,500 万円×0.0061×2 

      ≒18 万円 

（平成 34年度） 

㉔減収見込額＝1,500 万円×0.0061×2 

      ≒18 万円 

（平成 35年度） 

㉕減収見込額＝1,500 万円×0.0061×2 

      ≒18 万円 

 

＜法人事業税全体＞ 

（平成 31年度） 

㉖減収見込額＝⑪＋⑯＋㉑＝191 万円 

（平成 32年度） 

㉗減収見込額＝⑫＋⑰＋㉒＝191 万円 

（平成 33年度） 

㉘減収見込額＝⑬＋⑱＋㉓＝383 万円 

（平成 34年度） 

㉙減収見込額＝⑭＋⑲＋㉔＝383 万円 

（平成 35年度） 

㉚減収見込額＝⑮＋⑳＋㉕＝383 万円 

 

○減収見込額合計 

（平成 31年度） 
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 ①＋⑥＋㉖＝584 万円≒６百万円 

（平成 32年度） 

 ②＋⑦＋㉗＝584 万円≒６百万円 

（平成 33年度） 

 ③＋⑧＋㉘＝1,169 万円≒12百万円 

（平成 34年度） 

 ④＋⑨＋㉙＝1,169 万円≒12百万円 

（平成 35年度） 

 ⑤＋⑩＋㉚＝1,169 万円≒12百万円 
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租税特別措置等に係る政策の事前評価書 

1 政策評価の対象とした政策

の名称 

中小企業等の貸倒引当金の特例の延長 

 

 

2 対象税目 

 

① 政策評価の

対象税目 

（法人税：義）（国税 31） 

（法人住民税、法人事業税：義）（地方税 44） 

② 上記以外の

税目 

－ 

3 要望区分等の別 【新設・拡充・延長】   【単独・主管・共管】 

4 内容 《現行制度の概要》 

資本金１億円以下の中小企業等については、貸倒引当金の繰入限

度額の計算は、貸倒実績率によらずに法定繰入率によることができる

こととされているが、事業協同組合（事業協同小組合及び協同組合連

合会を含む）及び商工組合(商工組合連合会を含む)（以下「組合」とい

う。）については、さらに繰入限度額を 10％増しとすることが認められて

いるところ。 

《要望の内容》 

本税制の割増措置の適用期限を２年間（平成 32 年度末まで）延長

する。 

《関係条項》 

租税特別措置法第 57 条の９、第 68 条の 59 

租税特別措置法施行令第 33 条の７、第 39 条の 86 

5 担当部局 土地・建設産業局建設市場整備課 

自動車局整備課 

6 評価実施時期及び分析対

象期間 

評価実施時期：平成 30 年８月 

分析対象期間：平成 27 年度～平成 32 年度                

7 創設年度及び改正経緯 ○昭和 25 年度 貸倒準備金制度創設 

○昭和 39 年度 貸倒引当金への変更 

○昭和 41 年度 中小企業等の特例創設（割増率 20％） 

○昭和 55 年度 中小企業等の割増率の縮減（割増率 20％→16％） 

○平成 12 年度 公益法人等及び協同組合等を除き、廃止 

○平成 17 年度 ２年延長 

○平成 19 年度 ２年延長 

○平成 21 年度 ２年延長 

○平成 23 年度 １年延長 

○平成 24 年度 ３年延長 

貸倒引当金制度の対象の限定（中小法人等） 

組合等の割増率の縮減（割増率 16％→12％） 

○平成 27 年度 ２年延長 

○平成 29 年度 ２年延長 

組合等の割増率の縮減（割増率 12％→10％） 

8 適用又は延長期間 ２年間（平成 31 年度～平成 32 年度） 

9 必要性

等 

① 政策目的及

びその根拠 

《租税特別措置等により実現しようとする政策目的》 

組合は、中小企業等が、相互扶助の精神に基づき、協同して事業に
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取り組むことによって、これらの者の公正な経済活動の機会を確保し、

もってその自主的な経済活動を促進し、かつ、その経済的行為の向上

を図ることを目的に設立されたものである。 

そのため、組合の貸倒れに係るリスクへの対応力を充実させること

により、中小企業の事業基盤の安定化及び組合の健全な取引活動を

支援する。 

《政策目的の根拠》 

○中小企業法（昭和 38 年法律第 154 号） 

（交流又は連携及び共同化の推進） 

第 18 条 国は、中小企業者が相互にその経営資源を補完することに

資するため、中小企業者の交流又は連携の推進、中小企業者の事

業の共同化のための組織の整備、中小企業者が共同して行う事業

の助成その他の必要な施策を講ずるものとする。 

 

○中小企業憲章（2010 年６月 18 日閣議決定） 

２．基本原則 

一．経済活力の源泉である中小企業が、その力を思う存分に発揮でき

るよう支援する 

「資金、人材、海外展開力などの経営資源の確保を支援し、中小企

業の持てる力の発揮を促す。その際、経営資源の確保が特に困

難であることの多い小規模企業に配意する。中小企業組合､業種

間連携などの取組を支援し、力の発揮を増幅する。」 

② 政策体系に

おける政策

目的の位置

付け 

政策目標：９  市場環境の整備、産業の生産性向上、消費者利益の

保護 

施策目標：３２ 建設市場の整備を推進する 

及び 

政策目標：５  安全で安心できる交通の確保、治安・生活安全の確保 

施策目標：１７ 自動車の安全性を高める 

に包含 

③ 達成目標及

びその実現

による寄与 

《租税特別措置等により達成しようとする目標》 

組合の貸倒れに係るリスクへの対応力を確保し、中小企業の事業

基盤の安定化及び組合の取引活動の健全化を図る。 

《政策目的に対する租税特別措置等の達成目標実現による寄与》 

本税制措置は、貸倒れが発生した場合に備えて貸倒引当金の引当

を促す措置であり、具体的な目標達成金額等はないが、参考指標とし

て、中小企業者の資金繰り DI がプラスに転じることが挙げられる。 

【資金繰りＤＩの推移（前年同月比）】 

○平成 25 年３月期 ▲19.2  
○平成 25 年９月期 ▲13.2 
○平成 26 年３月期 ▲ 5.8 
○平成 26 年９月期 ▲14.7 
○平成 27 年３月期 ▲13.5 
○平成 27 年９月期 ▲13.3 
○平成 28 年３月期 ▲13.0 

○平成 28 年９月期 ▲13.9 
○平成 29 年３月期 ▲10.3 
○平成 29 年９月期 ▲ 9.3 
○平成 30 年３月期 ▲ 8.7 

※ 出典：全国中小企業団体中央会「中小企業月次景況調査」（調査

対象：2,600 組合の役職員） 

10 有効性

等 

① 適用数 
○適用組合数（サンプル調査による推計） 

平成２７年度  １，０７７組合 

119



 

平成２８年度  １，４５７組合 

平成２９年度  １，２８４組合 

平成３０年度  １，２８４組合（見込み） 

平成３１年度  １，２８４組合（見込み） 

平成３２年度  １，２８４組合（見込み） 

※全国中小企業団体中央会サンプル調査等による推計 

② 適用額 ○適用額（サンプル調査による推計） 

平成２７年度  ３７１百万円 

平成２８年度  １９８百万円 

平成２９年度  １７３百万円 

平成３０年度  １７３百万円（見込み） 

平成３１年度  １７３百万円（見込み） 

平成３２年度  １７３百万円（見込み） 

※全国中小企業団体中央会サンプル調査等による推計 

③ 減収額 ○適用額（サンプル調査による推計） 

平成２７年度   ７０百万円 

平成２８年度   ３８百万円 

平成２９年度   ３７百万円 

平成３０年度   ３７百万円（見込み） 

平成３１年度   ３７百万円（見込み） 

平成３２年度   ３７百万円（見込み） 

※全国中小企業団体中央会サンプル調査等による推計 

④ 効果 《政策目的の達成状況及び達成目標の実現状況》 

中小企業者の資金繰り DI について、前回要望時から改善している

もののマイナスで推移しており、プラスに転じていない。 

 

《達成目標に対する租税特別措置等の直接的効果》 

本税制措置は、貸倒れが発生した場合に備えて貸倒引当金の引当

を促す措置であり、貸倒引当金は組合の判断で貸倒実績等に基づき

引き当てられ、貸倒の発生予測も困難であることから、本税制措置の

効果を定量的に把握すること、また、当該効果を税減収額等と比較す

ることは困難である。 

⑤ 税収減を是

認する理由

等 

組合の主力事業である共同販売等の貸倒れにより、組合事業が停

滞することは、組合・組合員はもとより、その債権者を巻き込んだ多数

の関係企業の事業継続を困難にさせる。 

本税制措置により財務基盤を強化することにより、組合の共同事業

の破綻、およびそれに起因する中小企業の連鎖倒産を回避するととも

に、企業が集積する地域経済への悪影響を回避する。 

11 相当性 ① 租税特別措

置等による

べき妥当性

等 

組合の取引先が倒産した場合、組合事業の停滞などにより、その損

害や取引不安が組合や組合員はもとより、組合の債権者等にまで連

鎖的に波及する。また、組合員は共同経済事業に依存していることか

ら、そのリスクは個々の組合員の事業存続に甚大な影響を及ぼす。 

そのため、貸倒引当金の繰入れを十分に行い、その損害や取引リス

クを軽減することによって、組合の健全な発展と組合員及び債権者の

企業経営も継続可能となる。 
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② 他の支援措

置や義務付

け等との役

割分担 

― 

③ 地方公共団

体が協力す

る相当性 

税負担を軽減することで、貸倒れに備えるための引当金の引当を促

す措置であり、地方税においても同様の措置が必要である。 

また、地方では、本税制制度が活用されることにより、地域の同業種を

網羅する組合が安定した財政基盤の上で事業を行うことにより稗益さ

れるものであることから、地方公共団体が一定の措置を講ずることは

妥当である。 

12 有識者の見解 ― 

 

 

13 前回の事前評価又は事後

評価の実施時期 

平成 28 年８月 
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租税特別措置等に係る政策の事前評価書 

1 政策評価の対象とした政策

の名称 

投資信託の二重課税調整に係る所要の措置 

 

 

2 対象税目 

 

① 政策評価の

対象税目 

（法人税：義）（国税 30） 

（法人住民税：義）（地方税 38） 

② 上記以外の

税目 

－ 

3 要望区分等の別 【新設・拡充・延長】   【単独・主管・共管】 

4 内容 《現行制度の概要》 

公募投資信託等が海外の資産に投資している場合、そこから得られる

配当等に対して外国で課税（外国税）。この公募投資信託等が国内の

投資家に分配金を支払う際には、国内で源泉所得税が課されるが、内

外二重課税を排除するため、30 年度税制改正において、上記の外国

税を控除する仕組みが措置されたところ。 

 

《要望の内容》 

当該調整措置の施行（平成 32 年１月）が円滑に行われるよう、所要の

措置を講じるよう求めるもの。 

また、投資法人が保有する外国子会社にも二重課税とならないよう調

整措置を講じるよう求めるもの。 

あわせて、地方税についても当該措置に対して必要な対応を検討する

こと。 

《関係条項》 

租税特別措置法９条の３の２（上記条文の適用対象となる金融商

品の分類の根拠法令は以下の通り。） 

 

 【集団投資信託】 

  ○（国内籍）：所得税法 176 条➂ 

  ○（外国籍）：所得税法 180 条の２➂ 

 

 【４ビークル】 

  ○特定目的会社：租税特別措置法 67 条の 14 

  ○投資法人：租税特別措置法 67 条の 15 

  ○特定目的信託：租税特別措置法 68 条の３の２ 

  ○特定投資信託：租税特別措置法 68 条の３の３ 

5 担当部局 土地・建設産業局 不動産市場整備課 

6 評価実施時期及び分析対

象期間 

評価実施時期：平成 30 年８月      分析対象期間：－               

7 創設年度及び改正経緯 ・平成 10 年 

租税特別措置法第 67 条の 14（特定目的会社に係る課税の特例）創

設 

・平成 10 年 
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租税特別措置法第 67 条の 15（投資法人に係る課税の特例）創設 

・平成 12 年 

租税特別措置法第 68 条の３の２（特定目的信託に係る受託法人の課

税の特例）創設 

 

8 適用又は延長期間 恒久措置とする 

9 必要性

等 

① 政策目的及

びその根拠 

《租税特別措置等により実現しようとする政策目的》 

内外二重課税状態を排除し、市場の機能強化、インフラの整備を図る

こと 

 

《政策目的の根拠》 

・「未来投資戦略 2017－Society 5.0 の実現に向けた改革－」 

（平成 29 年６月９日閣議決定）（抜粋） 

「2020 年頃までにリート等の資産総額を約 30 兆円に倍増することを目

指し、成長性の高い不動産への転換や供給に向けた投資を促す観点

から、環境性、快適性等の品質に優れた不動産を適正に評価するな

ど、投資家の利便性・信頼性の向上等を図るため必要な、一覧性・実

用性に優れた不動産情報の整備・公開、新たな認証制度の創設、不

動産鑑定評価制度の見直しについて本年度中を目途に行う。」 

 

② 政策体系に

おける政策

目的の位置

付け 

政策目標  ９ 「市場環境の整備、産業の生産性向上、消費者利益の

保護」 

施策目標 31 「不動産市場の整備や適正な土地利用のための条件

整備を推進する」 

業績目標 118 「リート等の資産総額」 

 

③ 達成目標及

びその実現

による寄与 

《租税特別措置等により達成しようとする目標》 

内外二重課税状態を排除し、市場の機能強化、インフラの整備を図る

ことにより、「未来投資戦略 2017－Society 5.0 の実現に向けた改革

－」に掲げられている「2020 年頃までにリート等の資産総額を約 30 兆

円に倍増する」を達成する。 

 

《政策目的に対する租税特別措置等の達成目標実現による寄与》 

本措置による国際的二重課税を排除することにより、海外不動産投資

への促進効果を生じ、目標実現に寄与する。 

 

10 有効性

等 

① 適用数 外国税の支払がある投資家に適用が見込まれる。 

 

② 適用額 外国税の支払がある投資家に適用が見込まれる。 

 

③ 減収額 50 億 
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④ 効果 《政策目的の達成状況及び達成目標の実現状況》 

公募投資信託等が海外の資産に投資している場合、そこから得られる

配当等に対して外国で課税（外国税）。この公募投資信託等が国内の

投資家に分配金を支払う際には、国内で源泉所得税が課されるが、内

外二重課税を排除するため、30 年度税制改正において、上記の外国

税を控除する仕組みが措置されたところ。 

 

《達成目標に対する租税特別措置等の直接的効果》 

本措置により、内外二重課税状態を排除し、市場の機能強化、インフ

ラの整備を図ることができる。 

 

⑤ 税収減を是

認する理由

等 

内外二重課税の調整方法を見直すものであり、租税特別措置によるこ

とが妥当である。 

 

11 相当性 ① 租税特別措

置等による

べき妥当性

等 

内外二重課税の調整方法を見直すものであり、租税特別措置によるこ

とが妥当である。 

 

 

② 他の支援措

置や義務付

け等との役

割分担 

－ 

 

 

 

③ 地方公共団

体が協力す

る相当性 

－ 

 

 

 

12 有識者の見解 － 

 

 

13 前回の事前評価又は事後

評価の実施時期 

事前評価：平成 29 年８月 
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租税特別措置等に係る政策の事前評価書 

1 政策評価の対象とした政策の

名称 

関西文化学術研究都市建設促進法に基づいて整備される文化学術研

究施設に係る特別償却制度の延長 

 

2 対象税目 

 

① 政策評価の

対象税目 

（法人税：義）（国税５） 

② 上記以外の

税目 

 

3 要望区分等の別 【新設・拡充・延長】   【単独・主管・共管】 

4 内容 《現行制度の概要》 

関西文化学術研究都市建設促進法（昭和 62 年法律第 72 号。以下

「促進法」という。）に基づいて整備される文化学術研究施設のうち研

究所用施設に係る建物及び附属設備並びに機械及び装置で一定の

規模以上の償却資産については普通償却に加え、初年度の特別償却

を認めている。 

建物及び付属設備（取得金額 ３億円以上）  特別償却率  6/100 

機械及び装置   （取得金額 240 万円以上） 特別償却率 12/100 

※対象資産を新設又は増設したものに限定 

《要望の内容》 

上記内容の特別償却制度の２年延長を要望する。 

建物及び付属設備（取得金額 ３億円以上）  特別償却率  6/100 

機械及び装置   （取得金額 240 万円以上） 特別償却率 12/100 

※対象資産を新設又は増設したものに限定 

《関係条項》 

租税特別措置法 第 44 条、第 68 条の 19 

同法施行令   第 28 条の 4、第 39 条の 51 

5 担当部局 都市局都市政策課都市政策調査室 

6 評価実施時期及び分析対象

期間 

評価実施時期：平成 30 年８月 

分析対象期間：平成 27 年度～平成 32 年度 

7 創設年度及び改正経緯 昭和 62 年新規 

・特別償却率 

（文化学術研究施設）     建物及び附属設備 15/100 

機械及び装置     30/100 

（文化学術研究交流施設） 建物及び附属設備 15/100 

・適用期限 建設計画承認の日から平成元年 3 月 31 日迄 

平成元年       適用期限２年延長 

平成３年       適用期限２年延長 

平成５年       適用期限２年延長 

平成６年       文化学術研究交流施設に対する適用廃止 

               特別償却率の削除 建物及び附属設備 13/100  

                                機械及び装置     28/100 

平成７年       適用期限２年延長  

平成９年       適用期限２年延長 建物及び附属設備 13/100 
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                               機械及び装置     26/100 

平成 11 年      適用期限２年延長 資金額要件の緩和 

（５億円以上→２億円以上） 

                        面積要件の撤廃 

（3,000 ㎡→撤廃） 

平成 13 年      適用期限２年延長 建物及び附属設備 13/100 

                               機械及び装置     25/100 

平成 15 年      適用期限２年延長 建物及び附属設備 13/100  

                                 機械及び装置     24/100 

平成 17 年      適用期限２年延長 建物及び附属設備 12/100 

                               機械及び装置     24/100 

平成 19 年      適用期限２年延長 建物及び附属設備 10/100  

                                 機械及び装置     20/100 

平成 21 年      適用期限２年延長 建物及び附属設備  8/100  

                                 機械及び装置     16/100 

平成 23 年   適用期限２年延長 建物及び附属設備  6/100 

                 機械及び装置   12/100 

平成 25 年   適用期限２年延長 建物及び附属設備  6/100 

                 機械及び装置   12/100 

平成 27 年   適用期限２年延長 建物及び附属設備  6/100 

                 機械及び装置   12/100 

※対象資産を新設または増設したものに限定。 

平成 29 年   適用期限２年延長 資金額要件の引上げ 

（建物及び附属設備 ２億円以上→３億円以上） 

8 適用又は延長期間 ２年間（平成 31 年度～平成 32 年度） 

9 必要性

等 

① 政策目的及

びその根拠 

《租税特別措置等により実現しようとする政策目的》 

関西文化学術研究都市（以下「学研都市」という。）の建設は、促進

法に基づき、文化学術及び研究の拠点となる都市づくりを目指すもの

であり、我が国及び世界の文化等の発展並びに国民経済の発達に資

することを目的としている。都市建設に当たっては、学術・産業・行政及

び市民がそれぞれの役割を果たしながら、かつ連携を強化して建設を

進めることを基本方針としており、文化学術研究施設等の整備、誘導

は国の果たすべき役割の一つである。 

また、平成 28 年 3 月には、国（国土交通省、内閣府、総務省、文部

科学省、経済産業省）、地元地方公共団体、大学、立地企業、経済団

体等の参画により、今後おおむね 10 年の都市の方向性を示した『新

たな都市創造プラン』を策定し、「世界の知と産業を牽引する都市」「持

続的にイノベーションを生み出す都市」「科学・生活・文化・自然環境が

融合する持続可能都市」を目指す都市の姿とし、多様な主体がプラン

実現に取り組んでいるところである。 

本特例措置は、研究施設を新設又は増設する企業に立地のインセ

ンティブを与えることによって、研究施設の集積を誘導し、研究機関相

互の交流や共同研究等を推進し、新産業の創出等国民経済の活性化

を図ることを目的とする。 
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《政策目的の根拠》 

促進法第 10 条において、学研都市の建設に必要な税制上の措置

を講ずるものと規定されている。また、促進法に基づく基本方針では

「高度な文化拠点としての機能、新たな文化・学術・研究の推進、及び

新たな産業の創出を牽引する機能の整備を図る」など、今後も学研都

市の建設を促進してゆくこととされている。 

平成 27 年 8 月に閣議決定された「新たな国土形成計画」では、人

口減少や国際競争が厳しさを増す中で、我が国の成長力を高めていく

ためには、持続的なイノベーション創出のための取組を推進することが

必要であるとされており、学研都市について、我が国全体の発展のた

めに活用することとされている。 

さらに、筑波研究学園都市とともにリニア中央新幹線の整備による

知的対流（ナレッジ・リンク）、スーパー・メガリージョンの形成による高

度な価値創造及び国内外の優秀な学生・研究者等が集い就労するこ

と等、学研都市が果たす役割について明記されているところである。全

国計画を受けて平成 28 年 3 月に策定された「近畿圏広域地方計画」

においても、「イノベーションを支える知の拠点」「高度な知的人材集積

拠点」として事業を推進していくこととしているように、我が国の発展に

とって重要な位置づけがされている。 

 また「第５期科学技術基本計画」（平成２８年１月 閣議決定）でも「持

続的にイノベーションを生み出す環境を形成するためには、産学官の

人材、知、資金を結集させ、共創を誘発する「場」の形成が重要」とされ

ており、具体例として学研都市が明記されるなど、今後とも整備の促進

が求められているところである。 

  国家プロジェクトである学研都市の「文化学術研究施設」は、本都市

の文化・学術・研究機能の中心的な役割を担う施設であり、その集積

により、大学や他研究機関との共同研究・交流や産学官連携、シーズ

とニーズの融合がなされ、研究開発の進展、研究成果を活かした新技

術の創造と新事業の創出、地域及び我が国経済の活性化といった効

果が得られることから、高い公益性が認められ、地方による支援のみ

ならず国としてその集積整備を強力に推進する必要がある。 

② 政策体系に

おける政策

目的の位置

付け 

促進法第 10 条（税制上の措置） 

 

政策目標 7  都市再生・地域再生の推進 

施策目標 25 都市再生・地域再生を推進する 

業績指標 94 関西文化学術研究都市における立地施設数 

③ 達成目標及

びその実現

による寄与 

《租税特別措置等により達成しようとする目標》 

本都市にふさわしい文化学術研究施設の立地を促進し集積度を高

め、学研都市としての総合的な集積メリットが発揮されることによって

我が国のみならず世界を代表する文化・学術・研究の拠点を形成し、

新産業創出等国民経済の活性化に寄与することを目標とする。 

具体的には拠点形成、集積メリットの発揮のためには一定の施設が

必要なことから、平成 31 年度までに施設立地数を 150 施設とすること

を目標としている。 

なお、最終的には学研都市の集積メリットを発揮するため、平成 37

年度末までに、施設整備率を都市全体でおおむね 60％以上とすること

を目標とする。 
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《政策目的に対する租税特別措置等の達成目標実現による寄与》 

本特例により、研究所用施設を新規に立地する企業の初期運営を

優位にさせ、立地のインセンティブを与えることで、研究所用施設の集

積を誘導する。その集積により大学や他機関との共同研究・交流や産

学官連携等により研究開発の進展、研究開発を活かした新技術の創

造と新産業の創出、地域の活性化といった効果が得られる。それによ

り政策目標である、我が国及び世界の文化等の発展並びに国民経済

の発達に寄与する。 

10 有効性

等 

① 適用数  

 Ｈ27 年度 

(実績) 

Ｈ28 年度 

(実績) 

Ｈ29 年度 

(推計) 

Ｈ30 年度 

(推計) 

Ｈ31 年度 

(推計) 

Ｈ32 年度 

(推計) 

適用件数 ２件 ２件 ２件 ３件 ８件 ６件 

※１ H27～H28 実績については、「租税特別措置の適用実態調査の

結果に関する報告書」による 

※２ H29～H32 推計値については、現地立地企業及び府県あてアン

ケート結果等による 

 

前回の推計値と乖離した原因は、施設等の事業の用に供する年度

が後年度にずれ込んでいること等が考えられる。 

 

② 適用額 （単位：百万円） 

 Ｈ27 年度 

(実績) 

Ｈ28 年度 

(実績) 

Ｈ29 年度 

(推計) 

Ｈ30 年度 

(推計) 

Ｈ31 年度 

(推計) 

Ｈ32 年度 

(推計) 

適用額 103.4 11.3 15.9 276.6 400.2 54.9 

※１ H27～H28 実績については、「租税特別措置の適用実態調査の

結果に関する報告書」による 

※２ H29 推計値については、府県あてアンケート結果等による 

※３ H30～H32 推計値については、取得価額を要件に合致する最低

価額と仮定して算出 

 

前回の推計値と乖離した原因は、施設等の事業の用に供する年度

が後年度にずれ込んでいること等が考えられる。 

 

③ 減収額 （単位：百万円） 

 Ｈ27 年度 

(実績) 

Ｈ28 年度 

(実績) 

Ｈ29 年度 

(推計) 

Ｈ30 年度 

(推計) 

Ｈ31 年度 

(推計) 

Ｈ32 年度 

(推計) 

減収額 24.7 2.6 3.7 64.2 92.8 12.7 

減収額は適用額×法人税率により算出 

（法人税率について、H27 は 0.239、H28～H29 は 0.234、H30～H32 は

0.232） 
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④ 効果 《政策目的の達成状況及び達成目標の実現状況》 

（単位：件） 

 Ｈ27 年度 

(実績) 

Ｈ28 年度 

(実績) 

Ｈ29 年度 

(実績) 

Ｈ30 年度 

(推計) 

Ｈ31 年度 

(推計) 

Ｈ32 年度 

(推計) 

施設立件数 130 133 142 148 153 156 

※H30～H32 については、現地立地企業及び府県あてアンケート結果

等による 

 

（単位：％） 

 Ｈ27 年度 

(実績) 

Ｈ28 年度 

(実績) 

Ｈ29 年度 

(実績) 

Ｈ30 年度 

(推計) 

Ｈ31 年度 

(推計) 

Ｈ32 年度 

(推計) 

施設整備率 48.1 54.2 57.3 58.7 56.4 56.9 

※H30 以降については、現地立地企業及び府県あてアンケート結果等

による 

 

文化・学術・研究の拠点形成に向けて着実に整備が進んでおり、平

成 30 年 4 月時点で 142 の研究所用施設等が立地している。平成 31

年度までの施設立地目標を 150 施設としており、平成 31 年度までの

施設立地予定数が現地立地企業及び府県あてアンケート結果等より

11 施設であることから、目標を達成する見込みである。 

 施設整備率については、平成 30 年 4 月時点で 57.3％となっており、

平成 29 年度末までに全地区平均で 48.7％以上と見込んでいた目標を

達成している。 

 

《達成目標に対する租税特別措置等の直接的効果》 

本税制特例措置を活用した企業（活用見込み含む）にあてたアンケ

ート結果では、「税制特例が無ければけいはんな地区に立地しなかっ

た。当社にとって学研税制は負担軽減となり、大変有意義な制度であ

る。」といった意見もあり、企業の立地判断の一つとして活用されてい

る。また、本特例措置を活用した企業はこれまでに 42 社あり、立地誘

導に相当の効果があると評価でき、達成目標の実現に寄与していると

いえる。 

 

⑤ 税収減を是

認する理由

等 

平成 27 年度から平成 29 年度までの間に研究所用施設は 129 施

設から 142 施設へと増加し、今後２年間においても多数の研究所用施

設の進出が見込まれている。 

学研都市における関連施設等の新規立地による集積度の高まり

は、他機関との共同研究・交流等の促進や研究開発の進展、新産業

の創出等による地域の活性化といった効果に繋がるものであり、併せ

て、こうした学研都市への集積メリットが発揮されることは、我が国の文

化等の発展及び国民経済の発達に寄与するものである。よって、今後

も税収減を是認する効果が期待される。 

 

11 相当性 ① 租税特別措

置等による

べき妥当性

等 

研究所用施設は、一般的に収益性が低く、初期投資も大きくなること

から、事業者の初期投資の負担軽減を図ることができる最小限の措置

として、特別償却制度を活用しているものである。 

租税特別措置においては、法令に規定された要件に合致すれば、

投資初年度の税の減免が受けられるため、予算の範囲内で対象が限
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定的である補助金等と異なり、事業の将来見込みが立て易い点、当該

措置は課税の繰り延べ効果をもたらすものであり、最終的な納税額に

変化は生じないため、補助金等の予算措置と比べて国庫への負担が

少ない点からも妥当性が認められる。 

適用対象については、投資資金額が３億円以上のものに限定してお

り、一定規模以上の研究所用施設の立地を促進することにより、学研

都市に文化、学術、研究の拠点を形成し、総合的な集積メリットの発揮

に寄与するものであり、必要最低限の措置である。また、対象となる研

究分野の制限を設けておらず、特定の者のみに優遇が受けられるとい

った公平性を欠くものではない。 

② 他の支援措

置や義務付

け等との役

割分担 

― 

 

 

 

③ 地方公共団

体が協力す

る相当性 

地方税に関係しない。 

 

 

 

12 有識者の見解 ― 

 

 

13 前回の事前評価又は事後評

価の実施時期 

平成 28 年８月（H28 国交 08） 

 

 

130



 

 

租税特別措置等に係る政策の事前評価書 

1 政策評価の対象とした政策

の名称 

都市再生緊急整備地域に係る課税の特例措置の拡充及び延長 

 

2 対象税目 

 

① 政策評価の

対象税目 

（法人税：義）（国税 22） 

 

② 上記以外の

税目 

所得税、登録免許税、不動産取得税、固定資産税、都市計画税 

3 要望区分等の別 【拡充・延長】   【単独】 

4 内容 《現行制度の概要》 

都市再生特別措置法に基づき、都市再生緊急整備地域において国

土交通大臣の認定を受けた認定事業者に係る特例措置であり、認定

事業により整備される建築物について、５年間の３割増償却がある。 

 

  【適用要件】 

・平成 31 年 3 月 31 日までに取得し、供用すること 

・地上階数 10 以上又は延べ面積 75,000 ㎡以上の耐火建築物 

が整備され、かつ、１）、２）のいずれかに該当 

１） 事業区域内において整備される公共施設用地面積が

30%以上 

２） 居住者等利便施設整備費が 10 億円以上 

 

《要望の内容》 

 適用期限を２年間延長し、平成 33 年 3 月 31 日までとする。 

 「東京一極集中是正のための中枢・中核都市の機能強化の「支

援施策の方向」」（平成 30 年７月 12 日都市再生本部、まち・ひと・

しごと創生本部決定）を踏まえ、所要の支援施策を講じる。 

《関係条項》 

法人税：租税特別措置法§47 の 2、令§29 の 5、規則§20 の 21 

（連結法人：法§68 の 35、令§39 の 64、規則§22 の 42） 

5 担当部局 都市局まちづくり推進課 

6 評価実施時期及び分析対

象期間 

評価実施時期：平成 30 年 8 月    

分析対象期間：平成 27 年度～平成 32 年度              

7 創設年度及び改正経緯 平成 15 年度 創設 

平成 17 年度 適用期限の 2 年延長 

平成 19 年度 適用期限の 2 年延長 

平成 21 年度 適用期限の 2 年延長 

平成 23 年度 適用期限の 2 年延長 

平成 25 年度 適用期限の 2 年延長 

平成 27 年度 適用期限の 2 年延長 

平成 29 年度 適用期限の 2 年延長 

 

8 適用又は延長期間 2 年間（平成 31 年度～平成 32 年度） 
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9 必要性

等 

① 政策目的及

びその根拠 

《租税特別措置等により実現しようとする政策目的》 

我が国の活力の源泉である都市について、都市機能の高度化及び

都市の居住環境の向上（＝都市再生）を図り、都市の魅力を高める。 

また、東京オリンピック・パラリンピック後に懸念される景気の停滞・

落ち込みを軽減し、我が国の経済活性化に資する取組を推進する。さ

らに、地方都市の活性化を推進する。 

 

《政策目的の根拠》 

都市再生については、その拠点となる都市再生緊急整備地域にお

いて、民間の資金、ノウハウ等を集中的に振り向けることを国家戦略と

して取り組んできているところである。 

地方都市の人口減少・少子高齢化、経済の低迷等の課題が引き続

き山積する中、必要とされる居住機能、商業機能、産業機能、文化的

機能、防災機能等の諸機能をレベルアップするとともに、住環境や市

街地の環境等生活の場としての都市の環境全般を向上させること等の

都市再生の取り組みが引き続き必要である。 

直近では、「未来投資戦略 2018」（平成 30 年 6 月 15 日閣議決定）

において、交通・物流に関する地域の社会課題の解決と都市の競争力

の向上に関して、都市再生プロジェクトを進めることが盛り込まれたとこ

ろである。 

また、「経済財政運営と改革の基本方針 2018」（平成 30 年 6 月 15

日閣議決定）においても、力強い経済成長の実現に向けた重点的な取

組に関して、貴重な都市内空間を有効活用して都市機能を向上するた

め、都市開発を集中的に促進することが盛り込まれたところである。 

引き続き、我が国の活力の源泉である都市について、都市再生を図

り、都市の魅力を高めるために、認定事業者を対象とした税制上の特

例措置や民間都市開発推進機構による金融支援を戦略的・重点的に

講ずることにより、優良な民間都市開発事業を促進するものであり、東

京オリンピック・パラリンピック後の都市再生を腰折れさせないために

も、引き続き、当該施策の推進を図るため、本特例措置の適用期限を

延長する必要がある。 

あわせて、「東京一極集中是正のための中枢・中核都市の

機能強化の「支援施策の方向」」（平成 30 年７月 12 日都市再

生本部、まち・ひと・しごと創生本部決定）を踏まえ、中

枢・中核都市における都市再生事業を推進し、質の高い投資

案件を形成するため、所要の支援施策を講じる必要がある。 

② 政策体系に

おける政策

目的の位置

付け 

政策目標 ７ 都市再生・地域再生の推進 
施策目標 25 都市再生・地域再生を推進する 

に包含 

 

③ 達成目標及

びその実現

による寄与 

《租税特別措置等により達成しようとする目標》 

我が国の活力の源泉である都市について、都市再生緊急整備地域

において、優良な民間都市再生事業を推進することにより、都市再生

を図り、都市の魅力を高める。 

→2020 年（平成 32 年）までに、世界の都市総合ランキングにおいて、

東京が 2012 年 4 位→3 位以内に入る 

※平成 28 年（世界の都市総合力ランキング 2016）に東京は３位と

なり、平成 29 年（同 2017）も３位を維持したものの、アジアにおい

てシンガポール、ソウル等の諸都市が総合力（スコア）を高めてき
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ていることから、引き続き東京の魅力を高め、順位を維持・向上さ

せることが必要である。 

→都市再生緊急整備地域(特定都市再生緊急整備地域を含む)におけ

る都市開発事業の平成 24 年度から平成 32 年までの建設投資累

計額 

 目標値：8 兆円～11 兆円 

→都市再生緊急整備地域（特定都市再生緊急整備地域を含む）内の

都市開発事業が行われた 2018 年度から 2030 年度までの区域面

積割合 

目標値：16．0％～18．5％ 

※1 初期値：9.1％(2002 年度～2017 年度末(2017 年度は見込値）） 

※2 中間目標値：12．8％～14．2％(2024 年度) 

※3 延長要望期間における目標値：10.7％～11.3％（2020 年度） 

《政策目的に対する租税特別措置等の達成目標実現による寄与》 

 本特例措置を引き続き戦略的・重点的に講ずることにより、都市再生

緊急整備地域における優良な民間都市開発を誘発し、不動産活性化

の呼び水とすることができ、我が国の活力の源泉である都市の活性化

を図ることができる。 

 

10 有効性

等 

① 適用数 （適用計画数実績） 
27 年度：4 計画（6 件） 

 28 年度：2 計画（2 件） 

 29 年度：2 計画（2 件） 

  ※適用計画実績については、認定事業者に対するアンケート調査

の集計値（実数） 

 
（適用計画数見込み） 

31 年度：3 計画 
32 年度：4 計画 

  ※適用計画数見込みについては、引き続き継続して適用される計

画数の実績と平成１７年度から平成２９年度の適用実績の年平

均から新規適用見込みを割り出して推計。 

 

・ 「租税特別措置の適用実態調査の結果に関する報告書」に記載さ

れる数値は、本件と同様の他の租税特別措置の適用件数及び適用

額が合算された数値であり、本特例措置に係る数値のみを抽出する

ことはできないため、租特透明化法に基づき把握される数値を用いる

ことはできない。 

 

・ 本特定措置は、特に我が国の国際競争力の強化を図るべき地域で

ある都市再生緊急整備地域における優良な民間都市開発事業を推

進するための制度であって、当該事業を施行する能力のある民間事

業者であれば一律に適用されるものである。また、都市再生緊急整

備地域において法人税の適用を受けた事業者は３年間で 6 社と、特

定の事業者への偏りは見られないことから、本特例措置においても想

定外に特定の者に偏るという蓋然性は低い。 

 

② 適用額 （適用額実績） 

27 年度：3,418 百万円 

   28 年度：897 百万円  
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   29 年度：803 百万円 

   ※適用額実績については、認定事業者に対するアンケート調査に

よる減収額の集計値（実数）をもとに、法人税率で割り戻して推

計したもの。※平成 27 年 23.9%、平成 28、29 年 23.4%で計算。 

 
 （適用額見込み） 

31 年度：1,293 百万円 
32 年度：1,720 百万円 

  ※適用計画数見込みについては、引き続き継続して適用される計

画数の実績と平成１７年度から平成２９年度の適用実績の年平

均から新規適用見込みを割り出して推計。 

 

・ 「租税特別措置の適用実態調査の結果に関する報告書」に記載さ

れる数値は、本件と同様の他の租税特別措置の適用件数及び適用

額が合算された数値であり、本特例措置に係る数値のみを抽出する

ことはできないため、租特透明化法に基づき把握される数値を用いる

ことはできない。 

 

③ 減収額 （減収額実績） 

27 年度：817 百万円 

28 年度：210 百万円  

   29 年度：188 百万円 

   ※適用額実績については、認定事業者に対するアンケート調査に

よる減収額の集計値（実数）をもとに、法人税率で割り戻して推

計したもの。 

 

 （減収額見込み） 
31 年度：300 百万円 
32 年度：399 百万円 

  ※適用計画数見込みについては、引き続き継続して適用される計

画数の実績と平成１７年度から平成２９年度の適用実績の年平

均から新規適用見込みを割り出して推計。 

 

④ 効果 《政策目的の達成状況及び達成目標の実現状況》 

民間都市再生事業計画は、平成 30 年８月末現在 114 計画が認定

され、都市再生に向けた民間都市開発事業の促進が着実に図られて

いる。 

具体的には、 

都市再生緊急整備地域(特定都市再生緊急整備地域を含む。) に

おける都市開発事業の平成 29 年度から平成 30 年度までの建設投資

額は約 2.3 兆円となり、目標に届く見込みである。現時点での平成 24

年度～平成 32 年度までの建設投資累計額（見込）が約 8.4 兆円であ

ることから、目標達成に向けて順調に推移している。 

世界の都市総合ランキングについて、平成 29 年時点で東京は３位

となっているが、アジアにおいてシンガポール、ソウル等の諸都市が総

合力（スコア）を高めており、引き続き東京の魅力を高め、順位を維持・

向上させることが必要である。 

都市再生緊急整備地域内における都市開発事業が行われた区域

の面積割合については、2002 年（都市再生特別措置法創設時）から

2017 年度末までに 9.1％となっており、本特例措によるインセンティブ
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効果により着実に事業の推進が図られている。 今後も認定建築物が

順次整備される予定であり、本特例措置を通じて優良な民間都市開発

事業を推進することで、目標達成に向けた効果を発現していく見通しで

ある。 

《達成目標に対する租税特別措置等の直接的効果》 

建設工事費の急激な上昇等による不動産市場の停滞など、引き続

き都市再生については様々な課題がある中、都市再生緊急整備地域

における優良な民間都市開発事業を推進する本措置が延長されなけ

れば、我が国の活力の源泉である都市の活性化を図ることができなく

なる。 

⑤ 税収減を是

認する理由

等 

 本特例措置を引き続き戦略的・重点的に講ずることにより、都市再生

緊急整備地域における優良な民間都市開発を誘発し、不動産市場活

性化の呼び水とすることができ、我が国の活力の源泉である都市の活

性化を図ることができる。 

 特に、建設工事費の急激な上昇等によりリスクが高まっているなど都

市再生についてはさまざまな課題がある現状において、本特例措置の

延長により、引き続き都市再生緊急整備地域等における優良な民間

都市開発事業を推進し、我が国の活力の源泉である都市の活性化を

図りたい。 

本特例措置による減収額は先述の通りだが、本特例措置により誘

発された都市再生緊急整備地域（特定都市再生緊急整備地域を含

む。）における認定事業（114 計画）における建設投資累計額は 59,939

億円、経済波及効果は 150,787 億円と試算され、税収増効果 15,871

億円と試算される。 

11 相当性 ① 租税特別措

置等による

べき妥当性

等 

 本特例措置は割増償却であり、最終的な納税額に変化は生じないた

め、補助金に比して国庫への負担が少なく、効率的な措置である。 

 本特例措置は、これまで多数の事業者への適用実績があり、また、

都市再生の拠点として重点的に市街地の整備を推進すべき地域であ

る都市再生緊急整備地域における優良な民間都市開発事業に限って

適用されるものであり、都市再生の推進による都市の魅力向上という

政策目標の達成のために的確かつ必要最小限の措置である。 

② 他の支援措

置や義務付

け等との役

割分担 

 本特例措置と併せて金融支援を行っているが、当該金融支援は、民

間金融機関からの調達が困難なミドルリスクの部分を補充し、事業の

立ち上げを支援するもの。 

 一方、本特例措置は、民間都市開発事業に必要な不動産取引等に

係るコストを低減することで当該事業の採算性を向上させ、事業実施

を決断するインセンティブを与えるものであり、両者の役割分担は明確

である。 

③ 地方公共団

体が協力す

る相当性 

地方税に関係しない。 

 

 

12 有識者の見解  ― 

 

13 前回の事前評価又は事後

評価の実施時期 

平成 28 年８月（H28 国交 07） 
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租税特別措置等に係る政策の事前評価書 

1 政策評価の対象とした政策

の名称 

特定都市再生緊急整備地域に係る課税の特例措置の拡充及び延長 

 

2 対象税目 

 

① 政策評価の

対象税目 

（法人税：義）（国税 20） 

 

② 上記以外の

税目 

所得税、登録免許税、不動産取得税、固定資産税、都市計画税 

3 要望区分等の別 【延長・拡充】   【単独】 

4 内容 《現行制度の概要》 

都市再生特別措置法に基づき、特定都市再生緊急整備地域におい

て国土交通大臣の認定を受けた認定事業者（都市再生特別措置法第

19 条の 10 第 2 項により民間都市開発事業の実施主体に対する同法

第 20 条第 1 項の認定があったものと見なされる場合を含む。）に係る

特例措置であり、認定事業により整備される建築物について、５年間

の５割増償却がある。 

 

【適用要件】 

・平成 31 年 3 月 31 日までに取得し、供用すること 

・地上階数 10 以上又は延べ面積 50,000 ㎡以上の耐火建築物が

整備され、かつ、１）、２）のいずれかに該当 

 １）事業区域内において整備される公共施設用地面積が 30%以上 

 ２）居住者等利便施設整備費が 10 億円以上 

 

《要望の内容》 

 適用期限を２年間延長し、平成 33 年 3 月 31 日までとする。 

 「東京一極集中是正のための中枢・中核都市の機能強化の

「支援施策の方向」」（平成 30 年７月 12 日都市再生本部、

まち・ひと・しごと創生本部決定）を踏まえ、所要の支援施

策を講じる。 

《関係条項》 

法人税：租税特別措置法§47 の 2、令§29 の 5、規則§20 の 21 

（連結法人：法§68 の 35、令§39 の 64、規則§22 の 42） 

5 担当部局 都市局まちづくり推進課 

6 評価実施時期及び分析対

象期間 

評価実施時期：平成 30 年 8 月    

分析対象期間：平成 27 年度～平成 32 年度              

7 創設年度及び改正経緯 平成 23 年度 創設 

平成 24 年度 拡充（都市再生特別措置法第 19 条の 10 第 2 項により

民間都市開発事業の実施主体に対する同法第 20 条

第 1 項の認定があったものとみなされる場合を含む。） 

平成 25 年度 適用期限の 2 年延長 

平成 27 年度 適用期限の 2 年延長 

平成 29 年度 適用期限の 2 年延長 
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8 適用又は延長期間 2 年間（平成 31 年度～平成 32 年度） 

9 必要性

等 

① 政策目的及

びその根拠 

《租税特別措置等により実現しようとする政策目的》 

昨今の成長が著しいアジア諸国と比較し、我が国都市の国際競争

力が低下している中、我が国経済を牽引する大都市について、国際的

なビジネス・生活環境、大規模災害に対応するための環境を整備する

ことにより、世界中からヒト・モノ・カネ・情報を呼び込み、その国際競争

力の強化を図る。 

また、東京オリンピック・パラリンピック後に懸念される景気の停滞・

落ち込みを軽減し、我が国の経済活性化に資する取組を推進する。 

 

《政策目的の根拠》 

上海やシンガポールなどのアジアの成長都市との都市間競争が激

化し、我が国の都市の国際競争力が相対的に低下している。 

こうした中、大都市の国際競争力強化の観点から、都市再生特別措

置法の改正により特定都市再生緊急整備地域を創設し、平成 29 年度

末時点で特定都市再生緊急整備地域として 13 地域の指定が行われ

てきた。更に直近では、我が国の大都市がグローバルな経済圏の中心

となり、世界から人材や企業、投資等を呼び込むべく、平成 28 年 6 月

に都市再生特別措置法を改正し、一層のビジネス・生活環境・防災機

能の向上を図っているところである。 

また、「未来投資戦略 2018」（平成 30 年 6 月 15 日閣議決定）にお

いて、交通・物流に関する地域の社会課題の解決と都市の競争力の

向上に関して、都市再生プロジェクトを進めることが盛り込まれたところ

である。 

また、「経済財政運営と改革の基本方針 2018」（平成 30 年 6 月 15

日閣議決定）においても、力強い経済成長の実現に向けた重点的な取

組に関して、貴重な都市内空間を有効活用して都市機能を向上するた

め、都市開発を集中的に促進することが盛り込まれたところである。 

昨今の成長が著しいアジア諸国の都市と比較し、我が国都市の国

際競争力が相対的に低下している中、国全体の成長を牽引する大都

市について、認定事業者を対象とした税制上の特例措置や民間都市

開発推進機構による金融支援を戦略的・重点的に講ずることにより、

国際競争力の強化等に資する優良な民間都市開発事業を促進するも

のであり、東京オリンピック・パラリンピック後の都市再生を腰折れさせ

ないためにも、引き続き、当該施策の推進を図るため、本特例措置の

適用期限を延長する必要がある。 

あわせて、「東京一極集中是正のための中枢・中核都市の

機能強化の「支援施策の方向」」（平成 30 年７月 12 日都市再

生本部、まち・ひと・しごと創生本部決定）を踏まえ、中

枢・中核都市における都市再生事業を推進し、質の高い投資

案件を形成するため、所要の支援施策を講じる必要がある。 

 

② 政策体系に

おける政策

目的の位置

付け 

 

政策目標 ７ 都市再生・地域再生の推進 
施策目標 25 都市再生・地域再生を推進する 

に包含 
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③ 達成目標及

びその実現

による寄与 

《租税特別措置等により達成しようとする目標》 

我が国の活力の源泉である都市について、特定都市再生緊急整備

地域において、優良な民間都市再生事業を推進することにより、都市

再生を図り、都市の魅力を高める。 

→2020 年（平成 32 年）までに、世界の都市総合ランキングにおいて、

東京が 2012 年 4 位→3 位以内に入る 

※平成 28 年（世界の都市総合力ランキング 2016）に東京は３位と

なり、平成 29 年（同 2017）も３位を維持したものの、アジアにおい

てシンガポール、ソウル等の諸都市が総合力（スコア）を高めてき

ていることから、引き続き東京の魅力を高め、順位を維持・向上さ

せることが必要である。 

→都市再生緊急整備地域(特定都市再生緊急整備地域を含む)におけ

る都市開発事業の平成 24 年度から平成 32 年までの建設投資累

計額 

 目標値：8 兆円～11 兆円 

→都市再生緊急整備地域（特定都市再生緊急整備地域を含む）内の

都市開発事業が行われた 2018 年度から 2030 年度までの区域面

積割合 

目標値：16．0％～18．5％ 

※1 初期値：9.1％(2002 年度～2017 年度末(2017 年度は見込み値）） 

※2 中間目標値：12．8％～14．2％(2024 年度) 

※3 延長要望期間における目標値：10.7％～11.3％（2020 年度） 

《政策目的に対する租税特別措置等の達成目標実現による寄与》 

 本特例措置を引き続き戦略的・重点的に講ずることにより、特定都市

再生緊急整備地域における優良な民間都市開発を誘発し、不動産活

性化の呼び水とすることができ、我が国の活力の源泉である都市の活

性化を図ることができる。 

 

10 有効性

等 

① 適用数 （適用計画数実績） 
27 年度：5 計画（15 件） 

 28 年度：8 計画（18 件） 

 29 年度：9 計画（18 件） 

  ※適用計画実績については、認定事業者に対するアンケート調査

の集計値（実数） 

 
（適用計画数見込み） 

31 年度：6 計画 
32 年度：7 計画 

  ※適用計画数見込みについては、引き続き継続して適用される計

画数の実績と平成１７年度から平成２９年度の適用実績の年平

均から新規適用見込みを割り出して推計。 

 

・ 「租税特別措置の適用実態調査の結果に関する報告書」に記載さ

れる数値は、本件と同様の他の租税特別措置の適用件数及び適用

額が合算された数値であり、本特別措置に係る数値のみを抽出する

ことはできないため、租特透明化法に基づき把握される数値を用いる

ことはできない。 

 

・ 本特定措置は、特に我が国の国際競争力の強化を図るべき地域で

ある特定都市再生緊急整備地域における優良な民間都市開発事業
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を推進するための制度であって、当該事業を施行する能力のある民

間事業者であれば一律に適用されるものである。また、特定都市再

生緊急整備地域において法人税の適用を受けた事業者は３年間で

48 社と、特定の事業者への偏りは見られないことから、本特例措置

においても想定外に特定の者に偏るという蓋然性は低い。 

 

② 適用額 （適用額実績） 

27 年度：1,837 百万円 

   28 年度：3,184 百万円  

   29 年度：3,765 百万円 

   ※適用額実績については、認定事業者に対するアンケート調査に

よる減収額の集計値（実数）をもとに、法人税率で割り戻して推

計したもの。※平成 27 年 23.9%、平成 28、29 年 23.4%で計算。 

 

 （適用額見込み） 
31 年度：8,879 百万円 
32 年度：10,358 百万円 

  ※適用計画数見込みについては、引き続き継続して適用される計

画数の実績と平成１７年度から平成２９年度の適用実績の年平

均から新規適用見込みを割り出して推計。 

 

・ 「租税特別措置の適用実態調査の結果に関する報告書」に記載さ

れる数値は、本件と同様の他の租税特別措置の適用件数及び適用

額が合算された数値であり、本特例措置に係る数値のみを抽出する

ことはできないため、租特透明化法に基づき把握される数値を用いる

ことはできない。 

 

③ 減収額 （減収額実績） 

27 年度：439 百万円 

   28 年度：745 百万円  

   29 年度：881 百万円 

   ※適用額実績については、認定事業者に対するアンケート調査に

よる減収額の集計値（実数）をもとに、法人税率で割り戻して推

計したもの。 

 （減収額見込み） 
31 年度：2,060 百万円 
32 年度：2,232 百万円 

  ※適用計画数見込みについては、引き続き継続して適用される計

画数の実績と平成１７年度から平成２９年度の適用実績の年平

均から新規適用見込みを割り出して推計。 

 

④ 効果 《政策目的の達成状況及び達成目標の実現状況》 

 民間都市再生事業計画は、平成 30 年８月末現在 114 計画が認定さ

れ、都市再生に向けた民間都市開発事業の促進が着実に図られてい

る。 

具体的には、都市再生緊急整備地域(特定都市再生緊急整備地域

を含む。) における都市開発事業の平成 29 年度から平成 30 年度ま

での建設投資額は約 2.3 兆円となり、目標に届く見込みである。現時

点での平成 24 年度～平成 32 年度までの建設投資累計額（見込）が

約 8.4 兆円であることから、目標達成に向けて順調に推移している。 
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世界の都市総合ランキングについて、平成 29 年時点で東京は３位

となっているが、アジアにおいてシンガポール、ソウル等の諸都市が総

合力（スコア）を高めており、引き続き東京の魅力を高め、順位を維持・

向上させることが必要である。 

都市再生緊急整備地域内における都市開発事業が行われた区域

の面積割合については、2002 年（都市再生特別措置法創設時）から

2017 年度末までに 9.1％となっており、本特例措によるインセンティブ

効果により着実に事業の推進が図られている。 今後も認定建築物が

順次整備される予定であり、本特例措置を通じて優良な民間都市開発

事業を推進することで、目標達成に向けた効果を発現していく見通しで

ある。 

 

《達成目標に対する租税特別措置等の直接的効果》 

建設工事費の急激な上昇等による不動産市場の停滞など、引き続

き都市再生については様々な課題がある中、特定都市再生緊急整備

地域における優良な民間都市開発事業を推進する本措置が延長され

なければ、我が国の活力の源泉である都市の活性化を図ることができ

なくなる。 

⑤ 税収減を是

認する理由

等 

 本特例措置を引き続き戦略的・重点的に講ずることにより、特定都市

再生緊急整備地域における優良な民間都市開発を誘発し、不動産市

場活性化の呼び水とすることができ、我が国の活力の源泉である都市

の活性化を図ることができる。 

 特に、建設工事費の急激な上昇等によりリスクが高まっているなど都

市再生についてはさまざまな課題がある現状において、本特例措置の

延長により、引き続き特定都市再生緊急整備地域等における優良な

民間都市開発事業を推進し、我が国の活力の源泉である都市の活性

化を図りたい。 

本特例措置による減収額は先述の通りだが、本特例措置により誘

発された都市再生緊急整備地域（特定都市再生緊急整備地域を含

む。）における認定事業（114 計画）における建設投資累計額は 59,939

億円、経済波及効果は 150,787 億円と試算され、税収増効果 15,871

億円と試算される。 

 

11 相当性 ① 租税特別措

置等による

べき妥当性

等 

 本特例措置は割増償却であり、最終的な納税額に変化は生じないた

め、補助金に比して国庫への負担が少なく、効率的な措置である。 

 本特例措置は、これまで多数の事業者への適用実績があり、また、

都市再生の拠点として重点的に市街地の整備を推進すべき地域であ

る特定都市再生緊急整備地域における優良な民間都市開発事業に限

って適用されるものであり、都市再生の推進による都市の魅力向上と

いう政策目標の達成のために的確かつ必要最小限の措置である。 

 

② 他の支援措

置や義務付

け等との役

割分担 

 本特例措置と併せて金融支援を行っているが、当該金融支援は、民

間金融機関からの調達が困難なミドルリスクの部分を補充し、事業の

立ち上げを支援するもの。 

一方、本特例措置は、民間都市開発事業に必要な不動産取引等に

係るコストを低減することで当該事業の採算性を向上させ、事業実を

実施するインセンティブを与えるものであり、両者の役割分担は明確で
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ある。 

③ 地方公共団

体が協力す

る相当性 

地方税に関係しない。 

 

 

 

12 有識者の見解  ― 

 

 

13 前回の事前評価又は事後

評価の実施時期 

平成 28 年８月（H28 国交 06） 
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租税特別措置等に係る政策の事前評価書 

1 政策評価の対象とした政

策の名称 

雨水貯留利用施設に係る割増償却制度の延長 

2 対象税目 

 

① 政策評価

の対象税

目 

（法人税・義）（国税 24） 

② 上記以外

の税目 

所得税 

3 要望区分等の別 【新設・拡充・延長】   【単独・主管・共管】 

   

4 内容 《現行制度の概要》 

下水道法（昭和 33 年法律第 79 号）第 25 条の２に規定する浸水被害

対策区域において、民間事業者が設置する雨水貯留利用施設に係る

法人税・所得税の割増償却制度（５年間１割増償却） 

《要望の内容》 

適用期限を２年間延長し、平成 33 年３月 31 日までとする。 

《関係条項》 

租税特別措置法 第 14 条第１項、第２項第２号 

第 47 条の２第１項、第３項第２号 

第 68 条の 35 第１項、第３項第２号 

租税特別措置法施行令 第７条第４項 

第 29 条の５第３項 

5 担当部局 水管理・国土保全局下水道部 

6 評価実施時期及び分析

対象期間 

評価実施時期：平成 30 年８月   分析対象期間：平成 27～32 年度            

7 創設年度及び改正経緯 平成 10 年度  税制創設 
       貯留利用施設 規模要件 貯水容量 100ｍ3以上 
平成 11 年度  ２年延長 
平成 13 年度  ２年延長 

規模要件 貯水容量 100ｍ3以上→200ｍ3以上 
平成 14 年度  償却率 1.2 割増→１割増 
平成 15 年度  ２年延長 
平成16年度  特定都市河川流域における貯留利用施設の規模要件 

貯水容量 200ｍ3以上→100ｍ3以上 
平成 17 年度  ２年延長 

貯留利用施設 規模要件 貯水容量 200ｍ3 以上→
300ｍ3以上 
浸透施設 浸透性舗装規模要件 3,000 ㎡以上を追加 

平成 19 年度  ２年延長 
平成 21 年度  ２年延長 
平成 23 年度  ２年延長   

浸透性舗装規模要件 3,000 ㎡以上→5,000 ㎡以上 
平成 25 年度  ２年延長 
平成 27 年度  ２年延長 

対象区域 人口 30 万人以上の都市→下水道法第 25
条の２に規定する浸水被害対策区域 
対象施設 雨水貯留利用浸透施設 

→雨水貯留利用施設 
平成 29 年度  ２年延長 
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対象施設から、構築物と併せて設置される機械及
び装置を除外 

8 適用又は延長期間 平成 33 年 3 月 31 日までの２年間 

9 必要性

等 

① 政策目的

及びその

根拠 

《租税特別措置等により実現しようとする政策目的》 

本制度の政策目的は、雨水貯留利用施設の整備促進による浸水

被害の軽減である。 

近年、台風や前線による災害のほか、とりわけ都市部ではいわ

ゆる「ゲリラ豪雨」による浸水被害が多発するようになってきて

いる。ゲリラ豪雨は、局地的・短時間・高強度（降雨強度 100mm/h

以上も多い）に雨が降ることが特徴であり、総雨量は小さくても

ピーク雨量は非常に大きく、発生場所等の予測が困難で被害軽減

のための事前の対応が取りにくいため、これまでも地下空間の利

用者や水路工事従事者に被害が出ているところである。 

こうしたゲリラ豪雨被害に対して下水道は、雨水を迅速に流下

させることのできる施設として効果的であり、各自治体において

も下水道の整備を進めている。しかし、地下空間の利用が進んで

いる地域において、下水道の追加的整備のための地下空間を確保

することが困難である等、下水道の整備のみで浸水被害対策を行

うことには限界がある。したがって、このようなゲリラ豪雨によ

る浸水被害の発生を減少させるには、民間による雨水貯留利用施

設の整備を促進し、分散型の流出抑制対策を推進する必要があ

る。 

地方公共団体では、下水道の整備と併せて、学校の校庭や公園

等を活用して雨水貯留利用施設の設置等を進めているところもあ

るが、利用できる敷地は限られていることから、公共による対策

のみでは不十分であり、民間の協力が必要不可欠である。 

このような取組を後押しするため、平成 27 年５月に下水道法を

改正し、浸水被害対策区域制度を創設した。浸水被害対策区域

は、都市機能が集積し、著しい浸水被害が発生するおそれがある

にもかかわらず、土地利用の状況により、下水道の整備のみでは

浸水被害の防止が困難な地域において、公共下水道管理者が条例

で指定するものであり、当該区域内では、条例による各戸貯留の

義務づけ等が可能となる。 

本税制は、浸水被害対策区域における雨水貯留利用施設の設置

について税によるインセンティブを民間に付与し、その整備促進

を図ることにより、各戸貯留の義務付け等の施策と一体として浸

水被害防止の一層の促進を図るものである。 

また、本税制により整備促進が図られる雨水貯留利用施設は、

雨水の利用にも資するものであるが、雨水の利用を推進すること

は、下水道、河川等への雨水の集中的な流出の抑制に寄与するも

のであり、ひいては、浸水被害の解消につながるものである。

（平成 27 年 5 月には、議員立法により「雨水の利用の推進に関す

る法律」（平成 26 年法律第 17 号）が施行された。） 
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《政策目的の根拠》 

社会資本整備重点計画（平成 27 年９月 18 日閣議決定） 
第２章 社会資本整備の目指す姿と計画期間における重点目標、

事業の概要 
第２節 重点目標と政策パッケージ 
２．重点目標２：災害特性や地域の脆弱性に応じて災害等のリス 

クを低減する 
政策パッケージ２－２：激甚化する気象災害に対するリスクの低 

減 
重点施策（水害対策） 
・人口・資産が集中する地域や近年甚大な被害が発生した地域等
における水害対策の推進 
・近年、頻発する局地的な大雨等（いわゆるゲリラ豪雨）に対応
するため、下水道による浸水対策を推進するとともに、施設の能
力を上回る降雨に対しては、官民連携してハード対策、ソフト対
策等を組み合わせた効率的かつ効果的な浸水対策を推進 

② 政策体系

における政

策目的の

位置付け 

政策目標４ 水害等災害による被害の軽減 
施策目標 12 水害・土砂災害の防止・減災を推進する 
に包含 

③ 達成目標

及びその

実現による

寄与 

《租税特別措置等により達成しようとする目標》 

 平成 27 年９月に「第４次社会資本整備重点計画」が閣議決定されて

おり、社会資本整備事業の実施に関する達成目標について、その進捗

を示す指標を新たに設定したところである。近年の雨の降り方の変化に

伴い、浸水被害のリスクは一層高まっているため、以下の指標を達成目

標とすることとする。 

 
「過去 10 年に床上浸水被害を受けた家屋のうち未だ浸水のおそれ
のある家屋数」 

（H26 年度：約 6.5 万戸→H32 年度：約 4.4 万戸） 

《政策目的に対する租税特別措置等の達成目標実現による寄与》 

 本税制が、民間による雨水貯留利用施設の設置の促進に対する

インセンティブとなり、雨水流出量の抑制が実現されることによ

り、水災害の被害の防止、軽減に寄与するものである。 

10 有効性

等 

① 適用数  平成 27 年度(実績)  ０件 

 平成 28 年度(実績)  ０件          

 平成 29 年度(実績)  ０件 

 平成 30 年度（見込み）０件 

 平成 31 年度（見込み）０件 

 平成 32 年度（見込み）１件      

  

 本税制において対象となる区域は、平成 27 年度に改正された下

水道法に規定する浸水被害対策区域であり、現在２地区で指定が

されているところ。 

本制度については、制度創設後適用実績はないが、これは、区

域の指定に時間を要するだけで無く、区域設定後、建物等の建設

にも一定の時間を要し、竣工した施設がまだ存在しないことが要

因である。 

一方で、本制度については、雨水貯留利用施設を整備すること

のインセンティブとなるため有効な手段と考えており、今回の豪

雨被害を踏まえ、本制度の適用を積極的に考えている都市も増え
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る見通しである。 

昨今の激甚化する豪雨災害も踏まえ、早期に浸水被害の解消が

求められる浸水被害対策区域においては、効率的かつ効果的に浸

水に対する安全度の向上を図るため、本税制による民間の雨水貯

留利用施設の整備促進は必要不可欠である。 

 

② 適用額  平成 27 年度(実績)   ０万円     

 平成 28 年度(実績)   ０万円     

 平成 29 年度(実績)   ０万円 

 平成 30 年度（見込み） ０万円 

 平成 31 年度（見込み） ０万円 

 平成 32 年度（見込み） 3000 万円  

※算定根拠については、別添参照 

③ 減収額  平成 27 年度(実績)   ０万円 
 平成 28 年度(実績)   ０万円 
 平成 29 年度(実績)    ０万円 
 平成 30 年度（見込み） ０万円 
  平成 31 年度（見込み） ０万円   

平成 32 年度（見込み） 2.4 万円  
 ※算定根拠については、別添参照 

④ 効果 《政策目的の達成状況及び達成目標の実現状況》 

下水道法上の浸水被害対策区域に税制の対象区域が変更された平

成 27 年度以降、適用実績が無いため、政策目的の達成及び達成目標

の実現への寄与は今のところ存在しない。 

 

《達成目標に対する租税特別措置等の直接的効果》 

平成 27 年度以降、適用実績が無いため効果は発現していない。 

これは、区域の指定に時間を要するだけで無く、区域設定後、

建物等の建設にも一定の時間を要し、竣工した施設がまだ存在し

ないことが要因である。民間事業者等による雨水貯留利用施設の

設置に対して、本税制によりインセンティブを付与することで、

雨水貯留利用施設の設置が一層推進され、雨水の流出量が緩和・

削減される。本税制の効果がなくなることで、床上浸水被害家屋

の減少への寄与度が減少することになり、上記の目標達成がより

困難となる。 

⑤ 税収減を

是認する

理由等 

上記政策目標の達成状況は、ハード・ソフト、公共・民間によ

る包括的な対策により達成されるものであり、本税制の効果は、

それら達成状況の一部に包含されて発現する。 

都市部でのゲリラ豪雨頻発による浸水被害を着実に軽減してい

くためには、既成市街地における対策、官民が連携した対策をさ

らに促進していくことが必要であり、このためには、本税制は有

効な手段である。なお、本税制は、割増償却であり、最終的な納

税額に変化は生じないため、効率的に効果を発現する手段であ

る。以上を踏まえると、本税制は効果と減収額を比較して十分に

減収額を是認する効果があり、また今後とも、十分に税収減を是

認する効果を持ちうると言える。 

11 相当性 ① 租税特別

措置等に

よるべき妥

当性等 

いわゆるゲリラ豪雨は、発生場所の予測が困難であり、かつ、

短時間で、現在整備されている下水道の流下能力を大きく上回る

大量の降雨をもたらす。そのため、下水道によるハード施設整備
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のみで対応することは困難であり、その被害軽減を図るためには

民間による雨水貯留利用施設の設置を進め、官民が連携した浸水

防止対策を進める必要がある。 

下水道法上の浸水被害対策区域内において、民間が設置する雨

水貯留利用施設は、広く分散して存在し、当該地域における雨水

の流出量を緩和・削減して治水安全度を向上させる効果があり、

区域内の浸水被害の解消という政策目標を早期達成するために有

効である。 

また、都市部では地下空間の利用が進み、公共が雨水貯留利用

施設を自ら設置することは、技術面・コスト面で困難であるう

え、整備にも時間を要することになる。 

一方、民間が商業施設等を設置する際に、税制上の措置を受け

て雨水貯留利用施設を設置する場合は、公共が直接整備する場合

に比べ、大幅に公費負担が少ないにもかかわらず、浸水対策を効

果的に実施することが可能となる。したがって、税によるインセ

ンティブを付与することにより民間の雨水貯留利用施設の整備促

進を図ることは、妥当な措置である。 

さらに、雨水の利用を推進することで、下水道、河川等への雨

水の集中的な流出の抑制にも寄与する。 

② 他の支援

措置や義

務付け等と

の役割分

担 

○特定地域都市浸水被害対策事業 

 内水被害の著しい地域において、浸水被害対策区域に指定され

た地区で、民間事業者が建築物に貯留施設等を建設する場合に国

庫補助を行う。 

（平成 29 年度 2.1 億円） 

上記予算上の措置等は、民間事業者と下水道管理者が一体的に

施設の整備を行うことで、大規模施設等のスケールメリット等が

はたらき、迅速な効果の発現が可能な場合において、民間事業者

へ補助を行うものである。しかし、上記のような施設は数が限ら

れているため、地区内で浸水対策の効果を発現するには、スケー

ルメリット等がはたらきにくい小規模な個別ビル等も含めた裾野

の広い取組も併せて実施することが必要であり、そのために本税

制による支援措置を講ずる。 

なお、補助金等をもって建築し、又は設置される構築物につい

ては、本税制の適用対象から除外されている。 

③ 地方公共

団体が協

力する相

当性 

地方税に関係しない 

12 有識者の見解 － 

13 前回の事前評価又は事

後評価の実施時期 

平成 28 年８月〈H28 国交 12〉 
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租税特別措置等に係る政策の事前評価書 

1 政策評価の対象とした政策

の名称 

東京湾横断道路株式会社に係る外形標準課税（資本割）の課税標準

の特例措置の延長（法人事業税） 

2 対象税目 

 

① 政策評価の

対象税目 

（法人事業税：義）（地方税１４） 

② 上記以外の

税目 

－ 

3 要望区分等の別 【新設・拡充・延長】   【単独・主管・共管】 

4 内容 《現行制度の概要》 

東京湾横断道路株式会社（以下「ＴＴＢ」という。）に対する法人事業

税の資本割の課税標準額の算定について、資本金の額から、当該資

本金の額に総資産の金額のうちに建設事業未収金の金額の占める割

合を乗じて計算した金額を控除する。 

（課税標準額＝資本金等―資本金等×（建設事業未収金／総資産）） 

 

《要望の内容》 

措置の適用期限を 5 年間延長し、平成 36 年 3 月 31 日までとする。 

《関係条項》 

・地方税法（昭和 25 年法律第 226 号）附則第 9 条第 7 項 

・地方税法施行令（昭和 25 年政令第 245 号）附則第 6 条の 2 第 1 項 

・地方税法施行規則（昭和 29 年総理府令 23 号）附則第 2 条の 7 

5 担当部局 国土交通省道路局高速道路課 

6 評価実施時期及び分析対

象期間 

評価実施時期：平成 30 年 8 月  

分析対象期間：平成 27 年度～35 年度                

7 創設年度及び改正経緯 平成 16 年度 創設（5 年間） 

平成 21 年度 延長（5 年間） 

平成 26 年度 延長（5 年間） 

 

8 適用又は延長期間 5 年間（平成 31 年 4 月 1 日～平成 36 年 3 月 31 日） 

9 必要性

等 

① 政策目的及

びその根拠 

《租税特別措置等により実現しようとする政策目的》 

東京湾横断道路は、首都圏の幹線道路ネットワークの一環として、

周辺都市機能を高め広域的な都市圏を形成する基盤となるものである

が、ＴＴＢは、東京湾横断道路の建設に関する特別措置法（以下「湾横

特措法」という。）により、大規模プロジェクトによる当該道路（一般国道

４０９号）の建設等を特例的に実施し、現在、その管理を行っている。 

本特例措置を講ずることにより、首都圏交通において重要な役割を

担うＴＴＢの適切かつ円滑な業務の推進を図り、首都圏における都市交

通の円滑化と広域的な都市圏の形成を実現する。 

 

《政策目的の根拠》 

東京湾横断道路の建設に関する特別措置法（昭和 61 年法律第 45

号） 
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（目的） 

第一条 この法律は、民間の資金、経営能力及び技術的能力を活用し

て東京湾横断道路の建設を図るための特別の措置を定めることによ

り、その建設を促進し、もつて東京湾の周辺の地域における交通の円

滑化に資することを目的とする。 

 

② 政策体系に

おける政策

目的の位置

付け 

「国土交通省政策評価基本計画」 

 政策目標８ 都市・地域交通等の快適性、利便性の向上 

 施策目標２９ 道路交通の円滑化を推進する 

 に包含 

 

③ 達成目標及

びその実現

による寄与 

《租税特別措置等により達成しようとする目標》 

 ＴＴＢの資本金は、東京湾横断道路開通後にＴＴＢが湾横特措法第２

条に基づき実施している、東京湾横断道路の日常的管理業務及び休

憩施設運営事業の規模に比べれば著しく過大となっており、かつ、仮に

資本割が適用された場合においては、ＴＴＢの事業経営に与える影響

が甚大となる。 

このため、本特例措置を講ずることにより、ＴＴＢの適切かつ円滑な業

務の推進に資する。 

 

※ 東京湾横断道路事業は、本来国が行うべき国道の建設事業について、湾

横特措法に基づき、民活方式によりＴＴＢが特例的に実施しているものである

が、当該道路の建設に当たっては、有利子債務を少なくするため、多額の出

資金を受けていることから、地方公共団体等からの資本金の額が著しく大き

なものとなっている。 

現在のＴＴＢの主な事業は、東京湾横断道路の日常的管理業務と休憩施

設業務であり、資本金の額は事業規模を適正に反映したものとはいえない

ため、本特例が措置されたものである。 

このような実態に基づく特例的な扱いであることから、業績指標等の設定

になじまないものとして、当初より達成目標等（所期の目標）は設定していな

い。 

 

《政策目的に対する租税特別措置等の達成目標実現による寄与》 

東京湾横断道路は、京葉道路、東京湾岸道路、東京外かく環状道

路、首都圏中央連絡自動車道、東関東自動車道等と一体となって、首

都圏における広域的幹線道路網を形成するものである。本道路は、京

浜地域と房総地域を直結することにより首都圏の南バイパスの役割を

果たし、周辺都市機能を高め広域的な都市圏を形成する基盤となるも

のである。 

ＴＴＢは、湾横特措法により当該道路の建設等を特例的に実施し、平

成９年１２月の開通以来、その建設により蓄積した技術とノウハウを活

かして当該道路の管理等を行っている。 

このため、本特例措置を講ずることにより、首都圏交通において重要

な役割を担うＴＴＢの適正かつ円滑な業務の推進が図られ、首都圏に

おける都市交通の円滑化と広域的な都市圏の形成に寄与する。 

 

10 有効性

等 

① 適用数 毎年度１件 

 

（注）本措置の適用対象はＴＴＢのみである。 
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② 適用額 

 

（注）対象事業者からの聞き取りによるものであり、地方税法に基づき把握できる情報は

ない。 

 

 

       （単位：百万円） 

年度 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 

適用 

推計額 
88,888 88,729 88,629 88,622 88,616 88,609 88,455 88,154 87,709 

③ 減収額 

 

（注）対象事業者からの聞き取りによるものであり、地方税法に基づき把握できる情報は

ない。 

 

 

       （単位：百万円） 

年度 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 

減収額 270 449 449 449 449 449 448 447 444 

④ 効果 《政策目的の達成状況及び達成目標の実現状況》 

ＴＴＢにおいては、海上という立地条件による業務や経営への影響、

交通量の変動など様々な事業リスクがある。こうした事業に与える不安

定要素を多く抱える状況の中で、ＴＴＢの事業規模を適正に反映した課

税標準とする本特例措置は、ＴＴＢの事業基盤の安定化のため必要な

ものである。 

 本特例が措置された事業基盤の上に適切な事業運営を行うことによ

り、事業の安定化が図られているものといえる。 

 

《達成目標に対する租税特別措置等の直接的効果》 

 

（注）端数処理のため、数値が一致していない。 
 
 

    （単位：百万円） 

年度 当期純利益 租税減収額 
特例措置がない場

合の当期純利益 
備考 

H27 383 △270 113 
資本割の税率が

0.3％に拡大 

H28 428 △449 △21 
資本割の税率が

0.5％に拡大 

H29 190 △449 △258  

⑤ 税収減を是

認する理由

等 

本特例措置を講ずることによりＴＴＢの適切かつ円滑な業務の推進

が図られる。これは、東京湾横断道路利用者の安全で円滑な通行に寄

与するとともに、首都圏における都市交通の円滑化と広域的な都市圏

の形成に貢献するなどその波及効果は大きく、税収減が十分に是認さ

れると考えられる。 

149



 

4 
 

11 相当性 ① 租税特別措

置等による

べき妥当性

等 

東京湾横断道路（一般国道４０９号）の建設等については、湾横特措

法により、ＴＴＢが特例的に行っている。 

ＴＴＢは、当該道路の建設等に当たり、有利子債務を少なくするた

め、地方公共団体等から多額の出資金を受けており、資本金の額が著

しく大きなものとなっている。 

また、ＴＴＢの貸借対照表上、資産のほとんどが建設事業未収金（高

速道路機構からの建設費用割賦支払額）であり、これは、本来国が行

うべき道路建設等を代行することにより生じたものであることから、資本

金の額から、当該資本金の額に総資産の金額のうちに建設事業未収

金の金額の占める割合を乗じて計算した金額を控除する本特例措置

は、ＴＴＢの適切かつ円滑な業務の推進に支障を生じさせないために必

要であり、他の手段によることはできない。 

 

② 他の支援措

置や義務付

け等との役

割分担 

 本特例措置に類する税制特例措置以外の支援措置は講じられてい

ない。 

 

 

③ 地方公共団

体が協力す

る相当性 

東京湾横断道路利用者の安全で円滑な通行に寄与するとともに、大

都市圏における都市交通の円滑化と広域的な都市圏の形成に貢献す

るなど、周辺地方公共団体の受益に資するものである。 

 

12 有識者の見解 － 

 

13 前回の事前評価又は事後

評価の実施時期 

平成 25 年 8 月（H25 国交 20） 
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租税特別措置等に係る政策の事前評価書 

1 政策評価の対象とした政策

の名称 

一体化法に規定する特定鉄道事業者の資本割に係る課税標準の特

例措置の延長 

2 対象税目 

 

① 政策評価の

対象税目 

（法人事業税：義）（地方税 17） 

② 上記以外の

税目 

- 

3 要望区分等の別 【延長】   【単独】 

4 内容 《現行制度の概要》 

「大都市地域における宅地開発及び鉄道整備の一体的推進に関す

る特別措置法（一体化法）」に基づく特定鉄道事業者の資本構成の特

殊性を勘案して、資本金額の 2/3 を資本割の課税標準から控除。 

《要望の内容》 

適用期限を５年間延長し、平成 36 年３月 31 日までとする。 

《関係条項》 

地方税法附則 第９条の１ 第６項 

5 担当部局 国土交通省 鉄道局 総務課企画室 

国土交通省 鉄道局 都市鉄道政策課 

6 評価実施時期及び分析対

象期間 

評価実施時期：平成 30 年７月 

分析対象期間：平成 26 年度～35 年度   

7 創設年度及び改正経緯 平成 16 年度 創設 

平成 21 年度 ５年間延長 

平成 26 年度 ５年間延長 

8 適用又は延長期間 ５年間(平成 36 年 3 月 31 日まで) 

9 必要性

等 

① 政策目的及

びその根拠 

《租税特別措置等により実現しようとする政策目的》 

「大都市地域における宅地開発及び鉄道整備の一体的推進に関す

る特別措置法（一体化法）」に基づく特定鉄道事業者の資本構成の特

殊性を勘案して、法人事業税の負担を軽減する。 

 

《政策目的の根拠》 

大都市地域における新たな鉄道の整備により大量の住宅地の供給

が促進されると見込まれる地域において、「大都市地域における宅地

開発及び鉄道整備の一体的推進に関する特別措置法（一体化法）」

（平成元年法律第 61 号）に基づき、常磐新線（以下「つくばエクスプレ

ス」）を整備することとされ、その整備・運営を行う特定事業者として首

都圏新都市鉄道㈱が設立された。 

つくばエクスプレスは路線延長が５８．３㎞（秋葉原～つくば間）にの

ぼる上、都心部において地下構造になること等により、巨額の建設費

（8,081 億円）を要し、この整備資金の一定割合を自治体の出資金で賄

うこととされた結果、首都圏新都市鉄道㈱の資本金額（1,850 億円）は

営業規模に比して莫大なものとならざるを得なかったところである。 

このような特殊性を有する首都圏新都市鉄道㈱の資本構成の特殊

性については、現在においても何ら変わるものではなく、引き続きその

一定割合を資本割の課税標準から控除することが必要不可欠である。 

大都市地域における宅地開発及び鉄道整備の一体的推進に関する特別措
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置法（平成元年６月 28 日法律第 61 号） 

第 21 条 

関係地方公共団体は、総務大臣と協議の上、特定鉄道事業者（特定鉄

道事業を経営しようとする者を含む。）に出資することができる。 

 

② 政策体系に

おける政策

目的の位置

付け 

つくばエクスプレスの整備は、「大都市地域における宅地開発及び

鉄道整備の一体的推進に関する特別措置法（一体化法）」に基づいて

行われており、政府全体あるいは国土交通省の政策体系の中で優先

度や緊要性の高い政策として明確に位置づけられている。 

政策目標８ 都市・地域交通等の快適性、利便性の向上 

施策目標 26 鉄道網を充実・活性化させる 

に含有 

 

③ 達成目標及

びその実現

による寄与 

《租税特別措置等により達成しようとする目標》 

建設資金を確保するために、首都圏新都市鉄道㈱の資本金が事業

規模に比して莫大となっている特殊性を勘案して、資本金額の 2/3 を

法人事業税の資本割の課税標準から控除する。 

《政策目的に対する租税特別措置等の達成目標実現による寄与》 

建設資金を確保するために、首都圏新都市鉄道㈱の資本金が事業

規模に比して莫大となっている特殊性を勘案して、法人事業税の負担

を軽減することにより、安定した経営を持続することが期待される。 

10 有効性

等 

① 適用数 （１）実績 

平成 26 年度 １事業者(首都圏新都市鉄道㈱)  

平成 27 年度 １事業者(首都圏新都市鉄道㈱)  

平成 28 年度 １事業者(首都圏新都市鉄道㈱)  

平成 29 年度 １事業者(首都圏新都市鉄道㈱)  

 

（２）今後の見込 

平成 30 年度 １事業者(首都圏新都市鉄道㈱)  

平成 31 年度 １事業者(首都圏新都市鉄道㈱)  

平成 32 年度 １事業者(首都圏新都市鉄道㈱)  

平成 33 年度 １事業者(首都圏新都市鉄道㈱)  

平成 34 年度 １事業者(首都圏新都市鉄道㈱)  

平成 35 年度 １事業者(首都圏新都市鉄道㈱)  

 

本特例措置の対象は一体化法に規定する特定鉄道事業者に限定

されており、想定外に僅少であったり、特定の者に偏ってはいない。 

 

② 適用額 （１）実績 

平成 26 年度   123,344 百万円 

平成 27 年度   123,344 百万円 

平成 28 年度   123,344 百万円 

平成 29 年度   123,344 百万円 
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（２）今後の見込 

平成 30 年度   123,344 百万円 

平成 31 年度   123,344 百万円 

平成 32 年度   123,344 百万円 

平成 33 年度   123,344 百万円 

平成 34 年度   123,344 百万円 

平成 35 年度   123,344 百万円 

 

本特例措置の対象は一体化法に規定する特定鉄道事業者に限定

されており、想定外に僅少であったり、特定の者に偏ってはいない。 

 

③ 減収額 （１）実績 

平成 26 年度   163 百万円 

平成 27 年度   245 百万円 

平成 28 年度   408 百万円 

平成 29 年度   408 百万円 

 

（２）今後の見込 

平成 30 年度   408 百万円 

平成 31 年度   408 百万円 

平成 32 年度   408 百万円 

平成 33 年度   408 百万円 

平成 34 年度   408 百万円 

平成 35 年度   408 百万円 

（事業者からの聴き取りによる） 

 

④ 効果 《政策目的の達成状況及び達成目標の実現状況》 

（分析対象期間：平成 26 年度～平成 35 年度） 

首都圏新都市鉄道㈱の資本構成の特殊性については、現在におい

ても何ら変わるものではなく、引き続き資本金額の 2/3 を法人事業税

の資本割の課税標準から控除することが必要不可欠である。 

 

《達成目標に対する租税特別措置等の直接的効果》 

（分析対象期間：平成 26 年度～平成 35 年度） 

首都圏新都市鉄道㈱の資本金の特殊性を勘案して、法人事業税の

負担が軽減されている。 

⑤ 税収減を是

認する理由

等 

（分析対象期間：平成 26 年度～平成 35 年度） 

首都圏新都市鉄道㈱の資本金の特殊性を勘案して、事業規模に比

して莫大なものとならざるを得なかった資本金について、一定割合が資

本割の課税標準から控除されている。 

11 相当性 ① 租税特別措

置等による

べき妥当性

等 

つくばエクスプレスは、整備資金の一定割合を自治体の出資金で賄

うこととされた結果、首都圏新都市鉄道㈱の資本金（1,850 億円）は、

営業規模に比して莫大なものとならざるを得なかった。 

このような特殊性を有する首都圏新都市鉄道㈱の資本金に対して、

その一定割合を資本割の課税標準から控除することは、政策達成の

手段として妥当である。 
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② 他の支援措

置や義務付

け等との役

割分担 

課税標準を適切なものとするための他の政策手段はない。 

③ 地方公共団

体が協力す

る相当性 

つくばエクスプレスの整備については、事業の着実な推進を図るた

め、国及び地方公共団体等の合意により、事業が進められたところで

ある。また、その建設資金の確保についても、関係者間の合意により、

国及び地方公共団体の無利子貸付や地方公共団体の出資金等で賄

うこととされた。その結果、つくばエクスプレスの資本金は事業規模に

比して莫大なものとならざるを得ず、その一定割合を資本割の課税標

準から控除するものであり、地方公共団体においても本特例措置は妥

当なものである。 

12 有識者の見解 - 

 

 

13 前回の事前評価又は事後

評価の実施時期 

平成 25 年８月 

Ｈ25 国交 28 
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租税特別措置等に係る政策の事前評価書 

1 政策評価の対象とした政策

の名称 

ＪＲ北海道及びＪＲ四国の資本割に係る課税標準の特例措置の延長 

2 対象税目 

 

① 政策評価の

対象税目 

（法人事業税：義）（地方税 16） 

② 上記以外の

税目 

- 

3 要望区分等の別 【延長】   【単独】 

4 内容 《現行制度の概要》 

ＪＲ北海道及びＪＲ四国（以下、「ＪＲ北海道等」という。）の資本準備

金に係る商法の特例を適用した金額（国鉄長期債務を承継させなかっ

たことにより、形式的に計上した資本準備金）を資本割の課税標準か

ら控除。 

 

《要望の内容》 

適用期限を５年間延長し、平成 36 年３月 31 日までとする。 

 

《関係条項》 

地方税法附則 第９条の１ 第１項 

5 担当部局 国土交通省 鉄道局 総務課企画室 

国土交通省 鉄道局 鉄道事業課 

6 評価実施時期及び分析対

象期間 

評価実施時期：平成 30 年７月      

分析対象期間：平成 26 年度～平成 35 年度                

7 創設年度及び改正経緯 平成 16 年度 創設 

平成 21 年度 ５年間延長 

平成 26 年度 ５年間延長 

平成 28 年度 縮減 

8 適用又は延長期間 ５年間（平成 36 年３月 31 日まで） 

9 必要性

等 

① 政策目的及

びその根拠 

《租税特別措置等により実現しようとする政策目的》 

ＪＲ北海道等の資本準備金の特殊性を勘案して、法人事業税の負担を

軽減する。 

《政策目的の根拠》 

昭和６２年４月の国鉄改革により発足したＪＲ会社等が日本国有鉄

道から承継する財産の価格については、日本国有鉄道改革法（昭和６

１年法律第８７号）第２０条の規定に基づき、評価審査会が決定するこ

ととされたところ。 

日本国有鉄道改革法第１３条第２項に基づき、国鉄長期債務を承継

させなかったＪＲ北海道等においては、日本国有鉄道からの承継資産

と、私鉄における売上高に対する資本金の平均比率等を勘案して設定

された資本金等との差額の大部分（通常の法人においては債務に相

当する部分）について、旅客鉄道株式会社及び日本貨物鉄道株式会

社に関する法律（昭和６１年法律第８８号）附則第４条に商法の特例規

定を設けて形式的に資本準備金として計上した結果、事業規模に比し

て資本準備金の規模が著しく莫大となっている。 
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本来的には資本準備金の性格を有しない、このような国鉄長期債務

見合いの資本準備金について、引き続き、資本割の課税標準から控

除することが必要不可欠である。 

 

日本国有鉄道改革法（昭和６１年法律第８７号） 

第１３条第２項 

国は、前項の規定にかかわらず、北海道旅客会社等及び第十一

条第一項の規定により試験研究に関する業務を引き継ぐ法人に対

しては国鉄長期債務を承継させないものとする。 

第２０条第１項 

承継法人が日本国有鉄道から承継する財産（第二十四条第一項

及び第二項の規定により日本国有鉄道が日本鉄道建設公団から承

継するものを含む。）の価格は、臨時に運輸省に置く評価審査会が

決定する。 

 

旅客鉄道株式会社及び日本貨物鉄道株式会社に関する法律 

（昭和６１年法律第８８号） 

附則第４条第２項 

会社の設立に際して発行する株式については、商法第二百八十

四条ノ二第二項本文の規定にかかわらず、その発行価額の 二分

の一を超える額を資本に組み入れないことができる。この場合にお

いて、同条第一項中「本法」とあるのは、「本法又ハ旅客鉄道株式会

社及び日本貨物鉄道 株式会社に関する法律」とする。 

 

② 政策体系に

おける政策

目的の位置

付け 

国鉄改革は、日本国有鉄道改革法等に基づき行われた、政府全体

あるいは国土交通省の政策体系の中で優先度や緊要性の高い政策

である。 

政策目標８ 都市・地域交通等の快適性・利便性の向上 

 施策目標 26 鉄道網を充実・活性化させる 

に含有 

 

③ 達成目標及

びその実現

による寄与 

《租税特別措置等により達成しようとする目標》 

ＪＲ北海道等の資本準備金の特殊性を勘案して、本来的には資本

準備金の性格を有しない国鉄長期債務見合いの資本準備金につい

て、資本割の課税標準から控除する。 

《政策目的に対する租税特別措置等の達成目標実現による寄与》 

ＪＲ北海道等の資本準備金の特殊性を勘案して、法人事業税の負

担を軽減することにより、ＪＲ北海道等が安定した経営を持続すること

が期待される。 

 

10 有効性

等 

① 適用数 （１）実績 

平成 26 年度 ３事業者 

平成 27 年度 ３事業者  

平成 28 年度 ３事業者  

平成 29 年度 ３事業者  

 

（２）今後の見込 

平成 30 年度 ３事業者  

平成 31 年度 ２事業者  
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平成 32 年度 ２事業者  

平成 33 年度 ２事業者  

平成 34 年度 ２事業者  

平成 35 年度 ２事業者  

 

制度創設時から対象が限定されており、想定外に僅少であったり、特

定の者に偏ってはいない。 

 

② 適用額 （１）実績 

平成 26 年度    276,020 百万円 

平成 27 年度    276,020 百万円 

平成 28 年度    276,020 百万円 

平成 29 年度    276,020 百万円 

算定式：資本割の課税標準－（資本金×２） 

 

（２）今後の見込 

平成 30 年度    276,020 百万円 

平成 31 年度    164,066 百万円 

平成 32 年度    164,066 百万円 

平成 33 年度    164,066 百万円 

平成 34 年度    164,066 百万円 

平成 35 年度    164,066 百万円 

 

制度創設時から対象が限定されており、想定外に僅少であったり、特

定の者に偏ってはいない。 

 

③ 減収額 （１） 実績 

平成 26 年度    552 百万円 

平成 27 年度    828 百万円 

平成 28 年度   1,380 百万円 

平成 29 年度   1,305 百万円 

算定式：特例措置なしの納税額－特例措置ありの納税額 

 

（２）今後の見込 

平成 30 年度   1,070 百万円 

平成 31 年度    820 百万円 

平成 32 年度    820 百万円 

平成 33 年度    820 百万円 

平成 34 年度    820 百万円 

平成 35 年度    820 百万円 

（ＪＲ北海道等からの聴き取りによる） 
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④ 効果 《政策目的の達成状況及び達成目標の実現状況》 

（分析対象期間：平成 26 年度～平成 35 年度） 

ＪＲ北海道等の資本準備金の特殊性については、現在においても変

わるものではなく、本来的には資本準備金の性格を有しない、このよう

な国鉄長期債務見合いの資本準備金について、引き続き、資本割の

課税標準から控除することが必要不可欠である。 

 

《達成目標に対する租税特別措置等の直接的効果》 

（分析対象期間：平成 26 年度～平成 35 年度） 

ＪＲ北海道等の事業規模に見合った額に調整することで、本来の外

形標準課税の目的に沿った適正な事業税負担となる。 

⑤ 税収減を是

認する理由

等 

（分析対象期間：平成 26 年度～平成 35 年度） 

ＪＲ北海道等の資本準備金の特殊性を勘案して、本来的には資本

準備金の性格を有しない国鉄長期債務見合いの資本準備金につい

て、資本割の課税標準から控除されている。 

 

11 相当性 ① 租税特別措

置等による

べき妥当性

等 

ＪＲ北海道等が安定した経営を持続させるためには、本来的には資

本準備金の性格を有しない国鉄長期債務見合い相当額に対して外形

標準課税の負担を課すことは適当ではなく、資本割の課税標準から当

該相当額を控除することは、政策達成の手段として的確である。 

② 他の支援措

置や義務付

け等との役

割分担 

課税標準を適切なものとするための他の政策手段はない。 

③ 地方公共団

体が協力す

る相当性 

ＪＲ北海道等の資本準備金の特殊性を勘案して、本来的には資本

準備金の性格を有しない国鉄長期債務見合いの資本準備金につい

て、資本割の課税標準から控除するものであり、地方公共団体におい

ても本特例措置は妥当なものである。 

12 有識者の見解 - 

 

 

13 前回の事前評価又は事後

評価の実施時期 

平成 25 年８月 

Ｈ25 国交 27 
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租税特別措置等に係る政策の事前評価書 

1 政策評価の対象とした政策

の名称 

中小企業者等が機械等を取得した場合の特別償却又は法人税額の特

別控除（中小企業投資促進税制）の延長 

2 対象税目 

 

① 政策評価の

対象税目 

法人税：義（国税 34）、法人住民税：義、法人事業税：義（地方税 45） 

② 上記以外の

税目 

所得税：外 

3 要望区分等の別 【新設・拡充・延長】   【単独・主管・共管】 

4 内容 《現行制度の概要》 

中小企業者等が一定の設備投資を行った場合に、税額控除

（７％）又は特別償却（30％）の選択適用を認めるもの。 

《要望の内容》 

適用期限を 2 年間延長する。 

《関係条項》 

所得税 
租税特別措置法第 10 条の３ 
租税特別措置法施行令第５条の５ 
租税特別措置法施行規則第５条の８ 

法人税 
租税特別措置法第 42 条の６、第 52 条の２、第 68 条の 11 
租税特別措置法施行令第 27 条の６、第 30 条、第 39 条の 41 

租税特別措置法施行規則第 20 条の３ 

5 担当部局 自動車局貨物課 

総合政策局公共事業企画調整課 

総合政策局物流政策課物流産業室 

土地・建設産業局建設市場整備課 

自動車局旅客課 

自動車局整備課 

海事局内航課 

海事局船舶産業課 

港湾局港湾経済課 

港湾局技術企画課技術監理室 

観光庁観光産業課 

 

6 評価実施時期及び分析対

象期間 

評価実施時期：平成 30 年 8 月  

分析対象期間：平成 27 年度～32 年度 

7 創設年度及び改正経緯 平成10年度 「総合経済対策」（平成10年４月）に伴う措置として

創設 

平成11年度 １年間の延長及び対象設備等の拡充（普通貨物自動

車：車両総重量８㌧以上→3.5㌧以上） 

平成12年度 １年間の延長（平成13年５月迄の適用期間の延長） 

平成13年度 10ヶ月の延長（平成14年３月迄の適用期間の延長） 

平成14年度 ２年間の延長（平成16年３月迄の適用期間の延長）、
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対象設備（機械・装置）の取得価額の引き下げ 

平成16年度 ２年間の延長（平成18年３月迄の適用期間の延長）、

対象設備（器具・備品）の取得価額の引き上げ 

平成18年度 ２年間の延長（平成20年３月迄の適用期間の延長）、

一定のソフトウエアの追加、器具・備品の見直し（デ

ジタル複合機の追加） 

平成20年度 ２年間の延長（平成22年３月迄の適用期間の延長） 

平成22年度 ２年間の延長（平成24年３月迄の適用期間の延長） 

平成24年度 ２年間の延長（平成26年３月迄の適用期間の延長）、

器具・備品及び工具の見直し（試験又は測定機器、測

定工具及び検査工具の追加） 

平成 26 年度 ３年間の延長（平成 29 年３月迄の適用期間の延

長）、上乗せ措置部分の即時償却及び税額控除の拡充 

平成 29 年度 上乗せ措置部分を改組・新設の上、２年間の延長
（平成 31 年３月迄の適用期間の延長） 

 

8 適用又は延長期間 2 年間（平成 31 年度～32 年度） 

9 必要性

等 

① 政策目的及

びその根拠 

《租税特別措置等により実現しようとする政策目的》 

国土交通省関係の中小企業者が生産性向上のための投資をしや
すい環境を整備することを通じて、質の高い物流サービスの提供
や公共事業の確実な施行等を確保し、国民生活の安定と我が国の
経済活動の発展に資することを目的とする。 

 

《政策目的の根拠》 

中小企業基本法では、「その経営基盤の強化に資するため、中小企

業に対する投資の円滑化のための制度の整備、租税負担の適正化そ

の他の必要な施策を講ずるものとする。」、「国は、中小企業の情報通

信技術の活用の推進を図るため、情報通信技術の活用に関する情報

の提供及び情報通信技術の活用に必要な資金の円滑な供給その他の

必要な施策を講ずるものとする」と定めている。 

 

② 政策体系に

おける政策

目的の位置

付け 

 

政策目標： 9 市場環境の整備、産業の生産性向上、消費者利益の保

護 

施策目標：32 建設市場の整備を推進する 

施策目標：35 自動車運送業の市場環境整備を推進する 

 

政策目標： 6 国際競争力、観光交流、広域・地域間連携等の確保・強

化 

施策目標：19 海上物流基盤の強化等総合的な物流体系整備の推

進、みなとの振興、安定的な国際海上輸送の確保を推進する 

 

③ 達成目標及

びその実現

による寄与 

《租税特別措置等により達成しようとする目標》 

国土交通関係中小企業者が生産性向上のための投資をしやすい環

境を整備することを通じて、質の高い物流サービスの提供や公共

事業の確実な施行等を確保し、もって国民生活の安定と我が国の

経済活動の発展を図る。 
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具体的には、下記の指標を満たすことを目標とする。 

【トラック】 

・営業用トラックの新車登録台数 

対平成 10 年度比 100％以上又は全車種の対平成 10 年度比を上回

ること 

 

【内航船】 

・内航船舶の代替建造の促進 

年間代替建造隻数を 90 隻以上 

 

《政策目的に対する租税特別措置等の達成目標実現による寄与》 

我が国の物流を担うトラック運送事業者及び内航海運事業者の事業

の遂行に不可欠な設備に関し、その設備更新を後押しすることにより、

生産性向上が図られ、国民生活の安定と我が国の経済の発展を図る

ことができる。  

上記達成目標を設定することで、設備投資が活発に行われているか

どうかを把握することが可能となり、それぞれの指標を満たすことで設

備投資を通じた生産性の向上、経済の活性化に寄与するものである。 

 

10 有効性

等 

① 適用数 （単位：件） 

（出典）租税特別措置の適用実態調査の結果に関する報告書（平

成 28 年度）より推計。なお、中小企業投資促進税制の適用数（通

常措置と上乗せ措置の合算）から算出しているため、本措置に該

当する部分については、その内数となる。 

 平成 27 28 29 30 31 32 

適用件数 63,342 73,705 73,042 72,384 71,733 71,087 

② 適用額 （単位：億円） 

（出典）租税特別措置の適用実態調査の結果に関する報告書（平

成 28 年度）より推計。なお、中小企業投資促進税制の適用額（通

常措置と上乗せ措置の合算）から算出しているため、本措置に該

当する部分については、その内数となる。 

 平成 27 28 29 30 31 32 

適用額 3,901 6,246 6,190 6,134 6,079 6,024 

③ 減収額 （単位：億円） 

（出典）租税特別措置の適用実態調査の結果に関する報告書（平

成 28 年度）より推計。なお、中小企業投資促進税制の減収額（通

常措置と上乗せ措置の合算）から算出しているため、本措置に該

当する部分については、その内数となる。 

 平成 27 28 29 30 31 32 

法人税 825 1,182 1,171 1,160 1,150 1,140 

法人住民税 106 152 151 150 148 147 

法人事業税 55 87 86 86 85 84 

④ 効果 《政策目的の達成状況及び達成目標の実現状況》 

【トラック】 

・全車種の新車登録台数は平成 10 年度と比較して大きく減少し、近年

は横ばいで推移している一方で、車両総重量３．５ｔ超の営業用トラック

の新車登録台数は対平成１０年度比２１．７％となっている。 
・いずれの年度も、営業用トラックは、全車種の対平成 10 年度比を 
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上回っている。 
 

 

《達成目標に対する租税特別措置等の直接的効果》 

本特例措置の効果により、平成 29 年度に営業用トラックは 64,300 台

導入された。 

仮に本租税特別措置が認められなかった場合、トラック運送事業者の

太宗を占める中小事業者による効率的で生産性の高い新車トラックの

導入の動きが著しく低減し、トラック運送分野の生産性が改善されず、

政策目的を達成できない。 

 

【内航海運】 

内航船舶の代替建造隻数 

→代替建造隻数：年平均 87 隻（直近３カ年）となっている。 

 

《達成目標に対する租税特別措置等の直接的効果》 

本特例措置の効果により、直近３カ年平均で87隻代替建造され
た。 

仮に本租税特別措置が認められなかった場合、経営基盤の脆弱
な中小企業が大宗を占める内航海運事業者が、老朽化した船舶を
更新するなどの新たな投資を行う意欲を有していても、十分な資
金を確保できないために、これに踏み切れず、政策目的を達成で
きない。 

 

  

10 年度 

 

25 年度  26 年度 

 

27 年度 28 年度 29 年度 

営業用 

トラック 

単位：台 

 

52,850 

(100.0) 

 

51,137 

(96.8) 

54,359 

(102.9) 

 

59,260 

(112.1) 

66,062 

(125.0) 

64,300 

(121.7) 

全車種 

単位：千

台 

 

4,234 

(100.0) 

 

3,451 

(81.5) 

3,143 

(74.2) 

 

3,145 

(74.3) 

3,378 

（79.8） 

3,359 

（79.3） 

⑤ 税収減を是

認する理由

等 

 
【トラック】 

税制措置による設備投資の押し上げ（下支え）効果の具体的な
数値としては、税制措置があることによって約６割の企業の投資
判断を後押しし、また、税制措置による税の減免（キャッシュフ
ローの増加）分の使途としては、約７割が新たな設備や人材育成
等への再投資に回るとのアンケート結果がある。（トラック事業
者の意識調査（トラック協会によるアンケート）） 

 

【内航海運】 

内航海運業は、経営基盤の脆弱な中小企業が大宗を占め、老朽

化した船舶を更新するなどの新たな投資を行う意欲を有していて

も、十分な資金を確保できないために、これに踏み切れない者が

多い。このような状況の下、意欲ある中小企業の設備投資を後押

しすることにより、生産性の向上及び経営の近代化・合理化が図

られている。 

162



 

 

11 相当性 ① 租税特別措

置等による

べき妥当性

等 

 

中小企業による機動的な設備投資を促進するためには、予算制度

の制約から対象者が限定的となり、年度内に執行が求められる補助金

等と異なり、一般的な適用条件を設け対象者を特定しない税制措置に

よる支援は機動性の点で優れており、政策目的を達成する上で妥当と

考える。 

 

② 他の支援措

置や義務付

け等との役

割分担 

 
設備投資関連の税制として、商業・サービス業・農林水産業活

性化税制、中小企業経営強化税制がある。 
商業・サービス業・農林水産業活性化税制は、消費税の引き上

げも踏まえ、中小商業・サービス業の経営の安定化・活性化の取
組を支援することを目的としており、認定経営革新等支援機関等
による経営改善指導に基づき設備を取得した場合に利用できる税
制措置となっている。 

また、中小企業経営強化税制については、中小企業経営強化法
における「経営力向上計画」の認定を受け、生産性の高い設備を
導入した場合に利用できる税制措置となっている。 

 

③ 地方公共団

体が協力す

る相当性 

本税制により中小企業の設備投資を促進することにより、中小企業の

生産性の向上等を通じて、地域における雇用の維持・創出や取引先の

拡大など、地域の経済の活性化に資する。 

12 有識者の見解  

― 

 

13 前回の事前評価又は事後

評価の実施時期 

平成 28 年８月（国交 25） 
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租税特別措置等に係る政策の事前評価書 

1 政策評価の対象とした政策

の名称 

中小企業者等が特定経営力向上設備等を取得した場合の特別

償却又は法人税額等の特別控除（中小企業経営強化税制）の

拡充及び延長 

2 対象税目 

 

① 政策評価の

対象税目 

法人税：義(国税 33)、所得税：外、法人住民税：義、法人事業税：義

(地方税 42) 

② 上記以外の

税目 

－ 

3 要望区分等の別 【新設・拡充・延長】   【単独・主管・共管】 

4 内容 《現行制度の概要》 

中小企業等経営強化法の認定を受けた経営力向上計画に基づ

き、一定の設備を取得や製作等した場合に、即時償却又は取得価

額の 10％の税額控除（資本金 3000 万円超１億円以下の法人は

７％）が選択適用できる。 

《要望の内容》 

生産性向上に向けた設備投資を後押しするため、働き方改革の実現

に向けた取組みを支援する観点等も踏まえつつ、適用期限を 2 年間

延長し、必要な拡充を行う。 

《関係条項》 

所得税 

租税特別措置法第 10 条の５の３ 

租税特別措置法施行令第５条の６の３ 

租税特別措置法施行規則第５条の 11 

法人税 

租税特別措置法第 42 条の 12 の４、第 52 条の２、第 68 条の 15

の５ 

租税特別措置法施行令第 27 条の 12 の４、第 30 条、第 39 条の

46 

租税特別措置法施行規則第 20 条の９、第 22 条の 31 

5 担当部局 自動車局整備課 

6 評価実施時期及び分析対

象期間 

評価実施時期：平成 30 年 8 月 分析対象期間：平成 27 年度～平

成 32 年度 

7 創設年度及び改正経緯 平成 26 年度  中小企業投資促進税制の上乗せ措置を創設

（平成 29 年３月迄の適用期間の延長） 

平成 29 年度  中小企業投資促進税制の上乗せ措置部分を改

組し、中小企業経営強化税制として新設（適

用期間平成 31 年３月まで） 

8 適用又は延長期間 平成 31 年 4 月 1 日～平成 33 年 3 月 31 日(2 年間) 

9 必要性

等 

① 政策目的及

びその根拠 

《租税特別措置等により実現しようとする政策目的》 

中小企業の成長及び発展が日本経済の活性化に果たす役割の

重要性に鑑み、中小企業等の経営力の向上を図るため、中小企業
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の設備投資を促進し、生産性の高い設備やＩＴ化等への投資の加

速化、経営力の向上を図る。 

《政策目的の根拠》 

中小企業基本法第 26 条（自己資本の充実）では、「国は、中小企

業の自己資本の充実を図り、その経営基盤の強化に資するため、

中小企業に対する投資の円滑化のための制度の整備、租税負担

の適正化その他の必要な施策を講ずるものとする。」とされている。 

② 政策体系に

おける政策

目的の位置

付け 

中小企業・地域経済 

経営革新・創業促進 

③ 達成目標及

びその実現

による寄与 

《租税特別措置等により達成しようとする目標》 

中小企業の設備投資をリーマンショック前の１４兆円の水

準まで回復させる。 

《政策目的に対する租税特別措置等の達成目標実現による寄与》 

 本特例措置により、事業者は償却費用の前倒しや税負担の軽減

といったメリットを享受できるため、より積極的な事業展開を行うた

めの設備投資へのインセンティブとなる。 

 また、本特例措置を利用して設備を導入した企業のうち、「設備導

入の決定に際し、本特例措置が影響した」と答えた企業は約６割と

なっており（平成 28 年度中小企業庁アンケートより）、中小企業の

設備投資を着実に後押ししている。 

10 有効性

等 

① 適用数 （単位：件） 

（出典）租税特別措置の適用実態調査の結果に関する報告書

（平成 28 年度）より推計。なお、中小企業投資促進税制の適

用数（通常措置と上乗せ措置の合算）から算出しているた

め、本措置に該当する部分については、その内数となる。 

 平成 27 28 29 30 31 32 

適用件数 63,342 73,705 73,042 72,384 71,733 71,087 

② 適用額 （単位：億円） 

（出典）租税特別措置の適用実態調査の結果に関する報告書

（平成 28 年度）より推計。なお、中小企業投資促進税制の適

用額（通常措置と上乗せ措置の合算）から算出しているた

め、本措置に該当する部分については、その内数となる。 

 平成 27 28 29 30 31 32 

適用額 3,901 6,246 6,190 6,134 6,079 6,024 

③ 減収額  （単位：億円） 

（出典）租税特別措置の適用実態調査の結果に関する報告書

 平成 27 28 29 30 31 32 

法人税 825 1,182 1,171 1,160 1,150 1,140 

法人住民税 106 152 151 150 148 147 

法人事業税 55 87 86 86 85 84 
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（平成 28 年度）より推計。なお、中小企業投資促進税制の減

収額（通常措置と上乗せ措置の合算）から算出しているた

め、本措置に該当する部分については、その内数となる。 

④ 効果 《政策目的の達成状況及び達成目標の実現状況》 

中小企業の業況は持ち直しつつあるが、先行きは不透明な状

況にあり、マクロベースでの設備投資は横ばい傾向で、未だ

積極的な設備投資までには至っていない状況。 

（出典）財務省「法人企業統計」 

 

《達成目標に対する租税特別措置等の直接的効果》 

 本特例措置により、事業者は償却費用の前倒しや税負担の軽減とい

ったメリットを享受できるため、より積極的な事業展開を行うための設

備投資へのインセンティブとなる。 

 また、本特例措置を利用して設備を導入した企業のうち、「設備導

入の決定に際し、本特例措置が影響した」と答えた企業は約６割と

なっており（平成 28 年度中小企業庁アンケートより）、中小企業の

設備投資を着実に後押ししている。 

⑤ 税収減を是

認する理由

等 

本特例措置により、事業者は償却費用の前倒しや税負担の軽減とい

ったメリットを享受できるため、より積極的な事業展開を行うための設

備投資へのインセンティブとなる。 

 また、本特例措置を利用して設備を導入した企業のうち、「設備導

入の決定に際し、本特例措置が影響した」と答えた企業は約６割と

なっており（平成 28 年度中小企業庁アンケートより）、中小企業の

設備投資を着実に後押ししている。 

11 相当性 ① 租税特別措

置等による

べき妥当性

等 

現行制度は、税額控除と即時償却の選択適用を可能としている

が、これにより、事業者は設備投資した初年度の税負担が軽減さ

れることによる資金繰りの改善、償却費用の前倒しによる投下資金

の早期回収を図ることが可能となる。また、特例を利用するために

は、中小企業等経営強化法の経営力向上計画の認定を受ける必

要があり、当該計画の認定を受けるためには、国の指針に基づき

経営力の向上を図るための設備投資を含む取組を行うことが必

要。 

本特例措置により、事業者は償却費用の前倒しや税負担の軽減

といったメリットを享受できるため、より積極的な事業展開を行うた
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めの設備投資へのインセンティブとなる。 

加えて、中小企業の投資を幅広く支援するため、ほぼ全ての業

種を対象として、生産性の高い設備（機械装置、器具備品、測定工

具・検査工具、建物附属設備、ソフトウエア）を取得する場合（リー

スも含む）に適用を可能とされている一方、取得価額要件（一定金

額以上の設備投資を対象）を設定することにより、経営力の向上に

著しく効果のある設備投資に限定して支援を行うべく、制度設計が

なされているものである。 

また、本特例措置を利用して設備を導入した企業のうち、「設備

導入の決定に際し、本特例措置が影響した」と答えた企業は約６割

となっており（平成 28 年度中小企業庁アンケートより）、景気の先行

きの不透明さ等から設備投資を躊躇する傾向にある中小企業の設

備投資を着実に後押ししている。 

② 他の支援措

置や義務付

け等との役

割分担 

中小企業者等が行う設備投資関連の他の税制として、中小

企業投資促進税制と商業・サービス業・農林水産業活性化税

制がある。 

中小企業投資促進税制は、中小企業の幅広い設備投資を支

援するため、計画認定を必要とせず、一定の規模以上の設備

投資を対象としている。 

商業・サービス業・農林水産業活性化税制は、消費税の引

き上げも踏まえ、中小商業・サービス業等の経営の安定化・

活性化の取組を支援することを目的としており、認定経営革

新等支援機関等による経営改善指導に基づき設備を取得した

場合に利用できる税制措置となっている。 

なお、いずれの措置においても、取得価額の 30％の特別償

却又は 7％の税額控除を選択適用できることとされている。 

③ 地方公共団

体が協力す

る相当性 

本特例措置により中小企業の設備投資を促進することにより、中

小企業の生産性の向上等を通じて、地域の経済の活性化に資す

る。 

12 有識者の見解  

－ 

 

13 前回の事前評価又は事後

評価の実施時期 

平成 28 年８月（H28 経産 12） 
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租税特別措置等に係る政策の事前評価書 

1 政策評価の対象とした政策

の名称 

船舶に係る特別償却制度の延長等 

2 対象税目 

 

① 政策評価の

対象税目 

法人税（国税 10） 

② 上記以外の

税目 

所得税 

3 要望区分等の別 【新設・拡充・延長】   【単独・主管・共管】 

4 内容 《現行制度の概要》 

海上運送業を営む法人が、環境負荷の低減に資する船舶等の取得をした

場合には、船舶の区分に応じて特別償却ができる。 

（外航） 

外航日本船舶・・・・・・・・・・・・・特別償却率 18/100 

外航日本船舶以外の船舶・・・特別償却率 16/100 

（内航） 

高度環境低負荷船・・・・・・・・・特別償却率  18/100 

環境低負荷船・・・・・・・・・・・・・特別償却率  16/100 

《要望の内容》 

現行の措置を２年間延長し、平成 33 年３月 31 日（所得税は平成 33 年 12

月 31 日）までとするとともに、外航船舶について、先進船舶の導入促進に向

けた所要の措置を講じる。 

《関係条項》 

租税特別措置法第 11 条、第 43 条、第 66 条の６、第 68 条の 16 

同法施行令第５条の８、第 28 条、第 39 条の 14～20、第 39 条の 49 

海上運送法第２条、第 39 条の 10～11 

同法施行規則第 42 条の 8～12 

船員法第 117 条の 3 

船舶職員及び小型船舶操縦者法第 2 条、第 18 条、第 20 条、第 23 条の

31～32 

臨時船舶建造調整法第 2～4 条 

船舶法第１条、第 20 条 

船舶のトン数の測度に関する法律第４条 

海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律第 19 条の３、第 19 条の 25

～26 

同法施行令第 11 条の７ 

二酸化炭素放出抑制船舶の二酸化炭素抑制指標に関する基準を定める省

令第１条 

5 担当部局 海事局外航課、内航課、船舶産業課 

6 評価実施時期及び分析対

象期間 

評価実施時期：平成 30 年８月 

分析対象期間：平成 27 年度～平成 32 年度 

7 創設年度及び改正経緯 昭和 26 年度創設 

（外航） 

平成 17 年度 縮減・延長（船舶を環境負荷低減型に限定、二重構造タンカ
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ーの上乗せ(19/100、18/100)廃止、船員訓練設備（６/100）を

除外） 

平成 19 年度 延長（外航船舶について環境負荷低減設備等の要件を追

加） 

平成 21 年度 縮減・延長（トン数標準税制の適用を受ける法人が取得等を

する日本船舶以外の外航船舶に係る償却割合を 16/100（現

行 18/100）に引き下げ） 

平成 23 年度 縮減・延長（経営の合理化に著しく資する外航船舶のうち日

本船舶以外のものに係る償却割合を 16/100（現行 18/100）

に引き下げ） 

平成 25 年度 縮減・延長（トン数標準税制の適用を受ける法人及びその子

会社が取得等をする船舶を対象から除外、外航船舶について

環境負荷低減設備等の要件を追加） 

平成 27 年度 縮減・延長（対象から総トン数１万トン未満の外航船舶を除

外、環境負荷低減要件の引き上げ、追加） 

平成 29 年度 縮減・延長（環境負荷低減要件の引き上げ） 

 

（内航） 

平成 17 年度 縮減・延長（船舶を環境負荷低減型に限定、二重構造タンカ

ーの上乗せ（19/100、18/100）廃止、船員訓練設備（６/100）

を除外） 

平成 19 年度 延長 

平成 21 年度 拡充・延長（スーパーエコシップ等の高度環境低負荷船につ

いては 18％） 

平成 23 年度 縮減・延長（推進効率改良型プロペラ設置必須化等の設備

要件見直し） 

平成 25 年度 縮減・延長（サイドスラスター設置必須化等の設備要件の見

直し） 

平成 27 年度 縮減・延長（LED 証明器具設置必須化等の設備要件の見直

し） 

平成 29 年度 延長 

・拡充（内航環境低負荷船のうち、「航海支援システム」を搭

載したものについては 18％に引き上げ） 

・縮減（バルバスバウまたはバルブレス船型を必須要件化） 

8 適用又は延長期間 ２年間（平成 31 年度～32 年度） 

9 必要性

等 

① 政策目的及

びその根拠 

《租税特別措置等により実現しようとする政策目的》 

国際社会からのＣｏ２排出削減等の環境負荷の低減への要請に応え、エネ

ルギー効率が高く環境にやさしい船舶の建造投資を促進することで、国際海

上輸送や内航海運における環境負荷低減を図ることを目的とする。また、

IoT をはじめとした新技術の導入を促すことで、船主、傭船者たるオペレータ

ーの競争力をさらに図ることを目的とする。 

《政策目的の根拠》 

（外航） 

・第 169 回国会「海上運送法及び船員法の一部を改正する法律（法律第

53 号）審議」における附帯決議 

「船舶の特別償却制度、固定資産税、登録免許税等トン数標準税制以外

の税制（中略）の充実等により、国際的な競争条件の均衡化のため更な

る制度改善に努めること。」 
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（内航） 

・「交通政策基本計画」（平成 27 年 2 月 13 日閣議決定）該当箇所抜粋 

「基本方針 C．持続可能で安心・安全な交通に向けた基盤づくり」 

「目標④さらなる低炭素化、省エネ化等の環境対策を進める」 

・「地球温暖化対策計画」（平成 28 年 5 月 13 日閣議決定） 該当箇所抜粋 

 第２節 地球温暖化対策・施策 

  １．温室効果ガスの排出削減、吸収等に関する対策・施策 

   （１）温室効果ガスの排出削減対策・施策 

    ① エネルギー起源二酸化炭素 

     Ｄ．運輸部門の取組 

      (g) 鉄道、船舶、航空機の対策 

○船舶分野の省エネ化 

船舶部門においては、革新的な省エネルギー技術の実証を行

うなど、省エネルギーに資する船舶等の普及促進を図ってきた

ところであり、今後も引き続きこうした船舶の普及促進を図る。 

② 政策体系に

おける政策

目的の位置

付け 

（外航） 

政策目標 6：国際競争力、観光交流、広域・地域間連携等の確保・強化 

施策目標 19：海上物流基盤の強化等総合的な物流体系整備の推進、みな

との振興、安定的な国際海上輸送の確保を推進する 

業績指標 70：世界の海上輸送量に占める日本の外航海運事業者による輸

送量の割合 

 

（内航） 

政策目標 3：地球環境保全 

施策目標 9：地球温暖化防止等の環境保全 

業績指標 33：環境負荷低減に資する内航船舶の普及促進による CO2 排出

削減量（平成 25 年度比） 

③ 達成目標及

びその実現

による寄与 

《租税特別措置等により達成しようとする目標》 

（外航） 

・CO2 削減：平成 32 年度までに日本商船隊からのＣＯ２排出量を平成 16

年度比で 21％削減する（排出原単位ベース。設備以外の運航効率化も含

む。）。 

・NOx 削減：新造船について平成 23 年からの国際海事機関（IMO）二次規

制削減率（一次規制値比 20%削減）を上回る 22%削減する。 

・我が国の外航海運の発展を図るため、国際競争力の強化を図り安定的な

国際海上輸送を確保することとし、平成 22 年度時点における過去 5 年間

の日本商船隊の輸送比率の平均である約 10％を元に、引き続きその輸送

比率を維持する。 

・先進船舶を 2025 年までに 250 隻程度の導入を目指す。 

【要望期間中の達成目標（測定指標）】 

・国際海運の CO２、ＮＯｘの削減に向けた主導的貢献 

ＣＯ２：平成 32 年度までに日本商船隊からの CO2 排出量を平成 16 年度

比で 21%削減する。 

ＮＯｘ：新造船について 22%の削減を行う（平成 22 年度比） 

・我が国の外航海運の発展を図るため、平成 22 年度時点における過去 5

年間の日本商船隊の輸送比率の平均である約 10％を元に、引き続きその

輸送比率を維持する。 

（内航） 

・CO2、ＮＯｘの削減に向けた環境低負荷船等の普及促進 
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ＣＯ２：平成 42 年度までに省エネに資する船舶１１９０隻の普及を図る（157

万トンＣＯ２の削減）。 

ＮＯｘ：新造船について平成 23 年からの国際海事機関（ＩＭＯ）二次規制削

減率（一次規制値比 20%削減）を上回る 22％の削減を行う。 

【要望期間中の達成目標（測定指標）】 

・ＣＯ２：年間 70 隻程度（約 9 万トン CO2 の削減に相当）の省エネに資する

船舶を普及する 

・ＮＯｘ：新造船について 22%の削減を行う（平成 22 年度比） 

《政策目的に対する租税特別措置等の達成目標実現による寄与》 

（外航） 

国際海上貿易量の長期的かつ安定的な増大が見込まれる中、国際社会か

らも日本商船隊の CO2 排出削減が求められているところ、達成目標を実現

することで、エネルギー効率が高く環境に優しい先進的な船舶の建造を促進

し、要請に応えた日本商船隊の整備に寄与する。また、先進船舶の導入促

進により IoT をはじめとした新技術の導入を促すことで、船主、傭船者たるオ

ペレーターの競争力の向上に寄与する。 

 

（内航） 

我が国の国民生活や経済活動を支える基幹的輸送インフラであり、また、旅

客面では地域社会におけるライフラインとなっている内航海運について、環

境負荷低減の政策目的の達成に向け、環境負荷低減に資する船舶への投

資促進に寄与する。 

10 有効性

等 

① 適用数 ・ 租税特別措置の適用状況の透明化等に関する法律に基づく実態調査で

は、外航船舶、内航船舶の合計が記載されており、外航、内航それぞれに

おいて政策目的・要件等が異なり、分別して把握する必要があることか

ら、海事局において調査を実施し、適用状況の把握を行っている。 

 

（外航）  

【適用隻数】【法人税】  

年度 

区分 

H27 H28 H29 H30 H31 H32 

外航日本船舶 

〈適用者数〉 

3 

〈3〉 

1 

〈1〉 

1 

〈1〉 

2 

〈2〉 

2 

〈2〉 

2 

〈2〉 

外航日本船舶 

以外の船舶 

〈適用者数〉 

28 

〈11〉 

37 

〈16〉 

29 

〈15〉 

31 

〈14〉 

31 

〈14〉 

 

31 

〈14〉 

 

※ 海事局外航課による「外航海運における税制利用状況調査」により適用

状況を把握 

※ H30 年度以降については過去の実績（直近 3 年間の平均）をもとに推計 

・前回の本租税特別措置に関する政策評価における想定数は、H28 年度

41 隻、H29 年度 36 隻であり、H28 年度の実績値は 38 隻、H29 年度は 30

隻であることから、適用数が想定外に僅少となっているとは言えない。 

・ H27-29 年度適用者数は合計で 47 社であることから、特定の者への偏り

はない。 
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（内航） 

【適用隻数】【法人税】 

 H27 H28 H29  H30  H31 H32 

内航環境 

低負荷船舶 

〈適用者〉 

11 

〈10〉 

8 

〈7〉 

9 

〈7〉 

5 

〈5〉 

5 

〈5〉 

5 

〈5〉 

高度内航環境 

低負荷船舶 

〈適用者〉 

3 

〈3〉 

5 

〈3〉 

6 

〈5〉 

9 

〈9〉 

9 

〈9〉 

9 

〈9〉 

※ H29 年度までは海事局内航課による「内航貨物船に係る税制利用状況

調査」により適用状況を把握 

※ H30 年度以降については、過去 3 年間の新造船隻数、税制特例措置利

用状況等を基に推計。 

・H29 年度適用数について、前回の本税制特例措置に関する政策評価で

は、「内航環境低負荷船舶」及び「高度内航環境低負荷船舶」の合計を 17

隻と想定している一方、実際の環境低負荷に資する船舶は 15 隻となって

おり、適用数が想定外に僅少とはなっていない。 

・また、H27-H29 年度における本租税特別措置の適用者数は合計 35 社で

あり、適用実績に比して特定の者への偏りもない。 

② 適用額 ・ 租税特別措置の適用状況の透明化等に関する法律に基づく実態調査で

は、外航船舶、内航船舶の合計が記載されており、外航、内航それぞれに

おいて政策目的・要件等が異なり、分別して把握する必要があることか

ら、海事局において調査を実施し、適用状況の把握を行っている。 

 

（外航） 

【適用額】                        （単位：百万円） 

年度 

区分 

H27 H28 H29 H30 H31 H32 

外航日本船舶 2,189 2,949 706 2,337 

 

2,33７ 

 

2,33７ 

 

外航日本船舶 

以外の船舶 

23,019 33,443 25,490 27,260 

 

27,260 

 

27,260 

 

※ 海事局外航課による「外航海運における税制利用状況調査」により適用

状況を把握 

※ H30 年度以降については過去の実績（直近 3 年間の平均）をもとに推計 

（内航） 

【適用額】                      （単位：百万円） 

 H27 H28 H29 H30 H31 H32 

内航環境 

低負荷船舶 
4,581 1,835 4,200 2,579 2,579 2,579 

高度内航環境 

低負荷船舶 
1,555 2,685 6,706 5,223 5,223 5,223 

※ H29 年度までは海事局内航課による「内航海運業に係る税制利用状況

調査」により適用状況を把握 

※ H30 年度以降については、過去 3 年間の新造船隻数、税制特例措置利

用状況等を基に推計。 
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② 減収額 ・租税特別措置の適用状況の透明化等に関する法律に基づく実態調査で

は、外航船舶、内航船舶の合計が記載されており、外航、内航それぞれに

おいて政策目的・要件等が異なり、分別して把握する必要があることから、

海事局において調査を実施し、適用状況の把握を行っている。 

 

（外航） 

【減収見込み】                       （単位：百万円） 

年度 

区分 

H27 

 

H28 

 

H29 

 

H30 

 

H31 

 

H32 

 

外航日本船舶 512 690 165 542 

 

542 

 

542 

 

外航日本船舶 

以外の船舶 

5,386 7,826 5,965 6,324 

 

6,324 

 

6,324 

 

※ 海事局外航課による「外航海運における税制利用状況調査」により適用

状況を把握 

※ H30 年度以降については、平均船価（直近 3 年間の平均）×平均適用

数（直近 3 年間の平均）×特償率×法人税率により算出 

※ 適用額（調査により把握） × 法人税率により算出 

 

（内航） 

【減収見込み】                       （単位：百万円） 

 H27 H28 H29 H30 H31 H32 

内航環境 

低負荷船

舶 

1,094 439 983 598 598 598 

高度内航

環境低負

荷船舶 

372 642 1,569 1,212 1,212 1,212 

※ 平成 29 年度までは海事局内航課による「内航海運業に係る税制利用

状況調査」により適用状況を把握 

※ H30 年度以降については過去３年間の新造船隻数、税制特例措置利用

状況等を基に推計 

※ 平成 30 年度以降見込額の算出根拠式： 

平均船価×適用見込隻数×特償率×法人税率（23.2%）により算出 

④ 効果 《政策目的の達成状況及び達成目標の実現状況》 

（外航） 

○達成目標の実現状況 

年度 

区分 

H27 

 

H28 H29 

 

H30 H31 H32 

 

CO2 削減(%) 11 15 17 19 20 21 

NOx 削減(%) 25 23 26 22 22 22 

輸送比率(%) 9.8 9.1 8.6 10.0 10.0 10.0 

※環境に関する削減率については、事業者へのアンケート調査に基づくもの 

※輸送比率については、各年度において以下により算出 

輸送比率 = 世界の海上荷動き量（注 1） ／ 我が国商船隊の輸送量

（注 2） 

(注 1) 出典： Clarksons 「SHIPPING REVIEW DATABASE」 

173



 

(注 2) 事業者からの法令に基づき報告により把握 

※H30 年度から H32 年度の数値については目標値（但し、H30 年度、H31

年度に係る CO2 の数値については予測値） 

 

○所期の目標の実現状況 

【平成 29 年度】 

・CO2 削減：日本商船隊からの CO２排出量を 17%削減（平成 16 年度比）。 

・NOx 削減：新造船について目標値である 22%以上の削減を達成（平成 22

年度比）。 

・輸送比率：我が国商船隊の輸送比率の目標値が約 10%であるところ、平成

29 年度においては 8.6%であった。 

 

《達成目標に対する租税特別措置等の直接的効果》 

本租税特別措置を利用することにより、CO2、NOx 削減など厳しい環境要件

に適合した船舶が国際海運へ確実に供給され、日本商船隊の船隊規模の

維持・拡大が図られる。 

仮に本租税特別措置が認められなかった場合、 

①  船舶所有者が、船隊整備の際に必要なキャッシュフローを確保できず、

保有する船舶の船体整備を円滑に行うことができなり、安定的に日本商

船隊への船舶の供給ができなくなる恐れがある。 

② 環境負荷低減船の普及を妨げることになる。 

 

（内航） 

○達成目標の実現状況 

年度 

区分 

H27 H2８ H29 H30 

省エネに資する船

舶(隻) 

67 53 45 70 

NOx 削減(%) 22 22 22 22 

※事業者へのアンケート調査等に基づき算出 

※H30 年度については目標値 

 

○所期の目標の実現状況 

【平成 29 年度】 

・CO2 削減：本特例をはじめとする税制による支援措置のほか、予算による

支援措置等による船舶分野の省エネ化に向けた総合的な普及促進を図

り、年間 70 隻程度（約 9 万トン CO2 の削減に相当）の省エネに資する船

舶を普及することが目標値であるところ、H27～H29 の平均で年間 55 隻で

あった。 

・ＮＯｘ削減：新造船について平成 23 年からの国際海事機関（ＩＭＯ）二次規

制削減率（一次規制値比 20%削減）を上回る 22％削減（平成 22 年度比）

が目標値であるところ、平成 27 年度時点においては 22%削減の目標を達

成している。 

 

内航海運分野については、国際的に地球温暖化対策を定めた「パリ協定」を

踏まえた「地球温暖化対策計画」（平成２８年５月１３日閣議決定）において、

船舶分野の省エネ化が求められていることから、より環境性能の高い先進

的な船舶の建造や船隊の拡充のための投資を促進するため、平成 29 年度

より新たな達成目標を設定している。 
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○租税特別措置等による直接的な効果 

本租税特別措置を利用することにより、内航環境低負荷船及び高度内航

環境低負荷船が平成 29 年度で 15 隻導入され、約 8.5 万トンの CO2 削

減がなされた。 

本租税特別措置を活用した内航船の 8 割以上が、本租税特別措置が船

舶の建造に影響を与えているとしており、仮に本租税特別措置が認めら

れなかった場合、高い環境性能を有する内航環境低負荷船等への転換

の妨げになって、政策目的が達成できないこととなることから、本租税特

別措置は直接的な効果を有するものである。 

⑤ 税収減を是

認する理由

等 

（外航） 

課税の繰り延べによってキャッシュフローが確保されることにより、船舶所有

者の船舶に対する再投資の促進が図られる効果や事業者の資金繰りの安

定にも効果が高い。 

日本商船隊の輸送比率の目標値である約 10％を確保するため、本租税特

別措置により、日本商船隊に対するオーナーの船舶供給を促し、日本商船

隊の船隊規模の維持・拡大を図る必要がある。また、NOx 削減率について

も、新造船について目標値である約 22%削減の実現に寄与していることから

も、税収額を是認する効果が認められる。 

 

（内航） 

環境負荷低減に係る国際的要請に応えるため、政府の目標として省エネに

資する船舶の普及が求められている。 

本租税特別措置は、船舶を取得した際に投下した資金を早期に回収するこ

とが可能となるため、内航海運事業者の新造船の建造意欲を増進させるこ

とができる。この際、対象となる新造船について環境負荷低減に係る要件を

付加することで、高い環境性能を有する内航環境低負荷船等への転換を促

す効果が得られるため、一段の環境負荷低減を実現する政策目的の達成

手段として有効である。 

加えて、本租税特別措置は課税の繰延であり、減税額相当分を補助金とし

て交付するよりも最終的な国庫負担は少なくなる。また、課税の繰延によっ

てキャッシュフローが確保されることにより、事業者の船舶に対する再投資

の促進が図られる効果がある。 

上記の理由から、本税制特例措置には税収額を是認する効果が認められ

る。 

11 相当性 ① 租税特別措

置等による

べき妥当性

等 

（外航） 

本租税特別措置により生じるキャッシュフローを原資として、エネルギー効率

が高く環境に優しい先進的な船舶の建造や船隊の拡大のための投資を促

進するという制度であり、政策目的を実現するために有効な手段であるとと

もに、課税の繰延であり、減税額相当分を補助金として交付するよりも国庫

負担も小さく、必要最小限の措置として妥当性を有する。 

なお、国の補助金による支援措置は、ＷＴＯサービス貿易一般協定（内国民

待遇※）に抵触するおそれがあることからも、本租税特別措置による支援が

妥当である。 

※他の加盟国のサービス提供者に対して、自国の同種のサービス提供者に

与える待遇よりも不利でない待遇を与えなければならない 
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（内航） 

本税制特例措置は課税の繰り延べであり、減税額相当額を補助金として交

付するよりも国庫負担は小さく、必要最小限の措置として妥当性を有する。 

また、予算上の措置による支援のみでは財政上の制約から対象事業者や

対象設備が限定され、内航海運全体の環境低負荷船舶への投資促進効果

が小さくなること、単年度の支援制度となり、年度途中の様々な事情による

船舶建造に機動的に対応できないことなどから政策目的に対する手段とし

て十分とは言えない。 

このため、本税制特例措置と船舶用省エネ設備の導入促進に係る補助など

の予算措置と合わせて実施することが省エネに資する船舶の普及促進とい

う政策目的達成のため妥当である。 

② 他の支援措

置や義務付

け等との役

割分担 

（外航） 

船舶所有者に対する支援措置として以下のとおり役割分担が明確化されて

おり、これらの制度の効果が相俟って、外航日本船舶を中核とした日本商船

隊の国際競争力の強化を図っている。 

これらの制度の充実の必要性については、第 169 回国会 海上運送法及び

船員法の一部を改正する法律（法律第 53 号）審議における附帯決議では、

「船舶の特別償却制度、固定資産税、登録免許税等トン税以外の税制（中

略）の充実等により、国際的な競争条件の均衡化のため更なる制度改善に

努めること。」とされており、本措置はこれを実現するものとして相当性を有

するものである。 

・船舶特別償却制度・買換特例制度：船舶所有者の再投資の促進 

・国際船舶の固定資産税軽減措置：船舶所有者の船舶保有コストの低減 

・国際船舶の登録免許税の税率軽減措置：船舶所有者の船舶取得時の負

担低減 

 

（内航） 

内航船舶取得に対する支援措置として以下のとおり役割分担が明確化され

ており、これらの制度の効果が相俟って、内航海運の安定輸送の確保や環

境負荷低減を図っている。 

まず、税制特例措置については、買換特例が輸送の安定性・効率性の低下

リスクが高い老朽船を、環境低負荷・安全性・経済性に優れた良質な船舶へ

安定的かつ計画的な代替建造の促進、中小企業投資促進税制が中小零細

事業者の船舶取得を支援するもの、そして本租税特別措置である船舶の特

別償却制度がエネルギー効率が高い先進的な船舶の建造や船隊の拡充の

ための投資を促進することで、安定的な輸送サービスの確保を図りつつ、環

境低負荷を実現することをそれぞれ目的としており、明確に役割分担がなさ

れている。 

また、鉄道建設・運輸施設整備支援機構の船舶共有建造制度により、環境

負荷低減に資する船舶や離島航路に就航する船舶等の政策的意義の高い

船舶の建造に必要な低利・長期資金を供給している。 
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更に、省エネに資する船舶に係る予算上の支援措置として以下のものを要

求予定である。 

・船舶用省エネ設備の導入促進に係る補助（平成 31 年度概算要求：1,685

百万円の内数） 

③ 地方公共団

体が協力す

る相当性 

地方税に関係しない 

 

 

12 有識者の見解 ― 

13 前回の事前評価又は事後

評価の実施時期 

平成 29 年 8 月（H29 国交 15） 
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租税特別措置等に係る政策の事前評価書 

1 政策評価の対象とした政策

の名称 
新関西国際空港株式会社、関西国際空港土地保有株式会社及び中部国際

空港株式会社に係る資本割の課税標準の特例措置の延長 

2 対象税目 

 

① 政策評価の

対象税目 

対象：法人事業税 

② 上記以外の

税目 

 

3 要望区分等の別 【新設・拡充・延長】   【単独・主管・共管】 

4 内容 《現行制度の概要》 

新関西国際空港株式会社（以下「新関空会社」）、関西国際空港土地保有

株式会社（以下「土地保有会社」）及び中部国際空港株式会社（以下「中部会

社」）に係る事業税の特例措置の適用期限を延長する。 

・新関空会社：事業税の資本割の算出に係る資本金等の額から、当該資本金

等の額の５／６を控除する。 

･土地保有会社：事業税の資本割の算出に係る資本金等の額から、当該資本 

金等の額の５／６を控除する。 

･中部会社：事業税の資本割の算出に係る資本金等の額から、当該資本金

等の額の２／３を控除する。 

《要望の内容》 

適用期限を５年間延長し、平成３６年３月３１日までとする。 

《関係条項》 

地方税法附則第９条第４項、第５項 

5 担当部局 航空局航空ネットワーク部近畿圏・中部圏空港政策室 

6 評価実施時期及び分析対

象期間 

評価実施時期：平成３０年８月 

分析対象期間：平成２５年８月～平成３０年７月                

7 創設年度及び改正経緯 平成１６年度：創設 

平成２１年度：特例措置の延長（５年間） 

平成２４年度：新関空会社及び土地保有会社の拡充 

平成２６年度：特例措置の延長（５年間） 

8 適用又は延長期間 ５年間 

9 必要性

等 

① 政策目的及

びその根拠 

《租税特別措置等により実現しようとする政策目的》 

◎新関空会社及び土地保有会社、◎中部国際空港株式会社 

関西国際空港（以下「関空」）及び中部国際空港（以下「中部空港」）

は、我が国の経済活動を支える重要基盤である国際拠点空港であるが、地域

との共生、環境問題への対応等のため、海上空港として設置されたものであ

る。 

関空、中部空港の設置・管理・運用を行う新関空会社、土地保有会社、中

部会社の資本金は、海上空港の特殊性から必要になる多額の空港工事負

担金等であり、その性質及び目的が、他の課税法人とは異なるものであるた

め、適正な課税措置により、関空、中部空港の整備に要した費用に係る債務

の早期かつ確実な返済を図り、国際拠点空港の国際競争力の維持・強化に
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寄与することを目的とする。 

《政策目的の根拠》 

◎新関空会社及び土地保有会社 

① 関西国際空港及び大阪国際空港の一体的かつ効率的な設置及び管理

に関する法律（平成二十三年法律第五十四号）（抄） 

（目的）  

第一条  この法律は、関西国際空港及び大阪国際空港（以下「両空港

」という。）の一体的かつ効率的な設置及び管理に関する基本方針

の策定、新関西国際空港株式会社の事業の適正な運営を確保するた

めに必要な措置、民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促

進に関する法律（平成十一年法律第百十七号。以下「民間資金法」

という。）の規定により両空港に係る特定事業（民間資金法第二条

第二項に規定する特定事業をいう。以下同じ。）が実施される場合

における関係法律の特例その他の両空港の一体的かつ効率的な設置

及び管理に必要な措置を定めることにより、関西国際空港の整備に

要した費用に係る債務の早期の確実な返済を図りつつ、関西国際空

港の我が国の国際航空輸送網の拠点となる空港（以下「国際拠点空

港」という。）としての機能の再生及び強化並びに両空港の適切か

つ有効な活用を通じた関西における航空輸送需要の拡大を図り、も

って航空の総合的な発達に資するとともに、我が国の産業、観光等

の国際競争力の強化及び関西における経済の活性化に寄与すること

を目的とする。 

② 社会資本整備重点計画（平成27年9月18日閣議決定）(抜粋) 

関西国際空港・大阪国際空港について、民間事業者の柔軟な創

意工夫による空港ビジネスの展開を可能とするコンセッションの

実現により、関西国際空港債務の早期の確実な返済を図りつつ、

関西国際空港の国際拠点空港としての機能の再生・強化、両空港

の適切かつ有効な活用を通じた関西の航空輸送需要の拡大等を図

る。 

 

◎中部会社 

①中部国際空港の設置及び管理に関する法律（平成十年法律第三十六号）(

抄) 

第一条 この法律は、中部国際空港の設置及び管理を効率的に行うための

措置を定めることにより、航空輸送の円滑化を図り、もって航空の総合的

な発達に資することを目的とする。 

第二条 中部国際空港は、国際航空輸送網の拠点となる空港として、愛知

県の地先水面で政令で定める位置に設置するものとする。 

②第4次社会資本整備重点計画（平成27年9月18日閣議決定） 

中部国際空港については、LCC等の新規就航、増便に対応するた

めのエプロン整備を平成28年度末の供用開始に向け実施し、機能

強化を図る。 
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中部国際空港においては、将来の完全24時間化という課題を見

据え、中部地域へのインバウンド増進を図る昇龍道プロジェクト

の一層の推進など、地域と一体となった需要開拓や受入環境整備

を推進するとともに、航空貨物輸送の新たな需要等に対応した空

港施設の拡充等を推進する。 

③未来投資戦略2017-Society5.0の実現に向けた改革-（平成29年6月

9日閣議決定）（抜粋） 

中部空港におけるLCC専用旅客ターミナルの整備を推進し、地域

の拠点空港等の機能強化を図る。 

④観光ビジョン実現プログラム2018（平成30年6月12日観光立国閣僚

推進会議にて決定） 

中部空港については、LCC の増便・新規就航に対応するため LCC

専用ターミナル(2019 年上期供用開始予定)の整備を進める。 

② 政策体系に

おける政策

目的の位置

付け 

政策目標 Ⅵ「国際競争力、観光交流、広域・地域間連携等の確保・強化」 

施策目標２４「航空交通ネットワークを強化する」に包含 

③ 達成目標及

びその実現

による寄与 

《租税特別措置等により達成しようとする目標》 

◎新関空会社及び土地保有会社 

関西国際空港の設置・管理という新関空会社の行う事業の公共性等に鑑

み、財務体質の健全化を通じて、その適切な業務運営の確保を図る。 

具体的には、6,738 億(H29 年度末現在)にものぼる有利子債務を毎年着実

に減少させていくことにより、支払い利子負担を低減させていくこととする。 

 

◎中部会社 

中部空港の建設・運営という中部会社の行う事業の公共性等に鑑み、財務

体質の健全化を通じて、その適切な業務運営の確保を図る。 

具体的には、1,990 億(H29 年度末現在)にものぼる有利子債務を毎年確実

に減少させていくことにより、支払利子負担を低減させていくこととする。 

《政策目的に対する租税特別措置等の達成目標実現による寄与》 

◎新関空会社及び土地保有会社 

本措置を講ずることにより、事業税の資本割の算出に係る資本金等の額か

ら、当該資本金等の額の５／６が控除され、適正な事業税負担となることでよ

り多くの額を有利子債務の返済に回すことができるようになるため、新関空会

社及び土地保有会社の財務体質の健全化、安定的な運営の確保に寄与す

る。 

◎中部会社 

本措置を講ずることにより、事業税の資本割の算出に係る資本金等の額か

ら、当該資本金等の額の２／３が控除され、適正な事業税負担となることでよ

り多くの額を有利子債務の返済に回すことができるようになるため、中部会社

の財務体質の健全化、安定的な運営の確保に寄与する。 

10 有効性

等 

① 適用数 ◎新関空会社及び土地保有会社 

・過去の実績 

 平成２５年度～平成２９年度：各年度２件 

  （新関空会社、土地保有会社） 
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・将来推計 

 現在の組織体系に変更がないと仮定すると：各年度２件 

◎中部会社 

・過去の実績 

 平成２５年度～平成２９年度：各年度１件 

  （中部会社） 

・将来推計 

 現在の組織体系に変更がないと仮定すると：各年度１件 

② 適用額 ◎新関空会社及び土地保有会社 

・過去の実績                              （単位：百万円） 

会  社  名 H25 H26 H27 H28 H29 

新関空会社 460,868 460,868 460,868 460,868 460,868 

土地保有会社 679,366 679,366 679,358 679,358 679,358 

合   計 1,140,234 1,140,234 1,140,226 1,140,226 1,140,226 

・将来推計 

 現在の資本金等の額に変更がないと仮定すると 

 平成３０年度～平成３５年度：各年度 1,140,226 百万円 

◎中部会社 

・過去の実績                              （単位：百万円） 

会 社 名 H25 H26 H27 H28 H29 

中部会社 55,778 55,778 55,778 55,778 55,778 

・将来推計 

 現在の資本金等の額に変更がないと仮定すると 

 平成３０年度～平成３５年度：各年度５５，７７８百万円 

③ 減収額 ◎新関空会社及び土地保有会社 

・過去の実績                              （単位：百万円） 

会  社  名 H25 H26 H27 H28 H29 

新関空会社 464 464 696 1,161 1,161 

土地保有会社 548 548 822 1,370 1,370 

合   計 1,012 1,012 1,518 2,530 2,530 

・将来推計 

 現在の資本金等の額及び税率に変更がないと仮定すると 

 平成３０年度～平成３５年度：各年度２，５３０百万円 

◎中部会社 

・過去の実績                              （単位：百万円） 

会 社 名 H25 H26 H27 H28 H29 

中部会社 115 115 172 285 285 

・将来推計 

 現在の資本金等の額及び税率に変更がないと仮定すると 

 平成３０年度～平成３５年度：各年度２８５百万円 
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④ 効果 《政策目的の達成状況及び達成目標の実現状況》 

◎新関空会社及び土地保有会社 

平成 25 年度から平成 29 年度末までに約 86.0 億円の減免を受けており、

これを返済原資の一部として債務の償還を行ってきたところである。 

 引き続き本措置の適用を受けていくことで、有利子債務の償還が早まり、支

払利子負担の軽減をもって、新関空会社及び土地保有会社の財務体質の健

全化に寄与していくことができる。 

◎中部会社 

 平成 25 年度から平成 29 年度末までに約 9.7 億円の減免を受けており、こ

れを返済原資の一部として債務の償還を行ってきたところである。 

 引き続き本措置の適用を受けていくことで、有利子債務の償還が早まり、支

払利子負担の軽減をもって、中部会社の財務体質の健全化に寄与していくこ

とができる。 

《達成目標に対する租税特別措置等の直接的効果》 

◎新関空会社及び土地保有会社 

平成 25 年度から平成 29 年度末までに約 86.0 億円の減免を受けており、

これを返済原資の一部として債務の償還を行ってきたところである。（平成 25

年度末有利子債務額 9,463 億円→平成 29 年度末有利子債務額 6,738 億

円） 

もし、本措置が延長されなかった場合、有利子債務の返済に回せる額が少

なくなることにより、支払利子負担が経営を圧迫し、新関空会社及び土地保有

会社の財務体質の健全化及び安定的な運営が難しくなる。 

◎中部会社 

平成 25 年度から平成 29 年度末までに約 9.7 億円の減免を受けており、こ

れを返済原資の一部として債務の償還を行ってきたところである。（平成 25 年

度末有利子債務額 2,303 億円→平成 29 年度末有利子債務額 1,990 億円） 

もし、本措置が延長されなかった場合、有利子債務の返済に回せる額が少

なくなることにより、支払利子負担が経営を圧迫し、中部会社の財務体質の健

全化及び安定的な運営が難しくなる。 

⑤ 税収減を是

認する理由

等 

◎新関空会社及び土地保有会社 

 本措置により、平成 25 年度から平成 29 年度末までに約 86.0 億円の減免を

受けており、これを返済原資の一部として債務の償還を行うことにより、新関

空会社及び土地保有会社の財務体質の健全化が図られている。（平成 25 年

度末有利子債務額 9,463 億円→平成 29 年度末有利子債務額 6,738 億円） 

◎中部会社 

本措置により、平成 25 年度から平成 29 年度末までに約 9.7 億円の減免を

受けており、これを返済原資の一部として債務の償還を行うことにより、中部

会社の財務体質の健全化が図られている。（平成 25 年度末有利子債務額

2,303 億円→平成 29 年度末有利子債務額 1,990 億円） 

11 相当性 ① 租税特別措

置等による

べき妥当性

等 

◎新関空会社及び土地保有会社 

新関空会社及び土地保有会社の資本金は、多額の造成費用を資本金で
賄っているために、過大となっているものであり、一般の営利企業の資本金と
は明らかにその性質・目的が異なっている。 

そのため、国の無利子資金の出資比率である２／３について課税対象から

控除し、さらに新関空会社及び土地保有会社は、中部会社と比較して多額の
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資本金、及び有利子負債があることから、更に１／２を控除していただくこと

で、適正な事業税負担とされ、安定的な運営を確保することができるため、本

措置は妥当である。 

◎中部会社 

中部国際空港は空港法においては、国が設置・管理すべきものと位置付け
られているが、中部法により民間の中部会社が指定され、事業を実施してい
るものである。 

中部会社の資本金は、多額の造成費用を資本金で賄っているために、過
大となっているものであり、一般の営利企業の資本金とは明らかにその性質・
目的が異なっている。 

そのため、国の無利子資金の出資比率である２／３について課税対象から
控除していただくことで、適正な事業税負担とされ、安定的な運営を確保する
ことができるため、本措置は妥当である。 

② 他の支援措

置や義務付

け等との役

割分担 

政府保証債等の予算上の措置は、主に資金調達の際の信用力の補完等

を目的とするものであり、本租税特別措置は、税負担を低減することによっ

て、より直接的に政策目的（関空、中部空港の整備に要した費用に係る債務

の早期かつ確実な返済を図り、国際拠点空港の国際競争力の維持・強化を

図る）の実現を支援するものであることから、政策目的の実現に当たって、本

租税特別措置等の手段を取ることが必要かつ適切である。 

③ 地方公共団

体が協力す

る相当性 

◎新関空会社及び土地保有会社 

本措置により、新関空会社及び土地保有会社の財務体質の健全化を図

り、航空ネットワーク・国際競争力を強化することで、近畿圏における航空輸送

需要の拡大が図られ、近畿圏における経済の活性化に寄与するという効果が

見込まれることから、地方公共団体が協力する相当性がある。 

◎中部会社 

本措置により、中部会社の財務体質の健全化を図り、航空ネットワーク・国

際競争力を強化することで、中部圏における航空輸送需要の拡大が図られ、

中部圏における経済の活性化に寄与するという効果が見込まれることから、

地方公共団体が協力する相当性がある。 

12 有識者の見解 － 

13 前回の事前評価又は事後

評価の実施時期 

平成２５年８月 

国交３９ 
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租税特別措置等に係る政策の事前評価書 

1 政策評価の対象とした政

策の名称 

沖縄の観光地形成促進地域における課税の特例の延長 

2 対象税

目 

 

① 政策評価の

対象税目 

（法人税：義）（国税 37） 

（法人住民税：義）（地方税 47） 

② 上記以外の

税目 

（事業所税：外） 

3 要望区分等の別 【新設・拡充・延長】   【単独・主管・共管】 

4 内容 《現行制度の概要》 

（対象地域） 

 沖縄全県が対象 

 

（１）国税 

○投資税額控除 （法人税） 

 ・対象施設の新・増設に係る設備の取得価額が 1,000 万円超の場

合、一定割合（機械・装置の取得価額の 15%、建物・附属装置・構築

物の取得価額の 8%）を法人税額から控除。 

 ・法人税額の 20％限度（繰越税額控除４年）、取得価額の上限 20 億

円。 

 ・対象となる建物附属設備等は、建物と同時取得したものに限られ

る。 

・対象施設（各施設の要件は租税特別措置法施行規則等で規定） 

①スポーツ・レクリエーション施設、②教養文化施設、③休養施設

（宿泊施設に附属する温泉保養施設・国際健康管理増進施設を

含む）、④集会施設（宿泊施設に附属する会議場施設・研修施設

を含む）、⑤政令で定める要件を備え沖縄県知事が指定する販売

施設。 

（２）地方税 

○法人住民税 

 ・対象地域において、上記法人税負担の軽減となる特例措置と同様

の効果 

を適用する（自動連動）。 

○事業所税 

 ・那覇市で新設された特定民間観光関連施設について、新設の日か

ら５年間に限り、事業所税の資産割の課税標準を２分の１控除す

る。 

 

《要望の内容》 

適用期限（平成３１年３月 31 日）を２年間延長する 

《関係条項》 

・沖縄振興特別措置法第８条、第９条 

・租税特別措置法第 42 条の９、第 68 条の 13 
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・租税特別措置法施行令第 27 条の９、第 39 条の４3 

・租税特別措置法施行規則第 20 条の４、第 22 条の 26 

・地方税第 23 条第１項第３号、第 292 条第１項第 3 号 

5 担当部局 観光庁観光地域振興部観光地域振興課 

6 評価実施時期及び分析対

象期間 

評価実施時期：平成 30 年 8 月 

分析対象期間：平成 24 年度～33 年度 

7 創設年度及び改正経緯 平成 10 年度 観光振興地域制度を創設 

平成 14 年度 観光振興地域制度に係る地域指定要件及び対象施設

要件の緩和 

平成 19 年度 観光振興地域制度に係る対象施設の拡充（対象施設で

ある教養文化施設に文化紹介体験施設を追加） 

平成 24 年度 観光振興地域制度を廃止し、観光地形成促進地域制度

を創設 

平成 26 年度 観光地形成促進地域制度に係る対象施設の拡充（宿泊

施設内の観光関連施設を追加）及び対象施設の床面積

等に係る要件を緩和 

平成 29 年度 観光地形成促進地域制度に係る対象施設から９施設

を除外（野球場、陸上競技場、蹴球場、スキー場、

体育館、釣り場、遊漁船等利用施設、遊覧船発着場

及び図書館） 

8 適用又は延長期間 ２年間（平成 31 年度～32 年度） 

9 必要性

等 

① 政策目的及

びその根拠 

《租税特別措置等により実現しようとする政策目的》 

 国内外からの観光客の誘客、観光の高付加価値化、観光資源の持

続的利用を通じた観光産業の一層の振興により、沖縄の自立型経済

の発展を目指す。 

《政策目的の根拠》 

沖縄振興特別措置法（平成14年法律第14号）において沖縄の自立的

発展に資するとともに沖縄の豊かな住民生活の実現に寄与することと

され、同法に基づく沖縄振興基本方針（平成24年５月11日内閣総理大

臣決定）において、成長するアジア地域の活力を取り込み、観光等を

新しいリーディング産業として確立していくことにより沖縄の自立を図る

とともに、我が国やアジア・太平洋地域の発展にも寄与していくこととし

ている。 

 

■沖縄振興特別措置法（平成14年法律第14号）（抄） 

（目的） 

第一条 この法律は、沖縄の置かれた特殊な諸事情に鑑み、沖縄振

興基本方針を策定し、及びこれに基づき策定された沖縄振興計画に

基づく事業を推進する等特別の措置を講ずることにより、沖縄の自

主性を尊重しつつその総合的かつ計画的な振興を図り、もって沖縄

の自立的発展に資するとともに、沖縄の豊かな住民生活の実現に

寄与することを目的とする。 

 

第三章 産業の振興のための特別措置 

（観光地形成促進計画の作成等） 

第六条 沖縄県知事は、国内外からの観光旅客の来訪の促進に資す

る高い国際競争力を有する観光地の形成を図るための計画（以下
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「観光地形成促進計画」という。）を定めることができる。 

２ 観光地形成促進計画は、次に掲げる事項について定めるものとす

る。 

一 計画期間 

二 国内外からの観光旅客の来訪の促進に資する高い国際競争力

を有する観光地の形成を図るため必要とされる政令で定める要件

を備えている地域（以下「観光地形成促進地域」という。）の区域 

三 高い国際競争力を有する観光地の形成を図るため沖縄県が観光

地形成促進地域において実施しようとする観光関連施設（スポーツ

又はレクリエーション施設、教養文化施設、休養施設、集会施設、販

売施設及び宿泊施設をいう。第十条において同じ。）の整備の促進

を図るための措置、公共施設の整備その他の措置の内容 

３～８ （略） 

 

（課税の特例） 

第八条 提出観光地形成促進計画に定められた観光地形成促進地域

の区域内において特定民間観光関連施設（スポーツ若しくはレクリ

エーション施設、教養文化施設、休養施設若しくは集会施設又は販

売施設（小売業の業務を行う者の事業の用に供される施設と観光の

振興に資する施設とが一体的に設置される施設で政令で定める要

件に該当するものであって、当該施設が当該要件に該当するものと

して沖縄県知事が指定するものに限る。）であって、民間事業者が設

置及び運営するものをいう。次条において同じ。）を新設し、又は増

設した法人が、当該新設又は増設に伴い新たに機械及び装置、建

物及びその附属設備並びに構築物を取得し、又は製作し、若しくは

建設した場合には、租税特別措置法 （昭和三十二年法律第二十六

号）で定めるところにより、課税の特例の適用があるものとする。 

２  （略） 

 

（地方税の課税免除又は不均一課税に伴う措置） 

第九条 地方税法 （昭和二十五年法律第二百二十六号）第六条 の

規定により、地方公共団体が、提出観光地形成促進計画に定めら

れた観光地形成促進地域の区域内において特定民間観光関連施

設を新設し、又は増設した者について、当該特定民間観光関連施設

に係る事業に対する事業税、当該特定民間観光関連施設の用に供

する建物若しくはその敷地である土地の取得に対する不動産取得

税若しくは当該特定民間観光関連施設の用に供する機械及び装

置、建物若しくは構築物若しくはこれらの敷地である土地に対する固

定資産税を課さなかった場合又はこれらの地方税に係る不均一の

課税をした場合において、これらの措置が総務省令で定める場合に

該当するものと認められるときは、地方交付税法 （昭和二十五年法

律第二百十一号）第十四条 の規定による当該地方公共団体の各

年度における基準財政収入額は、同条 の規定にかかわらず、当該

地方公共団体の当該各年度分の減収額（事業税又は固定資産税

に関するこれらの措置による減収額にあっては、これらの措置がさ

れた最初の年度以降五箇年度におけるものに限る。）のうち総務省

令で定めるところにより算定した額を同条 の規定による当該地方公

共団体の当該各年度（これらの措置が総務省令で定める日以後に

おいて行われたときは、当該減収額について当該各年度の翌年度）
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における基準財政収入額となるべき額から控除した額とする。 

 

（資金の確保等） 

第十条 国及び地方公共団体は、事業者が行う提出観光地形成促進

計画に定められた観光地形成促進地域の区域内の観光関連施設

の整備のために必要な資金の確保その他の援助に努めるものとす

る。 

 

■沖縄振興基本方針（平成24年5月11日内閣総理大臣決定） 

Ⅲ 沖縄の振興に関する基本的な事項 

１ 観光、情報通信産業、農林水産業その他の産業の振興に関する基

本的な事項 

（１）観光・リゾート産業 

沖縄のリーディング産業である観光・リゾート産業の持続的な発

展に向けて、外国人観光客の誘客拡大と観光の高付加価値化を進

める。 

このため、特に、高い国際競争力を有する魅力ある観光地の形成

に向けて、自然環境や風景等の沖縄の魅力を守りつつ、観光関連

施設の集積や 公共施設の一体的・重点的な整備を促進する。 

また、国内外を問わず、観光客のニーズの多様化・高度化や量的

拡大に対応するため、質の高い人材の育成・確保等の受入体制の

整備に努め、文化・芸能、自然環境等沖縄独自の地域資源を活用

した滞在型観光の推進や、スポーツ、健康、農業等の他の分野・産

業と観光との連携促進を図るとともに、国際会議等いわゆるＭＩＣＥ

の誘致・開催を図る。 

② 政策体系に

おける政策目

的の位置付

け 

【政策】11 沖縄政策の推進 

【施策】① 沖縄政策に関する施策の推進 

 

③ 達成目標及

びその実現

による寄与 

《租税特別措置等により達成しようとする目標》 

・達成目標 

平成33年度までに 

・入域観光客数 1,200万人 

・観光収入 1.1兆円 

・観光客一人当たりの平均滞在日数 4.5日 

・観光客一人当たりの県内消費額 ９万３千円 

 

・測定指標 

平成33年度までに 

 ・本制度を活用した設備投資 

９件 

 ・本特例を活用した観光施設への来場者数 

70,000人 

 

※本制度は、沖縄振興特別措置法に基づいたものであるため、目標達成時期につ

いては、同法の期限と合わせ、平成 33 年度とする。 

※達成目標については、沖縄振興特別措置法に基づいて沖縄県が定めた沖縄振興

計画（沖縄 21 世紀ビジョン実施計画）の目標値に基づき設定する。 
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《政策目的に対する租税特別措置等の達成目標実現による寄与》 

本制度を通じて新たな観光関連施設投資を促すことで、閑散期にお

ける観光客増加や、観光満足度の向上によるリピーターの増加が期待

され、宿泊者数・人泊数の増大に寄与する。また、魅力ある観光関連

施設の増加は、観光客一人当たりの県内消費額増大に寄与し、観光

収入の増加、ひいては自立型経済の構築につながるものである。 

 さらに、ホテル等における会議場施設や研修施設の整備が促進され

ることで、今後沖縄県及び政府が戦略的に取り組むとしている MICE

誘致・開催数が増大し、MICE 施設の利用頻度が増加するとともに、国

際コンベンション都市の形成に寄与する。 

 

10 有効性

等 

① 適用数 １．税制優遇措置の適用状況 

（単位：千円） 

 

※国税である投資税額控除の実績は、租税特別措置の適用実態調査の結果に関する

報告書 

※H29 年度（国税）については沖縄県調査。 

※地方税については沖縄県調査に基づく。 

 

○ 適用実績が僅少な理由 

 国税の活用実績がないのは、これらの法人が設立されたばか

りで課税対象所得がなかったことが要因であり、今後収益が黒

字になった時点で免除申請をすると見込んでいる。今般の入域

観光客数の増加を受けて客室稼働率が高水準で推移している現

状を踏まえれば、今後は繰越税額控除４年間での国税の投資税

額控除の活用が見込まれる。 

また、沖縄県が平成 29 年 10 月に実施した企業調査では、観光

地形成促進地域制度の利用意向について「ぜひ利用したい」と

「どちらかと言えば利用したい」との回答が 44.5％あった一方、

同制度の利用意向について「どちらとも言えない」が 44.4％とな

っており、制度内容の理解不足が税制の利用意向に影響している

と考えられる。このため、今後は更に周知活動に注力するととも

に、開業直後のフォローアップを強化し、活用促進を図ってい

く。 

 

２．適用数の将来予測 

（単位：件） 
 H30 H31 H32 H33 

観光施設 2 2 2 2 

※ 観光施設については、沖縄県アンケート等から年 2 件適用があるものとし

て試算 

項目 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 

件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 

投資税額控除 0 0 0 0 0 0 １ 2,218 

法人住民税 0 0 0 0 0 0 1 286 
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② 適用額 １．平成 26 年度税制改正後の適用額実績 

（単位：千円） 

 

 

 

 

 

※国税について、「租税特別措置の適用実態調査の結果に関する報告書」（財務

省）なお、平成 29 年度については沖縄県調査を基に記載。 

※地方税については沖縄県調査に基づく。 

 

２．今後の適用額見込み 

 今後は、平年度 31,368 千円の適用を見込む。 

＜適用見込みの算出方法＞ 

平成 27 年度の固定資産税免除の活用事例をもとに、１件当たりの取得価

額を 196,048 千円、適用額を 15,684 千円と仮定。 

◆平成 27 年度固定資産税免除実績に基づく取得価格の平均値             

（千円） 

施設種別 展示施設 温泉保養施設 平均 

取得価格 146,786 245,310 196,048 

※ 沖縄県調査による。 

 

 

 H26 H27 H28 H29 

投資税額控除 0 0 0 2,218 

法人住民税 0 0 0 286 

③ 減収額 １．平成 26 年度税制改正後の減収額実績 

（単位：千円） 

 

 

 

 

※国税について、「租税特別措置の適用実態調査の結果に関する報告書」（財務

省）なお、平成 29 年度については沖縄県調査を基に記載。 

※地方税については沖縄県調査に基づく。 

 

２．今後の適用額見込み 

平年度法人税 31,368 千円、法人住民税 4,046 千円の適用を見込む。 

（適用見込額根拠については別紙参照） 

※法人住民税については、法人税額に税率（12.9％）をかけたもの。 

 H26 H27 H28 H29 

法人税 0 0 0 2,218 

法人住民税 0 0 0 286 
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④ 効果 《政策目的の達成状況及び達成目標の実現状況》 

１．政策目的の達成状況 

沖縄県の入域観光客数については平成 25 年 11 月から 53 ヶ月

連続で各月の過去最高を更新し、世界有数のリゾート地であるハ

ワイの入域観光客数を超える水準まで増加しており（2017 年実

績で、ハワイ 938 万人に対し沖縄県 939 万人）、それに伴い観光

収入も増加しているところ（平成 28 年度実績 6602 億 9400 万

円、対前年比＋9.6％増）。 

一方で、観光客一人当たりの平均滞在日数については、平成

28 年実績でハワイが 8.9 日と１週間を超えるのに対し、沖縄は

3.7 日にとどまっており、観光客１人当たりの消費額もハワイが

約 18 万 5 千円に対し、沖縄は 7 万千円であり、滞在日数の長期

化及び１人当たり消費額の増加が課題である。 

このため、那覇空港第二滑走路やクルーズ船バース等のインフ

ラ整備による受入機能増強と並行して、引き続き本制度の活用に

より民間投資による新たな観光関連施設の創出等を促し、魅力あ

る観光リゾート地としての国際競争力を一層高め、観光収入の増

加による自立型経済の構築につなげていきたい。 

（※年度毎の推移については、後述《達成目標に対する租税特別

措置等の直接的効果》を参照。） 

 

２．所期の目標の実現状況 

平成33年度までに 

 ・本制度を活用した設備投資 ２６件 

 ・本特例を活用した設備投資に伴う新規雇用者数 ３９３人 

実現状況： 

 平成 28 年度 平成 29 年度 

本制度を活用した設備投資 0 件 1 件 

上述の設備投資に伴う新規雇用者数 0 人 －人 

※平成 29 年度の件数については、沖縄県調査（平成 30 年６月実施）。 

 

 

３．所期の目標の変更について 

沖縄県では、沖縄振興特別措置法に基づく沖縄振興計画（沖縄

21 世紀ビジョン基本計画）において「自立型経済の構築」を政

策目的に掲げており、その実施計画（沖縄 21 世紀ビジョン実施

計画）において「入域観光客数」「観光収入」及び「平均滞在日

数」を成果指標とし、各種施策を推進しているところである。 

本制度は、新たな観光関連施設投資の促進により魅力ある観光リ

ゾート地を形成し、観光収入を増加させることをもって民間主導

の自立型経済の構築を図るものであり、上記目標フレームの達成

に寄与するものであるから、達成すべき目標は実施計画で定めた

上記成果指標へ変更することとし、前回設定した所期の目標は税

制のみの効果を測るものとして測定指標としたい。また、前回設

定時は対象施設に宿泊施設の追加を要望していたことから、設備

投資見込に宿泊施設が入っているが、今年度要望していないこと

から宿泊施設を除した件数としている。 
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《達成目標に対する租税特別措置等の直接的効果》 

１．達成目標の実現状況 

 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

入域観光客数 794 万人 877 万人 958 万人 

観光収入 6,022 億円 6,603 億円 6,979 億円 

観光客一人当たり

の平均滞在日数 

3.89 日 3.78 日 3.68 日 

観光客一人当たり

の県内消費額 

75,881 円 75,297 円 72,853 円 

※出展：沖縄県観光要覧、観光統計実態調査 

なお、測定指標の状況は先述のとおり。 

 

 

２．制度が延長できない場合の影響 

沖縄県の入域観光客数は平成 29 年度に約 958 万人（国内観光

客 688 万 7 千人、国外観光客 269 万 2 千人。前年度比＋9.2％）

と堅調に増加しており、平成 29 年実績（暦年）では初めてハワ

イの入域観光客数を超えるまでになった。 

政府においても、観光立国推進基本法（平成 18 年法律第 117

号）に基づく「観光立国推進基本計画」において、平成 32 年度

までに国内旅行消費額を 21 兆円、訪日外国人旅行者数 4,000 万

人、訪日外国人旅行消費額を８兆円にするなどの目標を掲げてい

る中、沖縄県が観光リゾート地としての国際競争力を更に高め、

今後も多くの外国人観光客を受け入れていくことは、沖縄県の自

立型経済の構築とともに日本全体の経済振興に資するものであ

る。 

しかしながら、本制度が延長できない場合、民間投資を呼び込

む誘因が減少し、入域観光客数の増加傾向に対して集客施設等の

受入体制整備が遅れている現状が改善されず、特定の観光地の混

雑化や観光客の満足度低下等により、国際競争力のある観光地形

成や観光産業の持続的発展にも大きな影響をもたらすことが懸念

される。 

 今後も継続的に入域観光客数を増加させつつ、満足度の向上に

より国際競争力のある観光地を形成していくためには、政策的に

投資を呼び込むことが必要である。 

 

【参考】 

・沖縄旅行の満足度（全体） 53.7％(H24)→61.6％(H28) 

・沖縄旅行の満足度（施設） 45.1％(H24)→45.4％(H28) 

沖縄旅行の満足度については向上しつつあるものの、全体の満足度

に対して施設の満足度の伸びが低い。冬期や雨天時などの満足度向

上が課題である。 

 

 

⑤ 税収減を是認

する理由等 

国内外の観光客が来訪する新たな観光関連施設が整備され、地域

の特色を生かした観光地形成が図られる。これにより、沖縄旅行の満

足度が向上し、入域観光客数、観光収入、一人当たりの平均滞在日

数、一人当たりの観光消費額の増加に寄与することとなる。 
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加えて、観光関連施設におけるインバウンド投資等が促進され、魅

力ある宿泊施設、レクリエーション施設、販売施設など、地域の特色を

生かした観光関連施設が整備されることにより、地域における新規雇

用の創出といった経済効果や、MICE や富裕層の誘致等による生産性

の高い観光産業への変革等、政府が掲げる観光ビジョンの推進にも

寄与する。 

また、県外客消費額を、測定指標の観光関連施設への来場者数を

もとに算出すると、目標としている平成 33 年度には約７億円の県外客

消費額を押し上げる効果があると試算され、本制度による約１億円の

税収減を是認する効果があるものと考えられる。 

・本特例を活用した施設への来場者数 

 70,000 人 

・県外客消費単価（娯楽・入場費 7,330 円） 

→県外客消費額の押し上げ効果 753,817 千円 

  （平年度 17,140 人増加） 

   ※県外客消費単価は「平成 28 年度観光統計実態調査」より 

 

11 相当性 ① 租税特別措

置等によるべ

き妥当性等 

本特例措置は、観光地形成促進地域の区域内において特定民間

観光関連施設を新・増設した事業者が新たに機械等を取得等した場

合に対象とするものであり、投資を促進するものである。 

また、自らリスクを負って投資を行う企業に支援対象を限定してい

る。 

加えて、補助金は、自己資金による設備投資ではないということに

起因する過剰投資や無駄遣い等のモラルハザードを生じる可能性が

ある。 

そのため、相対的に考えて、本特例措置は、必要最小限で的確な措

置となっている。 

 

② 他の支援措

置や義務付

け等との役割

分担 

沖縄県では、本制度のほか、一括交付金等を活用して国内外観光

客やクルーズ船の誘致事業や外国人向けの多言語案内サインの整

備等、国際的な観光地形成に向けて多角的に取り組んでいるところ。

また、投資回収の面から民間による整備が見込めない施設であり、市

町村による一括交付金で整備している体育館、野球場、陸上競技場

等８施設については、平成 29 年度税制改正において対象から除外す

ることで役割分担を図った。 

 

③ 地方公共団

体が協力する

相当性 

本制度は沖縄県からの要望も踏まえて延長するものであり、国税に自

動連動等する地方税の軽減はあるものの、本制度の達成目標を実現

することは、沖縄県が策定した沖縄振興計画の目標達成にも寄与す

るため、沖縄県が協力する相当性がある。 

 

12 有識者の見解  

 

 

13 前回の事前評価又は事後

評価の実施時期 

平成 28 年８月（H28 内閣 06） 
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